


 
はじめに 

 
 

 新型コロナウイルス感染症（COVID19）が世界中に蔓延し、多くの皆様が健康上の問題と経

済上の問題に直面されていることと存じます。国内外での移動や他の人々との面会や会合が規

制され、日常生活においても様々な制約を受けておられると思います。これまで私たちは、地

域社会の安全問題の分析と改善策に関する研究、さらに社会実装活動を実践してきましたが、

今は、これらの活動に COVID19 に関わる課題を加え、皆様やご家族、周辺の多くの人々の生

命と社会の安定を守り、平穏化に向けた努力をすべき時であると思います。 
地域安全学会は、地域社会の安全に関わる問題を生活者の立場から考えるとともに、安全性

の向上に寄与することを目的に 1986 年 12 月に設立されました。設立当初の研究発表会は秋季

の口頭発表だけでしたが、自然災害をはじめとする地域の安全を脅かす課題に対する会員各位

の研究と改善策の社会実装活動を通して、活動は大きく拡大・進展しました。現在では、春季

研究発表、秋季の査読論文発表とポスター発表、東日本大震災特別論文や電子ジャーナルの発

刊などの活動が活発に行われています。さらに国際的な活動として取り組んできた日米都市防

災会議も、アジア都市防災会議、国際都市防災会議へと発展しています。さらに、2013 年から

は一般社団法人とし、文部科学省からの補助金による事業の実施など、法人格として本学会の

基盤を固めてまいりました。 
春季研究発表会の開始は 2004 年ですが、過去に地震・津波や台風、火山活動などによって

被害を受けた地域で開催し、地元の皆様とともに防災について考えると同時に、会員各位が被

災地の復興と災害対策の状況について学ぶことも目的としています。2020 年は 5 月 22 日(金)
～23 日(土)に、2000 年鳥取県西部地震から 20 周年を迎える鳥取県米子市で実施する予定で準

備を進めてきましたが、COVID19 の影響を踏まえ、誠に残念ではありますが中止の決定をし

ました。そしてその代わりとして、実験的にオンライン研究報告会を試行することにしました。 
最後に、鳥取県米子市の方々をはじめ 2020 年春季研究発表会の関係者の皆様に、中止の決

定に対するお詫びとこれまでの準備へのご尽力に対して、深く感謝の意を表します。また、初

めての試みであるオンライン研究報告会の準備にご尽力いただいた皆様に深く感謝するととも

に、これが実現しましたことを大変うれしく思います。 
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B-9 災害対応担当者に必要とされる能力向上を目指した新規図上演習とその効

果測定 

(73) 

 同志社大学大学院社会学研究科  辻岡 綾、川見 文紀 

公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 人と防災未来センター  松川 杏寧 

同志社大学 社会学部  立木 茂雄 

B-10 大規模災害時のプッシュ型支援の品目に関する提案： 

要配慮者のエネルギー摂取の観点から 

(77) 

 一般社団法人 RCF  四登 夏希、佐々木 梨華 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 国際災害栄養研究室 室長  笠岡（坪山）宜代 

国立研究開発法人 防災科学技術研究所 災害過程研究部門 主幹研究員  宇田川 真之 

B-11 防災啓発を目的とした時空間 GIS の開発と実践 

－1959 年伊勢湾台風を題材とした企画展示への適用－ 

(79) 

 名古屋大学 減災連携研究センター  倉田 和己、荒木 裕子、末松 憲子、田代 喬 

B-12 地域住民によるソーシャルキャピタルの向上とまちの安全・安心 

－京都市内 3 年分のパネルデータをもとに－ 

(83) 

 公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 人と防災未来センター  松川 杏寧 

同志社大学大学院社会学研究科  川見 文紀 

同志社大学社会学部  立木 茂雄 

 被災子育て世代の生活再建に関する考察（家族構成からの分析） (87) 

 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科  原 耕平、阪本 真由美 

 2018 年 7 月豪雨災害における土石流の近傍で観測された地盤震動デー

タの分析 

(89) 

 広島大学 大学院先進理工系科学研究科  三浦 弘之 

広島大学 工学部第四類（研究当時）  戸川 肇 

 被災地支援拠点としての銭湯の可能性と課題 (93) 

 名古屋大学 減災連携研究センター  北川 夏樹 

国立研究開発法人 防災科学技術研究所 総合防災情報センター  吉森 和城 

 2019 年アルバニア地震と災害対応 (97) 

 東洋大学 国際学部 国際地域学科  松丸 亮 

ポリス大学 国際協力機構  森川 真樹 

建築家・フリーランス  イスマイリ デニス 

 日常と災害をつなぐ外国人住民の防災対策のあり方について (101) 

 岐阜大学流域圏科学研究センター  小山 真紀 

（元）岐阜大学工学部  前野 孝介 

同志社大学グローバル地域文化学部  王 柳蘭 

兵庫県立大学大学減災復興政策研究科  阪本 真由美 

 「自助・共助・公助」という区分に関する一考察 

－行政課題を検討するツールとしての使用法－ 

(103) 

 千葉市役所  内谷 靖 
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 地域住民の証言にみる東日本大震災被災前の地域類型 

－岩手県における「記憶の街ワークショップ」で記録された証言を対象として－ 

(107) 

 京都大学大学院 工学研究科  志手 壮太郎 

ひょうご震災記念 21 世紀研究機構  磯村 和樹 

京都大学 防災研究所  牧 紀男、金 玟淑 

神戸大学大学院 工学研究科  槻橋 修 

 巨大災害時における自治体の災害対応と潜在的土地利用に関する研究 

－事前復興シナリオの検討－ 

(111) 

 京都大学 防災研究所  金 玟淑、牧 紀男 

 基礎自治体における議会業務継続計画の策定プロセスの報告 

～芦屋市議会機能継続計画の事例より～ 

(113) 

 兵庫県立大学大学院 減災復興政策研究科  紅谷 昇平 

 町田市の自主防災組織強化の取り組み (117) 

 東京都立大学 都市環境科学研究科 都市政策科学域 博士後期課程  平木 繁 

減災アトリエ代表  鈴木 光 

工学院大学建築学部まちづくり学科  村上 正浩 

東京都立大学 都市環境科学研究科 都市政策科学域 教授  市古 太郎 

 0 才児が語る阪神大震災： 直後世代の震災学習と中間記憶 (121) 

 公益財団法人ひょうご震災記念 21 世紀研究機構 人と防災未来センター  高原 耕平 

 ノンフォーマル防災教育における〈楽しさ〉の意味： 

「子ども防災クラブ」のエスノグラフィ 

(125) 

 兵庫県立大学減災復興政策研究科 修士課程  田代 和加 

認定NPO日本災害救援ボランティアネットワーク  寺本 弘伸 

公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構 人と防災未来センター  高原 耕平 

 地震火災の延焼拡大予測データベースを活用したリアルタイム避難誘導支

援システムの開発 

(129) 

 筑波大学大学院システム情報工学研究科 博士後期課程  鈴木 雄太 

筑波大学システム情報系  糸井川 栄一 

 複数の火山ハザードマップの作成及びデータベース化 (133) 

 長野県木曽建設事務所  南沢 修 

山梨大学地域防災・マネジメント研究センター  秦 康範 

 地域防災における人材育成の日米比較 

 －防災士と米国 CERT の事例から－ 

(135) 

 宇都宮大学 留学生・国際交流センター  飯塚 明子 
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 Ensuring Privacy of Living Space in Evacuation Shelter 

Using Mixed Reality 

(139) 

 Fukui College  Yuya Yamato 

University of Merdeka Malang  Pindo Tutuko 

Tadulako University  Rifai Mardin 

Vietnam National University  Dinh-Thanh Nguyen 

Kanazawa University  Zhenjiang Shen, Wu Mi 

 駿河湾における詳細な海底地形データに基づく地形判読の試行 (143) 

 常葉大学大学院環境防災研究科  阿部 郁男 

 トレイルによる被災地域の活性化 

－輪島市における復興とまちづくりの視点から－ 

(145) 

 輪島市  倉本 啓之 

金沢大学国際基幹教育院  井出 明 

 LocalWiki を利用した防災教育情報のアーカイブ 2019 年台風 19 号時の

防災行動 

(147 

 北海道大学 大学院工学研究院  森 太郎 
千葉科学大学 教職・学芸員センター  定池 祐季、佐藤 健 

釧路工業高等専門学校  草苅 敏夫 

 250m メッシュ解像度全国住宅資産データの構築 (151 

 MS&AD インターリスク総研株式会社 総合企画部  中井 智基、井上 史也、堀江 啓 

 社会統計情報に基づく地震災害脆弱性評価の都市間比較 (153) 

 神奈川大学工学部建築学科  荏本 孝久、落合 努 

 人口減少社会における地方自治体の復興方策の一考察 

～宮城県石巻市の人口動向データを元に～ 

(157) 

 兵庫県立大学減災復興政策研究科 客員研究員  宮定 章 

 豪雨時における避難情報伝達の困難さに関する実験的検討 (159) 

 神戸市立工業高等専門学校 都市工学科  宇野 宏司 

徳島大学理工学部理工学科  松本 成人 
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    一般論文発表 

        5 月 23 日（土） 

開始 

時間 
第 1 セッション 第 2 セッション 

10:00 会長挨拶 

10:10 Zoom 開催における発表要領の説明 

 
司会：寅屋敷 哲也 

（人と防災未来センター） 

司会：辻岡 綾 

（同志社大学） 

10:30 A-1 B-1 

10:45 A-2 B-2 

11:00 A-3 B-3 

11:15 A-4 B-4 

11:30 A-5 B-5 

11:45 A-6 B-6 

       休憩 

 
司会：志垣 智子 

（三重大学） 

司会：佐藤 翔輔 

（東北大学） 

12:30 A-7 B-7 

12:45 A-8 B-8 

13:00 A-9 B-9 

13:15 A-10 B-10 

13:30 A-11 B-11 

13:45 A-12 B-12 

 

時間厳守, 時間配分の目安：発表 10 分, 質疑応答 5 分 



 

 

 

 

 

第䠍セッション  

A-1 COVID-19 ᚋの社会⛉学 ஭ฟ 明 

A-2 ᆅ㟈にక䛖人間⿕ᐖに㛵䛩るఏ⤫ᆅ㟈ᕤ学ୖのᢅ䛔と་୰ㄅ DB にᇶ

䛵䛟論文⩌とのᑐẚ分ᯒ 

志垣 智子 

A-3 ௧࿴ඖᖺྎ㢼 19 ྕのᾐỈに䜘る⤒῭⿕ᐖの一ヨ⟬ ΎỈ 智 

A-4 ஧重䝇䝨䜽䝖䝹ẚἲ䛷᥎ᐃ䛧䛯୺要ά᩿ᒙᖏのῶ⾶≉ᛶ 

䡚ῶ⾶≉ᛶの✵間分ᕸ䡚 

ᒣ⏣ 㞞⾜ 

A-5 ஦㇟ᶓ᩿᭷஦ᑐ⟇シ䝘䝸䜸ᵓ⠏のヨ䜏 ᰗ∗ ⾜஧ 

A-6 ከᵝ䛺୺య䜢⪃៖䛧䛯㆟論のሙ䛵䛟䜚に㛵䛩る◊✲ 

䠉す三ἙᆅᇦにおけるỈ䜢䝔ー䝬と䛧䛯䜿ー䝇䝇タ䝕䜱䠉 

༓ⴥ ၨᗈ 

 休憩  

A-7 䝬䝹䝏䝝䝄ー䝗ホ౯の䛯䜑のᇶ♏ⓗ◊✲ 

䠉䛭の 2 ᶓ὾ᕷの⏫୎目䜢ᑐ㇟と䛧䛯䜽䝷䝇タ䇷分ᯒ䠉 

ⴠྜ ດ 

A-8 Ẽ௝἟ᕷの東日ᮏ大㟈災䛛䜙のỈ⏘ຍᕤᴗの᚟⯆㐣⛬に㛵䛩る分ᯒ 

䠉⏕⏘ᕤሙの❧ᆅኚ໬に╔目䛧䛶䠉 

寅屋敷 哲也 

A-9 㫽ྲྀ┴ෆ୰ᑠ௻ᴗにᑐ䛩る 11 ᖺ間の BCP ᬑཬのྲྀ䜚⤌䜏とㄢ㢟 ୰㇂ ඾ṇ 

A-10 ௻ᴗの災ᐖ発⏕ᚋの஦ᴗᏑ⥆⪏ஂᮇ間᥎ᐃἲの開発 土屋 Ὀᗈ 

A-11 災ᐖ᚟⯆◊✲における䝟䝛䝹分ᯒの応⏝のྍ⬟ᛶ ᕝぢ 文⣖ 

A-12 㠀㈇್⾜ิᅉ子分ゎ䜢⏝䛔䛯༡ᾏ䝖䝷䝣ᕧ大ᆅ㟈のᾐỈ῝分ᕸの✵

間分ᕸ≉ᛶの要ᅉ分ᯒ 

㧗ᶫ ᖾᏹ 
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第 2 セッション  

B-1 ྎ㢼᥋㏆時における災ᐖ᝟ሗ䞉災ᐖ䝇䜻ー䝬の㑊㞴⾜ື䜈のᙳ㡪：

2019 ᖺྎ㢼 19 ྕ䜈のᑐ応に㛵䛩る䜴䜵䝤社会ㄪᰝの⤖ᯝ䛛䜙 

藤ᮏ ៅ也 

B-2 ௧࿴ඖᖺ東日ᮏྎ㢼における ⴱ㣭༊の㑊㞴ᡤ㐠Ⴀに㛵䛩る時⣔ิ

ⓗ分ᯒ 

༡ ㈗ஂ 

B-3 㞀䛜䛔⪅䚸㧗㱋⪅の᪩ᮇ㑊㞴に䛴䛔䛶のᐇ㊶஦౛ 

䠉長㔝┴佐ஂ✑⏫❧⪁人௓ㆤ᪋タ䛥䜔䛛の஦౛䠉 

子⨾ᜨ ஭‮ 

B-4 ἟ὠᕷにおける஦๓ẁ㝵䛷の㧗ྎ⛣㌿のྲྀ䜚⤌䜏 ụ⏣ ᾈᩗ 

B-5 ⾜ື目ᶆシー䝖のά⏝に䜘る防災⾜ືのಁ㐍 ᯇୗ 哲明 

B-6 ᗈᓥᕷにおける⿕⇿య㦂ఏᢎ⪅䞉⿕⇿య㦂ドゝ⪅㣴ᡂ◊ಟのᐇែᢕ

ᥱ：災ᐖయ㦂ఏᢎ⪅の㣴ᡂ䜢ぢᤣ䛘䛶 

佐藤 翔輔 

 休憩  

B-7 ᐇົ⪅䛜ᇳる災ᐖᑐ応䝥䝻セ䝇のഴྥ分ᯒ 

䠉災ᐖ䝬䝛䝆䝯ン䝖⥲ᣓᨭ᥼ဨ➼䜈の質ၥ⣬ㄪᰝ䜢㏻䛨䛶䠉 

藤ཎ ᏹஅ 

B-8 㒔㐨ᗓ┴ᇦ䛷の災ᐖ䝪䝷ン䝔䜱䜰の䝛ッ䝖䝽ー䜽άືに㛵䛩る◊✲ 

䠉東ி㒔災ᐖ䝪䝷ン䝔䜱䜰センター第 2ᮇ䜰䜽ション䝥䝷ン⟇ᐃ䞉ᐇ᪋

のㄪᰝሗ࿌— 

ᕷྂ ኴ㑻 

B-9 災ᐖᑐ応ᢸᙜ⪅にᚲ要と䛥䜜る⬟ຊྥୖ䜢目ᣦ䛧䛯᪂つᅗୖ₇⩦と

䛭のຠᯝ ᐃ 

辻岡 綾 

B-10 大つᶍ災ᐖ時の䝥ッシ䝳ᆺᨭ᥼のရ目に㛵䛩るᥦ᱌： 

要配៖⪅の䜶䝛䝹䜼ーᦤྲྀのほⅬ䛛䜙 

ᅄⓏ ኟᕼ 

B-11 防災ၨ発䜢目ⓗと䛧䛯時✵間 GIS の開発とᐇ㊶ 

䠉1959 ᖺఀໃ‴ྎ㢼䜢㢟ᮦと䛧䛯௻⏬ᒎ♧䜈の㐺⏝䠉 

಴⏣ ࿴ᕫ 

B-12 

 

ᆅᇦఫẸに䜘る䝋ーシ䝱䝹䜻䝱䝢タ䝹のྥୖと䜎䛱の安඲䞉安ᚰ 

䠉ி㒔ᕷෆ 3 ᖺ分の䝟䝛䝹䝕ータ䜢䜒とに䠉 

ᯇᕝ ᮥᑀ 
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第 3 セッション （䜸ン䝷䜲ンሗ࿌会䛿䛺䛧） 

 ⿕災子⫱䛶ୡ௦の⏕ά෌ᘓに㛵䛩る⪃ᐹ（ᐙ᪘ᵓᡂ䛛䜙の分ᯒ） ཎ ⪔ᖹ 

 2018 ᖺ 7 月㇦㞵災ᐖにおける土▼ὶの㏆ഐ䛷ほ 䛥䜜䛯ᆅ┙㟈ື䝕ー

タの分ᯒ 

三ᾆ ᘯஅ 

 ⿕災ᆅᨭ᥼ᣐⅬと䛧䛶の㖹ᶞኟ ᕝ北 㢟ㄢとᛶ⬟ྍの‮ 

 2019 ᖺ䜰䝹䝞䝙䜰ᆅ㟈と災ᐖᑐ応 ᯇ୸ ு 

 日ᖖと災ᐖ䜢䛴䛺䛠እᅜ人ఫẸの防災ᑐ⟇の䛒䜚᪉に䛴䛔䛶 ᑠᒣ ┿⣖ 

 䛂⮬ຓ䞉ඹຓ䞉බຓ䛃と䛔䛖༊分に㛵䛩る一⪃ᐹ 

䠉⾜ᨻㄢ㢟䜢᳨ウ䛩る䝒ー䝹と䛧䛶の౑⏝ἲ䠉 

ෆ㇂ 㟹 

 ᆅᇦఫẸのドゝに䜏る東日ᮏ大㟈災⿕災๓のᆅᇦ㢮ᆺ 

䠉ᒾᡭ┴における䛂グ᠈の⾤䝽ー䜽ショッ䝥䛃䛷グ㘓䛥䜜䛯ドゝ䜢ᑐ㇟

と䛧䛶䠉 

志ᡭ ኊኴ㑻 

 ᕧ大災ᐖ時における⮬἞యの災ᐖᑐ応と₯ᅾⓗ土ᆅ฼⏝に㛵䛩る◊✲ 

䠉஦๓᚟⯆シ䝘䝸䜸の᳨ウ䠉 

㔠 ⋯ῄ 

 ᇶ♏⮬἞యにおける㆟会ᴗົ⥅⥆ィ⏬の⟇ᐃ䝥䝻セ䝇のሗ࿌ 

䡚ⰱ屋ᕷ㆟会ᶵ⬟⥅⥆ィ⏬の஦౛䜘䜚䡚 

⣚㇂ ᪼ᖹ 

 ⏫⏣ᕷの⮬୺防災⤌⧊ᙉ໬のྲྀ䜚⤌䜏 ᖹᮌ ⦾ 

 0 ᡯඣ䛜ㄒる㜰⚄大㟈災： ┤ᚋୡ௦の㟈災学⩦と୰間グ᠈ 㧗ཎ ⪔ᖹ 

 䝜ン䝣䜷ー䝬䝹防災ᩍ⫱における䚾ᴦ䛧䛥䚿のព࿡： 

䛂子䛹䜒防災䜽䝷䝤䛃の䜶䝇䝜䜾䝷䝣䜱 

⏣௦ ࿴ຍ 

 ᆅ㟈ⅆ災のᘏ↝ᣑ大ண 䝕ータ䝧ー䝇䜢ά⏝䛧䛯䝸䜰䝹タ䜲䝮㑊㞴ㄏᑟ

ᨭ᥼シ䝇䝔䝮の開発 

㕥ᮌ 㞝ኴ 

 」ᩘのⅆᒣ䝝䝄ー䝗䝬ッ䝥のసᡂཬ䜃䝕ータ䝧ー䝇໬ ༡ἑ ಟ 

 ᆅᇦ防災における人ᮦ⫱ᡂの日⡿ẚ㍑ 

䠉防災ኈと⡿ᅜ CERT の஦౛䛛䜙䠉 

㣤ሯ 明子 

 Ensuring Privacy of Living Space in Evacuation Shelter Using Mixed 

Reality 

Yuya Yamato 

 㥴Ἑ‴におけるヲ⣽䛺ᾏᗏᆅᙧ䝕ータにᇶ䛵䛟ᆅᙧุㄞのヨ⾜ 㜿㒊 㑳⏨ 

 䝖䝺䜲䝹に䜘る⿕災ᆅᇦのάᛶ໬ 

䠉㍯ᓥᕷにおける᚟⯆と䜎䛱䛵䛟䜚のどⅬ䛛䜙䠉 

಴ᮏ ၨஅ 

 LocalWiki 䜢฼⏝䛧䛯防災ᩍ⫱᝟ሗの䜰ー䜹䜲䝤 2019 ᖺྎ㢼 19 ྕ時の

防災⾜ື 

᳃ ኴ㑻 

 250m 䝯ッシ䝳ゎീᗘ඲ᅜఫᏯ㈨⏘䝕ータのᵓ⠏ ୰஭ 智ᇶ 
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file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/048_%E4%B8%AD%E4%BA%95%E6%99%BA%E5%9F%BA.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/047_%E6%A3%AE%E5%A4%AA%E9%83%8E.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/046_%E5%80%89%E6%9C%AC%E5%95%93%E4%B9%8B.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/044_Yamato,Yuya.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/043_%E9%A3%AF%E5%A1%9A%E6%98%8E%E5%AD%90.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/039_%E7%94%B0%E4%BB%A3%E5%92%8C%E5%8A%A0.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/031_%E7%B4%85%E8%B0%B7%E6%98%87%E5%B9%B3.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/i%CC%81na%CC%80E%CC%82a%CC%80%C2%BFe%CC%88Sa%CC%88wa%CC%82O%CC%82c%CC%A7%5Ba%CC%88Te%CC%80W46c%CC%A7U%CC%88/030_a%CC%83%E2%80%A1.e%CC%80i.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/027_%E5%86%85%E8%B0%B7%E9%9D%96.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/004_%E4%B8%89%E6%B5%A6%E5%BC%98%E4%B9%8B.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/029_%E5%BF%97%E6%89%8B%E5%A3%AE%E5%A4%AA%E9%83%8E.pdf


 

 社会⤫ィ᝟ሗにᇶ䛵䛟ᆅ㟈災ᐖ⬤ᙅᛶホ౯の㒔ᕷ間ẚ㍑ ⲥᮏ Ꮥஂ 

 人ཱྀῶᑡ社会におけるᆅ᪉⮬἞యの᚟⯆᪉⟇の一⪃ᐹ 

䡚ᐑᇛ┴▼ᕳᕷの人ཱྀືྥ䝕ータ䜢ඖに䡚 

ᐑᐃ ❶ 

 ㇦㞵時における㑊㞴᝟ሗఏ㐩のᅔ㞴䛥に㛵䛩るᐇ㦂ⓗ᳨ウ Ᏹ㔝 ᏹ司 

   

   

   

   

file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/051_%E8%8D%8F%E6%9C%AC%E5%AD%9D%E4%B9%85.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/054_%E5%AE%87%E9%87%8E%E5%AE%8F%E5%8F%B8.pdf
file:///Volumes/G-DRIVE%20USB-C/TaiMirei/%E8%AB%96%E6%96%87%E6%9F%BB%E8%AA%AD/ISSS%E7%90%86%E4%BA%8B%E4%BC%9A/202005ISSS_Haru_%E9%B3%A5%E5%8F%96/%E5%AE%8C%E6%88%90%E7%89%88CDR/%E5%9C%B0%E5%9F%9F%E5%AE%89%E5%85%A8%E5%AD%A6%E4%BC%9A%E6%A2%97%E6%A6%82%E9%9B%8646%E5%8F%B7/052_%E5%AE%AE%E5%AE%9A%E7%AB%A0.pdf


 

 

 

 

 

セッション １ 
 

A-1 COVID-19 後の社会科学 井出 明 

A-2 地震に伴う人間被害に関する伝統地震工学上の扱いと医中誌 DB に基

づく論文群との対比分析 

志垣 智子 

A-3 令和元年台風 19 号の浸水による経済被害の一試算 清水 智 

A-4 二重スペクトル比法で推定した主要活断層帯の減衰特性 

～減衰特性の空間分布～ 

山田 雅行 

A-5 事象横断有事対策シナリオ構築の試み 柳父行二 

A-6 多様な主体を考慮した議論の場づくりに関する研究 

－西三河地域における水をテーマとしたケーススタディ－ 

千葉 啓広 

A-7 マルチハザード評価のための基礎的研究 

－その 2 横浜市の町丁目を対象としたクラスタ―分析－ 

落合 努 

A-8 気仙沼市の東日本大震災からの水産加工業の復興過程に関する分析 

－生産工場の立地変化に着目して－ 

寅屋敷 哲也 

A-9 鳥取県内中小企業に対する 11 年間の BCP 普及の取り組みと課題 中谷 典正 

A-10 企業の災害発生後の事業存続耐久期間推定法の開発 土屋 泰広 

A-11 災害復興研究におけるパネル分析の応用の可能性 川見 文紀 

A-12 非負値行列因子分解を用いた南海トラフ巨大地震の浸水深分布の空

間分布特性の要因分析 

高橋 幸宏 

   

   

   

   



 
 

  

 
 

COVID-19後の社会科学 
Social Science after COVID-19 

 
井出 明

1 
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1 金沢大学 国際基幹教育院 
     Department of Information Technology, Chiiki Anzen University 
 
The effects of COVID-19 are not limited to only medical problems; the pandemic has forced changes in social norms. 
Under these circumstances, it is no longer easy to expand globalization, in which things and people move freely 
across nations. Since the social sciences of the 21st century have been developed on the premise of globalization, a 
paradigm shift in the social sciences themselves is expected to occur in the face of the spread of COVID-19. Based on 
an awareness of the issues, in this paper, I will consider deeply the changes that are likely to occur in the social 
sciences in the future and describe possible outlooks for the field. 
 
Keywords : COVID-19, Social Science, Globalism, Post-Modernism  
 

 
 
１．問題意識 
新型コロナウイルスの蔓延とその影響は 10 年単位に及

ぶという説があり，そうであるとすれば，グローバル化

が進んでいた社会構造自体に大きな変化が生まれてくる

であろう 1． 
本稿では覚え書き的に，今後社会科学領域で劇的に起

こってくる変化について，現時点（2020 年 4 月 27 日）

での考察をまとめておきたい． 
 
２．人が動けなくなったあとの社会 
 新型コロナウイルスの直接の影響は，人間の動きを止

めてしまうという点である．もちろんウイルス自体が，

生物学的に人間の神経や筋肉に直接ストップをかけると

いう趣旨で述べているのではないのだが，感染防止のた

めに社会は活動を停止せざるを得ず，人は動けなくなる．

この場合，移動することや人に会うこと自体が希少財と

いう位置づけになる．要するに，十分なメディカルチェ

ックを受けた者だけが，かなり制限を受けた状態下で会

うことがかろうじて許されるので，移動や会合は極めて

高コストなものになってくる．旅行などしようものなら，

冗談ではなく「非国民」と罵られる社会が迫っていると

言えるかもしれない． 
現在，日本国内の移動は都道府県をまたぐことについ

て自粛が要請され，仮に自家用車を使おうものなら，サ

ービスエリアなどで他府県ナンバーか否かが精査され，

体温がチェックされた後に帰還が促されることになって

いる 2．この状況をさして岡山県知事は，「来たことを

後悔させてやる」とまでのアピールをしているし，徳島

県では実際に県外ナンバーの車への器物損壊行為が生じ

ている 34 ． 
 こうした社会が何を生み出すのかといえば地方と都市

部の新たな分断であろう．平時において地方は観光や移

住を促進させようと都市部住民に積極的な働きかけを行

ってきた．それが，いざというときはバッファーとして

全く役に立たないとなれば，都市部住民にとっては地方

と良好な関係を築くための動機がなくなり，現在のよう

な都市部で税金を吸い上げ，地方に分配する地方交付税

のような仕組みは，今後批判を浴びることになるであろ

う． 
 これまでの社会科学は，基本的には都市部と地方との

交流を促進させ，それが本来的に良いものであるという

認識のもとで研究が続けられてきた．ところが，コロナ

ウイルスの影響下，地方は都市住民の越境を忌み嫌うよ

うになり，汚れたような存在として扱われた都市住民の

切なさは長い時間をかけても癒えることはなく，相当長

期に渡って地方への嫌悪は続くことになる．こうした状

況を前提とした地方への眼差しが今後重要になってくる

と考えられる． 
 
３．国際社会の変化 
 こうした人の動きの抑止は当然のことながら国際関係

にも及んでいて，現在，日本の国際線は，昨年の同時期

と比べて約９割の減便であり，回復の目処は立っていな

い 5．飛行機どころか，EU 内では人の移動に際し，事実

上意識されていなかった「国境」がまさに復活し，ドイ

ツ国民はドイツ国内から出られなくなり，フランス国民

もまたフランス国内から出られない状況に陥っているの

は見てのとおりである． 
 これは人文・社会科学的には大きな意味を持つ．ウェ

ストファリア体制以降の主権国家体制に基づく「近代」

という枠組みが崩れかかった 20世紀後半，ポストモダン

の流れの中で国家・国境・民族といった価値概念が溶解

しかかっていたにもかかわらず，2020 年になって突然コ

ロナウイルスによって「近代」の枠組みと価値概念がま

るで亡霊のように蘇ったのである 6 ． 
 脱近代の流れの中で動いてきた人文・社会学系の学問

は根本的に構造変革を迫られる事態に直面しており，現

在，向かうべき方向性すら見出だせていない． 
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４．ポストポストモダンへ 
 ポストモダンという概念は，大まかには近代の価値規

範を問い直す思想活動であったわけであるが，20 世紀を

過ぎてまだそれに変わる規範概念は打ち立てられておら

ず，ポストモダンの運動は行き詰まりを見せるとする論

者もあった 78 ．こうしたなか，ポストポストモダンとい

う言葉さえ囁かれつつある状況であったわけだが，

COVID-19 はこうした人文・社会学の動きに大きな影響

を与えるであろう 9．というのも，ポストモダンの思想

家の中には，近代の理性万能主義を批判し，身体性を重

視する派もあり，「身体」は 20世紀後半の人文・社会科

学の中核をなす重要な概念であった 10．換言すれば，家

の中にじっとしているのではなく，現場にでかけていく

ことが重要であり，サルトルが述べるように哲学者の社

会参加も奨励されたわけである 11． 
 ところが，COVID-19 以降の社会では，外に出ること

が基本的に奨励されなくなり，公衆衛生的にデモ行進な

どは忌避されることになるので，従来ポストモダンが目

指していた世界観が原理的に実現しなくなってくる． 
 こうした中，単に民主主義的な活動の参加がかなわな

いというだけでなく，近時の中国におけるコロナウイル

スの制圧などを見て，独裁国家における機動性が公衆衛

生的に非常に望ましいシステムに見えてしまいかねない

状況が生まれつつある 12．社会科学の観点からすれば，

コロナウイルスに関する対応状況は，すでに民主主義対

ファシズムという構造が見て取れるようになっており，

コロナウイルスへの対応は，民主主義というシステムが

残れるかどうかの瀬戸際と言えよう． 
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地震に伴う人間被害に関する伝統地震工学上の扱いと 
医中誌DBに基づく論文群との対比分析 

Comparative Analysis of Earthquake Casualties in most-known Engineering Journals  
with Those Retrieved from Japan’s Medical Science DB 

 
○志垣 智子

1
，宮野 道雄

2
，太田 裕3 

Tomoko SHIGAKI1 , Michio MIYANO2 and Yutaka OHTA3 
 
1 三重大学地域人材教育開発機構 
    Organization for the Development of Higher Eduation and Regional Human Resources, Mie University 
2 大阪市立大学大学院生活科学研究科 
    Faculty of Human Life Science, Osaka City University 
3 東濃地震科学研究所 
     Tono Research Institute of Earthquake Science 
 
The purpose of this study was to clarify the characteristics of human damage in both fields, such as differences in 
response, by comparing the journals in the fields of earthquake engineering and medical science. Related papers were 
extracted from the journals related to earthquake engineering and the central journal of medicine, a literature database 
was created, and keywords were extracted from the text and abstract. As a result, in the field of earthquake 
engineering, the frequency of "death" and "injury" related to direct damage due to an earthquake and the "seismic 
intensity" that indicates the magnitude of an earthquake are high, but in the medical field, "age and sex" and the 
frequency of appearance of "cardiovascular disease" and "mental disorder " was high. 

 
Keywords : Earthquake-related Casualties, Engineering Journals, Japan Medical Abstracts Society,  
 

 
１．研究の背景と目的 

1995 年兵庫県南部地震をはじめ近年の地震による人間

被害は、発災直後の外科系疾患から 長期にわたる内科

系・精神科系疾患として捉えられている 1）。従来、 地震

工学分野では地震に伴う人間被害については地震発生最

中・直後という急性期（外科）に注目して、家屋倒壊や

火災等による直接的な被害である死傷者を対象としてい

た 2）。一方、医学分野では地震を引き金として外科系疾

患に加えて多種多様な疾患が発生することを明らかにし

てきた 1）。 
本研究は地震工学分野と医学分野が扱う関連論文を対

比させることで両分野の人間被害に対する考え方の特徴

や対応の違い等を明らかにする。同時に人間被害低減に

資する学際的研究のあり方を問い直し、両分野をつなげ

る方途を再考する。地震工学分野では 2019 年 12 月まで

に発表された関連論文を対象とする。医学分野では医学

中央雑誌（以後、「医中誌 WebDB」と記す。）3）より

2020 年 3 月までに発表された原著論文を対象とする。な

お、本研究は「地震に起因する人間被害の拡がり 地震

工学関係誌・医中誌 DB による文献検索と傾向分析」4）

を修正・加筆したものである。 
 
２．研究方法 
(1) 地震工学関係誌 
 本報告では、地震工学分野で人間被害想定に関わる研

究成果を多く掲載してきた以下の論文誌に注目して DB
の収録を行った。まず、1995 年兵庫県南部地震発生前の

時期については、地震学会、土木学会、建築学会などの

学会論文誌の他、東京都防災会議に資する研究の多くが

掲載された東京都立大学の「総合都市研究」を取り上げ

た。つぎに、1995 年兵庫県南部地震及びそれ以外の地震

による人間被害に関わる多様な視点からの研究成果が掲

載された東濃地震科学研究所報告（（財）地震予知総合

研究振興会）、さらに、2011 年東北地方太平洋沖地震発

生から 2019 年 12 月までの資料は同報告の他、地域安全

学会の論文集、電子ジャーナル、東日本大震災特別論文

集によっている。 
130 件を掲載雑誌別でみると、雑誌総数 22 件で最も多

く掲載されている上位の雑誌は「東濃地震科学研究所報

告」51 件、地域安全学会（論文集、論文報告集、東日本

大震災特別論文集）21 件であった。 
(2)医中誌 WebDB 
医中誌 WebDB によ

る検索・抽出では検索

語を「地震」「疾患」

を入力し 1,289 件の論

文が抽出された。その

後、原著論文・抄録あ

り、ヒトのチェックタ

グを入れて再度検索し

（189 件）、手動で誤

検索を削除した。最終

的に 180 件に絞った

（図１）。 
医中誌 WebDB を用

いて抽出された 180 件

を掲載雑誌別でみると、 
雑誌総数 129 件でその 

図１ 論文抽出の流れ医中誌 WebDB 
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うち 8 割は 1 雑誌に 1 論文の掲載が占めている。最も多

く掲載された雑誌は「Respiratory Investigation」6 件、

「Fukushima Journal of Medical Science」、「Psychiatry 
and Clinical Neurosciences」、「児童青年精神医学とその

近接領域」が各 5 件である。 
(3) キーワード抽出 
 次に、地震工学関係誌 130 件と医中誌 WebDB180 件の

本文・抄録よりキーワードを抽出した。地震工学関係誌

のキーワード抽出は死傷者を目的変量とした場合の説明

変量をキーワード群とした。一方、医中誌 WebDB は、

地震に伴う人間被害に係る疾患名、表出した疾患に係る

因子等をキーワードとした。なお、類似するキーワード

は小分類を中分類にする作業を随時行っている。例えば、

「精神疾患（障害）」は「精神疾患」、「統合失調症」、

「精神障害」、「気分障害」、「非定型精神病」、「薬

物依存症」、「在宅精神疾患」、「双極性障害」、「う

つ」をまとめたものである。「認知症等」は「パーキン

ソン病」、「アルツハイマー型認知症」等をまとめてい

る 5）。 
 
３．結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
図２ 関連文献の経年による時系列 

（上図 地震工学関係誌、下図 医中誌WebDB） 
 
図２は関連文献数の年代変化を年単位で描いたもので

ある。地震工学関係誌では 1994 年までは目立ったピーク

もなく推移しているが、1995 年兵庫県南部地震以降は全

体的に増加傾向にあり、とくに 1995 年から 2000 年まで

と 2004 年新潟県中越地震が発生した翌年の 2005 年から

2011 年東北地方太平洋沖地震発生翌年の 2012 年まで、

および 2016 年熊本地震発生の年に多くの発表が行われた。 
 一方、医中誌 WebDB では 1995 年兵庫県南部地震発生

1 年後の 1996 年から 2001 年と、2004 年新潟県中越地震

発生の 2 年後である 2006 年に漸増している。その後

2011 年東北地方太平洋沖地震発生年以降には多くの発表

がされている。医中誌 WebDB では 2011 年以前は地震発

生から 1，2 年経って関連論文が発表されているが、2011
年以降は地震発生した年より関連論文が発表されている。 
次にキーワードを抽出し出現回数の上位を抽出した

（図３）。地震工学関係誌では上位より、「死者」71 回、

「負傷者等」40 回、「震度」29 回、「年令」17 回、

「性別」12 回、「建物被害」9 回と続く。一方、医中誌

WebDB では「性別」46 回、「循環器系疾患」46 回、

「精神疾患（障害）」41 回、「年令」40 回、「外傷等」

22 回、「呼吸器系疾患」18 回と続く。地震直後から避

難・避難所生活が長引くと心血管疾患のリスクが高くな

ることが分かっており、長期予後に及ぼす影響について

地震前後の発生状況を比較した研究がみられた。精神疾

患（障害）の外来、入院患者の動向に注視した研究が

2011 年東北地方太平洋沖地震以降多く発表されている。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 

図３ キーワード群出現回数上位 
（上図 地震工学関係誌 下図 医中誌 WebDB） 

 
４．考察 
 地震に伴う人間被害に関する考え方や対応は両分野で

大きく異なる。時間の捉え方に注目すると、地震工学関

係誌では地震発生直後の急性期（直後から数日）・亜急

性期（1 週間）を対象とし外傷等が主である。一方、医

中誌 WebDB では急性期を 1 週間程度とみなし、慢性期

（心血管疾患で 55 カ月間、精神障害で 10 年間）に表出

する疾患を年令、性別等に注目して予後に与える影響と

患者を取り巻く支援者や生活環境等も考慮して評価して

いる。医療機関での加療前後に注目し、両者を融合する

形で地震に伴う人間被害研究を進めていく必要がある。 
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令和元年台風19号の浸水による経済被害の一試算 
Trial Estimation of Economic Loss due to Flood of Typhoon Hagibis 

 
○清水 智1

，山﨑 雅人2 

Satoshi SHIMIZU1 and Masato YAMAZAKI2 
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  In this study, we estimated the economic loss due to the flood of Typhoon Hagibis. Firstly, in addition to the 
information on the inundated area published by the national and local governments, we extrapolated the flooded area 
from satellite images, aerial photographs, aerial photography videos and so on. Secondly, we compiled the residential 
capital stock data and calculated the loss of the flooded private capital stock. Thirdly, the decline of GRP was estimated 
from the period of business interruption. Finally, the loss of private capital stock was approximately estimated to be 
1.5 trillion yen, and the diminution of GRP was approximately estimated to be 69 billion yen. 
 
Keywords :  typhoon, Hagibis, inundated area, economic loss, private capital stock, gross regional product  
 

 
１．はじめに 
 令和元年台風 19号は東日本を中心に記録的な大雨をも
たらし，東海から東北地方の広い範囲で大きな被害が発

生した．本研究では，これらの被害規模や企業活動・地

域経済への影響の把握を目的として，限られた公開資料

から，浸水被害による民間資本ストックとフローの損失

額を推計した．なお，本稿で示した手法によるストック

の損失額の推計値は復旧費用に近い．ストックの価値が

市場で正しく評価されていれば，ストックの価格は今後

生み出されるフローの価値と等しくなるため，ストック

(時価ベース)とフローの損失額が一致する 1)．しかし，利

用可能なデータが限られるため，今回はストックの損失

額とフローの損失額をそれぞれ独自の手法で推計した．

損失額の推計にあたっては，初めに台風 19号の浸水域に
関する資料を収集し浸水域を推定した．次に住宅資本ス

トックや民間企業資本ストックの損失額を推計した．最

後に浸水したストックの事業中断期間からフローの損失

額を試算するとともに，得られた課題を整理した．以降

では，これらの被害推計手法及び推計結果について示す． 
 
２．浸水域の推定 
 台風 19号の被害範囲は非常に広域である．東北地方・
関東地方の一部の河川沿いの地域では，国土地理院が推

定した浸水域が公開されている 2)．しかし，これらの地

域以外でも多くの浸水域が存在しており，文献 2)のみで
は浸水による被害推定として十分なデータとは言い難い．

そのため，国土交通省の河川事務所や自治体が公表した

資料の浸水域図，内閣官房や民間企業の航空写真・衛星

画像，You tube, Twitter，Facebook，新聞・web 記事・広
報紙等の写真・動画等を収集・整理し，台風 19号による
浸水域を推定した．なお，推定した浸水域は，元とした

資料の精度・作成方法により表 1 に示すように 3 段階に
ランク分けを行った． 推定した浸水域を図 1に示すとと
もに，浸水面積を表 1に示した．図 1からは，ランク 2・

3 の浸水範囲がかなり広範囲であるとともに，栃木県南
部等の浸水被害の大きな地域が本作業によりカバーされ

たことがわかる．なお，本作業で推定された浸水面積は

423.2km2であった． 

 
（東北地方） 

 
（関東地方） 

図 1 本研究で推定した浸水域 
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表 1 浸水域のランク設定と推定した浸水面積 

 
 
３．資本ストックの損失額推計 
(1) 概要 
推定した浸水域の GISデータを元に資本ストック(粗ス

トック，2005年基準)の損失額を推定した．資本ストック
は，住宅資本ストック，民間企業資本ストックを対象と

した．以降では，住宅資本ストックデータの作成方法と

浸水による損失額の推計方法及び推計結果を示す． 
(2) 住宅資本ストックの損失額 
 住宅資本ストックデータについては，住宅土地統計調

査をベースとして 50m メッシュ別構造別の粗ストックデ
ータを作成した．作成手順は下記の通りである． 
① 2018年住宅土地統計調査から市区町村別構造別建築
年代区分別住宅数データを作成した．住宅土地統計

調査にない町村は，同調査の都道府県単位のデータ

と 2015年国勢調査の世帯数から推定した． 
② 上記①のデータを 2015 年国勢調査のメッシュ別世
帯数を利用し 250m メッシュに配分した．住宅土地
統計調査の 1住宅あたり延べ面積を利用し，メッシ
ュ別構造別建築年代区分別延床面積データを作成し

た．なお，延床面積の算出の際は住宅の建て方を考

慮しており，共同住宅の共用部分は専有部分の 15%
と仮定し，共用部分も含め延床面積を求めた． 

③ 上記②のデータを国土数値情報 3)の都市土地利用細

分メッシュまたは都市土地利用細分メッシュの建物

用地(ただし工場は除く)を利用し，250mメッシュを
50mメッシュに配分した． 

④ 上記③に建築着工統計調査から求めた建築年代区分
毎の平均施工単価を適用し粗ストックを算出した．

なお，平均施工単価は国交省の建設工事費デフレー

タ(2005 年基準)を利用して実質化した実質施工単価
を用いた(表 2)． 

 
表 2 粗ストック算出に用いた建築年代別施工単価 

 
※表の「～1960」のデフレータは住宅のデフレータが十分にないため土
木工事のデフレータを利用した． 

 
 得られた住宅資本ストックの全国集計値は約 696 兆円，
住宅資本ストックの存在する 50m メッシュ数は約 1,742
万メッシュとなった． 
住宅資本ストックの損失額は，浸水域内に所在する住

宅資本ストックが一定割合の損失を被るとして推計した． 
 

𝐷𝐻𝑘 = 𝐷𝑅𝑘 × 𝐻𝑆𝑘               (1) 
 
ここで，𝐷𝐻𝑘：市区町村𝑘の住宅資本ストックの損失額，
𝐷𝑅𝑘：市区町村𝑘の損失率，𝐻𝑆𝑘：浸水域内の住宅資本ス
トックを示す．損失率𝐷𝑅𝑘は，市区町村𝑘の住家被害棟数
と「被害の程度」（以降「被災度」と称す）毎の損失率

から，市町村毎に平均的な住宅の損失率を設定した(式
(2))．被災度別損失率は内閣府の被害認定基準 4)から表 3
のように設定した．各市区町村の住家被害棟数は各都道

県及び政令市の被害報を収集・整理した値を用いた． 
 

𝐷𝑅𝑘 = (∑ 𝐷𝑗 × 𝑁𝐻𝑘𝑗𝑗 ) ∑ 𝑁𝐻𝑘𝑗𝑗⁄     (2) 
 

ここで，𝐷𝑅𝑘：市区町村𝑘の損失率，𝐷𝑗：被災度𝑗の損失
率(表 3)，𝑁𝐻𝑖𝑗：市区町村𝑘の被災度𝑗の住家棟数を示す．
なお，市区町村別損失率の一例を示すと，郡山市で

31.6%，栃木市で 19.0%，長野市で 35.1%となった． 
 

表 3 被害の程度と損失率の関係 

 
 
 式(1)(2)より，最終的に得られた住宅資本ストックの損
失額は約 3,272 億円と推定された(表 4)．ここで推定した
住宅損失額の妥当性を確認するため，内閣府の被害報 5)

の都道府県別住家被害棟数に対し，被災度別損失率(表 3)
と住宅 1棟あたりの単価(表 2)から推定した都道府県別損
失額を図 2 に示した．その結果，福島・茨城・栃木・埼
玉・長野の各県の住宅資本ストックデータから推計した

住宅損失額は，被害報からの推計値に近い値となったこ

とを確認できた． 
 

表 4 住宅ストックの損失額 

 
 

 
図 2 各都道府県の住宅資本ストックの損失額の比較 

 
 一方，宮城県とその他の地域で乖離が大きい．宮城県

に関しては仙台市・石巻市等でランク 3 の情報しか収集
できておらず，情報不足から浸水域を適切に推定できて

いないことが乖離の原因と考えられる．その他の地域に

関しては，神奈川県川崎市中原区で住宅資本ストックデ

ータからの推計値がかなり大きな値となった．これは今

回の損失率の設定方法に一因があると考えられる．本研

究では，浸水域内の住宅資本ストックに対し，同一市区

ランク 浸水域データ作成の元とした資料やデータ作成方法
浸水面積

[km2]

1
国土地理院の公表するGI㻿データによる浸水域
国交省の河川事務所・自治体等が公表した浸水域図に
基づく浸水域

296.2

2
航空写真・衛星画像・ドローンによる空撮動画等を著者が
判読して得た浸水域

93.9

3
㼀witter、You tube、新聞、web記事、広報紙等の写真・
動画から著者が推定した浸水域

33.1

構造

建築年代
床面積

[百万m
2
]

工事予定
金額

[十億円]

名目
施工単価

[千円/m
2
]

デフ

レータ

(木造
住宅)

実質
施工単価

[千円/m
2
]

床面積

[百万m
2
]

工事予定
金額

[十億円]

名目
施工単価

[千円/m
2
]

デフ

レータ

(非木
造住
宅)

実質
施工単価

[千円/m
2
]

～1960 311.2 2,194 7.05 15.7 44.81 98.0 1,794 18.31 15.7 116.37

1961～70 570.4 11,167 19.58 27.5 71.20 670 19,656 29.33 28.6 102.38

1971～80 955.0 61,581 64.48 61.3 105.23 1,294 97,475 75.34 59.6 126.42

1981～90 786.6 86,664 110.17 87.2 126.31 1,450 205,946 142.03 87.1 163.03

1991～00 812.9 125,675 154.61 102.3 151.07 1,461 265,452 181.67 100.4 180.96

2001～10 596.0 91,946 154.26 101.6 151.77 1,042 166,572 159.82 101.3 157.77

2011～ 500.6 82,010 163.82 106.6 153.65 696 144,341 207.33 105.9 195.71

木造 非木造

全壊
大規模
半壊

半壊
床上浸水

一部損壊
床下浸水

損失率 75% 45% 35% 10%

単位：10億円 本推計 (参考)被害報から推計

住宅ストック損失額 327.2 259.1
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町村内にあれば建物高さや浸水深に関係なく同一の損失

率を適用している．このため，中高層建物が多く住宅資

本ストックが集中している地域が浸水域となった場合，

損失額が実際よりも大きく推計される．加えて，このよ

うな地域の浸水深が実際には浅かった場合，過大評価の

傾向がさらに大きくなる．これらの点を改善するために

は，浸水深の推定や建物高さ・浸水深に応じた損失率関

数の構築が必要である．これらは今後の課題である． 
(3) 民間企業資本ストックの損失額 
 民間企業資本ストックは，内閣府の民間企業資本スト

ック確報(2014 年度)の値に対し，中村ほか(2019)6)と同様

の手法で市区町村別産業別民間企業資本ストック(粗スト
ック)を作成した．この値に対し，以下に示す方法で推定
した損失率を適用し民間企業資本ストックの損失額を推

定した．産業分類は表 5に示す 11分類である． 
 市区町村単位のストックに対し損失率を設定するため

には，(a)空間的に浸水域が占める割合(以降「浸水率」と
称す)と，(b)浸水域に所在するストックの損失率を設定す
る必要がある．(a)に関しては，各産業の市区町村内の空
間分布は偏在するため以下の手順で浸水率を算出した． 
y 第 1次産業については，土地利用細分メッシュ 3)を利

用し，対象とする市区町村内における，農業は「田」

または「農用地」，林業は「森林」のメッシュ数を

集計した．同様に浸水域内に関してもメッシュ数を

集計し，市区町村内の産業別浸水率を算出した(式(3))．
なお，漁業に関しては，漁業資本の空間分布を示す

適切な土地利用形態が土地利用細分メッシュにはな

いため，浸水率の設定を行っていない． 
 

𝐼𝑅𝑘𝑖 = 𝐼𝑁𝑘𝑖 𝑇𝑁𝑘𝑖⁄         (3) 
 
ここで，𝐼𝑅𝑘𝑖：市区町村𝑘における産業𝑖の浸水率，
𝐼𝑁𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖に該当する土地利用の浸水メ
ッシュ数，𝑇𝑁𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖に該当する土地利
用メッシュ数，を示す． 

y 第 2次産業と第 3次産業は 2014 年経済センサス基礎
調査により大字・町丁目単位の産業別従業員数のデ

ータがあるため，これを重みとして利用し，大字・

町丁目単位の産業別資本ストックを推定した．大

字・町丁目内の資本ストックは，土地利用細分メッ

シュ 3)の「建物用地」または都市地域土地利用細分メ

ッシュ 3)の「工場」「低層建物」「低層建物(密集地)」
「公共施設等用地」に所在すると考え，浸水率を算

出した(式(4))．  
 
𝐼𝑅𝑘𝑖 = ∑ {(𝐼𝐴𝑁𝑘𝑚𝑖 𝑇𝐴𝑁𝑘𝑚𝑖⁄ ) × (𝐴𝑊𝑘𝑚𝑖 𝑇𝑊𝑘𝑖⁄ )}𝑚       (4) 

 
ここで，𝐼𝑅𝑘𝑖：市区町村𝑘における産業𝑖の浸水率，
𝐼𝐴𝑁𝑘𝑚𝑖：市区町村𝑘大字・町丁目𝑚の産業𝑖に該当する
土地利用の浸水メッシュ数，𝑇𝐴𝑁𝑘𝑚𝑖：市区町村𝑘大
字・町丁目𝑚の産業𝑖に該当する土地利用メッシュ数，
𝐴𝑊𝑘𝑚𝑖：市区町村𝑘大字・町丁目𝑚の産業𝑖の従業員
数，，𝑇𝑊𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖の従業員数，を示す． 

 (b)に関しては，本来は資本ストックが所在する地点の
浸水深に応じて損失率を設定するべきであるが，本研究

では浸水域内の浸水深が求められていない．そのため，

住宅被害の大きい市区町村では，民間企業資本ストック

も大きな被害を受けたと考え，市区町村毎に設定した住

宅資本ストックの損失率(式(2))を，(b)にも適用すること
とした．ただし，農林業に関しては住宅建物の損失率を

適用することは好ましくないと考えられたことから，本

研究では浸水した地域の損失率は一律 50%と仮定した．
最終的に，市区町村別産業別民間企業資本ストックの損

失額は式(5)で算出した． 
 

𝐷𝑆𝑘𝑖 = 𝐼𝑆𝑘𝑖 × 𝐼𝑅𝑘𝑖 × 𝐷𝑅𝑘           (5) 
 
ここで，𝐷𝑆𝑘𝑖：市区町村𝑘における産業𝑖のストック損失
額，𝐼𝑆𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖の民間企業資本ストック，
𝐼𝑅𝑘𝑖：市区町村𝑘における産業𝑖の浸水率(式(3)(4))，𝐷𝑅𝑘：
市区町村𝑘の住宅資本ストックの損失率(式(2))，を示す． 
 最終的に得られた民間企業資本ストックの損失額を表

5 に，各市区町村の全産業の損失額及び製造業の損失額
を図 3 に示した．試算の結果，民間企業資本ストックの
損失額は約 1兆 1,450億円と推定され，このうち製造業が
約 4,850 億円と約 40%を占める結果となった．地域的に
は，郡山市，いわき市，長野市で全産業の損失額が 1,000
億円を超える結果となった．また，製造業では郡山市の

みが 1,000億円を超える結果となった． 
 

表 5 産業別民間企業資本ストックの損失額 

 
 

   
(全産業)         (製造業) 

図 3 市区町村別民間企業資本ストックの損失額分布 

 
 (4) 民間資本ストックの損失額の比較 
本研究の結果，民間資本ストック(住宅＋民間企業)の

損失額は約 1兆 4,720億円と推定された．損失額の推計結
果の妥当性の確認のため，内閣府等による被害推計額を

探したが見当たらなかった．このため，米国の RMS社や
AIR社による保険損失推計額と比較を行った(表 6)7)8)．た

だし，本推計結果は保険でカバーされていないストック

も含むため，内閣府防災担当(2017)9)や澤田ほか(2017)10)

を参考に，住宅の保険加入率(水災補償)を 66%，企業の
保険加入率を 53%と仮定し，本試算による保険損失額を
推計した．加えて，2020年 3月時点の保険金支払額(保険
及び JA共済)11)12)を表 6に示した．その結果，本推計によ
る保険損失額は約 8,230 億円と推定され，RMS 社や AIR
社の推計値のレンジ内の値となった．また，2020 年 3 月
時点の保険金支払額と比較するとやや大きい結果となっ

産業分類
損失額

[10億円]
産業分類

損失額
[10億円]

産業分類
損失額

[10億円]

農林漁業 191 電気・ガス・水道業 144 金融・保険業 11

鉱業 2 情報通信業 36 不動産業 20

建設業 25 運輸・郵便業 50 その他サービス 121

製造業 485 卸売・小売業 61 合計 1,145
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た．これらの結果から，限られた資料から簡易的に推定

したものであるが本推計結果はある程度妥当な値が得ら

れたと考えられる． 
 
表 6 民間資本ストックの損失額の推計値の比較と保険

金支払額 

 
※RMS社・AIR社の推計は米ドルが基本であり，円換算は 1ドル
110円で換算したものを表に示した． 

 
４．フローの損失額推計 
 フローの損失額推計は各都道府県から公表されている

市町村民経済計算による産業別市町村内総生産をベース

に，市区町村内の空間的な浸水率と浸水深に応じた事業

停止期間を元にフローの損失額を推計した． 
 

𝐷𝐹𝑘𝑖 = 𝐺𝑅𝑃𝑘𝑖 × 𝐼𝑅𝑘𝑖 × 𝐵𝐼𝑘             (6) 
 
ここで，𝐷𝐹𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖のフロー損失額(粗付加
価値ベース)，𝐺𝑅𝑃𝑘𝑖：市区町村𝑘の産業𝑖の市区町村内総
生産，𝐼𝑅𝑖𝑘：市区町村𝑘の産業𝑖の浸水率(式(3)(4))，𝐵𝐼𝑘：
市区町村𝑘の事業中断率，を示す． 
 事業中断日数・事業中断率は，第 2 次・第 3 次産業は
治水経済調査マニュアル 13)と家屋の被害認定基準 4)を参

考に表 7 のように設定した．式(6)の事業中断率は，市区
町村𝑘の被災度別の住家被害棟数を重みとして利用し得
られた事業中断率を，市区町村𝑘の全産業一律に適用し
た．ただし，第 1 次産業の事業中断率は住宅被害に基づ
く値を適用することは好ましくないと考え，一律 50%と
仮定した．また，式(6)で得られた各産業の粗付加価値ベ
ースのフロー損失額に総務省の 2015年産業連関表の粗付
加価値率を適用し，生産額ベースのフロー損失額も推計

した． 
最終的に得られたフロー損失額の全国集計値は粗付加

価値ベースで約 690億円，生産額ベースで約 1,460億円と
推計された(表 8)．本推計では住宅被害から平均的な事業
中断率を市区町村毎に推定したが，実際には浸水深や産

業分類によって事業中断率が異なることが予想される．

また，郡山中央工業団地では被害発生から 3 か月経過し
ても全面再開した企業は 55%に留まっているとの報道 14)

もあり，浸水深・産業分類に応じた事業中断率の設定方

法は今後の検討課題である． 
 

表 7 被害の程度と事業中断日数・事業中断率 

 
※(事業中断率) = (事業中断日数)/(年間稼働日数(=240日)) 
 

表 8フロー損失額の推計結果 

 

５．まとめと今後の課題 
 本研究では，公表資料に基づき台風 19号の浸水域を再
現するとともに，民間資本ストックとフローの損失額を

推計した．その結果，民間資本ストックの損失額は約 1
兆 4720億円，フローの損失額は粗付加価値で約 690億円，
生産額で約1,460億円との推計結果を得た．しかしながら，
本研究によるストック及びフローの損失額推定は限られ

た公開資料を元に，簡便な仮定の下で得られた推計結果

である．推計結果の精度向上のためには，①浸水域の更

なる調査，②本研究で推定した浸水域データに基づく浸

水深分布の再現，③浸水深や建物高さに応じた住宅資本

ストックの損失率関数の検討，④浸水深や産業分類に応

じた民間企業資本ストックの損失率関数の検討，⑤浸水

深・産業分類に応じた事業中断率の検討，といった課題

が残されている．これらの課題に取組むとともに，被災

地外への被害の波及効果についても今後検討予定である． 
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実績値

保険損失

本研究 10億円 1,472 823

RMS 10億円 - 550～990

AIR 10億円 - 880～1,760

推計値

保険金
支払額

[10億円]

650

物的損失

被害の程度 全壊 大規模半壊
半壊

床上浸水
一部損壊
床下浸水

事業中断
日数[日]

45 27 11 6

事業中断率 18.8% 11.3% 4.6% 2.5%

単位：10億円 第1次産業 第2次産業 第3次産業 計

粗付加価値 9.5 25.4 33.9 68.8

生産額 19.9 71.5 54.8 146.3
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二重スペクトル比法で推定した主要活断層帯の減衰特性 
～減衰特性の空間分布～ 

Attenuation Characteristics of Major Active Faults by Twofold Spectral Ratio Method  
- Spacial Distribution of Attenuation - 
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   This paper presents P-wave attenuation characteristics of 2 major active faults in Japan. We employed twofold 
spectral ratio method to estimate attenuation characteristics of active faults. A pair of seismic stations and fourteen 
earthquakes are selected for each active fault so that refuse the source spectrum, the path effect except focal zone and 
the site response. As the result, we achieved attenuation characteristics for several pairs of seismic stations of each 
major active fault and we found spacial distribution of attenuation characteristics along the fault line. The attenuation 
characteristics are good correlation with elapse ratios. These results suggest that the attenuation characteristics 
estimated from twofold spectral ratio method reflected with the stress accumulation processes of active faults. 
 
Keywords : Twofold spectral ratio method, major active fault, attenuation characteristics, stress accumulation process, 

spacial distribution 
 

 
１．はじめに 
地震調査研究推進本部（以下，地震本部）は，全国に

多数分布する活断層の調査を効率的に実施するため，活

動度や活動した際の社会への影響度を考慮し，基盤的な

調査対象として「主要活断層帯」を選定し，優先的に評

価，公表を行ってきた．主要活断層帯の長期評価では，

位置や形態，過去の活動などについて取りまとめられて

おり，地震被害の軽減を考える上で非常に重要かつ有用

な資料となっているいる．しかし，この評価結果の中に，

応力やひずみに関する活断層の性状にまで言及するもの

は見当たらない． 
山田・小田(2018)1)は，P 波初動に対して二重スペクト

ル比法を適用し，12 の活断層の減衰特性を推定した．そ

の結果，二重スペクトル比法により抽出した減衰特性が

地震後経過率と相関があり，このことは活断層における

応力状態，すなわち地震発生の切迫度を反映している可

能性が示唆されているとしている． 
本稿では，長野盆地西縁断層帯と阿寺断層帯主部を対

象として，それぞれ複数の観測点ペアを選定し，観測点

ペアごとに二重スペクトル比法によりＰ波の減衰特性を

求め，その空間分布の推定を行うものである． 
 
２．二重スペクトル比法 
本稿では活断層を通過する地震波を用いて，活断層に

おける減衰特性を推定する．用いた手法は二重スペクト

ル比法 2)である．二重スペクトル比法は，複数の観測点

で記録された複数の地震記録を用いて，震源特性とサイ

ト特性を取り除き，伝播経路特性（減衰特性）を推定す

る手法である 3), 4), 5)．通常二重スペクトル比法で得られる

減衰特性は，波線経路全体の平均的なものであるが，本

稿では震源と観測点の選択を工夫することにより，特定

の領域（活断層）の減衰特性を推定する．図-1 に示すよ

うな，活断層をまたぐ 2 つの観測点と，その延長上の両

側で発生する 2 つの地震 1, 2 を考える． 

 
図-1 活断層と二重スペクトル比に用いる観測点，地震の

配置 

 
この時，地震 1 に対する観測点 A の観測記録の振幅ス

ペクトル O1A(f) は，震源スペクトル S1(f)，伝播経路特性

P1A(f)，そして，サイト増幅特性 GA(f)を用いて，(1)式の

ように表すことができる 6)． 

 
(1) 

ここで，地震 1 の記録に対して，断層を通過しない観測

点（この場合，観測点 A）に対する，断層を通過する観

測点（この場合，観測点 B）のフーリエ振幅スペクトル

比を考えると(2)式のように表され，震源特性が打ち消さ

れる． 

 
(2) 
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同様にして地震 2 に対するスペクトル比は(3)式で表され

る． 

 
(3) 

さらに，これらのスペクトル比を掛け合わせること（二

重スペクトル比）により，観測点 A, B のサイト増幅特性

が打ち消され(4)式が得られる． 

 
(4) 

ここで地震 1 および 2 が観測点間隔に比べ十分に遠方に

あれば，観測点近傍までの波線経路はほぼ等しいと考え

られるため，(4)式の右辺は観測点間の伝播経路特性の二

乗になることが期待される．震源距離 Rij，円周率をπ，

弾性波㏿度を V，Q 値を Q としたとき，地震 i，観測点 j
に対する伝播経路特性 Pij(f)は(5)，(6)式で表現される 7)． 

 
(5) 

 
(6) 

(4)式に(5)式を代入し，観測記録から算出された二重スペ

クトル比に対して，震源距離の比により幾何減衰を補正

すれば，(7)式のように観測点 AB 間の減衰特性を得るこ

とができる． 

 
(7) 

さらに(6)式と(7)式から(8)式のように観測点間のQ値を求

めることができる．  

 

(8) 

(7)式右辺のαABは，厳密には(4)～(6)式より震源距離の差

分，すなわち (R1B-R1A+R2A-R2B)/2 を用いて計算される．

しかし，震源が十分遠方であれば観測点付近までの波線

経路がほぼ同一となると仮定して，(8)式では震源距離の

差分を観測点間距離 RAB で近似している．以上のように

二重スペクトル比法を応用することにより，観測点間の

減衰特性を抽出する． 
 

３．減衰特性の検討を行う活断層の選定 
対象断層は既往研究において減衰特性を算定した 12 の

主要活断層帯のうち，Hi-net を利用して複数の観測点ペ

アを選定することができる長野盆地西縁断層帯と阿寺断

層帯主部とした．断層をまたぐ観測点ペアは観測点間隔

が 40km 以内とした． 
活断層と観測点ペアに対して，地震データの選定を行

なった．二重スペクトル比により，活断層の減衰特性を

抽出するためには，十分遠方の地震を用いることにより

震源特性と伝播経路特性を除去する必要がある．既往研

究 1)に倣って，十分遠方の地震として観測点間隔の 5倍以

上離れた地震という条件とした． 
地震の選定においては，まず対象とする活断層の走向

直交方向に，図-2 に示すように観測点間隔の 5 倍の距離

（5 × dx）をとる．次にその点の外側に 100km 四方の範

囲を設定し，その範囲内で発生した地震を解析の対象と

することにした． 

 
図-2 地震の選択範囲の設定方法 

 
このように選定した活断層と観測点ペアの位置を図-3

および図-4に示した．図-3および図-4は地理院地図に地

震ハザードステーション(J-SHIS)より公開された主要活

断層を重ね，その上に防災科学技術研究所 Hi-net の位置

を表示したものである．なお，阿寺断層帯主部は傾斜が

90°であるため，本来，平面図に幅は表示できないが，

図では幅を持たせて表示している． 
 

 
図-3 長野盆地西縁断層帯に対する観測点ペアの位置 

 
図-4 阿寺断層帯主部に対する観測点ペアの位置 
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４．二重スペクトル比法による減衰特性の算定 
(1) 二重スペクトル比の算定結果 
観測点ペアのスペクトル比を用いて(7)式に示される二

重スペクトル比を算出した．(6)式に示されるように，二

重スペクトル比は観測点間隔の関数となっている．各活

断層における減衰の程度を比較するため，既往研究に倣

って，平均的な観測点間隔と考えられる阿寺断層帯の

N.HSKH-N.GR2H の間隔（18.4km）に距離補正を行なっ

た．距離補正を行う際，厳密には波線経路の距離に基づ

いて補正を行う必要があるが，ここでは観測点間の直線

距離により補正を行なっている．図-5，図-6 にそれぞれ

長野盆地西縁断層帯と阿寺断層帯主部に対する二重スペ

クトル比を示す．図中の波線は 0.5Hz から 20Hz までの二

重スペクトル比の平均値（以下，平均二重スペクトル比）

を表している． 
図-5 に示した長野盆地西縁断層帯に対する二重スペク

トル比を見ると、 (p)既往研究と本稿の (a)N.MKOH-
N.NZWH は平均値，スペクトル比の形状ともによい一致

を示した．(e)N.SSSH-N.KMDH は観測点 N.SSSH が断層

の直上付近に存在しており，波線が期待通りに活断層を

通過していない可能性が考えられる．N.TGKH-N.KMDH
は(p)，(a)，(b)，(c)と異なり値が 1 に近い．Hi-net 観測点

N.TGKH，N.KMDH の位置と長野盆地西縁断層帯におけ

る最新の活動である1847年善光寺地震（Ｍ7.4）の地震断

層 8)の関係を図-7 に示す．図中，N.TGKH，N.KMDH 観

測点を直線(赤線)で結んだ．N.TGKH-N.KMDH のペアは

善光寺地震の地震断層をまたいでいない可能性が考えら

れる． 
図-6 に示した阿寺断層帯主部に対する二重スペクトル

比を見ると、(p)既往研究と本稿の(a)N.HSKH-N.GR2H に

おいて，平均値は本稿が少々大きいが，スペクトル比の

形状似た傾向を示している．平均値は 4 つの観測点ペア

で 0.68～0.93 の値を示すが，位置に応じた値の変化傾向

は見られない． 

  
(p)N.MKOH-N.NZWH(既往) (a)N.MKOH-N.NZWH 

  
(b)N.MKOH-N.NKNH (c)N.TGKH-N.NKNH 

  
(d)N.TGKH-N.KMDH (e)N.SSSH-N.KMDH 

図-5 長野盆地西縁断層帯に対する二重スペクトル比 

  
(p)N.HSKH-N.GR2H(既往) (a)N.HSKH-N.GR2H 

  
(b)N.HSKH-N.NGIH (c)N.KAYH-N.GR2H 

 

 

(d)N.KAYH-N.GERH  
図-6 阿寺断層帯主部に対する二重スペクトル比 

 

 
図-7 Hi-net 観測点位置と善光寺地震地震断層 8)の関係 

 
(2) 二重スペクトル比と地震後経過率の関係 
平均二重スペクトル比と地震後経過率の関係を図-8 お

よび図-9 に示す．図-8 は今回算定した平均二重スペクト

ル比をすべてプロットした図である．特に長野盆地西縁

断層帯の平均二重スペクトル比のばらつきは大きく，む

しろ 0.5～0.73 のグループと(d)N.TGKH-N.KMDH に分け

ることができる．図-9 は長野盆地西縁断層帯の 0.5～0.73
のグループ，阿寺断層帯主部の平均二重スペクトル比を

さらに平均可した値をプロットした．長野盆地西縁断層

帯の(d)N.TGKH-N.KMDH は 1847 年善光寺地震の地震断

層をまたいでいない可能性が考えられることから，地震

後経過率は１つ前のイベントからの経過率とした． 

0.54 

0.98 

0.73 0.65 

1.17 

0.81 

0.93 

0.68 

0.89 

5 三輪 
6 妻科 
7 小市 
8 小松原 
9 段の原 
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図-8 平均二重スペクトル比と地震後経過率の関係 

 

 
図-9 平均化した平均二重スペクトル比と地震後経過率 

(長野盆地西縁断層帯の(d)N.TGKH-N.KMDH を分離) 

 
５．おわりに 
著者らは，既往研究において，日本の 12 の主要活断層

帯を対象として，活断層をまたぐ観測点ペアと遠方の地

震に対して二重スペクトル比法を適用し，推定された減

衰特性と地震後経過率に明瞭な正の相関があることを明

らかにした．本稿では，既往研究の 12 主要活断層帯のう

ち長野盆地西縁断層帯と阿寺断層帯主部に着目して，そ

れぞれ５組，４組の観測点ペアを選定し，二重スペクト

ル比法によりＰ波の減衰特性の空間分布を推定した．阿

寺断層帯主部は断層走向方向に減衰特性の明瞭な変化は

見られなかったが，長野盆地西縁断層帯では善光寺地震

の地震断層をまたぐ北部とまたいでいない南部において

差が見られた．二重スペクトル比法によって推定した減

衰特性と地震後経過率の正の相関がより明瞭に確認でき

たと考えられる． 
現時点では，既往観測点が限られることもあり，より

多くの実例を積み重ねることができない．今後，より多

くの実例を増やすとともに，新規地震観測も視野に入れ

て，近年の地震によって生じた地震断層を対象として検

討を行っていく予定である． 
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事象横断有事対策シナリオ構築の試み
A trial to Construct Emergency Measures Scenario for Crossing Events

○柳父行二
Koji YANABU

セカンドカード研究処

Second Card Laboratory

Some productive ways were considered to construct emergency measures for various events. Cause was classified

with treatment order and existense, depending on forcasting existense, cause continuity and effect progressing and

sudden demand existence. Gazing points to check and their priority extracted on experience and sighting during

events may speed up preparing information for business judgement. Assumpton is sometimes required to fill in the

lack of business judging information, remainig customer or competitors’ expanding intension right after the event.

Keywords : Business continuity plan, Sudden demand, Progressive event, Check items & order, Gazing point and

priority

１．はじめに
事業の有事対応シナリオづくりは、地震などの原因事

象を想定し弱点を探した上で、被害を低減し事業再建を

促進する対策を事前に構ずるというプロセスになる。投

入できる資源には限りがあるので、中核事業が優先され、

資源枠増大交渉や対策先送りを伴う実行策にまとめられ

る場合もある。

抽出された弱点の有効範囲は、想定した原因事象と構

造解析などの弱点抽出法に依存するので、地震による対

応シナリオをそのまま広域感染症に適用すると問題を生

じる。さりとて、原因事象ごとに対応シナリオを構築し

ようとしても網羅できるはずもなく、限られた原因事象

での対応シナリオで乗り切ろうと考える可能性が高い。

原因事象を起点にシナリオを考えると無限に発散しそ

うだが、工場全壊という結果事象を起点にすると、事業

を再建する・しない・規模を変えて他所で再建するなど、

原因事象に関わりなく対応選択肢を設定できる。適用範

囲の広い有事対応シナリオをなるべく少ない手間で構築

するには、原因事象と結果事象から考える方法を組み合

わせ、対処法をなるべく大括りで類別し重複を避けるな

どの工夫が有効であると考えられる。

そこで、対応シナリオを構成する対処法の流れが共通

する原因事象の括り方と、事後の対処での原因事象の活

用可能性と結果事象以外の手掛かりの可能性を考察する。

２．対処項目と順序による原因事象の類別
事前対策の弱点補強や多重化の内容は原因事象あるい

はそこから導かれた想定結果事象に依存する。ハード対

策を活用するためのソフトの訓練も原因事象⇒想定結果

事象依存となる。台風のように予報がある場合は、発災

前に緊急態勢に入り、操業度を調整し減災対策と操業再

開準備を追加するなどの直前対策の機会が生まれる。

発災時は安全確保と事業システムの損傷抑制が課題で、

緊急体制に入り、身の回りの状況を把握し、再建の原点

を安定させようとするが、火山噴火や感染症などで被災

が進展する間は、安全確保と損傷抑制と状況把握を何度

か繰り返さなければならなくなる。

状況が安定すれば、自社・顧客の状況を把握・想定し、

事業再建シナリオを構築し始めるが、発災に伴い発生し

た突発需要が商材にかかわると、優先順位を変えて対応

しなければならない場合もある。状況が把握できれば、

事業機会と黒字化の可能性を検討し、操業・再建方針を

決めて実行する。災害が継続するか被災が進展する場合

は、状況変化に合わせてこれらの対処を繰り返す、とい

う流れで原因事象を類別することが可能である。

有事対処項目と順序は、原因事象が予報付きか否かや、

原因事象が継続型あるいは結果事象が進展型か否か、商

材に関わる突発需要が想定される原因事象か否かで類別

する事が出来、代表的原因事象を用いて対策シナリオを

構築すれば、事象横断の途が開かれると考えられる。

３．経過事象活用と点検・補修担当による類別
突発需要がある場合も含め、状況（結果事象）把握か

ら事後対応が始まる。貴重な資源と再建納期のかかる資

源を優先すると、市場復帰を早めるために有効と考えら

れるが、無傷の資源を点検する可能性もある。手短に良

質の情報を入手するには、音を聞いた等の体感や目撃情

報や電源が落ちたなどの経過事象から原因事象を推定し、

想定される弱点を優先的に点検するという経過事象活用

法が考えられる。経過事象と壊れ方の関係は平時の故障

体験も使う事が出来、他社事例からも情報を得ておくと、

原因事象に依存しない点検体系が組め、迅㏿な状況把握

で経営判断が早くなる可能性がある。

被災状況は様々だが、対処法に「誰が Who」を入れる

と、例えば、現場の担当者、生産技術スタッフ、構内協

力会社員、社外点検修理会社の担当範囲で被災の大小を

類別することができる。現場担当者のできることを増や

せば、状況把握と共に再建判断や外部への発注手続きが

迅㏿化できると期待される。訓練も、有事対策担当者が

企画した対処法の浸透だけでなく、現場担当者による対

処法の深耕を目標にできると考えられる。

状況把握は、再建納期の長い資源を優先するだけでな
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く、事中に体験・目撃した経過事象に基づき注視点と優

先順位を設定し、誰が点検・補修を担当するかで類別す

ると、事業再建を促進すると期待される。

４．事業機会・黒字化検討と結果事象
再建シナリオ構築には、黒字化検討が必須で、顧客の

購買意欲を見積る必要がある。商圏の顧客が激減した場

合は、商圏あるいは商材を見直すところから手掛ける必

要がある。競合品があり、市場再参入までに時間がかか

る場合は、市場再参入時の残存顧客とその後の回復見通

しが必要で、競合の進出意向や商品訴求力の差に影響さ

れる。発災直後の事業側の状況が把握できた時点で、需

要の回復見通しと競合進出意向を把握するのは難しい場

合がある。顧客と競合の動きを把握するのに時間をかけ、

再建シナリオ構築が遅れ、修復発注が遅れ、修復作業が

後回しにされ、再参入が遅れると、顧客が競合に流れて

しまう可能性が増える。未確定の結果事象をシナリオ策

定の判断材料にせざるを得ない場合があり、仮定し、方

針を立て、実行しながら判断材料の精度を上げ、方針を

修正すという、朝礼暮改を厭わず再建策を実行していく

と考えられる。

結果事象には発災直後に確定しない項目があり、事業

再建後の事業機会の有無並びに黒字化検討などでの判断

材料の精度を上げられない場合がある。再建仮方針を立

て、実行しながら結果事象の変化を把握し、方針を修正

していく「走りながら考える」覚悟も必要と思われる。

５．まとめ
有事対策シナリオを、原因事

象を次々に設定し分冊を作るの

ではなく、一つの事象で構築し

た後は対処法を追加するだけで

多くの原因事象に対応できる方

法を考察してみた。その結果、

 原因事象を予報の有無で類

別すると、減災と復旧促進

の直前補強機会が生まれる

場合がある

 原因事象の継続性と被災の

進展性の有無で類別すると、

緊急対応の繰り返し対処が

明確になる

 緊急時対策に突発需要対処

を入れると、防災⇒減災⇒

復興のプロセスに隠れがち

な、発災時顧客サービスの

充実や社会貢献などが顕在

化し、平時の営業活動を円

滑にするなどの効用が期待

できる

 結果事象把握で、体感・目

撃した経過事象から原因事

象を推定し弱点を想定すれ

ば、点検注視点や優先順位

を素早く設定し、経営判断

を迅㏿化させ易くなる

 経過事象と壊れ方を、他事

例も含め、事象横断で抽

出・整理しておくと、点検

注視点の精度が上がり、操

業可能性判断が迅㏿化されると期待される

 被災の程度を点検・修復の担当者で類別すると、早

期事業再建のために現場の担当者が事前準備すべき

ことが浮き彫りになる

などの利点のあることが分かった。

対処法の詳細、特に壊れ方は原因事象依存となる部分

が多く、さらに丁寧に分別し、事象間で重複する部分を

顕在化させ集約していく必要がある。
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図１ 注視点と優先順位設定による経営判断促進

表２ 点検・補修担当者で類別する結果事象

表１ 対処法の流れと原因事象の類別

不足情報は感覚で埋める 

走りながら考える 

朝礼暮改の何が悪い

原因事象 点検注視点＆優先順位

修復法＋費用

壊れ方推定
体験・目撃
経過事象

再建期間の長い資源

事業内 社外
現場担当 技術スタッフ 協力会社 製造・修理会社

健全 〇
小破 〇 〇 〇
中破 〇 〇
大破 〇

突発 予報あり
瞬結 継続 瞬結 継続

企画 災対 現場 企画 災対 現場 企画 災対 現場 企画 災対 現場
被災シナリオ想定 ← ← ←

事前対策 ← ← ←
訓練 ← ← ← ← ← ← ← ← ← ← ←

予報

緊急対応 ← ← ← ← ← ← ← ←
自動発動 ← ← ←

状況把握 ← ← ← ← ← ← ← ← ← ← ←
突発需要対応 ← ← ← ← ← ← ← ← ← ← ←

情報集約 ← ← ←
再建準備 ← ← ←

方針決定 ← ← ←
再建 再建手配 ← ← ←

仮復旧 ←
仮操業 ←

進捗確認 ←
態勢縮小 ←

システム再建 ← ← ←
本操業 ← ← ←

被災シナリオ想定 原因事象依存 原因事象別に経営資源（ヒト・モノ・カネ・情報・システム…）の弱点を探す

事前対策 弱点補強
弱点を集約し補強＋再建促進策の仕込＋対応シナリオ（予告時＋発災時＋発災後）作成

＋訓練で動きを体験・習得⇒シナリオ修正
招集 予報あり 原因事象依存 事象×段階⇒誰をどの段階で招集するか
直前対応 予報あり 原因事象依存 事象×操業状態⇒弱点補強
緊急対応 結果事象依存 安全確保＋被災逓減＆波及抑制＋特殊需要想定＆供給能力確認＆実行
自動発動 経過事象依存 招集なしの集結＋指示なしの経営資源点検＆災対本部に情報伝達
状況把握 社内＆サプライチェーン＋顧客＋競合状況把握＋特殊需要
突発需要対応 結果事象依存 商材関連、設備・技術・人力活用、社会貢献
情報集約 災対本部に情報集約
再建準備 結果事象依存 修復法別費用＆納期の整理
方針決定 結果事象依存 資金繰り＆黒字化シナリオ、市場復帰・商品廃盤＆新商品投入・転業・廃業
再建手配 結果事象依存 社内意思決定＋指示＋契約
仮復旧 結果事象依存 代替品／代替システムの手配
仮操業 結果事象依存 操業＋需給見直し再点検
事業システム再建 結果事象依存
本操業 結果事象依存 操業＋需給見直し再点検

招集 ←
直前対応 ←

発災

緊急対応 ← ← ← ← ←
状況把握 ← ← ← ← ←

突発需要対応 ← ← ← ← ←
情報集約 ← ← ←
方針決定 ← ← ←

仮復旧 ←
仮操業 ←

緊急対応 ← ← ← ← ←
状況把握 ← ← ← ← ←

突発需要対応 ← ← ← ← ←
情報集約 ← ← ←
方針修正 ← ← ←

仮復旧 ←
仮操業 ←

： ： ： ： ： ：
： ： ： ： ： ：
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多様な主体を考慮した議論の場づくりに関する研究 
－西三河地域における水をテーマとしたケーススタディ－ 

Approach on the Creation of a Workshop for Multi Stakeholders 
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   In this study, information on water supply was arranged in consideration of various managers. Using the results of 
this arrangement in a workshop on water supply in the event of a disaster, The effectiveness of the information 
presentation in consideration of various water managers was confirmed on the discussion on disaster response.     
  As a result, the presentation of information on water in consideration of various managers led to the examination of 
more concrete countermeasures, and the idea for regional Collaboration was shown.  

 
Keywords : Workshop, Disaster Information, Multi Stakeholders, Water Supply, Regional Collaboration 
 

 
１．背景 
 水道は、水源から受益者（事業者や住民）に届くまで

の間、その流路自体が複数の行政を通り、管理者自体も

複数の管轄に分かれており、全体像の把握が難しい。防

災・減災の観点からいえば、「何処」あるいは「何」に

脆弱性があるのかを把握することは、対策を立てる上で

も重要である。加えて、とくに南海トラフ巨大地震のよ

うな広域災害においては、管理者の管轄を超えた連携に

基づく状況認識や対応策について、発災前に事前に検討

しておくことが必要であるが、現状は個々の基礎自治体

ごとの対応が主であり、状況認識そのものも、上記の水

道インフラの特徴が、それを難しくしており、管理者の

管轄の枠を超えられず、災害時の役割分担や連携に向け

た具体的な討議にならず、管轄の管理者への要望の出し

合いに陥りやすい状況も見られる。 
 
２．研究の方法と対象地域の特性 
(1) 研究の方法 

本研究では、愛知県西三河地域を対象に、大規模広域

災害時の管理者の管轄を超えた連携態勢の構築に向けた、

水道インフラが抱える課題共有の手法として、①水道統

計資料 1)の文献調査及び、「上水」「工水」「農水」

「下水」の各管理者へのヒアリング等に基づき、管轄を

超えた水の流れの整理を行った。次に、②リスクの可視

化と課題解決に向けた情報共有を目的としたワークショ

ップにおいて、実際に使用し、水に関する多様な管理者

を考慮した情報提示が、災害時の対応に関する議論に及

ぼす実効性を確認することを目的とする。 
(2) 西三河地域の特徴と西三河防災・減災連携研究会 

西三河地域は、愛知県のほぼ中央部に位置し、その中

央には矢作川が流れ、北東部には中山間地域、南西部に

は洪積台地と沖積平野が広がり、沿岸部に至る。中心的

な産業は、自動車関連産業工業を中心とする工業であり、

これらを支える中小企業も多く立地している。平成 30 年

の工業統計調査（経済産業省）において、西三河地域の

製㐀品出荷額は、約 26 兆円で、これは、県別の集計で 1
位の愛知県全体の約 46 兆円に対して、55.7％を占める。

また、2 位の神奈川県の約 18 兆円を西三河地域のみで上

回っている。西三河地域の 9 市 1 町は、災害時の自治体

間連携を達成するために、2013 年に、「西三河防災・減

災連携研究会（以下、研究会）」を結成し、具体的な連

携課題の解決へ向けて取り組みを実施している。 
研究会では地域連携に向けた取り組みの一環として、

広域連携の必要性を共有し連携に基づく災害対応の実現

に向けての調整・協議を促進させるための、各年度 1 回、

ワークショップ形式の議論の場を設けおり 2),3)、2019年度

は、前年度に引き続き水をテーマに、事態対応の中でも、

水に関わるインフラ復旧の優先順位や応急給水を行う場

合の市町や省庁・県・組合などの垣根を超えた連携の可

能性について議論を行った。ワークショップには、地域

の主要企業からの参加者も加わり、災害時の水に関わる

リスクの共用を行うとともに、ライフラインの復旧・復

興期において、復旧のあり方についての、地域連携及び

産業界との連携体制づくりを目的としたワークショップ

を行った。 
ワークショップの実施にあたっては、上下水道及び工

業用水・農業用水に関するデータベースを構築した。ま

た、昨年度は水の供給に関わる災害時のリスクの共有と、

管理者の管轄を越えた連携を活用するための、管理者の

階層性を踏まえた、各種水道のリスクの見える化に関す

る整理を巨大地図へのプロジェクションマッピングデー

タとして活用することで、課題の共有や、連携すべきポ
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イント抽出が従来よりも容易に認識できることを目指し

た。本ワークショップはステークホルダーの数が多く、

参加者は西三河地域の関係者の他、産官学の各主体から

130 名である。 
 
３．水に関わる情報の整理 

西三河地域の上水道、工業用水、農業用水の供給を支

える主な水源は、矢作川水系と木曽川水系の２つの水系

である。その水源等の利用状況は、表 1 に示した通り、

西三河地域を構成する市町毎に異なる。 
(1)上水道の水源 

西三河地域は、県営水道または尾張東部水道企業団

（西三河地域では、みよし市が利用）が提供する広域水

道事業の上水をいずれの市町も利用している。上記 2 つ

の広域水道事業の水源は、矢作川水系と木曽川水系であ

り、表 2 の①③の矢作川を水源とする市町が 8 市町、同

②④の木曽川を水源とするのは 3 市である。この内、知

立市は、両方の水系を利用している。また、広域水道事

業の上水を 100%利用（いずれも県営水道）するのは、碧

南市、高浜市、幸田町の 3 市町で、その他の 7 市は割合

の多寡と水源の違いはあるものの（深井戸や湧水など）

自己水による供給も行っている。 
(2)工業用水の水源 

対象地域内で、県営工業用水を利用するのは、知立市

以外の 8 市 1 町である。工業用水の水源は、7 市町が矢作

川、豊田市とみよし市の 2 市は、矢作川と木曽川の両方

を水源としている。知立市も含め、県営工業用水に 100%  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

依存している市町はなく、各市町の水道事業あるいは、

各企業が所有する深井戸などの自己水源で賄われている

と推測する。この内、工業用水の自己水率が 5 割を下回

るのは、碧南市（12.1%）、西尾市（27.7％）、幸田町

（33.8%）、豊田市（41.9%）の 4 市町であり、これらの

市町では、災害時に工業用水の供給に支障のある場合、

地域の産業活動への影響が大きい。 
(3)農業用水の水源 

農業用水の水源は、矢作川水系が 8 市 1 町、木曽川水

依存している市町はなく、各市町の水道事業あるいは、

各企業が所有する深井戸などの自己水源で賄われている

と推測する。この内、工業用水の自己水率が 5 割を下回

るのは、碧南市（12.1%）、西尾市（27.7％）、幸田町

（33.8%）、豊田市（41.9%）の 4 市町であり、これらの

系がみよし市の 1 市である。矢作川水系から取水された

水は、矢作川総合用水（北部・南部）、枝下用水、明治

用水、矢作川用水から、木曽川水系は愛知用水を通り、

各市町の農地へ供給される。各用水の管理は、愛知県土

地改良事業団体連合会（水土里ネット愛知）および、

個々の土地改良区（各地域の水土里ネット）が行ってい

る。一方で、農業用水の供給経路の主に上流にあたる施

設（頭首工・取水口など）や管路は、上水及び工水と共 
用の部分もあり、農業用水においても管理者に多様性が

あとともに、上水と工水の供給能力が低下している場合、

農業用水の供給にも影響が出ていることが想定される。

(4)流域下水道の利用状況 
流域下水道は、複数の市町村の汚水処理を担うものと 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

分類 施設種別 岡崎市 碧南市 刈谷市 豊田市 安城市 西尾市 知立市 高浜市 みよし市 幸田町
上水水源 矢作川 矢作川 木曽川 矢作川 矢作川 矢作川 木曽川・矢作川 木曽川 矢作川 矢作川
自己水率 76.2% 0.0% 25.5% 26.9% 29.9% 12.7% 21.9% 0.0% 1.7% 0.0%
工水水源 矢作川 矢作川 矢作川 木曽川・矢作川 矢作川 矢作川 利用なし 矢作川 木曽川・矢作川 矢作川
自己水率 96.3% 12.1% 60.5% 41.9% 96.6% 27.7% 100.0% 65.4% 73.0% 33.8%
農業用水水源 矢作川 矢作川 矢作川・木曽川 矢作川・木曽川 矢作川 矢作川 矢作川・木曽川 矢作川 矢作川・木曽川 矢作川

利用農業用水
・明治用水
・矢作川総合（南）
・矢作川用水

・明治用水
・矢作川総合（南）
・矢作川用水

・明治用水
・矢作川総合（南）
・愛知用水

・明治用水
・枝下用水
・矢作川総合（北）
・矢作川用水
・愛知用水

・明治用水
・矢作川総合（南）
・矢作川用水

・明治用水
・矢作川総合（南）
・矢作川用水

・明治用水
・枝下用水
・矢作川総合（南）
・愛知用水

・明治用水
・矢作川総合（南）

・枝下用水
・愛知用水

・明治用水
・矢作川総合（南）
・矢作川用水
・

利用流域下水道（県） 矢作川 衣浦東部 境川
・境川
・矢作川

・衣浦東部
・境川
・矢作川

矢作川 境川 衣浦東部 境川 矢作川

下水道普及率 88.7% 76.4% 92.7% 73.7% 79.5% 75.5% 66.6% 62.3% 78.9% 71.9%

上水道

工業用水

下水道

農業用水

西三河市町 上水 下水 農水 工水

1⃣豊田浄水場系
矢作ダム→岩倉取水口→豊田分水工

→豊田浄水場

矢作川浄化センター
各市町排出元→市下水管路→流域下水道→矢

作川浄化センター→矢作川

安城浄水場
矢作ダム→矢作川→明治用水頭首工

→安城浄水場

2⃣尾張東部浄水場
・牧尾ダム→愛知用水→愛知池→尾張

東部浄水場

境川浄化センター
各市町排出元→市下水管路→流域下水道→境

川浄化センター→衣浦港

尾張東部浄水場
・牧尾ダム→愛知用水→愛知池→尾

張東部浄水場
・矢作ダム→岩倉取水口→豊田分水

工→豊田浄水場

3⃣幸田浄水場系
矢作ダム→矢作川→細川頭首工→幸

田浄水場

衣浦東部浄化センター
各市町排出元→市下水管路→流域下水道→衣

浦東部浄化センター→衣浦湾

＜羽布ダム水系＞
⑤羽布ダム→巴川→細川頭首工

⑥乙川→乙川頭首工

4⃣上野浄水場
牧尾ダム→愛知用水→愛知池→上野

浄水場

<愛知用水系＞
⑦味噌川・阿木川・牧尾ダム→木曽川

→愛知池

岡崎市
1⃣豊田浄水場→豊田市→岡崎市
3⃣幸田浄水場→幸田町→岡崎市

岡崎市→西尾市(矢作川浄化センター)

下水道普及率88.7%

④※途中で岡崎市あり
⑥乙川→岡崎市

安城浄水場→岡崎市

碧南市

1⃣豊田浄水場→豊田市→岡崎市・みよ
し市→安城市・知立市→刈谷市→安城
市→碧南市
3⃣幸田浄水場→幸田町→西尾市→碧
南市

市内排出元→流域下水道→碧南市（衣浦東部
浄化センター）

下水道普及率76.4％

⑤羽布ダム→岡崎市→安城市→碧南
市

安城浄水場→碧南市

刈谷市

4⃣上野浄水場→東海市→大府市→東
浦町→刈谷市
4⃣上野浄水場→東海市→大府市→刈
谷市
2⃣尾張東部浄水場→日進市→みよし市
→知立市→刈谷市

市内排出元→境川浄化センター

下水道普及率92.7％

③矢作ダム→（明治用水）→(西井筋)
豊田市→安城市→知立市→刈谷市
⑦味噌川・阿木川・牧尾ダム→みよし
市→刈谷市

安城浄水場→刈谷市

豊田市 ①豊田浄水場→豊田市

・豊田市→安城市→西尾市(矢作川浄化セン
ター)
・豊田市→知立市→刈谷市(境川浄化センター）

下水道普及率73.7％

①矢作ダム→豊田市
②矢作ダム→豊田市
③矢作ダム→（明治用水）→(西井筋)
豊田市
④※途中で豊田市あり
⑤羽布ダム→岡崎市→豊田市
⑦味噌川・阿木川・牧尾ダム→みよし

安城浄水場→豊田市
尾張東部浄水場→日進市→みよし市

安城市

1⃣豊田浄水場→豊田市→岡崎市→安
城市
2⃣尾張東部浄水場→日進市→みよし市
→豊田市→安城市

・安城市→西尾市(矢作川浄化センター）
・安城市→刈谷市(境川浄化センター)
・安城市→高浜市→碧南市(衣浦東部浄化セン
ター)
・安城市→碧南市（衣浦東部浄化センター）

下水道普及率79.5％

③矢作ダム→（明治用水）
（西井筋）豊田市→安城市
（中井筋）豊田市→安城市
（東井筋）豊田市→安城市

④羽布ダム→岡崎市→豊田市→岡崎
市→安城市

安城浄水場→安城市

西尾市
2⃣尾張東部浄水場→日進市→みよし市
→豊田市→安城市→西尾市
3⃣幸田浄水場→幸田町→西尾市

市内排出元→流域下水道→西尾市（矢作川浄
化センター）

下水道普及率75.5％

③矢作ダム→（明治用水）→(東井筋)
豊田市→安城市→西尾市
④矢作ダム→幸田町→西尾市
⑤羽布ダム→岡崎市→豊田市→岡崎
市→安城市→碧南市→西尾市
⑥乙川→岡崎市→西尾市

安城浄水場→岡崎市→西尾市

知立市

1⃣豊田浄水場→豊田市→みよし市→知
立市
2⃣尾張東部浄水場→みよし市→知立市
4⃣上野浄水場→東海市→大府市→刈
谷市→知立市

知立市→刈谷市(境川浄化センター)

下水道普及率66.6％

③矢作ダム→（明治用水）→(西井筋)
豊田市→安城市→知立市

無

高浜市
4⃣上野浄水場→東海市→大府市→東
浦町→刈谷市→高浜市

高浜市→碧南市(衣浦東部浄化センター)

下水道普及率62.3％

③矢作ダム→（明治用水）→(中井筋)
豊田市→安城市→高浜市

安城浄水場→高浜市

みよし市
1⃣豊田浄水場→豊田市→みよし市
2⃣尾張東部浄水場→日進市→みよし市

みよし市→刈谷市(境川浄化センター)

下水道普及率78.9％

①矢作ダム→豊田市→みよし市
②矢作ダム→豊田市→みよし市
⑦味噌川・阿木川・牧尾ダム→みよし
市

安城浄水場→みよし市
尾張東部浄水場→日進市→みよし市

幸田町 3⃣幸田浄水場→幸田町

・幸田町→岡崎市→西尾市(矢作川浄化セン
ター)
・幸田町→蒲郡市（蒲郡市下水道浄化センター）

下水道普及率71.9％

④矢作ダム→幸田町 安城浄水場→岡崎市→幸田町

キーポイント
(浄水場等の

ポイントとなる場所)

＜矢作ダム水系＞
①矢作ダム→岩倉取水口→豊田分水

工→豊田市
②矢作ダム→矢作川→越戸ダム

③矢作ダム→矢作川→明治用水頭首
工→明治本流→豊田市→各筋へ

④矢作ダム→矢作川→明治用水頭首
工→細川頭首工→豊田市→岡崎市→

坂崎分水工

表 1 水源等の状況 

表 2 水源から水か到達するまでに通る市町 
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して、都道府県が処理場と流域幹線を、各市町村それぞ

れの行政区域内の家庭や工場からの下水を集めるための

管渠を保有・維持管理を行い、広域的に汚水を処理する

体制を形成している。 
愛知県では、11 処理区で流域下水道による下水道事業 

を実施し、この内西三河に関係するのは、「矢作川流域

下水道」、「境川流域下水道」、「衣浦東部流域下水道」

の３つの処理区であり、西三河地域の各市町は、公共下

水道の管路を経由後、少なくともいずれか一つの処理区 
を利用してる。複数の処理区を利用しているのは、10 市

町中 2 市で、この内、豊田市は「矢作川流域下水道」、

「境川流域下水道」の 2 つ、安城市は３つ全ての処理区

を利用している。 
下水道普及率は、92.7％の刈谷市を筆頭に、高浜市の

62.3%と、整備状況に差はあるものの、いずれも 100%で

はなく、各市町におけるコミュニティ･プラントや農業集

落排水事業での処理の他、各戸へ設置された合併処理浄

化槽等による処理が行われているものと推測され、汚水

処理においても、県、市町、地域・市民の管理者の多様

性があることが分かる。 
 
４．水道関連サービスの可視化図面の作成 

前項までに記したように、「上水」「工水」「農水」

「下水」のいずれも、一部県境を越えながら、複数の市

町を越え階層的な複数の管理者が関わりながら、サービ

スが提供されている。ここでは、表 2 の整理に基づき作

成した、西三河 9 市 1 町の上水道サービスの水の流れを

西尾市の上水道事業を例に、各施設や管路を地図にプロ

ットした図の概要を示す。本図の地域連携を目指した議

論の場への活用方法については、次の 4 章で被害想定等、

災害関連情報と重ねることで、多様な管理者に跨るそれ

ぞれの水の流れのどこにリスクが存在するかの検討など、

その活用方法を踏まえて述べる。 
(1)西三河地域の上水道サービスの流れの整理 

上水道事業は、市町ごとにサービスを支え体制は異な

っており、西三河を構成する9市1町それぞれについて、

水源から県が管理する施設立地と管路経路を整理した。

次に、各市町に入り、それぞれの市町が管理する施設・

管路を通り、受益者に供給される水の流れを整理した。   
市町によっては、独自の水源を持つ場合もあり、それ

についても各市町の防災部局を通じて、状況を確認し、

位置情報を持った、データベースを整備した。 
(2)西尾市の上水道サービスの流れ 

西尾市の上水道の流れを図 1 のように図化を行った。

西尾市の上水道事業は、表 1 及び表 2 上水の①②の通り、

矢作川水系と木曽川水系の２系統を水源として利用して

いる。その他、市内の深井戸を水源とする独自の水源も

持ち、自己水の割合は、12.7%である。 
矢作川水系を水源とする流れは、細川頭首工で取水さ

れ、幸田浄水場（県管理）で処理され西尾市に送られる。

一方、木曽川水系を水源とする流れは、岐阜県の兼山ダ

ムで取水され、尾張東部浄水場（県管理）で処理され西

尾市に送られる。また、自己水源は、市の北東部にある、

志貴野水源送水場で処理され、主に西尾地区に配水され

る。県営水道が管轄する、幸田浄水場及び尾張東部浄水

場のいずれも、複数の市町が利用する供給経路である。

上記で記した通り、西尾市の自己水率は 12.7%であり、  
災害時に県営水道の供給体制に支障が出た場合、仮に自

己水の供給体制が健全だとしても、それのみで市内のニ

ーズを満たすのは困難と思われ、県営水道の利用系統を

同じくする市町との、行政界を越えた広域的な調整が必

要と推測される。本項では紙面の関係で省略するが、同

様の分析を、西三河地域のそれぞれに市町について、ま

た「上水」以外の、「工水」「農水」「下水」について

も行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 西尾市の上水道の流れ 

 
５．整備を行った水に関わる情報の整理活用 
前章までの整理により、水の流れに関わる多様な地

域・管理者を意識した上で、そのリスクを共有し、市町

を超えた連携や対応策を考える基礎資料を整理した。4
種の水道関連施設・管路のいずれも、多様な主体・管理

者が関わっており、それらを災害時に連携・調整の態勢

を形成し、事態に対応することは、困難が予測される。 
 災害時には、㏿やかに連絡調整を行い、事態対応に当

たることが望まれ、その為には、発災前からの関係づく

りと、それに基づく、多様な管理者・関係者が連携・協

調して事前準備を進めておく必要がある。 
 このような背景のもと、前述した、西三河研究会が実

施する、西三河 9 市 1 町の「防災」「上水」「下水」の

担当者と、県営水道等の水道事業に関わる管理者及び、

ライフライン事業者と地域の基幹産業である自動車関連

産業の防災担当者が参加して、水に関わる地域リスクに

関する情報共有と課題を整理する連携ワークショップに、

水に関わる情報の整理の結果を用いた。 
(1)ワークショップで使用したデータ 
西三河地域に関するデータベースの拡充・更新と使用

データ本ワークショップのテーマは、昨年度と同様に

『水』をテーマとした為、基本的なデータは、各管理者

の「水に関する施設・管路」のデータ、南海トラフ巨大

地震の「地震動」「液状化」「津波」（いずれも最大ク

ラス）の被害想定の他、「標高」や「人口」など、昨年

度と変更点は少ない。一方で今年度は、各市町の防災部

局と水道部局及び、市町間の連携のみでなく、県などの

水に関わる多様な管理者の連携も視野に、3 章で記した、

水に関わる情報の整理の成果を活用し、情報の提示方法

に工夫を行って実施した。 
(2)ワークショップの進行 

ワークショップでは、3章及び 4章で示した整理に基づ

いて、西三河の各市町に水に関わるサービスが供給され

表 2 水源から水が到達するまでに通る市町 

西尾市 

浄水場 

（木曽川水系） 

浄水場 

（矢作川水系） 

県管理の管路 

（木曽川水系） 

県管理の管路 

（矢作川水系） 
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る背景に、県境や市町を越えた多様な地域・管理者が関

わることをプロジェクションマッピングにより、情報共

有した上で、そのリスクを共有し、市町を超えた連携や

対応策の検討を行った（写真 1、写真 2）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 1  大判住宅地図を用いた情報共有の様子 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2  県営水道の管路の表示イメージ（2018実施時） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 3  情報共有後のグループワークの様子 

 
(3)ワークショップの実施結果と課題の整理 

前節で述べた、多様な管理者を考慮した水に関する管

路・施設の分布と災害リスクに関する情報共有を後、特

に、上水道・下水道に関する、災害時の連携態勢づくり

に向けて、「上水」・「下水」は各 2 班、「防災と企業」

は、1 班の分野ごとに、5 班に分かれて意見交換を行った。 

本章では、その中から、上水道の 2 班で行われた意見

交換から、連携に向けた課題を整理する（写真 3）。 
意見交換の中では、市町村間の上水の融通は、「自己

水」のやり取りと想定しており、市町の上水管路をつな

ぐ、「連絡管」は、災害時の利用は想定されておらず、

漏水時の一時的な利用を想定していること。それよりも、

県水の浄水場間の融通に期待しており、それが可能とな

れば、管路の復旧に時間がかかっても、他市への運搬も

含めて、給水車や仮設の給水栓での対応が容易になるこ

と。その為には浄水場へ接続する、県の広域調整池への

供給に関わる管路の復旧が大事である事などが、意見と

して出された。 
地域では、今後も議論を継続し、今回出された意見の

実現可能性など、多様な管理者・関係者が連携・協調し

て具体的な事前の準備や発災後の体制づくりに向けた、

検討が進められる予定である。 
 
６．おわりに 
本研究では、愛知県西三河地域の西三河研究会で実施

した、水をテーマ行われたワークショップで用いた、多

様な管理者の関与に配慮した、情報整理と多様な管理者

（関係者）への情報の提示方法として、管理者ごとの管

轄を踏まえた形で情報共有を行い、「上水」「工水」

「農水」「下水」の水に関わる各サービスが、多様な主

体・管理者に支えられ、県境を越えて多数の市町村を経

由して、エンドユーザーである、市民や企業の活動を支

えている背景を踏まえた議論を展開できる事を目指した。   
これらを用いた議論の結果では、前章で示したように、

いくつかの具体的な連携に向けたアイデアも示されてい

る。これは、管理者の管轄範囲を踏まえた情報提示をし

たことで、それぞれの役割分担が明確になった事で、連

携に向けた議論もより具体化されたものと推測する。水

以外にも、道路に関しても多様な主体が管理者として関

わっており、西三河地域で次年度以降、道路に関する具

体的な連携を検討する議論の場においても、多様な管理

者を踏まえた情報提示の方法を引き続き検討を行う。今

後は、多様な管理者・関係者が連携・協調して具体的な

事前の準備や発災後の体制づくりが為されるよう、議論

の場の継続のあり方や、他地域への展開も含めて検討を

行う必要がある｡ 
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１．はじめに 
 日本は、世界の中でも地震や水害など様々な自然災害

の発生リスクが高い国である。そのため、これまでも数

多くの災害に対する調査・研究がなされ、防災対策とし

て利用可能な多くの資料が蓄積されている。複数の災害

に自治体が対応するために、中林・小田切（2009）1）で

は、複合災害や広域巨大災害などを定義付け、現状や課

題などが論じられている。また、国土交通省では、ハザ

ードマップポータルサイト 2）として、災害リスク情報を

重ねて確認できる「重ねるハザードマップ」などを整備

し、わかりやすくハザードを評価する取り組みが進めら

れている。 
専門家や自治体職員でない一般の住民が、災害への対

応を検討する場合、国や地方自治体がまとめているハザ

ードマップを参考とすることがまず考えられる。ハザー

ドマップは、「地震ハザードマップ」や「洪水ハザード

マップ」、「土砂災害ハザードマップ」など、災害事象

毎に作成されるのが一般的である。一方で、一般の住民

が自らの災害リスクを確認しようとする場合、どのよう

な災害かを認識しているかというと、そうではない場合

が大部分ではないかと思われる。すなわち、「災害全般」

に対してのリスクを認識することを望んでいるのではな

いかと思われる。そのような場合、まず自分が住んでい

る地域が、災害全般に対しにどのような特性があるかを

判断するための情報が重要となる。しかし、複数あるハ

ザードマップから全体を俯瞰的に評価したり、どのハザ

ードマップを優先させるか、あるいはどのハザードマッ

プは不要な情報であるかなどの判断をすることは一般の

住民では難しい。 
 筆者らは先行研究として、神奈川県を対象に地震と洪

水のハザードを相対的に評価可能なランク分けを行い、

それを足し合わすことで複数ハザードをまとめて評価す

る事を試みた 3)。ここでは、先行研究で挙げられた課題

点なども参考に、複数災害のハザードを検討する場合、

ある程度似た者同士でグループ分けが可能ではないかと

の仮定に基づきクラスタ―分析を用いた分類を試みた。

複数ハザードを考慮しつつ数パターンにグループ化した

結果とすることで、一般の住民が理解しやすい結果にな

ると期待している。 
検討対象は、過去に関東大震災などで大きな地震災害

災害の履歴があり、またエリアによっては土砂災害や浸

水災害のリスクが高い地域が確認されている神奈川県横

浜市とした。検討単位は、防災上の観点から一般の住民

がイメージしやすいと思われる町丁目毎の評価とした。

また、検討で用いるハザードデータは、先行検討と同様

一般に容易に入手が可能なオープンデータを用いること

とした。本研究で対象とする災害のハザードは、一般的

に多くの自治体でハザードマップなどの整備が進められ

ている地震、土砂、浸水（河川氾濫による浸水）、津波

の 4つを選択した。 
 
２．横浜市の概要 
 横浜市は神奈川県の東端に位置し、国際貿易港である

横浜港を基盤として、首都圏の中核都市に位置付けられ

る。平成 31年時点での人口は約 370万人を超える大都市
であり、東京特別区に次ぐ国内第 2位の都市となる。 
 横浜市域の地形は、大局的に丘陵地、台地、段丘、低

地、埋立地に分けられる。丘陵地と台地が市域全体の約

7 割を占め、残りの 3 割が河川に沿った沖積低地や臨海
部の埋立地となる。横浜市の表層地質を図 1に示す 4)。 
 横浜市は、1923 年関東大震災にて死者 2 万人以上、全
壊家屋 6万戸と大きな被害を受けた。その後 1924年の丹
沢地震や 1930年の伊豆半島沖地震など震度 5程度のやや
大きな揺れが発生しているが幸い大きな被害には至って

いない。しかし、2011 年の東北地方太平洋沖地震では、
横浜市でも最大震度 5 強と大きな揺れが発生し、軟弱地

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5
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盤地域を中心に大きな被害が発生した。また、台風が豪

雨に伴う土砂災害や浸水被害は比較的数多く発生しいる。

例えば横浜地方気象台では、神奈川県の主な災害（気象

災害）として 80 の災害が整理されている（1934 年から
2019年の 85年間）。これは、平均するとほぼ毎年何らか
の気象災害が発生していることになり、非常に災害が多

い地域であることがわかる 5)。 

 
図 1 横浜市の表層地質分布 

 
３．ハザード情報の整理 
３．１ ハザード整理手法の概要 
 ハザードデータを含め、検討で使用したデータは一般

に入手可能なオープンデータとした。使用データの一覧

を表1に示す。地震ハザードに用いた震度分布は、メッシ

ュデータであるが、他のハザードはポリゴンデータで提

供されている。 

 町丁目毎のハザードは、ある町丁目に対しハザードの

面積にハザードの係数を乗じその町丁目の面積で除して

算出した。算出式を下式に示す。 
 

𝐻 = {(
𝐵𝑖 × ℎ𝑖

𝐴 ) + (
𝐵𝑖+1 × ℎ𝑖+2

𝐴 )+. . . } 

H  :町丁目のハザード 

  A ：町丁目の面積(m2) 

  Bi ：町丁目内のハザードiの面積(m2) 

 hi ：ハザードの係数 

   震度 6.0～7.0 

   浸水 0.0～10.0 

   津波 0.0～10.0 

   土砂 1(警戒区域)、10（特別警戒区域） 

 

 全ての町丁目（e-STAT：1707地区）に対し上式で4種類

のハザードを算出し、統合して比較するために標準化処

理（平均値≒0、標準偏差≒1）をした。元のハザードデ

ータと標準化をした町丁目のハザードを並べて図2に示す。

町丁目のハザードにおける区分は5つのランクで自然分類

（データの変化量が比較的大きい場合に適用される）に

て区分した。全体に町丁目のハザード区分は、元のハザ

ード分布を再現できている。 

表1 使用データ一覧6)、7)、8) 

 
３．２ 地震ハザード 
 地震ハザードは、一般の方が理解しやすいと思われる

「震度」、がアウトプットとなるデータとして J-SHISの

「30年 3％の確率で一定の揺れに見舞われる計測震度の

領域図」を選択した。データは 250mメッシュで公開され

ているため、ハザードがない領域は存在しない。 

地震ハザードの係数は、計測震度を 0.5 刻みで分け、

大きい方の値を採用した（表 2）。 

 

表2 地震ハザードの係数の一覧 
計測震度 係数 hi 

5.5～6.0未満 6.0 

6.0～6.5未満 6.5 

6.5～7.0未満 7.0 

 

３．３ 浸水ハザード 
 浸水ハザードは、河川氾濫による浸水ハザードとし、

国土数値情報による浸水想定区域データを選択した。こ

れは、河川管理者から提供されたデータに基づき浸水深

ごとに整備されたポリゴンデータである。神奈川県では、

国土交通省により整備されたデータと神奈川県により整

備されたデータがあり浸水深ランクが異なる。 

浸水ハザードの係数は、浸水ランクの大きい方の値と

し 5.0m以上は 10.0mとした（表 3）。 

 

表3 浸水ハザードの係数一覧 
国土交通省（7段階） 神奈川県（5段階） 

浸水ランク 係数 hi 浸水ランク 係数 hi 

0～0.5m未満 0.5 0～0.5m未満 0.5 

0.5～1.0m未満 1.0 0.5～1.0m未満 1.0 

1.0～2.0m未満 2.0 1.0～2.0m未満 2.0 

2.0～3.0m未満 3.0 2.0～5.0m未満 5.0 

3.0～4.0m未満 4.0 5.0m以上 10.0 

4.0～5.0m未満 5.0 
 

5.0m以上 10.0 

 
３．４ 津波ハザード 
 津波ハザードは、津波による浸水ハザードとし、国土

数値情報による津波浸水想定データを選択した。これは、

都道府県から提供された津波浸水想定データに基づき、

想定する津波の浸水深と最大浸水深の区分ごとのポリゴ

ンデータである。 

 津波浸水ハザードの係数は、浸水ランクと同様に津波

浸水ランクの大きい方の値とした（表4）。 

人工地盤
未固結_礫
未固結_砂
未固結_泥
固結堆_礫岩
固結堆_泥岩
固結堆_砂岩・泥岩互層
固結堆_砂岩・泥岩・凝灰岩互層
火山性_立川ローム
火山性_武蔵野ローム
火山性_下末吉ローム
火山性_多摩ローム

  出典 内容 

地震 J-SHIS 
30年以内に 3％の確率で一定の揺れに見舞われる計
測震度の領域図 

浸水 
国土数値 
情報 

河川管理者（国土交通大臣、都道府県知事）から提

供された浸水想定区域図を浸水深ごと都道府県別に

整備したもの 

津波 
国土数値 
情報 

都道府県から提供された津波浸水想定データを想定

する津波の浸水域と最大浸水深の区分ごと都道府県

別に整備したもの 

土砂 
国土数値 
情報 

都道府県が指定する土砂災害警戒区域の範囲または

位置、及び種別、名称等のデータを整備したもの 
町丁目 e-Stat 都道府県・市区町村別統計表（国勢調査） 
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表4 津波浸水ハザードの係数一覧 
津波浸水ランク 係数 hi 

0.01～0.3m未満 0.3 

0.3～1.0m未満 1.0 

1.0～2.0m未満 2.0 

2.0～3.0m未満 3.0 

3.0～4.0m未満 4.0 

4.0～5.0m未満 5.0 

 

３．５ 土砂ハザード 
 土砂ハザードは、斜面崩壊のハザードとし、国土数値

情報による土砂災害警戒区域データを選択した。これは、

都道府県が指定する土砂災害警戒区域（イエローゾーン）

と土佐災害特別警戒区域（レッドゾーン）のポリゴンデ

ータである。 

 土砂ハザードの係数は、相対的にイエローゾーンに対

しレッドゾーンの方が災害リスクがかなり高いであろう

ことを考慮してレッドゾーンに 10倍の重みを付けて設定

した。なお、この重み付けについては 2 倍、5 倍、10 倍

と 3パターンの試行検討により設定している（表 5）。 

 

表 5 土砂ハザードの係数一覧 

土砂災害ハザード 係数 hi 

イエローゾーン 1.0 

レッドゾーン 10.0 

 

４．クラスター分析 
４．１ 分析方法 
 各町丁目で標準化したハザード値を用いて、クラスタ

―分析を行った。クラスタ―分析はデータパターンが類

似する個体を同じグループにまとめる分析方法である。

ここでは、類似度の尺度としてユーグリッド距離をとり、

クラスタリングの方法としてウォード法を採用した 9)、10)。 

 クラスターの分割数は、樹形図（テンドログラム）

（図 3）を参照して 5つのグループとした。 

 

 
図 3 クラスター分析による樹形図（テンドログラム） 

 

４．２ 分析結果と評価 
 5つのグループに分けられた町丁目を図 4に、それぞれ

のハザードの散布図行列を図 5 にそれぞれ示す。各ハザ

ードの特徴は以下となる。 

 

５グループ
に分割

図 2 元のハザード分布（上段）と町丁目のハザードランク（下段） 

地震 土砂浸水 津波

0.0≦D＜0.5 (5段階)
0.5≦D＜1.0 (5段階)
1.0≦D＜2.0 (5段階)
2.0≦D＜5.0 (5段階)
5.0≦D (5段階)

0.0≦D＜0.5 (7段階)
0.5≦D＜1.0 (7段階)
1.0≦D＜2.0 (7段階)
2.0≦D＜3.0 (7段階)
3.0≦D＜4.0 (7段階)
4.0≦D＜5.0 (7段階)
5.0≦D (7段階)

5.5＜SI≦6.0
6.0＜SI≦6.5
6.5＜SI

0.01≦D＜0.3
0.3≦D＜1.0
1.0≦D＜2.0
2.0≦D＜3.0
3.0≦D＜4.0
4.0≦D＜5.0
5.0≦D＜10.0

土砂災害警戒区域
土砂災害特別警戒区域

rank
1 ( -1.37≦Hj＜0.59 )
2 ( -0.59≦Hj＜0.00 )
3 ( 0.00≦Hj＜0.61 )
4 ( 0.61≦Hj＜1.25 )
5 ( 1.25≦Hj )

rank
1 ( -0.31≦Hs＜0.27 )
2 ( 0.27≦Hs＜1.44 )
3 ( 1.44≦Hs＜3.10 )
4 ( 3.10≦Hs＜5.10 )
5 ( 5.10≦Hs )

rank
1 ( -0.52≦Ht＜-0.13 )
2 ( -0.13≦Ht＜0.67 )
3 ( 0.67≦Ht＜1.52 )
4 ( 1.52≦Ht＜2.38 )
5 ( 2.38≦Ht )

rank
1 ( -0.48≦Hd＜0.09 )
2 ( 0.09≦Hd＜1.51 )
3 ( 1.51≦Hd＜4.07 )
4 ( 4.07≦Hd＜8.70 )
5 ( 8.70≦Hd )

地震 土砂浸水 津波
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■グループ A：全体にすべてのハザードが小さい。 

■グループ B：沿岸部で津波ハザードが高い。また、地

震ハザードがは高い場所と低い場所に分かれ、浸水

や土砂のハザードはほとんどない。 

■グループ C：地震と浸水ハザードが大きく、一部沿岸

部では津波ハザードも大きい。一方で土砂ハザード

はほとんどない。 

■グループ D：土砂ハザードはのみが大きく、その他の

ハザードはほとんどない。 

■グループ E：地震と浸水のハザードが特に大きく、そ

の他のハザードはほとんどない。 

 
５．まとめ 
 本検討では、複数災害のハザードを検討する場合、あ

る程度似た者同士でグループ分けが可能ではないかとの

仮定に基づきクラスタ―分析を用いた分類を試みた。 
検討エリアは横浜市とし、町丁目単位で集計を行った。

対象とする災害は、多くの自治体などでハザードマップ

などが整備されている地震・浸水・津波・土砂の 4 つと
した。なお、町丁目の人口密度についてもハザードとし

て検討したが、紙面の都合上省略した。 
 検討結果からある程度の特性は抽出できる可能性が確

認できた。ただ、本検討でハザード算出過程の条件で検

討が不十分な箇所がいくつかある。例えば、ハザードの

係数は、地震・浸水・津波では物理量そのものを用いて

いるのに対し、土砂では感覚的にイエローゾーンとレッ

ドゾーンで 1倍と 10倍の差をつけている（係数を変えて
も感度が小さいことは確認済み）。ハザードの係数につ

いては、実被害に基づいた被害関数を参考するなども検

討したい。また、クラスタ―分析の手法についても、検

討の余地がある。今後はこれらの課題に加え、対象地域

を変えた場合にも同様な検討が可能であるか、地域によ

って特性が異なるか、なども検討したい。 
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気仙沼市の東日本大震災からの水産加工業の復興過程に関する分析 
―生産工場の立地変化に着目して― 

Analysis of Reconstruction Process of Fishery Processing Industry from  
the Great East Japan Earthquake in the Kesennuma City 

－Focusing on Changes in Locations of Production Factories－ 
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   The authors conducted questionnaire survey to the fishery processing industry in the Kesennuma city, in order to 
reveal the trend of change in the location of their production factories after the Great East Japan Earthquake. The results 
are; firstly, the number of factories increased in the designated accumulation areas for fishery processing related 
facilities, although the available timing of restart was accepted too late. It seemed that most factories located in the 
construction restricted areas moved to this designated area. Secondly, many enterprises located in the designated 
accumulations areas considered that their delay of recovery was due to the delay of the preparation of the area by the 
government. However, they did not consider that their factories could have been located in the other places. 
 
Keywords : fishery processing industry, reconstruction, location of the production factories, the Great East Japan 

Earthquake, Kesennuma city 
 

 
１．研究の背景と目的 

2011 年東日本大震災の地震・津波により，東北・北関

東地方の太平洋沿岸域を中心に甚大な被害が生じ，企業

の事業継続に大きな影響があった．復興庁によると，震

災から約 3 年が経過した 2014 年時点での業種別の売上げ

回復状況は，水産・食品加工業が最も遅かった 1)．その

要因として，水産加工業は，漁港の周りの沿岸部に立地

していることが多いため，津波による生産工場等への影

響が甚大であったことが挙げられる．このような状況に

対し，国は被災した企業の復旧・復興支援のためにさま

ざまな施策を実施した．例えば，中小企業庁によるグル

ープ補助金，中小企業基盤整備機構による仮設店舗・工

場等整備事業等が挙げられる．また，沿岸部の被災自治

体は，独自に甚大な被害を受けた水産加工業の復旧・復

興のための施策・事業を行っている．その中で特筆すべ

きものとして，特に気仙沼市では，被災した水産加工業

のための用地を大規模に基盤整備する事業が行われた．

具体的には，震災前は水産加工業の施設のほか店舗・事

業所，住宅等が混在していた鹿折地区と南気仙沼地区の

一部を，震災後に漁港区域として水産加工施設等を集積

し，その際，地盤沈下も発生していたことから国の公共

事業による盛土・嵩上げ工事を行った 2)（両地区の場所

は図 1 参照）．さらに，国の震災交付金である津波復興

拠点整備事業を活用し，新たに赤岩港水産加工団地を整

備した 2)（場所は図 1 参照）． 
このような気仙沼市での水産加工施設を集積する事業

は，津波により甚大な被害を受けた水産加工業の基盤整

備を行政が担ってくれる点で企業にとってメリットがあ

ったものの，地権者交渉や基盤整備工事の完了に時間が

かかったという点では不満や批判もある．例えば，末永

（2013）では，岩手県と宮城県の被災地における建築の

規制方法の違いにより，気仙沼市では水産加工業の復旧

が特に遅れたと考察している 3)．しかし，これら事業に

ついての企業側からの評価は十分には検証されていない． 
また，著者ら（2018）は，気仙沼市における建築制限

や同集積地等の整備事業により，水産加工業の企業の

“代表の事業所”の立地がどのように変化したかを分析

したが，市内に複数事業所がある場合もあるのに“代表

の事業所”だけを対象とした点で不十分であった． 
そこで本研究では，震災前から気仙沼市内に生産工場

がある水産加工業の企業を対象とした調査を実施し，震

災後の生産工場の立地変化の特徴を分析し，建築制限や

集積地区等の基盤整備事業についての企業側からの評価

を明らかにするものとする． 
 
２．研究方法 
(1) 分析の視点 
 気仙沼市内を水産加工業の工場の立地変更に影響した

と考えられる震災後に建築制限がかけれらた区域と，後

述する水産加工施設の集積地区等に分類し，区域ごとに

水産加工業の工場の立地変化や企業側の意見を分析した． 
建築制限については，まず，2011 年 4 月 8 日に建築基

準法 84 条に基づく建築制限が気仙沼市内の一部にかけら

れ，その後，5 月 11 日及び 9 月 12 日に，特例法により建

築制限の期間が延長されるとともに建築制限の範囲も縮

小した．11月 11日には被災市街地復興特別措置法に基づ

地域安全学会梗概集 No.46, 2020. 5
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く被災市街地復興推進地域（以下「復興推進地域」とい

う）となり 266.7ha が対象となった（2013 年 3 月 10 日ま

で継続）．この復興推進地域では建築物の新築，改築，

増築が一部制限され (3) 制限期間も長いことから，本研究

ではこれを建築制限がかかった区域として扱った． 
 本研究での区域の別を図 1 に示す．鹿折地区と南気仙

沼地区の集積地区に，赤岩港水産加工団地（震災後に新

しく造成され震災前から立地していた水産加工業はない）

を加えて「集積地区等」と定義し，区域 A とした．また，

復興推進地域（集積地区等を除く）を区域 B とした．な

お，復興推進地域の明確な境界は行政担当課での閲覧の

みが可能で図 1 に正確に示せないため，宮城県の公表資

料で町丁目単位で「全て」，「一部」と記載されている

のにならい，図 1 でも同様に示した(4)．そして，区域 A
及び B以外の気仙沼市の全ての地域を区域 Cとした． 
 
 (2) 調査の概要 
 気仙沼市の水産加工業の生産工場の立地変化および企

業の意見を把握するために，企業を対象とした郵送によ

るアンケート調査を実施した．調査概要を表 1 に示す． 
 

 調査対象は，気仙沼市内に震災当時生産工場が立地し

ていて，かつ調査を実施した 2019 年 2 月時点でも同市内

に生産工場が立地している企業である．調査対象企業の

選定は，気仙沼市水産課が毎年発刊している資料「気仙

沼の水産」に「水産加工経営体名簿」があり，市内にあ

る水産加工業の“代表の事業所”の住所が記載されてい

るので，平成 22 年と平成 30 年の同名簿を参照し，対象

企業 89 社を特定した．有効回答社数は 36 社で，有効回

答率は 40.4％であった． 
 
３．分析結果 
(1) 生産工場数の変化 
 まず，アンケート調査の回答企業の工場数について，

区域ごとの特徴を表 2 に整理する． 
回答企業 36社全体の合計の工場数は震災前が 56，2019

年 2 月時点（以下「2019 年」と表記）が 50，変化率は

89.3%で，全体としてやや工場数は減少している． 
区域別では，水産加工業の集積地区等である区域 A は，

震災前が 14，2019 年が 20，変化率は 142.9％で，水産加

工業の生産工場が増加している．一方，区域 A 以外の復

興推進地域である区域 B では，震災前が 23，2019 年が 5，
変化率は21.7%でかなり減少している．それ以外の区域C
では，震災前が 19，2019 年が 25，変化率は 131.6%で，

区域 A と比べると率は低いが増加しており，震災後に被

害が少なかった沿岸部や内陸部に工場を新設した企業も

一定数いることが分かる． 

 
図 1 気仙沼市中心部における地区分類(1)(2) 

凡例：
津波浸水域

復興推進地域
（全て）

復興推進地域
（一部）

赤岩港水産加工団地

A

A

A

B

B

C

C

C

CB

B

B

区域分類
区域A 集積地区等

※鹿折地区、南気仙沼地区、赤岩港
水産加工団地

区域B 復興推進地域
（集積地区等を除く）

区域C 復興推進地域外

表 2 地区別の回答企業の工場数の変化 

   

回答企業
工場数

（震災前)

回答企業
工場数

（2019年2月
時点)

変化率
（％）

区域A 14 20 142.9

区域B 23 5 21.7

区域C 19 25 131.6

合計 56 50 89.3

表 1 調査概要 

 

調査対象

気仙沼市内に震災当時生産工場が
立地していて，かつ2019年2月時点

も立地している企業

調 査 対 象 企 業の
特定方法

平成22年および平成30年「気仙沼

の水産」における「水産加工経営
体名簿」に記載している企業

調査対象企業数 89社

調査方法 調査票の郵送，郵送による回答

調査時期 2019年2月1日～2月25日
有効回答社数 36社
有効回答率 40.40%
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 (2) 生産工場の立地変化 
 つぎに，震災前と 2019 年での生産工場の立地変化を把

握する．注意を要するのは，生産工場は企業によっては

震災後に統廃合，新規設立といった複雑な変化があるた

め，震災前の生産工場と 2019 年の生産工場を一対一対応

として変化を追うことはできない．そこで，生産工場が

立地している区域を基に企業別の分類を行い，企業単位

での変化を把握することとした． 
 表 3 が，生産工場の立地区域に応じて著者ら区分した

企業の分類である．Ⅰは，区域 A（集積地区等）のみに

生産工場が立地している企業を示す．Ⅱは，区域 A と B
（A を除く復興推進地域）あるいは区域 A と C（それ以

外の市内）の両方に生産工場が立地している企業を示す．

Ⅲは，区域 B（A 以外の復興推進地域）のみに生産工場

が立地している企業を示す．Ⅳは，区域 B と C の両方に

生産工場が立地している企業を示す．Ⅴは，区域 C のみ

に生産工場が立地している企業を示す． 
 

表 3 生産工場の立地区域に応じた企業の分類 

 
 
 表 3 の分類を用いて，震災前と 2019 年で企業の立地が

どのように変化したかを整理した結果を表 4 に示した．，

回答企業 36社のうち，2019年の立地場所を無回答の企業

1 社，2019 年は水産加工業ではなく別の業態で仕事をし

ている 1 社を除いた合計 34 社を対象としている． 
 震災前にⅠの企業は 7，Ⅱの企業は 6であったが，2019
年にはそれぞれⅠが 11，Ⅱが 8 と増えた．また，震災前

にⅠだった企業は 2019 年もⅠである企業が多く，Ⅱの企

業も同様の傾向がある．すなわち，震災前に集積地区等

に生産工場があった企業は，震災後に集積地区等にも立

地している割合が高い． 
一方，Ⅲの企業は傾向が異なる．震災前にⅢの企業は

11 社だが，2019 年は 2 社に減少する．震災前にⅢの企業

11 社は，2019 年にⅠに変わった企業が 5 社で最も多く，

次いでⅤに変わった企業が 3 社である．つまり，震災後

に建築制限がかけられた区域で集積地区等以外の区域の

企業が集積地区等に移転した企業が多い．その理由とし

ては，調査の自由回答記述をみると，集積地区以外の復

興推進地域内では建築物の修繕は認められて，生産工場

を現地で復旧したが，その後土地区画整理事業により移

転を余儀なくされ，集積地に生産工場を建設した企業が

複数あり，同事業の影響があることが分かった．すなわ

ち，水産加工業の復興過程での立地は，立地誘導や区域

の立地規制にかなり左右されたことが推察される． 
 

表 4 区域別の企業の立地変化パターン 

 
 
(3) 生産工場の再開時期 
 続いて，区域別の生産工場の再開時期を図 2 に示す．

回答企業が有する 2019 年の生産工場数 50 ヵ所のうち，

再開時期が無回答であった区域 A の 1 ヵ所と区域 C の 2
ヵ所を除いた 47 ヵ所を対象として，震災後に稼働した時

期を整理した．図 2 の縦軸は再開した工場の累積％を，

横軸は稼働した時期を表している． 
 区域 A（集積地域等）の 19 ヵ所の工場については，

2015年初旬に初めて再開した工場が現れ，その後 2018年
3月まで徐々に増えて 100％に達する．区域 Aのうちの南

気仙沼地区は 2014 年 3 月，鹿折地区は同年 5 月に用地造

成が完了し，赤岩港は 2016 年 9 月に完了していることか

ら，工場が建設されて稼働する時期が 2015 年初旬頃から

という結果に不自然さはない．区域 B の全 5 ヵ所の工場

については，2012 年初旬に初めて再開した工場が現れ，

2016 年秋頃に 100％に達するが，2013 年夏にはほとんど

が再開しており，震災から 1～2 年の間に復旧しているも

のが多い．区域 Cの 23ヵ所の工場については，被害が小

さい地域では震災発生直後の 2011 年 3 月から稼働は開始

している工場もいくつかあり，その後 2014 年 1 月には

100％に達する． 
 

分類記号 生産工場の立地地区に応じた分類

Ⅰ 区域Aのみに生産工場が立地している企業

Ⅱ
区域AとBあるいは区域AとCの両方に生産工場が
立地している企業

Ⅲ 区域Bのみに生産工場が立地している企業

Ⅳ 区域BとCの両方に生産工場が立地している企業

Ⅴ 区域Cのみに生産工場が立地している企業

5 1 0 0 1 7
1 4 1 0 0 6
5 2 1 0 3 11
0 0 0 0 1 1
0 1 0 0 8 9
11 8 2 0 13 34

Ⅰ
　　　　　　 2019.2
震災前

合計

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

合計Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

 
図 2 地区別の生産工場を再開した時期（累積％） 

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

20
11

年
3月

20
11

年
6月

20
11

年
9月

20
11

年
12

月

20
12

年
3月

20
12

年
6月

20
12

年
9月

20
12

年
12

月

20
13

年
3月

20
13

年
6月

20
13

年
9月

20
13

年
12

月

20
14

年
3月

20
14

年
6月

20
14

年
9月

20
14

年
12

月

20
15

年
3月

20
15

年
6月

20
15

年
9月

20
15

年
12

月

20
16

年
3月

20
16

年
6月

20
16

年
9月

20
16

年
12

月

20
17

年
3月

20
17

年
6月

20
17

年
9月

20
17

年
12

月

20
18

年
3月

集積地区等

（区域Ａ）n=19
復興推進地域（集積地区等を除く）

（区域Ｂ）n=5
復興推進地域外

（区域Ｃ）n=23

累
積
%

- 25 -



 

  

(4) 復旧・復興の遅れの要因 
 震災以降の企業の生産工場の復旧・復興の遅れの要因

について企業に質問した結果を表 5 に示した．ここでの

企業分類は，所有する生産工場が 1 つでも区域 A にある

企業（Ⅰ＋Ⅱ），所有する生産工場が区域 B にある企業

（ただし，区域 A にもある企業は除く）（Ⅲ＋Ⅳ），所

有する生産工場が区域 Cにのみある企業（Ⅴ）とした． 
 Ⅰ＋ⅡとⅢ＋Ⅳで共通して回答率が高い要因は「1．施

設・設備被害」，「2．インフラ等の基盤復旧の遅れ」，

「7．製品の販売先の確保難」である．一方，Ⅰ＋Ⅱで最

も回答率が高い要因は「9．行政による土地をかさ上げす

る基盤整備事業の遅れ」（61.5％）であり，震災前から

集積地区等内に生産工場があった企業にとってかさ上げ

の遅れが支障として大きかった．そして，Ⅴの企業は被

害が大きくなく，「10．特に復旧・復興が遅れたとは感

じていない」企業が多く，他の要因の回答も少ない． 
 
表 5 企業分類別の生産工場の復旧・復興の遅れの要因 

 
 
(5) 復旧制度・事業に対する企業の評価 
 最後に，集積地区等に対する企業の意見についてまと

めて示す．2019 年に集積地区等に生産工場が立地してい

る企業 19 社を対象として，当時を振り返って，もし，集

積地区で建設できるようになる前に，別の土地を確保で

きたとした場合，その場所で本格的な工場の再建をした

可能性について質問し，それへの回答が表 6 である．

「可能性はあまりない」が 26.3％，「可能性は全くない」

が 31.6％で，集積地区で復旧した可能性の方が高いと回

答した企業が合計 57.9％であった．すなわち，多くの企

業では，表 5 で示したように，集積地区等の整備までの

時間がかかりすぎていると思っている一方で，それでも

その場所で復旧したかった，あるいは復旧せざるを得な

かったと考えていることが分かった．一方，「可能性は

かなりある」と回答した企業も 26.3%あるため，不満を

持つ企業が一定数いることには留意が必要である． 
 
４．結論 
 本研究では，気仙沼市に震災当時から水産加工業の生

産工場があった企業に対してアンケート調査を行い，復

旧制度・事業等から受けたと考えられる影響別に区域を

設定し，その区域別に生産工場の立地変化や企業の評価

を明らかにした．本研究で得られた成果を以下に示す． 
 第一に，震災後に造成された水産加工施設の集積地区

等には震災前より生産工場が増えているが，生産工場が

そこで稼働するまでにかなりの時間がかかった．一方，

集積地区等を除いた復興推進地域では，土地区画整理事

業で移転をを求められた影響もあり，震災前と比較して

かなり生産工場の数が減少し，集積地区等に移転してい

た．第二に，震災前から集積地区に生産工場があった企

業は，同地区の基盤整備事業の遅れが自社の生産工場の

復旧・復興の遅れの要因と感じている割合が高いものの，

現在の集積地区等以外での復旧の可能性は，たとえ別の

土地があったとしても大きくなかったことが明らかとな

った．ただし，一定数の企業は少なからず復旧時期など

に不満を持っていることは，今後の復旧制度の見直しに

は重要な情報である． 
 本研究の課題としては，本調査方法では企業の復旧・

復興過程の多様性を詳細に把握することに限界があった

ことである．そこで，企業のより詳細な復旧・復興過程

の把握および復旧制度・事業の企業の事業再開への影響

の研究のため，企業へのヒアリング調査等を行っていく

予定である． 
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補注 

(1) 津波浸水区域は，東京大学復興支援調査アーカイブの浸水

区域の詳細のデータを参照した． 

（http://fukkou.csis.u-tokyo.ac.jp/，2019年 5月 9日閲覧 ） 

(2) 鹿折地区，南気仙沼地区，赤岩港水産加工団地の地図は，

気仙沼市の資料 2)から抜粋した． 
(3) 被災市街地復興特別措置法第７条による． 

(4) 宮城県 HP より当時公表されていた資料（現在は掲載され

ていない）を宮城県建築宅地課より提供いただいた．なお，

建築制限の明瞭な境界図（復興推進地域と同じ）は同課で

のみ閲覧が可能であることから，著者が 2020 年 7 月に同課

に訪問し，本研究での生産工場の分類を行った．  
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数 ％ 数 ％ 数 ％

1．施設・設備被害 7 53.8 7 53.8 2 20.0
2．インフラ等の基盤復旧の

遅れ 7 53.8 5 38.5 0 0.0

3．工場の復旧・復興資金の

確保難
1 7.7 4 30.8 1 10.0

4．社内人員確保難 3 23.1 2 15.4 0 0.0
5．復旧関連業者（建設・設

備等）の確保難
2 15.4 3 23.1 0 0.0

6．原料の調達の確保難 3 23.1 3 23.1 2 20.0
7．製品の販売先の確保難 6 46.2 5 38.5 3 30.0
8．行政による建築制限の区

域に生産工場が入ったこと
5 38.5 4 30.8 0 0.0

9．行政による土地をかさ上

げする基盤整備事業の遅れ
8 61.5 2 15.4 0 0.0

10．特に復旧・復興が遅れ

たとは感じていない
0 0.0 1 7.7 3 30.0

11．その他 0 0.0 1 7.7 0 0.0
回答企業数 13 13 10

貴社の生産工場の復旧・復
興の遅れの要因
（複数回答）

Ⅰ＋Ⅱ Ⅲ＋Ⅳ Ⅴ

震災前

表 6 集積地区で工場を建設する前に別の土地を確保で

きたとした場合にその場所で本格的な復旧をした可能性 

 

企業数 ％

可能性はかなりある 5 26.3
可能性は少しある 0 0
どちらともいえない 3 15.8
可能性はあまりない 5 26.3
可能性は全くない 6 31.6

合計 19 100
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鳥取県内中小企業に対する11年間のBCP普及の取り組みと課題 
Efforts for BCP promotion to SMEs for 11 years in Tottori prefecture 

 and future challenges 
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   Tottori Prefecture started a project to promote BCP for SMEs in FY2009 and 168 companies have established BCP. 
This paper introduced these efforts, and showed that the large-scale wide-area disasters triggered SMEs to establish 
BCP, and also showed that a method of first developing simple BCP and then supporting continuous improvement is 
suitable for SMEs. 
 
Keywords : Business Continuity Plan (BCP), BCP promotion , Tottori Prefecture, SMEs  
 

 
１．はじめに 
 平成 21年度に鳥取県が開始した「鳥取県中小企業 BCP
普及事業」は令和２年度で 12 年目を迎えた．本事業によ

り令和元年度末までに鳥取県内の 168 社の中小企業が

BCP をとりまとめた．筆者らは本事業を委託されたコン

サルタントとして，事業当初から鳥取県内の中小企業に

対して BCP に関する情報発信と計画策定支援に携わった． 
 本稿では本事業を担当したコンサルタントの立場から，

これまで実施してきた 11 年間の取り組み内容を報告する．

また，この事業を通じて得られた知見をもとに，中小企

業に対する BCP の普及方法について今後の課題を整理す

ることで，国内の中小企業への BCP 普及方法を検討する

上での一助となることを目的とする． 
 
 
２．鳥取県における BCP 普及事業の取り組み概要 
 鳥取県はこの事業開始前に行っていた BCP セミナーの

開催のみでは企業の BCP 策定が進まないことを課題とし

ていた．そこで，県内企業の BCP 策定を実質的に促進す

るために，BCP 普及員を県東中西部に各１名配置し，計

画策定支援を行う事業を平成 21年度に開始した．  

 この事業では企業に対して BCP の概要や必要性の理解

を図るための「普及活動」，計画策定を希望する企業に

対する「策定支援」，BCP の策定企業が増えた後はそれ

らの企業に対して BCP の改善活動を支援する「改善支援」

の３つの活動が行われた．当初は BCP 普及員の個別訪問

が中心であったが，現在はセミナーやワークショップを

中心とした普及方法に変わっている（図１）．また，県

内の商工団体や金融機関とも連携を行い，各機関主催に

よるセミナーや BCP の策定研修等も行われた．   
 なお，東日本大震災の発生後は，全国初となる県，市

町村，医療・福祉、企業を対象としたオール鳥取県での

BCP 策定が開始され，全県をあげ BCP の策定に積極的に

取り組まれた． 
 筆者は中小企業への BCP 策定支援以外にも，県本庁・

総合事務所等の BCP 策定と訓練支援を平成 23 年度から

29年度まで，BCP策定が終了した市町村に対する BCP改

善セミナーの講師を２度務めた． 
 

３．事業開始当初の状況（平成21～23年度） 
(1)BCP普及員の採用・育成 

 筆者は NPO 事業継続推進機構（以下，「BCAO」と記

す）による資格制度「事業継続主任管理者」を平成 20 年

度に取得し，BCP 策定・運用に必要な知見を有していた

ところ，鳥取県からの相談を受け，県内に配置する BCP
普及員を国の緊急雇用事業により新規雇用することを条

件に，当該業務を筆者が所属する企業で受託した． 
 BCP 普及員の採用にあたっては，ISO や総務、情報シ

ステムの経験者から選定し，３名を採用した． BCP の基

礎知識や説明方法等に関する社内研修を２週間実施した

上で，平成 21年 4月下旬から BCP普及員は企業訪問を開

始した．ただし，当時は BCP はあまり知られておらず，

取り組む企業の発掘は非常に難しいであろうというのが

BCAOの関係者や県担当者との共通認識であった． 

 

(2)個別訪問による新型インフルエンザ BCPの策定支援 

 しかし，平成 21 年 5 月に神戸市で国内初の新型インフ

ルエンザ罹患者が確認された後，国内でも感染者が増加

したこともあり，新型インフルエンザ用の BCP 策定を希

望する企業をすぐに発掘することができた．6 月には策

定支援が始まる等，普及活動は順調な滑り出しを見た． 
 しかし，これまでの BCPの考え方や公開済みの BCPモ

デル 1）2）等は，主に停止した事業を再開させることを目

的としており，新型インフルエンザでの対応と合わない

部分があった．そこで，厚生労働省のガイドライン 3)や

平成 20年度から BCAOが実施していた新型インフルエン

ザに対する BCP の研修会で得られた知見等をもとに，新

型インフルエンザ対応の BCP に必要となる「業務縮小」

や「一時中断」等の要素を加えながら，新型インフルエ

ンザに対応する BCP 策定を支援した． 
 この結果，初年度は 10 社が計画をとりまとめることが

できた．一方，着手した企業の中には業務多忙等の理由 
で計画策定が進まなくなったり，途中で計画策定を断念

したりする企業も見られた． 
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 (3)ワークショップ形式による BCP策定支援の開始 

 平成 22 年度は新型インフルエンザ感染の収束に伴い，

着手企業が 10 社と大きく減った．しかし，これまでは新

型インフルエンザのみを対象にした部分的な計画策定支

援から，事業影響度分析やリスク分析を行う本来的な

BCP 策定の作業を進めるにあたり，BCP 普及員の経験が

不足していたことに加えて，BCP 策定を完了させる意識

が企業側で薄れたこと等が理由となり，いずれの企業も

年度内に計画策定を完了できなかった． 
 このような現状から，これまでのような個別訪問のみ

では着手数や完了数が増えにくいと判断し，平成 23 年度

後半には東京都の事業を参考に，ワークショップ形式に

よる策定支援を業種別で開始することとなった．建設，

製造，運輸，管工事の４業界団体に県が働きかけをした

結果，ワークショップに 15 社が参加した結果，平成 23
年度は個別支援をあわせて着手企業は 23 社となった． 
 中国地方整備局による BCP 認定制度開始の情報があっ

たことから，建設業では東中西部の県内大手企業が各１

社ずつ参加し，精力的に作業が進められた．一方，製造

業や運輸業では作業がなかなか進捗せず，管工事業では

競合同士で一緒に BCP の策定作業を進めることに反発し

途中で策定作業を中断する等，策定作業が進まない企業

が多く見られるという課題が残った． 
 
 
４．東日本大震災直後の状況（平成24年度） 
(1)計画策定完了率の向上 
 平成 24年 3月に東日本大震災発生があったものの，着

手数は予想に反して大きく増えなかったことから，ワー

クショップや個別支援においては丁寧な支援が行えた．

その結課，BCP策定を完了する企業が増えた． 

 また，前年度の反省を踏まえ，平成 24年度はワークシ

ョップの募集説明会を新たに実施し，計画策定終了を目

的とすることや経営層を含む２・３名で参加すること等

の参加条件を明確に説明した上で申込みを受けつけた．

この結果，前年度のように途中で作業を中断する参加企 

  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業が大幅に減り，BCP策定完了が進んだ． 

 なお，平成 23年度末で国の緊急雇用事業が終了した後

も県の単独予算で事業は継続され，個社別による BCP 策

定支援は引き続き無償で実施された．平成 25年度からは

支援先企業へ補助金を出す専門家派遣事業（上限 30万円

補助）に切り替わった結果，個別支援においては計画策

定を中断する企業数が減り，完了率が向上した同時に平

成 24年後半に中国地方整備局による建設 BCP認定制度が

開始されたことから，国の事業を受注している県内の大

手建設会社を中心として BCP 策定が進んだこともあり，

着手数と完了数ともに増加した．  
  
(2)鳥取県版 BCPモデルの整備 
 企業の計画策定を容易にするため，７業種を対象とし

た「業種別 BCP モデル」と小規模事業者版の BCP モデル

を平成 24年度に作成した（図２）．先行した BCPモデル
1)2)等には無かった「事業継続戦略」の項目を追加してお

り，軽微な被害から甚大な被害に対応できるものにした．

また，建設業向けモデルは中国地方整備局の建設 BCP 認

定制度に対応させた． 

 以降の個別支援や BCP 策定ワークショップでこのモデ

ルを利用したことで，策定支援が容易となった． 

 
 
５．熊本地震等発生までの状況（平成25～29年度） 
(1)建設業での BCP策定の加速 
 平成 24年度に建設 BCP認定制度が始まったことから，

平成 25年度からは申請を目的とする建設会社の BCP策定

が大きく進み，計 39 社が完了した．主だった企業が BCP

策定を終了し，平成 29年度でこの動きは終了した． 

 
(2)セミナーによる計画策着手への誘導 
 BCP の効果的な普及策を検討するために，鳥取県は筆

者を含む BCP 策定済み企業経営者や支援団体を委員とす

る BCP普及戦略会議を平成 24年度に設置した．その検討

結果を受け，平成 25年度には商工団体や事業組合の計 17 

図１ 鳥取県における BCP普及事業のこれまでの取り組み状況 
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5月 新型インフルエンザ国内発生

●BCP策定済み企業を対象に
した勉強会開催

取組み内容
災害等の主な出来事

23
3月 東日本大震災
12月 年末豪雪

28
4月 熊本地震

レジリエンス認証開始
10月 鳥取県中部地震

30

7月九州北部豪雨（死者30名）
8月 ISO22301によるBCMS認証開始
10月 中国地方整備局による建設BCP

認定制度開始
11月末から大雪等（死者101名）

24
●BCP策定ワークショップ
●業種別BCP策定モデル作成

25
●BCP体験セミナー(2回)
（１日で簡易計画を作成）
●BCP普及啓発セミナー

＜県単独予算による事業継続に変更＞

22

●ハイブリッド型BCP
（ BCP＋経営計画）策
定研修実施

26

27

29

●成果発表会（BCP策定済企
業の事例発表）

策定支援普及活動 改善支援
その他（当社対応等）

●専門家派遣制度による個別
支援（助成事業）

●BCP指導者養成講座

●BCP運用改善スキル研修

●BCPモデル説明会
●中国地方整備局を招いた建設
BCP制度説明会

●BCPブラッシュアップセミナー
（BCP策定済企業対象：講演、
事例発表:28名）

●災害対応力強化セミナー
（水害対応演習等）

●震災対策アドバイザー派遣事業
（BCP面からの簡易診断、助言）

●BCP経営活用セミナー（中部地震
１周年シンポジウム等 103名）

・専任担当者退職により、新規
担当者育成

・臨時社員としてBCP普及員3名採用
・島根県側も普及員２名採用し、6月
から同様事業開始

4月 島根県西部地震

6月 大阪北部地震
7月 西日本豪雨
9月 北海道胆振東部地震、台風21号

7月 九州北部豪雨

8月 広島土砂災害

7-8月 島根・山口県大雨
10月 台風26、27号（死者40名）
11月末からの大雪（死者95名）

9月 関東・東北豪雨
（鬼怒川決壊）

6月 山形県沖地震

7月 事業継続力強化計画認定制度
9月 台風15号による大規模停電
10月 台風19号による広域浸水

・入門編、発展編の２レベルBCP
ワークショップ開始

・入門編に水害タイムラインを追加

●国の緊急雇用対策事業を活用して採用したBCP普及員(3名）の企業訪
問によるBCPの情報提供および無料の個別計画策定支援を開始・BCP策定数：10社

成果

3月 東日本大震災
12月 年末豪雪

・BCP策定数：16社
・セミナー参加：57名

・BCP策定数：22社
・セミナー参加：351名

・BCP策定数：20社
・セミナー参加：46名

・BCP策定数：17社
・セミナー参加：98名

・BCP策定数：13社
・セミナー参加：117名

・BCP策定数：6社
・セミナー参加：37名

・BCP策定数：24社
入門編策定：7社

・セミナー参加：54名

・BCP策定数：25社
入門編策定：12社

・セミナー参加：37名

・BCP策定数：13社

・BCP策定数：0社

訪問数
786社

●業種別BCPモデル作成

・BCP普及員１名退職に伴う新規
採用、育成実施

・当社BCMS認証取得

・BCP普及員１名退職に伴う担当
者新規配置、育成実施

・BCP普及員交代により新規担当
者育成

参加：48名

参加：24名

参加：84名

・張出し用簡易BCPモデル
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図２ 鳥取県 BCP モデルの構成  

 

回の総会で県担当者と BCP普及員が延 351人に対して BCP

の概要と支援制度について知らせた． 

 平成 26年度以降も BCP普及セミナを年 7～8回実施し，

情報提供に努めた．しかし，参加者アンケートでは必要

性を認識したものの，優先度が上がらない等の回答が見

られ，計画策定への誘導は非常に限定的であった． 

 

(3)ワークショップ参加企業の完了率の低下 
 平成 29年度には鳥取県商工会連合会青年部の所属企業

対象のワークショップが開催されたこともあり，ワーク

ショップの参加企業数が大きく増えた．しかし，徐々に

参加条件の説明がされなくなったことやワークショップ

の時間内は作業説明が中心となり，持ち帰り検討する範

囲が増えたこと等が原因となり，この年度では 20社が着

手したにもかかわらず，完成に至ったのはわずか６社に

留まった．議会からは短時間で BCP の策定が終了できる

ように簡易な BCP 策定を要望する意見が出されたことも

あり，支援方法の改善が必要となった． 

  

(4)ハイブリッド型 BCP策定支援の開始 
 中小企業が BCP策定に着手できない理由の一つに，BCP

が日常の経営に与えるメリットが乏しいというものがあ

った．そのため，中小企業庁は「儲かる BCP」について

の情報提供に努めたが，具体性に乏しかった，筆者は儲

かる BCP を具体化させつつ，中小企業が災害を含む経営

環境の変化に対応できるよう，経営計画と BCP を簡易に

一体的に策定するフレームワークを構築した（図３）． 

 このハイブリッド型 BCP を平成 28 から 30 年度に県内

の 21社がとりまとめた．しかし，内容は簡易なものであ

ったが，検討要素が増えたことから小規模事業者ではま

とめきれない例もあったことや会社の経営計画に組み込

めた例が少なく，想定した効果が十分得られなかったた

め，３年でこの取り組みを終了することとした． 

 

(5)熊本地震や鳥取県中部地震の影響 
 平成 28年度は熊本地震と鳥取県中部地震が発生した．

鳥取中部地震発生直後に行った BCP シンポジウムには 84

名の出席者があり，災害対策への関心の高さが伺えた． 

 しかし，いずれの地震後も BCP 策定の相談はほとんど

増えず，同年度内での計画策定着手数は前年度並みにと

どまった．翌平成 29年度も鳥取県商工会連合会青年部向

けのワークショップ参加企業を除くと着手数は同数程度

に留まり，２つの震災による影響はわずかであった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ ハイブリッド型 BCPの策定様式 

 

 
６．西日本豪雨災害以降の状況（平成30年度以降） 
 平成 30年の西日本豪雨災害や大阪北部地震等，新たな

大規模災害が発生したことや 2 年目となる鳥取県商工会

連合会青年部に所属企業のワークショップ参加もあり，

過去最高の 30社が BCP策定に着手した．ワークショップ

にはこれまで参加の無かった不動産や保険代理店，自動

車学校等の参加も見られ，製造業や建設業以外で BCP 策

定が進むことになった． 

 議会による簡易な BCPの要望に対して，BCPワークショ

ップは A3２枚程度の簡易型の BCP を入門編として，さら

に発展編として従来から利用してきた業種別 BCP をとり

まとめる２部構成のカリキュラムとした．BCP 策定の取

り組みに対する心理的ハードルが下がったこともあり，

セミナー参加者の３割以上から参加申込みが得られ，作

業を円滑に完了させる企業が増える結果となった． 

 

 

７．BCP普及事業の進め方に関する課題の整理 
(1)BCP策定着手数とその影響要因 

年度別に BCP 策定着手数とその数が増えた要因を整理

した（図４）．着手数の増加は BCP 認定制度へ申請する

建設会社や組合や商工会議所等の会員企業がまとまって

ワークショップに参加した数を除くと，新型インフルエ

ンザが国内発生した平成 21 年度が突出して多く，その後

は東日本大震災発生後の平成 24，25年，西日本豪雨災害

後で着手数が増加した．一方，熊本地震や鳥取県中部地

震は着手数の増加に大きな影響を与えなかった．ただし，

この２年間は BCP の認知度が高まった中で災害多発がき

っかけとなり着手が進んでいることから，この機会を活

かして BCP策定の働きかけをしていく必要がある． 

 
図４ BCP策定着手数の変化とその要因 
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建設BCP認定目的 団体等でのWS参加 個別での着手

鳥取県商工会連合

会青年部所属企業

のWS参加

鳥取県清掃組合

からの参加

米子生ｺﾝｸﾘｰﾄ

協同組合員向

けWS参加

（企業数）

建設BCP認
定制度対応

県の業界団

体への要請

による参加

新型ｲﾝﾌ

ﾙｴﾝｻﾞ

東日本

大震災

熊本地震、

鳥取県中部

地震

西日本

豪雨

各地で

の水害
建設

BCP認
定制度

目　的 維持管理計画

基本事項 BCPの発動

事業再開方法 重要経営資源への対応

・貯水利用 ・○○社の利用 貯水量の増量

データ ・・・
外部へのデータバック
アップ

・電力会社への早期復旧依頼
・手作業による業務遂行

・○○社へ大型自家発電機（○
Kw）の緊急リース

リース会社との事全協
議

技術者

通信手段

情報システム

・残業による対応
・社内技術者の代替

・○○社からの技術者派遣
・○○工場技術者の派遣

定期的な異動による多
能工育成

・インターネット利用
・携帯メール、LINE利用

・通信可能な事業所からの外部連絡
の実施

通信手段の冗長化

・手書き、紙処理による対応
・情報システム利用可能な事業所で
の処理

クラウドシステム利用

電気

水

株式会社○○○　　事業継続戦略（事業再開方法）

本計画は、当社が大規模災害などの非常事態に見舞われても、重要な顧客への製品供給を継続することで、当社の社
会的責任を果たすとともに、顧客からの信用を得ることで当社の継続的な発展を目指すものである。
さらに、平時の商品供給方法の継続的な改善も図ることで、平時から当社の成長戦略に貢献していく。

本社

BCP委員会：社長、○○部長、○○部長、○○部長、○○部長　　事務局：○○

年３回開催（４月、８月、12月）
体制

発動責任者 社長（代理者　１位：専務　２位：常務　３位：総務部長）

BCP訓練：9月

・○○社（メーカー）へ取引先への
保守要員派遣をお願いする

・○○社からの製品発送

本社社屋 ・社員による早期復旧、片付け
・候補１:○○棟○○会議室
・候補２:△△事業所

・○○社に未検査在庫を配送し、現
場で検査依頼

文書点検：５月 社内教育：6月

・委託会社に更新依頼（事業中断発
生、復旧見込み時期等）

工場 ・社員による早期修繕
・ラインの集約、切り替え

・候補１:○○社
・候補２:△△社

・バックアップデータの復旧

・○○社の工場設備利用
・○○社への緊急製造委託

戦略区分

維持活動

適用組織

重要業務名
目標復旧
時間

製造 1ヶ月
・社内での応急修繕
・被災ラインの切り替え
・保守業者への迅速な連絡

戦略区分

復旧 代替
今後の準備 区分

広報 １日
・ウェブサイト担当以外の○○に最
低限の情報更新依頼

保守 ３日 ・携帯メールにて取引先担当者に状
況確認のための連絡を即時取る

基準

①○○製品製造事業が停止、重要業務が目標復旧時間内に再開できないと見込まれた場合
②災害対策本部本部を代替拠点に設置する必要がある場合
③いずれかの部門社員の30％以上が出社できない場合
④○○製品製造事業が通常通りに実施できない場合
⑤その他、社長（代理者）がBCP発動の必要性を判断した場合

・自社配送への切り替え

検査 2週間
・検査機器の応急修繕
・簡易検査

配送 1週間

今後の準備
復旧 代替

代替会議室のﾈｯﾄﾜｰｸ整
備

該当２社との事前協議

対象事業 ○○製品製造事業

BCP発動後の
実施事項

①実施する戦略の決定（選択、組み合わせ、改変含む）（社長又は代理者）
②状況に応じた今後の目標復旧時間の再設定（社長又は代理者）
③社内通知（総務部）

代替拠点（本部） 第１候補：　　　　　　第２候補：　　　　　　第３候補：

対応体制及び役割分担 安否確認・被害調査・情報収集

担当 主担当

＜災害対策本部＞ ・安否確認 ○地震（震度５弱以上）時に開始

・被害状況全般（行政、テレビ、ラジオ、サイト） 　※その他は災害対策本部設置後に判断 ○○、○○

本部長 社長（代理１：○○常務、代理２：○○部長） ・安否確認ｼｽﾃﾑで全社員にﾒｰﾙ送信

・ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ未登録者は上長が電話確認

副本部長 ○○常務（代理１：○○部長、代理２：○○部長） ・各部門長が情報集計⇒総務班へ報告

業務班 ・生産設備（○○、○○、○○、○○） ○地震（震度４以上）時に開始

事務局 事務局長：○○部長（代理：○○）、補佐：○○ ・受電設備 ○その他生産設備停止時に実施 ○○、○○

・仕入先、委託先等の状況 ・主担当がチェックリスト○を利用し実施

・情報集計⇒総務班へ報告

総務班 業務班 支援班 対外班 支援班 ・建物設備（建屋、付帯設備、照明、自家発電） ○地震（震度４以上）時に開始

　　 責任者 ○○部長 ○○部長 ○○部長 ○○課長 ・ライフライン（電気、ガス、上下水道） ・主担当がチェックリスト○を利用し実施 ○○、○○

　　 補佐 ○○課長 ○○課長 ○○課長 ○○課長 ・通信手段（固定電話、携帯電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ） ・情報集計⇒総務班へ報告

　　 （代理） 対外班 ・顧客の被害状況、ニーズ ○災害対策本部指示に従い開始

情報収集・作戦立案 事案処理（中核事業復旧） 各種後方支援、庶務財務 外部・広報対応 ・外部関係者の被害状況、ニーズ ・連絡一覧表を使い、主担当者が連絡 ○○、○○

・動員、社内通知 ・消火活動の指揮 ・救助活動 ・避難誘導 ・情報集計⇒総務班へ報告

（役割） ・安否確認、人員配置 ・業務設備装置の被害調査 ・建物設備の被害調査 ・顧客との連絡・調整

・被害情報等のとりまとめ ・仕入先・委託先等の調査 ・本部（代替拠点）の設置 ・外部関係者との連絡調整 重要な連絡先一覧
・今後必要となる計画の立案 ・停止した業務再開時期の推定 ・被災建物備品類の復旧措置 ・対外的な広報・情報発信 区分 担当者

・必要文書の作成 ・業務再開対応 ・各種物資調達 顧客

通常業務体制 （必要人員を補充）

発動基準

震度５強以上（事業所がある場所） 震度４から震度５弱（事業所がある場所）

津波警報、高潮警報発令時（津波発生時は避難優先）

特別警報発令時（事業所エリア）

48時間以内に暴風域に入ると予想される場合

出火を確認した場合は組織的な初期消火と避難誘導を優先し、鎮火後に本部設置を行う。

社内に罹患者が複数名発生した場合 国内に新型インフルエンザ罹患者発生後、段階的強化する

首都直下地震、南海トラフ地震発生時 他地域での震度6強以上の地震発生時

災害発生時の社員の行動

総務課：○○、○○、○○

基本 災害発生時には自身と家族の安否等の情報を所属する事業所又は上長に報告し、指示を受ける。 仕入先

事項

①自身の安全を確保する。 ①自身の安全を確保する。

　（姿勢を低くし頭を守る、指示に従い避難する） 　　※危険な場合は安全な場所に避難する。

②上位者に自身の安否と周辺状況を報告する。 ②事業所又は上長へ連絡をし、指示を受ける。

③上位者から対応の指示を受ける。 ③連絡が取れない場合は、そのまま事業所に帰社する。 委託先

④帰社することが困難な場合は安全な場所に避難し、

　事業所にその旨を報告する。

＜部門責任者＞

① 自身と家族の安全を確保し、危険な場合は安全な場所に避難する。

② 安全が確保された場合は、自主的に所属事業所へ出社する。

③ 出社が困難な場合は自宅に待機もしくは安全な場所に避難する。

④ 出社の際は可能な限り、飲料水と食料を持参する。

＜一般社員＞

① 自身と家族の安全を最優先し、安全な場所に避難する。

② 上位者へ安否の報告を行い、動員指示を受ける。

③ 上位者と連絡が取れない場合は、継続して連絡を取り、自宅待機又は安全な場所に避難する。

④ どこにも連絡がつかない場合、自主的に所属事業所に出社して指示を仰ぐ。

⑤ 出社の際は可能な限り、飲料水と食料を持参する。

職場に
いる場
合

勤務時間
内に社外
にいる場
合

勤務時
間外

警戒体制

＜総務部長、常務による情報収集、本部員による設備点検等＞

新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ

地震（他地域）

責任者 総務部長 担当者

区分
災害対策本部体制

＜災害対策本部を設置＞

津波による被害発生時

事業所エリアにて床上浸水被害が多数発生した場合

24時間以内に暴風域に入ると予想される場合

組織名 連絡担当者１ 担当者２ 連絡内容

株式会社○○○　　非常時対応計画

調査項目 方法

総務班

田中（総務係長）

・携帯電話×××-×××-××××

・メール×××＠××.co.jp

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

田中（○○課長） 田中（○○係長）

（株）○○○
　○○市○○○○

　TEL××××ｰ×××-××××

・・・・

・・・・

担当：○○

代理：○○

・携帯電話×××-×××-××××

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

・携帯電話×××-×××-×××× ・携帯電話×××-×××-××××

・メール×××＠××.co.jp ・メール×××＠××.co.jp

（株）○○○
　××市○○○○

　TEL××××ｰ×××-××××

・・・・

・・・・

担当：○○

代理：○○

田中（総務課長）

（株）○○○
　○○市○○○○

　TEL××××ｰ×××-××××

・・・・

・・・・

担当：○○

代理：○○

（株）○○○
　××市○○○○

　TEL××××ｰ×××-××××

・・・・

・・・・

担当：○○

代理：○○

（株）○○○
　○○市○○○○

　TEL××××ｰ×××-××××

・被災状況の確認

・納期調整・メール×××＠××.co.jp

担当：○○

代理：○○

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.×× ・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

田中（○○課長） 田中（○○係長）

・携帯電話×××-×××-×××× ・携帯電話×××-×××-××××

・メール×××＠××.co.jp

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.×× ・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

・メール×××＠××.co.jp ・メール×××＠××.co.jp

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.×× ・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

田中（○○課長） 田中（○○係長）

・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.×× ・(携帯ﾒｰﾙ)×××＠××.××.××

地震

津波、高潮

水害

台風

自社の火災

田中（○○課長） 田中（○○係長）

・携帯電話×××-×××-×××× ・携帯電話×××-×××-××××

・メール×××＠××.co.jp ・メール×××＠××.co.jp

・携帯電話×××-×××-×××× ・携帯電話×××-×××-××××

・メール×××＠××.co.jp

あらゆる危機を乗り越える事業継続戦略シート（2カ年計画）

＜機 会＞

＜脅 威＞

定性目標定量目標

誰に

どのように
＜非常時＞

＜非常時＞

重要業務 製造、配送

目標復旧時間 製造：２週間以内

配送：２日以内に供給体制を整える

復旧レベル 製造：○○商品の製造再開

配送：顧客Aへの在庫商品配送再開

生産 戦略

事業継続戦略

個別戦略

平時の戦略

全社戦略

目標

経営理念 内部環境外部環境

＜強 み＞

＜弱 み＞

消費の二極化（節約志向と高品質志向）による中
食と高品質商品の需要拡大

国産志向・地産地消志向

TPPによる輸出振興政策が進む

節約志向に応じた業界大手の価格戦略で市場全体
の商品価格が低下している。

弊社独自に技術により、○○圏域内の取次店と強
い信頼関係を得ている。

一般顧客からの高い信頼を得ている。

商品価格は高く設定しているが、一定のリピート
顧客を確保しており、高い利益率を確保できてい
る。

お得先様との取引が、広く浅いものが多い。
価格面で業界大手に遅れをとっている。

私たちは、全従業員の物心両面の幸せを追及するとともに、地域社会を健康で豊かな
社会にしていくための貢献を行ないます。

＜非常時＞

災害等の緊急時における地域への食品供給に貢献する

①全社売上：○○千円必達
②○○商品：○○千円以上拡販

○○地域で業界No.1を目指す。

○○から○○まで手がける提案型製造商社になり
、営業利益率○%以上の高収益企業になる。

＜ハイブリッド戦略＞

・代替先（A社、B社）との技術交流

・代替先（A社、B社）製造機械の共通化

・生産業務の標準化、手順・マニュアルの作成

営業 戦略

事業継続戦略

平時の戦略

商品開発 戦略

事業継続戦略

平時の戦略

組織 戦略

事業継続戦略

平時の戦略

復旧戦略 社員の協力による早期復旧作業

代替戦略 協力工場との連携による製造、配送再開

保護戦略 在庫保有数の積み増し

縮退戦略 主力製品以外の生産中止
＜地震等の自然災害を含む各種経営リスク＞
当社商品は賞味期限が長く、常温で流通できる商
品のため、代替品が手配しやすく、災害により物
流が停止している間に取引先が競合に流れ、取引
停止になる可能性が高い。

＜継続的な商品開発と供給＞
お客様のニーズを常にリサーチし、その要
望に応じた商品企画・製造をタイムリーに
行い、製品展開・供給を行なう。

＜リピート戦略＞
既存購入者の満足度を最大化し、リピート
購入を促進することで、売上を増やす。

何を
○○、○○、○○を中心とした
各種健康を重視した食品

取次ぎ：小売店、卸売店、加工業者
消費者：○○圏内の一般消費者

全国の高品質商品を希望する健康
志向消費者

・生産効率化の推進（製造設備更新）

・技術社員の技能習得確

・外注委託先の選定・確保

・代替先（A社）工場を利用した製造継続

・他社工場（B社）への製造依頼

・委託可能にするための作業マニュアル、仕様整理

・定期的な市場調査の実施

・顧客とのコミュニケーションによる商品ニーズ開発

・既存顧客への定期フォローアップ

・販路拡大（新規分野）

＜ハイブリッド戦略＞

・平時から取引先とのコミュニケ―ションの強化

・代替先製品のテスト販売

・取引先担当者連絡先の確認（メールアドレス、LINE)
・非常時における広報文作成、ホームページ保守会社への

事前調整

・ウェブサイトでの一般顧客への販売強化

・付加価値商品の開発

・外部組織（大学 県）との連携

・開発情報の入手

＜ハイブリッド戦略＞

・同業他社との共同開発

・顧客ニーズを踏まえた共同開発

・委託先への指導

・協力会社との連携による新商品企画継続

・商品開発パートナーの代替先の確保

・ＯＥＭ供給

・技術者、事務職員の教育訓練（研修計画づくり）

・あらゆる作業に関する作業手順書づくり

・新入社員の積極的採用

＜ハイブリッド戦略＞

・安否確認システムを使った社内緊急告知の定期実施

・データのバックアップ

・防災以外の意思決定訓練の実施

・安否確認システム導入と定期訓練

・データバックアップ促進及び訓練実施

・本部機能の確保（代理者決定、代替拠点）
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(2)普及活動に関する課題 

 建設 BCP認定目的や組合単位でワークショップに参加

した企業数を除く特殊事情無い BCP着手企業数と普及セ

ミナー参加者数の推移を見たが，これらの関連性はあま

り見出せなかった（図５）． 

 平成 24度（東日本大震災直後）と平成 30年度（西日

本豪雨）のセミナー参加企業が BCP策定ワークショップ

に申込んだ割合はそれぞれ 29％，30％であった．しか

し，広域大規模災害の無かった平成 27から 28年度の間

は BCP普及員による企業訪問や情報提供がきっかけで

BCP 策定に着手している例が多く，セミナーによる策定

誘導効果は非常に低くかった． 

 ただし，セミナー参加企業が翌年着手する例もあるこ

とから，セミナーは方法に工夫しながら定期的な実施が

必要であると考えられた．なお，現在のような対面での

情報提供や研修実施が難しい状況下では，インターネッ

トの活用が重要となり，また，BCP策定着手への誘導に

はウェブサイトや動画，メール等のインターネットマー

ケティングの手法を使った方法を採用していくことが今

後は重要となる． 

  

 
図５ BCPセミナー参加者数と着手企業数 

 
(3)策定支援に関する課題 

 無料で参加可能なワークショップでは作業を中断する

参加企業が見られた．それには，期限内の策定完了等の

参加条件を明示することで回避することが可能であっ

た．個別支援は補助事業に移行した後に完了率が高くな

ったことから，自治体による支援ではワークショップは

無料参加であっても，個別支援については費用負担を求

める方法を採用することが適切であると考えられた． 

 また，BCP と経営計画との連動を意図的に行うハイブ

リッド型 BCP 策定支援も行ったが，必ずしも有効ではな

かった．そこで，多くの中小企業には簡易な BCP をまと

めることを優先し，継続改善を開始できるように支援す

る方法が実質的な備えにつながると考えられた． 

 なお，近年は業種を問わず BCP 策定が進み始めており，

特に取り組みの遅れていたサービス業に対して今後働き

かけていくことが有効であると考えられる（図５）.  
 

(4)改善支援に関する課題 

 BCP策定完了企業数が増加した影響もあるが，BCP策定

済み企業を対象にしたフォローアップ研修の参加数は増

加する傾向にある（表１）．しかし，参加者へのヒアリ

ングでは多くの企業で訓練や社内研修が実施されていな

いことを確認している． 

 そこで，今後は BCP の策定済企業を増やしていく活動

と同時に，各社の改善活動を促し，事業継続体制の維持

改善活動が定着できるような支援の継続が非常に重要で

ある． 

 
図６ 業種別に見た BCP策定着手企業数 

 

表１ フォローアップ研修の内容と参加者 
 内容 参加企業数

/参加人数 

H27 BCP 模擬演習，組織への定着方法の解説 17/18 

H29 事業影響度分析の方法・BCP訓練の立案方法，簡易

に実施可能な対策の協議 

15/21 

H30 近年の大規模災害の特徴と BCP に取り入れるべき

要素の解説 

19/33 

R1 BCP訓練を簡単に設計・実施する方法解説とワーク 27/31 

 

 

８．おわりに 
 本稿では鳥取県 BCP 普及事業の取組みと中小企業に対

して今後 BCP を普及するにあたっての課題を紹介した．

近年，自然災害が頻発する中，多くの業種で今後 BCP 策

定が進む可能性も示唆した． 

 ただし，新型コロナウイルスの感染拡大によって BCP

に関する環境が大きく変わったことに加えて，従来の普

及や支援方法は変えざるをえない状況となっている．令

和二年度は web 会議システムを使い，ワークショップや

個別支援の実施を予定しているが，すでに存続が厳しい

状況を迎えている業種における事業継続を実現していく

ための方法論はまだ明らかではない．しかし，今後も必

要な対策内容の検討を進めながら，県内企業の事業継続

力の強化に寄与していく所存である． 

 なお，帝国データバンクが 2019年 6月に公表した調査

結果 4)では，BCPを策定する意向のある回答割合は全都道

府県の中で鳥取県が上位５位に入るという結果となった．

このような結果もこれまで続けてきた普及事業の成果の

現れの一つであると言える． 
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○土屋泰広
1
，西川智1，新井伸夫1，福和伸夫

1 

Yasuhiro TSUCHIYA1, Satoru NISHIKAWA1, Nobuo ARAI1 and Nobuo FUKUWA1 
 
1 名古屋大学 減災連携研究センター 
     Disaster Mitigation Research Center, Nagoya University 
 
   Business continuity is the key for saving livelihoods in the aftermath of disasters. We have developed an estimation 
method of durable timeframe of individual companies to withstand business interruption by disasters or epidemics 
based on published securities report. This method was applied to listed companies and their subsidiaries in Aichi 
prefecture. The estimation indicates that 37% of the workforce of these listed companies and their subsidiaries might 
lose their jobs within 6 months if economic freeze is to continue and there is no public support. Differences among 
industry type are identified. Furthermore, by plotting the companies classified by durable timeframe on maps, they will 
serve as guide for identifying priority routes to be restored for regional economic recovery. 
 
Keywords : Business continuity, Estimation of corporate disaster tolerance ， Securities report ， Corporate 

management，Recovery priority 
 
 

 
１．研究の背景と目的 
近い将来に発生が予想されている南海トラフ地震は，

大きな人的・物的被害を引き起こすと言われている．こ

のために国や地方自治体では，まずは人命救助を中心に

考えた計画を策定しているが（例えば，道路啓開に関す

る「くしの歯作戦」がそれにあたる），その後の地域の

経済的な復旧・復興についての検討は，まだこれからの

段階と言える． 
 被災した人々の当座の避難所や怪我人をケアする病院

の医療体制の維持，ライフラインの再構築までを念頭に

おいた戦略がようやく地域で論議され始めているものの，

地域の人々が生業を回復し安心して働くことが出来るよ

うになるまでの戦略に関する議論を産官相まって実施す

るには至っていない．しかし，働くことは，地域住民が

生活の糧を得ることであり，働く場を復旧せずして地域

の復旧・復興もなし得ないことは，東日本大震災の例を

見ても明らかである．よって，企業活動の再開をいかに

早期に実現するかを地域で検討しておくことは，極めて

重要なことと言える． 
ところで，2019年12月に中国・武漢で発生し，その後

世界各地へと感染が拡大したコロナウィルス禍において

は，国内でも政府の緊急事態宣言を受け，飲食業，小売

業や交通機関をはじめとする多くの企業が活動の大幅な

縮小に追い込まれ，運転資金が枯渇して廃業にまで至る，

あるいは大半の従業員を解雇するところも出現している． 
このような事態が生じたことは，昨今の企業活動が，

商品を買うにしても売るにしても，現金での即時決済を

行うことが極めて稀であり，後日資金を回収したり支払

ったりする掛金制度を使用していることにも依拠してい

ると考えられる．仮に帳簿上は利益が出ている場合でも，

手元に現金がないが故に資金がショートして倒産をして

しまうこともあり得る（これがいわゆる黒字倒産であ

る：図１参照）．コロナウィルス禍においては，そのよ

うな事態が出現した可能性がある． 
 

 
図１ 黒字倒産とは 

 

翻って災害に照らして考えた場合，一旦災害が発生す

ると，商品/サービスのやりとりができなくなるために，

被災地の企業が収入を得ることは，しばらくできなくな

ってしまうであろう．他方，従業員への賃金の支払いや

テナント料，借地料などの支払いは継続せざるを得ず，

資金繰りに困る事態が出現することが想定される．その

ような状況が高じると従業員の解雇，倒産，廃業という

事態を招くこととなるが，それは，従業員とその家族の

生活を窮地に追い込み，結果として地域の衰退を招くこ

とになる． 
 よって，そのような事態を未然に防ぐべく，行政は，

緊急融資，補助金や助成金の支給などの対策を実施する

と想定される．そのような対策を適切な規模やタイミン

グで実施するためには，地域の企業の事業存続耐力の実

態を把握しておくこと，具体的には，どれくらいの期間

であれば企業が収入停止に耐えられるのかを把握してお

くことは，重要なことと考える．そこで，災害発生時に

公的支援が無い場合に個々の企業にはどの程度の時間が

残されているのかを推定する手法を開発した．この手法
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を使用することで，企業に残された時間すなわち存続耐

力を定量的に把握する事ができ，行政が機敏な対策を実

施すべき時期を示唆するものと考える． 
 
２．災害発生後の耐久期間推定法の開発 
 (1)考え方 
この事業耐久期間推定法は，企業活動が止まった場合

でも，払わなければならないお金を手持ちの資金で払い

続けられる期間，と定義した． 
そして，企業が持つ現金またはすぐに現金に変換可能

な金額を把握する方法として，有価証券報告書を用いる

こととした．株式会社は毎年決算報告及び公開の義務が

あり，非上場会社は決算公告として会計概要を官報に，

上場企業は有価証券報告書として会社の経営に関わる全

ての公開が義務付けられている． 
有価証券報告書には決算日における会社の置かれてい

る状況の詳細が書かれている．企業の会計に関わる帳票

は貸借対照表，損益計算書，キャッシュフロー計算書の

３つがあるが，金がどれだけ入ってくるのか，どれだけ

お金が出ていくのかが書かれているのは貸借対照表であ

る．図２に上場企業の有価証券報告書の決算書の項目，

非上場企業の官報公告の例を示す． 
 

 
図２株式会社の公的な会計報告 

 
貸借対照表には資産の部と負債の部に分かれており，

流動資産及び流動負債の項目がこの１年間のキャッシュ

のやり取りを記している（図３参照）． 
 

 
図３ 貸借対照表で現金のやり取りを推定 

 
 (2) 計算前提条件 
この帳票を用い，災害発生時の企業の状況として，以

下の前提条件を設定した． 
① 2018 年度版有価証券報告書を用いて解析をする． 
② 災害発生時には，企業活動が完全にストップして，売

掛金や買掛金などの商売上のやり取りができないとす

る． 
③ 運転資金を銀行などから調達ができないとする． 
④ 固定負債は考慮しない．流動負債の中の１年以内の借

入金やリース債務，法人税などの税金，その他の負債

を支払い続ける． 

⑤ 工場などの損害は考慮しない． 
図４に，以上の前提条件から選んだ項目の１例を示す． 

 

  
 

図４ 計算前提条件から選んだ項目例 

 
(3) 人件費の算出 
有価証券報告書は連結会社全体を対象に記されている

が，会社全体の人件費を記載する義務がないために，販

売費及び一般管理費に含まれる人件費以外に記載されて

いないケースが殆どである．そこで報告会社の従業員数

と平均給与から算出を試みた． 
連結会社とは，連結財務諸表提出会社（支配従属関係に

ある 2つ以上の会社からなる企業を単一の組織とみなし

て財務諸表を作成し，報告している会社，親会社．）及

び連結子会社のことである． 
連結財務諸表提出会社の平均給与を１に対して，連結

会社の給与を０.９として，全体の給与を算出することに

した． 
人件費には給与のほかに，法定福利費（健康保険,介護
保険，厚生年金，雇用保険,労災保険，子ども・子育て拠

出金），福利厚生費が含まれており，年収によって値が

一定ではないが，上記給与の１.２倍を人件費として算出

をした． 
但し，小売業などは上記で算出した人件費より販売費

及び一般管理費に含まれる人件費の方が多い場合がある．

この場合は販売費及び一般管理費に含まれる人件費を正

として取り扱った．この現象は売り上げの中に占める人

件費が全て販売費及び一般管理費であるためである． 
また役員報酬は支払わない前提としたが，販売費及び

一般管理費に含まれる人件費の中には役員報酬が分離さ

れていないケースがある．この場合，分離は難しいので，

そのままの数字で扱った． 
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(4) 分析データ 
 愛知県に本店登記がある上場企業 223 社と，トヨタ自

動車に部品を収めている会社団体である協豊会の中部地

方にある企業のうち，上場企業 39社に適用した．図５に

業種と企業数を示す． 
 

 
図５ 愛知県に本店登録のある業種別上場企業 

 
３．結果 
 会社別の事業存続耐久期間を１年以上，半年〜１年，

３ヶ月〜半年，1〜３ヶ月，1 月以内の５段階に分けて，

それぞれに属する連結従業員数を図６に示す． 
愛知県内上場企業全体での耐久期間を示した図６からは，

災害で 3 か月間収入が得られなければ 10万人の，半年の

間では 85万人の雇用が失われることが分かる． 
なお，これは，あくまでも上場企業のみのデータであ

り，非上場企業や個人商店を考えると，この比ではない

従業員の雇用が失われてしまう可能性がある事に留意が

必要である． 
また，産業別のデータを示した図７からは，小売，サ

ービス業やガラス製造，医薬品などの事業者らは災害耐

久期間が短い企業の比率が高いことが明らかになった． 
 
４．考察 
企業の事業存続耐久期間という新しい概念を既存の公

表データをもとに推定する手法を開発した． 

この結果，手元資金がどれだけ潤沢にあるかがポイン

トで，巷でよく言われていた内部留保を従業員に還元す

べきだとの話はそう簡単ではない事がこれで判明した．

しかし内部留保も建物などの固定資産にしてしまうと，

災害などの緊急事態に対応する力にならない事があきら

かである．今回は 2018年度の有価証券報告書を用いて計

算をしたが，この年が企業の代表的な経営状態を表して

いるとは限らない．複数年を対象にした分析が必須であ

ろうと考える．企業経営者は，会社を存続させ従業員を

路頭に迷わせないために，いかに現金を確保していくの

かと言うことと，銀行や行政はこういったデータを基に

きめ細やかなサポート体制を日頃から考えるのが，将来

を占う上で大切な視点であろう． 

 例えば，本解析から企業の所在場所と事業存続耐久期

間を地図上で紐つけすることで，南海トラフ大地震から

立ち直るために，どこの道路やインフラを優先的に整備

すると，どの企業にどの程度の効果があるかを簡単に推

図７ 業種毎に見た事業存続耐久期間別の従業員数比較 

図６ 愛知県上場企業の事業存続耐久期間別の従業員数 
 

 

2,345,462名

1,182,166
52.9％

233,797
10.5％

708,480
31.7％

85,728
3.8％

22,868
1％

連結従業員総数

１年以上

半年〜１年

３ヶ⽉〜半年

1〜３ヶ⽉

１ヶ⽉以下

災害耐⼒期間

1,806,032 6,648 17,089 

62,113 23,353 
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定が可能となる． 

一例として図８はインフラ，運輸，サービス，医薬品，

卸，食品，倉庫企業の営業所在地と事業存続耐久期間を

色分けで示したものである．こうする事で，復旧事業に

対する優先順位の１つの考えを示すことができる． 

また，南海トラフ地震の発生の危険性が高い時に出さ

れる臨時情報が出た場合，企業活動はほぼ停止を余儀な

くされる。その場合，企業はいつまで我慢できるのかと

言った指標になるし，体力のない企業に対してどういう

政策を打てばどの程度の耐久期間改善効果が出るかの検

討ツールとして活用も考えることができる． 

 

 
図８ 事業存続耐久期間別にみた企業支店営業所の分布

(名古屋市を中心とした地域) 

（インフラ，運輸，サービス，医薬品，卸，食品，倉庫） 

 

５．最後に 
2020 年 4月現在，コロナウイルス禍で手元資金が枯渇

して破綻をしていく企業が出始め，ANAは手元資金確保
のために日本政策投資銀行に対して総額１兆 3000億円の

融資枠の設定を依頼とか，トヨタが主力銀行に１兆円規

模の借入ラインの設定を依頼しているとの報道があり，
大変な時節が来ようとしている。まさに今回開発した手

法が検証されることになる． 
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災害復興研究におけるパネル分析の応用の可能性 
 Application of Panel Data analysis in disaster recovery research 
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1 同志社大学大学院社会学研究科 
     Graduate school of Sociology, Doshisha University 
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  One of the most important topics of the disaster recovery research is the recovery process. In order to analyze the 
recovery process, the use of panel data has been increasing after the Great East Japan Earthquake. However, their 
methods are far from standard panel analysis in other fields. This paper will introduce the merits of fixed effect model 
and growth curve model which are widely applied in econometrics and psychology. Finally, we will discuss application 
of fixed effect model and growth curve model in disaster research. 
 
Keywords : Panel Data Analysis, Fixed effect model, Growth curve model, disaster recovery. 
 

１．問題の所在 
 
 東日本大震災以降，日本国内の復興についてのソーシ

ャルな研究分野で，パネルデータの利用が増加してきて

いる．東日本大震災以前では，阪神・淡路大震災からの

主観的復興感を扱った黒宮ほか(2005,2006)1)2)が数少な

いパネルデータを利用した論文であったが，東日本大震

災以降は，3都市での2012～2014年3waveパネルデータ研

究(土屋ほか 2014)3), 名取市での2014～2015の2waveでの

研究(松川ほか 2017; 藤本ほか 2018)4)5), 大船渡市での

2011～2013年の研究(阿部 2014;堀篭ほか 2015)6)7)など，

パネルデータを用いた研究が増加している． 

 以上の研究では，被災者の生活再建過程を分析する上

で重要となる，長期にわたる生活再建の動的な過程を分

析の主眼としており，それぞれ分析方法に工夫を凝らし

ている．たとえば，黒宮ほか(2006)2)では，複数時点で

の生活復興感をクラスタリングし，復興感の推移のパタ

ーンを示し，それぞれの推移パターンに特徴的な世帯属

性を明らかにしている．土屋ほか(2014)3)・堀篭ほか

(2015)7)の研究では，各年クロスセクションのデータご

とに分析し，その復興感の規定要因の違いを分析してい

る．また黒宮ほか(2005)1)では，従属変数の2時点での差

分をとることで，2時点の変化を分析し，阿部(2014)6)で

は，1時点前の独立変数・従属変数で，1時点後の従属変

数を予測するラグモデルが検討されている．   

 以上のように分析モデルに工夫がなされている一方で，

従属変数のクラスタリング(黒宮2006; 藤本 2018)2)5)や，

クロスセクションデータ(土屋ほか 2014;堀篭ほか 

2015)3)7)として分析するなど，パネルデータの情報量を

十分に生かしきれていない部分もある．一方で，計量経

済学や心理学分野などの他分野では，同一個人から複数

回に渡って回答を得ているという情報量をより効果的に

分析する手法が発展してきており，その方法論を知るこ

との利益は大きい．具体的な例としては，復興研究にお

いて，特定の加入の効果を検討する場合には，後述する

固定効果モデルによる分析を一つの選択肢とすることで，

一般的な回帰分析よりもバイアスの少ない推定が可能に

なる．こうした他分野で広く用いられているパネル分析

方法が広まることで、復興施策等の介入効果の把握が可

能になり，今後の効果的な支援へ足がかりとすることが

できる． 

 本稿では，計量経済学，心理学分野において広く行わ

れているパネルデータ分析法について概観し，それらの

方法が災害社会科学において，どのような応用が可能か

を検討する．なお，本稿では，社会調査パネルデータの

利用を念頭に記述を行う． 

 
 
２．パネルデータ分析の用語と概観 
 
 本題に入る前に，いくつかの用語をする．データの構

造について，1時点において，複数の対象者について，質

問項目を設定したデータをクロスセクションデータと呼

ぶ．それに対して，1つの対象に対して，複数時点の情報

をもっているデータを時系列データと呼ぶ．パネルデー

タは，このクロスセクションデータと時系列データとを

掛け合わせた特徴を持つデータである．つまり複数の主

体について，時系列で得られた情報を含んでいるデータ

である．それぞれのデータイメージについて，図1に示す．

またパネルデータの，調査年次のことをwaveと呼ぶ．た

とえば，2012～2014年の3時点パネルデータを想定すると，

2013年の回答は，wave2と呼ぶことになる． 

 
図1 データ形式のイメージ 

(北村 2005：p6 図1.1) 8)の形式を参考に作成 

2011  2012  2013  2014  2015  2016  2017  2018   2019    (時間)

A 

B

C

D

E

F

G

H
(回答者)

ク
ロ
ス
セ
ク
シ
ョ
ン
デ
ー
タ

時系列データ

パネルデータ
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 パネルデータの構造には，2つの種類がある．1つは，

wideデータと呼ばれる型であり，データの1行に，1人の

回答が時系列順に並べられる(表1)．もう1つは，longデ
ータと呼ばれる型で，1行に1人の回答者のあるwaveでの

回答のみが入力され，総サンプルサイズは，回答者×

wave数となる(表2)．これらのデータセットは，研究目

的によって，使い分けられる． 

 一般的なパネルデータ分析には，大きく分けて 2 つの

流れがある．計量経済学を中心に発展してきた，定効果

モデル，変量効果モデルなどに基づく，欠落変数への対

応に重点を置いた分析．もう一つは，心理学分野などで

発展を遂げた，時系列での変化の分析を中心においた成

長曲線モデル(潜在曲線モデル)を用いた分析である(中澤 
2012)9)．固定効果モデル・変量効果モデルを用いた分析

では，主に long データを使用し，成長曲線モデルでは，

主に wide データを分析に用いる． 
 

表1 wideデータのイメージ 
ID X1_wave1 X1_wave2 X1_wave3 ~ Xn_wave1 Xn_wave2 Xn_wave3

1 2 4 3 ~ 1 5 5
2 1 4 6 ~ 1 4 2
3 6 4 2 ~ 5 5 5

 
 

表2 longデータのイメージ 

 
 
 本稿では，紙幅の制約から，計量経済学的な固定効果

モデルを中心に，応用の可能性を議論した上でその応用

を議論する．ここで変量効果ではなく，固定効果モデル

を 中 心 に 取 り 扱 う の は ， 奥 井 (2015)10) ，

Wooldridge(2012:Chapter 14)11)が指摘するように，社会科

学においては，変量効果モデルを用いることの前提条件

である，「時間不変の変数(詳しくは後述)と独立変数間

に相関がないこと」が満たされていることがそう多くは

ないと考えられるためである．災害社会科学の研究関心

においても，独立変数と観測できないような個別の被災

状況との間にまったく相関がないと仮定するのは難しい

と思われる． 
  
 
３．固定効果モデル 
 
 クロスセクションデータによる回帰分析で，バイアス

のない推定を行うためには，独立変数と誤差項間には相

関がないことが前提条件となっている．言い換えると，

統制すべき変数はすべてモデルに組み込まれていること

が前提となる．もし，統制されるべき変数が，モデルに

投入されていないとき，その変数は欠落変数と呼ばれ，

この欠落変数は，回帰係数の推定値を，バイアスのある

値としてしまう．社会科学の研究において，誤差項と相

関するような変数が無数に想定できる場合や，そもそも

その変数の測定自体ができない場合などが多いことから，

常に欠落変数には，注意を払わなくてならない． 
 パネルデータを用いた固定効果モデルによる分析は，

こうした欠落変数の問題への 1 つの対処法である．固定

効果モデルでは，固定効果変換と呼ばれる処置を行った

上で回帰分析を行うことで，個体別の効果(観察されない

異質性: 以下では個別効果と呼ぶ)を統制することが可能

になる．  
 ただし，固定効果モデルで対応できるのは，時間に依

存しない個別効果(代表的なものしては，性別，学歴が該

当する．また性格などの測定自体が難しいものも含まれ

る)が欠落変数として存在している場合のみである．たと

えば，年収などの変化しうる変数が欠落変数となってい

る場合は，通常の回帰分析と同様に，バイアスのある推

定となってしまう．さらに，パネルデータ分析を行う際

に，勘違いが起こりやすいのは，固定効果モデルそのも

のは，時間経過による変化を分析するモデルではないと

いうことである．時間による変化を検討するためには，

モデルの工夫が必要になる．この点は，以下に示す固定

効果モデルの数式とともに解説する． 
 固定効果モデルは，固定効果変換とよばれる処置を行

ったあとに，最小二乗法による推定を行うことで，観察

されない異質性を統制することが可能になる．以下では，

固定効果モデルの推定について，数式を用いて説明する．

まず第 1ステップとして，個別効果𝑎を含む重回帰モデル

を考える．従属変数を𝑦，説明変数を𝑥，個体別の効果

(観察されない異質性)を𝑎，誤差項を𝑢（i はケース数，t
は調査時点の数）とした場合， 重回帰モデルは式①のよ

うに記述できる． 
 

𝑦௜௧ = 𝛽ଵ𝑥௜௧ + 𝑎௜ + 𝑢௜௧  ① 
 

 この式①は，一般的な最小二乗法の式でから，誤差項

に含まれている𝑎௜を分離させただけの式である．続い

て，各個人ごとの wave を通した時間平均の式を考える

と，式②のようになる．𝑎௜は，時間に依存しない個人の

属性なので，時点で平均をとっても，𝑎௜のまま変わらな

い． 
 

𝑦ത௜௧ = 𝛽ଵ𝑥̅ଵ௜ + 𝑎௜ + 𝑢ത௜   ② 
 

 
最後に，式①から時間平均である式②をを引くと 
 

(𝑦௜௧ − 𝑦ത௜) = 𝛽ଵ(𝑥௜௧ − 𝑥̅௜) + (𝑢௜௧ − 𝑢ത௜)  ③              

 
となり，個別効果𝑎௜が除去される15)．この手順を固定効

果変換と呼び，この変換を行ったあと最小二乗推定を行

うことで，観察されない異質性を統制した推定が可能に

なる(Wooldridge 2012)11)． 

 この計算について，阪神・淡路大震災の生活復興感の

研究の場合に当てはめて，例を挙げよう．2001,2003,20 

ID wave X1 X2 … Xn
1 1 0 0 … 9
1 2 1 1 … 2
1 3 3 3 … 4
2 1 4 4 … 2
2 2 5 5 … 5
2 3 6 6 … 7
3 1 1 1 … 4
3 2 2 2 … 2
3 3 4 4 … 3
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05年の3waveのパネルデータで，生活復興感を従属変数

(Y)とし，すまい満足度を独立変数(X)としたとき，long

データの構造は，表3のようになる．3,4列目が実際の観

測値であり，5,6,列目は時点平均であり，Y, Xそれぞれ

について，wave1～3の平均値を示している。そして，観

測値から時点平均を引くと，7,8列目の固定効果変換後の

値となる．この処理をすべてのケースで行い，7,8列目の

値から，回帰分析を行うことで固定効果推定を行う．実

際の分析では，灰色に編みかけた部分の計算は不要であ

り，統計ソフトが処理を行うことが多い． 

 

 前述のように，固定効果モデルでは、時間に依存しな

いような固定効果(𝑎௜)については，時点平均を引くこと

で，欠落変数の問題を解決できた．しかし再度注意すべ

きは，固定効果モデルでは，すべての欠落変数の問題が

解決されるわけではない点である．時点によって変動す

るような変数が欠落変数となっている場合は，バイアス

のある推定値となってしまう．また固定効果モデルでは，

モデルの制約上，時間不変の変数自体(性別，教育歴，年

齢，被災前の生活状況など)の係数を推定できない点は注

意が必要である．  

 復興研究において，特定の支援・介入が，個人・世帯

の生活再建に与える影響を分析する際などには，固定効

果モデルよる推定が真価を発揮すると考えられる．例と

して災害ケースマネジメントの介入効果を検討する場面

を考えよう．災害ケースマネジメントなどの介入が，生

活再建のアウトカムに与える影響を分析する際に，1つの

問題に直面する．それは，災害ケースマネジメントを受

ける世帯と，受けない世帯では，その世帯属性が大きく

異なることである．例えば，世帯人数，世帯主のジェン

ダー，被災前から貯金などの無数の要因が災害ケースマ

ネジメントの介入の要否と関連していると考えられる．

また同時に，以上のような属性は，生活再建のアウトカ

ム自体にも影響していることが想定される．もしこのと

きに，単純に分散分析や回帰分析で災害ケースマネジメ

ントを受けた世帯と，受けなった世帯を比較する検討す

ると，介入の効果を誤って評価してしまうことになる．

一方で，もしパネルデータが利用可能であるときには，

固定効果モデルで，介入効果の検討を行えば，世帯の固

定的な属性については統制が可能であり，災害ケースマ

ネジメントによる介入が生活再建に与えた効果について，

バイアスの少ない推定が可能になる．効果を検討したい

変数が，属性等と相関していることが，想定される場合，

パネル分析が，1つの解決策となるかもしれない． 

 
 
４．固定効果モデルでの時点(wave変数)の扱い 
 
 研究によっていては，従属変数の時間による変動を分

析したいケースがある．そうした場合，時間そのもので

あるwave(場合によっては，yearなど)を変数としてモデル

に投入することで，従属変数に対する時間の経過の影響

を分析することができる(Wooldridge 2012)11)．またモデ

ルによっては，waveを統制しないことによって，推定に

バイアスが生じる可能性がある．たとえば，被災後の世

帯収入が復興感に与える影響を分析する例を考えよう．

説明のために，以下のようなシチュエーションと考える． 

 

①世帯収入は，被災後から時間の経過とともに被災前の水準

に戻っていく傾向があるとする． 

②時間経過自体も，影響度は少ないながらも，復興感を高め

る要因となっているとする．． 

 

 ①は，waveと収入は相関していることを示している．

このとき，waveを統制せずに，収入を変数した固定効果

推定を行った場合，時間経過の影響を収入の回復の効果

の一部として(世帯収入回復の効果を過剰に)推定してし

まうことになる． 

 waveを変数としてモデルに組み込むことの応用として，

waveと時間不変の変数との交互作用項をモデルに投入す

ることもできる(Wooldridge 2012)11)．このとき，交互作

用は，各waveにおける該当するカテゴリにおける切片と

解釈できる． 

 

 

５．成長曲線モデル 
 
 もう1つのパネルデータ分析法である，成長曲線モデル

による分析について簡単に紹介し，応用可能性について

示す．成長曲線モデルは，従属変数の変化を少数の母数

(切片と傾き)で表現するモデルである．固定効果モデル

と違い，その分析の関心の中心は「従属変数の変化」に

ある．この成長曲線モデルの利点について豊田(2007)12)

は，値の変化を少数の母数で示すことから，解釈が容易

であり，また集団全体としての変化だけではなく，個人

の変化についても検討できると指摘している． 

 図1が3waveの生活復興感の変化を分析するときを想定

した成長曲線モデルである(1)．それぞれ四角で示してい

るのは，調査での観測変数である．この例では，3時点の

復興感ついて，楕円で示している切片・傾きを推定する

ことで，3時点の復興感の変化をモデル化している．また

同時に，「り災程度」「保険加入」が復興感の変化のパ

ターン(切片・傾き)に影響があると想定している．成長

曲線モデルの利点は，変化のパターンを，個体(個人・世

帯・地域・国など様々)の属性ごとに分析できる点である． 

 

 
図2 成長曲線モデルの分析イメージ 

 

2001復興感

2003復興感

2005復興感

切片

傾き保険加入

誤差項1

誤差項2

り災程度

ID wave 復興感(Y) すまい満足度(X)
復興感
時点平均

すまい満足度
時点平均

復興感(Y)-
復興感時点平均

すまい満足度(X)-
すまい満足度時点平均

1 1 50 3 60 4 -10 -1
1 2 60 5 60 4 0 1
1 3 70 4 60 4 10 0
2 1 60 4 70 6 -10 -2
2 2 80 6 70 6 10 0
2 3 70 8 70 6 0 2

表 3 固定効果変換の例 
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また図1のモデルでは，線形的な変化のみを想定している

が，傾きを二乗項として設定することで，非線形的な変

化にも対応できる．Amosによる具体的な分析手順につい

ては，豊田(2007: 6章)12)を参考にしてほしい．  

 成長曲線モデルは，復興・生活再建過程における不平

等を記述するような目的の研究において効果的な分析だ

と考えられる．具体的には，黒宮(2006)2)や藤本(2018)5)

のような研究には，成長曲線モデルが合致しているとい

えるだろう．またレジリエントな被災者の特徴を特定す

るといった分析目的にも適した手法だと考えられる． 

 
６．最後に 

 本稿では，パネルデータ分析のうち，固定効果モデル

について解説し，その後，復興研究における利点・応用

可能性について指摘した．また簡略的に，成長曲線モデ

ルについても，応用の必要性について言及した．本稿の

要点をまとめると以下の 4 点になる． 
 
z 固定効果モデルでは，観測されない異質性の統制が

可能になる 
z 復興研究において，観測されない異質性の統制がで

きる固定効果モデルは，政策的な介入の効果を検討

するのに適している． 
z 固定効果モデルでは，wave を変数として投入する

ことで，時点の効果や，時点ごとの個別効果の違い

などを検討できる． 
z 成長曲線モデルは，復興過程における不平等などの

研究などにおいて，応用が期待される． 
 
 計量経済学的なパネル分析は，発展が著しく，本稿で

紹介できたのは，入門部分のさらに一部のみである．具

体的には，一階差分モデル，変量効果モデル，ハイブリ

ッドモデル，ラグモデルなど，研究目的・データに合わ

せて,さまざまな発展的方法が開発されている．これらの

方法を学ぶための数理的な解説については，北川(2004)8)

が有名である．また実際に分析をしながら，学べる教科

書としては，Stata の基礎的な操作からカバーしている松

浦(2010: 4 章)13)と，やや高度な分析までカバーしている

筒井ほか(2011: 8 章)14)がわかりやすい．  
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補注 

(1)固定効果モデル・変量効果モデルのいずれかを選択するかに

は，ハウスマン検定という検定によって判断することもでき

る．詳しいモデル選択の数理的な解説は北村(2004)を参考に

してほしい．また実際に検定に基づくモデル選択を実装しつ

つ学べる教科書としては，松浦(2010)が易しい． 

(2)最も基本的なモデルとしては，点線部の変数を設定しなくて

も，復興感の変化は分析できる．その場合は，回答者全体と

しての復興感の変化を検討することになる． 
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非負値行列因子分解を用いた 
南海トラフ巨大地震の浸水深分布の空間分布特性の要因分析 

Analyzing Spatial Distribution in Tsunami Inundation Depth  
Caused by the Nankai Megathrust Earthquakes using Non-negative Matrix Factorization 
 

高橋 幸宏1
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   Considering the uncertainties in tsunami analysis, it is important to examine the relationship between tsunami fault 
models and tsunami inundation depth distributions. This study attempts to analyze spatial distribution in inundation 
depth by non-negative matrix factorization technique (NMF). Non-negative double singular value decomposition 
(NNDSVD) is used as an algorithm for setteing the initial value of NMF. The present results suggest that the original 
inundation depth distributions are well approximated by non-negative basis vector generated by NMF. 
 
Keywords : Nankai megathrust earthquakes, tsunami, Inundation depth, Non-negative matrix factorization, singular 

value decomposition, Non-negative double singular value decomposition 
 

 
１．はじめに 
 内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討委員会」

では，最大クラスの津波を引き起こす南海トラフの津波

断層モデルを 11ケースを設定し，その浸水深分布を想定
している 1)．津波解析における不確定性を考慮すると，

津波断層モデルの設定と浸水深分布の関連性について検

討することは重要である．そこで筆者らは，特異値分解

を用いたモード分解によって，複数ケースの浸水深分布

の空間的なばらつきと空間相関を評価した 2)．特異値分

解では，無相関なモードの固有ベクトルとして直交基底

が得られるため，空間相関を独立した成分として表現で

きる．一方，文献 3)では非負値行列因子分解（NMF: Non-
negative Matrix Factorization）4)を用いることで，浸水深の

空間分布特性を非負基底の加法のみで表現すること試み

た．文献 3)では NMFの初期値の設定手法として乱数を用
いたが，乱数によって結果が異なる点や，結合係数ベク

トルに含まれる非ゼロ要素が少なくなくスパース性が

低下する点が問題として挙がった．本研究では文献 3)と

同様にNMFによって浸水深の空間分布特性を分析するが，
文献 2)を踏まえて初期値の設定手法として非負 2重特異値
分 解 （ NNDSVD: Non-negative Double Singular Value 
Decomposition）5)を用いることで分解結果の改善を図る． 
2．NMFを用いた浸水深分布の分解 
 浸水深分布の評価地点数をMとし，Nケースの浸水深分
布をM行N列の非負行列Xで表す．XにNMFを適用するこ
とで，Xは非負行列WとHに近似的に分解される． 

 11 1 11 1

1 1

§ ·§ ·
¨ ¸¨ ¸ ¨ ¸¨ ¸
¨ ¸¨ ¸
© ¹© ¹

k N

M Mk k kN

w w h h

w w h h
X WH

 (1) 

ここで kは，2≦k≦min{M, N}を満たす任意の基底数であ
る．評価地点を i，ケースを j，基底番号を l とする．W
は斜交基底ベクトル wl（列ベクトル）を l 列要素とする
M×k の基底行列である．H は結合係数ベクトル hj（列ベ

クトル）を j列要素とする k×N の係数行列である．NMF
によるWHは Xの k次元での低次元近似であるため完全
な再現はできないものの，非負基底の和算で表現できる

ため，分解結果の解釈がし易いという利点がある． 
 NMFでは行列 W, Hに初期値を与えて収束計算を繰り
返すことで行列 X の近似を行う．文献 3)では初期値とし

て乱数を与えたが，本研究では NNDSVD を用いる．
NNDSVDでは，まず Xに特異値分解を適用し，特異値お
よび左・右特異ベクトルを求める．次に特異ベクトルか

ら非負成分を取り出し，非負成分のノルムで除すことで，

ノルム 1 の非負値から成る特異ベクトルが得られる．最
後に，特異値の平方根と，非負成分からなる左・右特異

ベクトルとの積を，W, H の初期値とする．NMF による
分解結果は乱数による初期値に依存する一方，NNDSVD
では初期値が一意に決まるため，分解結果は不変である． 
3．浸水深の空間分布特性の分析 
3.1 津波断層モデルと浸水深分布 
 本研究では文献 2)と同様に，上記検討会が想定した

N=11ケース（「基本ケース」5ケース+「その他の派生ケ
ース」6ケース）の津波断層モデル（図 1）による浸水深
分布を用いる．浸水深は沿岸部および陸上の遡上部にお

いて 10m メッシュで評価され，0.01m 単位のデータであ
る．また潮位は満潮で，「津波が堤防を超えることで当

該堤防が機能しなくなる条件」で評価されている． 
 本研究では九州から関東までを対象範囲として，全ケ

ースで共通して評価された約 664 万メッシュのうち，
1000データごとに 1データを抽出した．そのうちNMFの
計算上，全ケースが 0であった 3地点を除いたM=6641地
点を対象評価地点とした（文献 2)では 6644地点）． 
3.2 非負行列因子分解による空間分布特性の分析 
 NMFでは，基本的に基底数 kの増加とともに近似精度
は向上するが，適切な基底数は探索的に決定する必要が

ある．本研究では基底数を k=6 として，11ケースの浸水
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深分布に対して，NMF（初期値設定：NNDSVD）を適用
した．図 2に基底ベクトル w の空間分布と結合係数ベク
トル h を示す．また，図 3 には浸水深分布に特異値分解
を適用して得たモード 6 までの左・右特異ベクトルを示
す．ここで左特異ベクトルの空間分布では，正値を赤色，

負値を青色で表している．なお，文献 2)では浸水深分布

を対数変換し，標準化を行った後に特異値分解を適用し

た．図 2の基底 lの基底ベクトル wlおよび行列 Hの第 l
行ベクトルは，図 3のモード lにおける非負成分の特異ベ
クトルと特異値の平方根との積を初期値としている（全

モードで符号が反転しているが，符号に任意性がある）．

以下に，NMF における各基底の支配要因を津波断層モデ
ルとの関連性から分析する． 
 基底 1 の基底ベクトルは太平洋沿岸で大きな値が分布
し，結合係数は全ケースで現れている．これより，基底

1 は全ケースで共通した浸水深分布の基礎構造を表して
いる．基底 2 の基底ベクトルは紀伊半島とその東方で大
きな値が分布し，結合係数はその範囲に大すべり域が位

置する基本ケースのケース 1, 2 とその派生ケースで比較
的大きな値を示す．これより，基底 2 は紀伊半島とその
東方の大すべり域の配置条件を反映していると考えられ

る．基底 3～6においても，基底 2と同様に大すべり域の
配置条件を反映していると考えられる． 
 乱数による初期値設定 3)では行列 H に小さな値が含ま
れ，NMFの特長であるHのスパース性を低下させていた．
しかし，NNDSVD ではこの点が改善され，係数に基づく
浸水深の空間分布特性の解釈を容易にしている． 
 元の浸水深分布と図 2（基底数 6の NMF）による浸水
深分布の低次元近似および図 3（特異値分解）による次
数 6 までの低次元近似をそれぞれ比較した．特異値分解
による低次元近似では，元データとの相関が 1 でほぼ完
全に再現ができていることを確認した．一方，NMF によ
る低次元近似では，元データとの相関は 0.969～0.995 と
ほぼ完全相関である．しかし，例えばケース 4 の高知県

のある評価地点では，元データの浸水深が約 20m なのに
対し，NMFの低次元近似は約 10mとなっており，元デー
タとのばらつきが大きい地点も存在することを確認した． 
 文献 3)では，基底数を k=6として，初期値の設定が乱数
であるNMFを適用した．その低次元近似と元データの相
関は 0.982～0.996であり，全ケースで NNDSVDよりも完
全相関に若干近いことを確認した．しかし，H のスパー
ス性という面では乱数よりもNNDSVDが優位であった． 
4．おわりに 
 本研究では NMFを適用した文献 3)を発展させ，初期値

設定にNNDSVDを適用することで，浸水深の空間分布特
性を分析した．その結果，基底 1 は全ケースで共通した
浸水深分布の基礎構造，基底 2 以降は津波断層モデルの
違いによる浸水深の空間分布構造を表すことを明らかに

した．今後の課題として，「J-THIS 津波ハザードステー
ション 6)」が公表している，すべり量，断層深さなどが

異なる多種多様な津波断層モデルによる津波ハザードを

対象として，空間分布特性の分析を行う方針である． 
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図 1 南海トラフ巨大地震の津波断層モデル（文献 1)より引用，編集） 

 
図 2 基底数 k=6における基底ベクトルの空間分布（左）と結合係数ベクトル（右） 

 
図 3 モード 6までの左特異ベクトルの空間分布（左）と右特異ベクトル（右） 
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台風接近時における災害情報・災害スキーマの避難行動への影響：

2019年台風19号への対応に関するウェブ社会調査の結果から 
The Effects of Disaster Warnings and Disaster Schema on Evacuation Behavior in Time 

of Typhoon Disaster: Based on the Web-based Social Survey on the Residents’ 
Responses to the Typhoon 19 in 2019 
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   The purpose of this article is to externally validate the findings of the previous studies on the causal chain structure 
of evacuation and information-seeking behavior in times of rainfall/typhoon disasters. This study used the data of the 
web-based social survey that the cabinet office conducted (N=1,397). Multiple logistic regression analysis was 
performed to predict evacuation behavior. As a result, a set of causal flow that consists of disaster schema, disaster 
information seeking, and protective actions was verified both in indoor and outdoor evacuation. Based on the results, 
the efficacy of the existing risk communication method was discussed. 
 
Keywords : Evacuation, Disaster schema, Disaster Warnings, Information seeking 
 

 
１．序論 
(1) 問題背景 
令和元年台風第 19号，またその後の 10月 25日の大雨
では，広範囲にわたり大きな人的・物的被害を及ぼした．

これまでの風水害時にもしばしば確認されてきたように，

この災害でも避難場所への移動中の人的被害，また自宅

での被災による人的被害が発生した 1)．こうした被害を

抑止・軽減するため，住民が主体的に情報を取得し，必

要な対応行動の実行へと移れるよう，災害の脅威や対応

行動の理解を向上させるような方策が求められている． 
(2) 先行研究と本研究の位置づけ 
 風水害時の避難行動，情報取得行動については数多く

の研究が蓄積されてきた．例えば片田ほか（2005）2)は，

水害進展過程における情報取得態度の形成や情報取得行

動の実態について分析し，過去の水害経験やハザードマ

ップの閲覧といった災害に関する知識が，水害時の情報

取得行動を規定していたことを明らかにしている．藤本

ほか（2019）3)は，災害情報をはじめに受け取った後の

典型的な人々の反応は，追加情報の収集を通じて状況を

再定義することであるという知見 (Mileti & Sorensen 1990; 
Wood et al. 2017) 4)5)に基づき，大雨および台風接近時の

防護意思決定構造をモデル化した．そのうえで，このモ

デルに基づく分析から，災害情報や社会的・環境的な手

がかりといった外的な刺激，そして災害スキーマ（知覚

活動を方向づけ，外的な刺激からの意味の抽出によりあ

る現象を災害であると認識するための構造化された知

識）(Tatsuki et al. 2004) 6)の 2つの要因が防護意思決定の
源流に位置し，リスク認知やコスト認知を含む他の心理

的要因のトリガーとなっていることを実証的に示した．

さらに，災害スキーマを起点とし，心理的要因を介して

情報探索を行い，その結果リスク回避行動へとつながる

一連の因果連鎖構造を検証した．しかし，藤本ほか

（2019）で示された防護意思決定の構造は，大分県の 3
市における豪雨・台風時の対応行動に関するものであり，

他の地域，また他の災害時にも同様に当てはまるかは検

証されていない． 
 そこで本稿では，2019 年台風 19 号時の住民対応に関
するウェブ社会調査データを用い，災害スキーマ，情報

探索，リスク回避行動の一連の因果フローに関する藤本

ほか（2019）の分析結果の外的妥当性を検証する．その
うえで，得られた分析結果から，避難行動促進のための

既存の取り組みの有効性について考察する． 
 
２．方法 
(1) 調査概要 
本研究で分析するのは，令和元年台風第 19号による被
害や避難行動，また警戒レベルの理解を調査することを

目的として内閣府により実施されたウェブ社会調査デー

タである．この調査は，台風 19号により人的被害が生じ
た市町村のウェブモニターを対象に 2020 年 1月 11 日～
13日にかけて実施され，3078名の住民からの回答を得て
いる．調査対象となった地域は，表 1に示す 40の市町村
である．本調査の回答者の基本属性や他の質問項目の単

純集計については，内閣府（2020）7)を参照されたい． 
 以下，本稿で分析対象とするのは，この 3,078 名のう
ち台風 19号の通過当時に会社に出勤していなかったと回
答した 1,397 名の回答者である．これは，主に自宅で災
害情報を取得していたと仮定される状況で，自宅を行動

の起点としたその後の避難行動を分析するためである．

なお，本データの回答者は，あくまで台風により人的被

害が生じた地域のウェブモニターであり，調査対象者の

全員が避難を迫られるほど切迫した状況にあったとは限
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らないことに留意が必要である．実際，警戒レベル 3 避
難準備・高齢者等避難開始，警戒レベル 4 避難勧告の情
報を受け取っていないと回答した人が，分析対象とする

1,397名のうちそれぞれ 323名（23.1%）423名（30.3%）
を占めている． 

 

表 1 調査対象地域 

都道府県
岩手県 宮古市，釜石市，田野畑村
宮城県 仙台市若林区，仙台市太白区，登米市，角田市，

石巻市，蔵王町，大和町，伊具郡丸森町
福島県 郡山市，南相馬市，白河市，二本松市，須賀川市，

本宮市，いわき市，飯舘村，川内村
茨城県 桜川市，大子町，常陸大宮市
群馬県 富岡市，藤岡市
栃木県 鹿沼市，足利市，栃木市
千葉県 市原市
埼玉県 上尾市，東松山市，鳩山町
東京都 日野市
神奈川県 川崎市高津区，相模原市緑区
長野県 長野市，佐久市，東御市
静岡県 沼津市，牧之原市

市町村

 
 

(2) 調査項目 
本稿では，調査でたずねた項目のうち，災害スキーマ，

取得した災害情報，災害情報への気にかけ，避難行動，

その他属性変数に対応する各項目を使用する．このうち，

災害スキーマを構成する 1 要因である防災リテラシーは，
「脅威の理解，そなえの自覚，とっさの行動への自信」

で構成されると定義される（林 2016；川見ほか 2016）
8)9)．今回の調査では，先行研究を踏まえて質問の文言を

調整した「内閣府版防災リテラシー尺度」を使用してい

る．また，災害情報への気にかけについては，本稿では

災害情報の取得行動と同義のものとして扱う．表 2 に，
モデルの概念とそれを測定する質問項目，選択肢，変数

化の方法をまとめて示す． 
 

表 2 調査項目一覧 
概念 選択肢 変数化・操作の方法

自宅周辺の災害リスクについて当てはまるものを1つずつ選んでください。

1. ハザードマップ等において、自宅が洪水の危険がある区域（洪水浸水想定区域）
　に入っている

2. ハザードマップ等において、自宅が土砂災害の危険がある区域
　（土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所）に入っている

あなたの災害の知識や取組について当てはまるものを1つずつ選んでください。
1. 水害・土砂災害が自分の地域に起こるかについて関心がある
2. 自分が住む地域で過去にどのような災害があったか知っている
3. 災害や防災に関する情報を常にチェックしている
4. 非常時に持ち出す荷物を準備している
5. 災害時にどの地域が危険かを把握している
6. 自宅が洪水でどれくらい浸水するか知っている
7. 避難すべきタイミングを知っている
8. 安全な避難先や避難経路を把握している
9. 家族等と災害時の連絡方法について決めている
10. 自分が住む地域で誰が避難時に手助けを必要としているかを把握している
11. 避難するときには近所の人にも避難の声かけをしようと考えている

台風第19号より前に、あなたの身近な人が水害・土砂災害に被災したことはありますか。
1. 自分が被災したことがある
2. 家族が被災したことがある
3. その他（具体的に：）
4. ない

台風第19号接近時、あなたは次の情報をどの程度気にかけていましたか。
1. 市町村が出す避難勧告等の避難情報
2. 気象庁が出す警報・注意報
3. 台風の進路、気圧、風速
4. 雨量
5. 河川の水位
6. 土砂災害の情報

台風第19号接近時、あなたが受け取った避難に関する情報はどれですか。
1. 警戒レベル3 避難準備・高齢者等避難開始
2. 警戒レベル4 避難勧告
3. 警戒レベル4 避難指示（緊急）
4. 警戒レベル5 災害発生情報

台風第19号接近時、あなたが受け取った防災や気象に関する情報はどれですか。
1. 氾濫危険情報（警戒レベル4相当情報）
2. 氾濫発生情報（警戒レベル5相当情報）
3. 土砂災害警戒情報（警戒レベル4相当情報）
4. 大雨特別警報（警戒レベル5相当情報）
5. 上流のダムで緊急放流が実施される情報

避難行動 台風第19号接近時にどのような行動をとりましたか。

　1. 災害に備えて、自宅
　　以外の場所に避難した
　2. 災害に備えて、自宅の
　　上階等に避難した
　3. 避難しなかった
　　（普段どおりの生活を
　　　つづけた）

回答をそのまま使用

災害情報への
気にかけ

（災害情報
取得行動）

災害情報

質問文

　1. とても気にかけた
　2. やや気にかけた
　3. どちらともいえない
　4. あまり気にかけな
        かった
　5. 全く気にかけなかった

　1. 受け取った
　2. 受け取っていない
　3. 受け取ったかどうか
　　わからない

　1. 受け取った
　2. 受け取っていない
　3. 受け取ったかどうか
　　わからない

災害
スキーマ

「入っている」の
回答をそれぞれ
ダミー変数化

　複数回答（いくつでも）
「自分が被災したことが

ある」の回答を
ダミー変数化

「受け取った」の回答を
それぞれダミー変数化

したうえで、主成分分析
により9個のダミー変数
を合成し、「避難情報・
防災気象情報の取得」

得点として主成分得点化

主成分分析により6個の
変数を合成し、「災害情
報・警報への気にかけ」
得点として主成分得点化

　1. 入っている
　2. 入っていない
　3. わからない

　1. とてもよく
        当てはまる
　2. どちらかといえば
        当てはまる
　3. どちらともいえない
　4. どちらかといえば
        当てはまらない
　5. 全く当てはまらない

主成分分析により
11個の変数を合成し、
「防災リテラシー」

得点として主成分得点化

 

３．結果 
(1) 避難行動実行の有無 
まず，後の分析の従属変数となる台風 19号接近時の避
難行動の有無および形態についての集計を図 1に示す． 
上述のように，回答者の全員が避難を迫られるほど切迫

した状況にあったとは限らないものの，避難行動を実行

していたのは全体の 2 割であった．また，避難形態別に
見ると，全体の 6.7％が屋外避難を，13.3％が屋内避難行
動を行っていた． 

6.7% 13.3% 80.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

災害に備えて、自宅以外の場所に避難した (n=93)
災害に備えて、自宅の上階等に避難した (n=186)
避難しなかった（普段どおりの生活をつづけた）(n=1118)

 
図 1 避難行動実行の有無と避難形態 

 

(2) 多項ロジスティック回帰分析による避難行動の分析 
 災害スキーマ，災害情報の取得，避難行動の一連の因

果連鎖構造を検証するため，多項ロジスティック回帰分

析を行った．この分析では避難しなかった層を基準カテ

ゴリに設定することで，この層と比較して屋外避難層，

屋内避難層がそれぞれどのような傾向を有していたのか

を検討している．分析では，一連の因果フローを検証す

るという本研究の主眼に応えるため，独立変数の投入を

次の 4 段階にしたがい階層的に行った．すなわち，第 1
に統制変数となる基本属性のみを投入，第 2 に災害スキ
ーマ項目を追加，第 3 に災害情報への気にかけを追加，
そして第 4 に災害情報の取得を追加するという手順によ
り変数を投入していった．表 3 に，階層的に実行した多
項ロジスティック回帰分析の結果を示す． 
 まず，避難しなかった層と比較した場合の屋外避難層

の特徴について見ていく．属性変数のみを独立変数に投

入したモデル 1 では，木造住宅の居住者であるほど屋外
避難し（p<.01），高齢であるほど屋外避難を実行してい
なかった（p<.01）ことが示された．続くモデル 2で災害
スキーマ項目を独立変数に投入した結果，浸水・土砂災

害のハザード域内の居住認知（p<.01），防災リテラシー
（p<.01），水害・土砂災害の被災経験（p<.05）のすべ
ての要因が，屋外避難を促していた．モデル 3 では，災
害情報・警報への気にかけを投入した結果，情報を気に

かけているほど屋外避難をしていたことが示された

（p<.01）．モデル 2から 3にかけての変数追加により，
災害スキーマ項目であるハザード域（浸水・土砂災害）

内の居住認知，防災リテラシーの回帰係数が一様に低下

した．この低下が意味するのは，ハザード域内の居住認

知や防災リテラシーは，災害情報の気にかけを経由して，

屋外避難の実行の正の影響をもつということである．最

後にモデル 4 で避難情報・防災気象情報の取得を追加投
入した結果，受け取った情報が多いほど屋外避難行動を

実行していた（p<.01）ことがわかった．モデル 3 から 4
にかけての変数の効果の変化に着目すると，ハザード域

（浸水・土砂災害）内の居住認知，防災リテラシーの回

帰係数がさらに低下したのにくわえ，モデル 3 で投入し
た災害情報への気にかけも影響力が低下していた．この

結果は，災害情報を気にかけることがもつ行動実行への

影響力を，災害情報の取得が媒介していたことを示して 
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いる．つまり，災害情報への気にかけが実際の情報取得

へとつながり，屋外避難の実行が促されていた．以上の

結果により，災害スキーマが情報取得行動を引き起こし

た結果，災害情報が取得され，その結果として屋外避難

行動が実行されるという一連の因果連鎖構造が，本分析

でも確認できたといえる． 
 次に，避難しなかった層と比較した場合の屋内避難層

の特徴について見ていく．モデル 1 では，木造住宅の居
住者（p<.01），2 階居住者（p<.01），3 階以上の居住者
（p<.01）であるほど，屋内避難を実行していた．反対に，
男性（p<.05），高齢者（p<.01）であるほど実行してい
なかった．続いてモデル 2 では，ハザード域（浸水域）
内の居住認知（p<.01），防災リテラシー（p<.01），水
害・土砂災害の被災経験（p<.01）の 3つの要因が，屋内
避難を促していた．一方で，屋外避難を促す要因の 1 つ
であったハザード域（土砂災害）内の居住認知について

は，有意な効果をもたなかった．モデル 3 では，災害情
報への気にかけが，屋内避難を促していた（p<.01）．上
記の屋外避難層の分析と同じく，モデル 2 から 3 にかけ，
災害スキーマ項目であるハザード域（浸水）内の居住認

知，防災リテラシーの回帰係数が低下した．最後のモデ

ル 4 では，避難情報・防災気象情報の取得が屋内避難に
正の効果をもつことが示された（p<.05）．モデル 3から
4 にかけても，屋外避難層の分析と同様に洪水のハザー
ド域内の居住認知，防災リテラシーの回帰係数が低下し

ていた．上記の屋外避難行動の分析と同様，変数の追加

による回帰係数の変化から，災害スキーマがもつ屋内避

難行動の実行に対する効果が災害情報への気にかけおよ

び災害情報の取得によって媒介されることが確認された． 

 
よって，災害スキーマ，災害情報の取得，避難行動の一

連の因果フローが，屋内避難行動についても同じく検証

できたといえる． 
 
４．考察 
 以上の分析結果から，藤本ほか（2019）で示された意
思決定構造，すなわち災害スキーマが起点となり情報取

得行動を引き起こした結果，災害情報が取得され，その

結果として避難行動が実行されるという一連の因果連鎖

構造が，今回分析対象となった 2019 年台風 19 号時の人
的被害発生地域の住民においても当てはまることが検証

された．また，この一連の因果フローは屋外避難だけで

なく，屋内避難にも該当することが明らかになった． 
 以下，この分析結果をうけ，防護意思決定の起点とな

ることが示された災害スキーマに焦点を当て，避難行動

促進のための既存の取り組みの有効性に関する考察をく

わえる．近年数多くの地域で実施されている避難行動支

援の取り組みとして，マイ・タイムラインの作成がある
10)．マイ・タイムラインは，災害の危険が迫った際，

「いつ」「誰が」「何をするのか」について時系列に沿

って整理した行動計画である．行動計画を事前に作成し，

例えば各警戒レベルの情報発令状況に応じて，どのタイ

ミングで何をするのかという行動計画を地区単位，世帯

単位，あるいは個人単位で定めておくことで，災害時の

対応行動の参考となることが目指されている．ここで，

マイ・タイムラインの作成には，防護意思決定の源流で

ある災害スキーマとの関連性を見出すことができる．ス

キーマのなかでも，定型的な行動の連鎖に関する知識は

スクリプトと呼ばれる（林 1986；池田 1986）11)12)．この

    B     SE   OR     B     SE   OR     B     SE   OR     B     SE   OR
男性ダミー .103 .236 1.108 -.002 .253 .998 .165 .258 1.179 .149 .260 1.160

年齢 -.038 .009 0.963 *** -.045 .009 .956 *** -.044 .010 .957 *** -.039 .010 .962 ***
木造住宅ダミー .804 .277 2.234 *** .875 .295 2.399 *** .867 .297 2.380 *** .850 .299 2.339 ***
二階居住ダミー (基準：一階居住) .258 .309 1.295 .208 .333 1.231 .219 .333 1.245 .229 .336 1.258

三階以上居住ダミー (基準：一階居住) -.268 .531 0.765 -.394 .556 .674 -.356 .560 .701 -.442 .568 .643

東北地方ダミー (基準：中部地方) -.020 .221 0.981 .525 .345 1.690 .449 .346 1.567 .399 .352 1.491

関東地方ダミー (基準：中部地方) -.291 .210 0.748 .538 .332 1.713 .436 .332 1.547 .476 .338 1.609

洪水浸水想定区域内の居住認知ダミー 1.808 .257 6.096 *** 1.724 .257 5.605 *** 1.655 .261 5.233 ***
土砂災害区域内(a)の居住認知ダミー .795 .310 2.215 *** .748 .309 2.112 ** .673 .314 1.960 **
内閣府版防災リテラシー .517 .134 1.677 *** .348 .142 1.416 ** .250 .145 1.283 *
本人の水害・土砂災害被災経験 .908 .369 2.479 ** .957 .371 2.604 *** .944 .377 2.570 **

災害情報への気にかけ
（災害情報取得行動）

災害情報・警報への気にかけ .632 .204 1.882 *** .449 .205 1.566 **

災害情報 避難情報・防災気象情報の取得 .520 .131 1.682 ***
切片 -1.599 .523 *** -2.220 .579 *** -2.396 .587 *** -2.640 .600 ***

    B     SE   OR     B     SE   OR     B     SE   OR     B     SE   OR
男性ダミー -.351 .177 .704 ** -.453 .186 .636 ** -.357 .189 .699 * -.356 .189 .700 *
年齢 -.026 .006 .974 *** -.032 .007 .969 *** -.031 .007 .970 *** -.028 .007 .972 ***
木造住宅ダミー .712 .202 2.038 *** .690 .211 1.994 *** .676 .212 1.966 *** .680 .212 1.974 ***
二階居住ダミー (基準：一階居住) 1.832 .428 6.246 *** 1.792 .435 6.002 *** 1.819 .435 6.164 *** 1.823 .435 6.193 ***
三階以上居住ダミー (基準：一階居住) 1.792 .492 6.001 *** 1.708 .502 5.518 *** 1.766 .504 5.850 *** 1.747 .505 5.740 ***
東北地方ダミー (基準：中部地方) -.020 .221 .981 .023 .236 1.023 -.008 .237 .992 -.046 .239 .955

関東地方ダミー (基準：中部地方) -.291 .210 .748 -.048 .223 .953 -.114 .224 .893 -.106 .225 .899

洪水浸水想定区域内の居住認知ダミー 1.273 .202 3.571 *** 1.205 .203 3.337 *** 1.165 .205 3.207 ***
土砂災害区域内(a)の居住認知ダミー .228 .278 1.256 .174 .277 1.190 .134 .279 1.144

内閣府版防災リテラシー .474 .098 1.606 *** .360 .105 1.433 *** .315 .107 1.370 ***
本人の水害・土砂災害被災経験 .909 .289 2.482 *** .942 .291 2.566 *** .943 .292 2.569 ***

災害情報への気にかけ
（災害情報取得行動）

災害情報・警報への気にかけ .360 .125 1.434 *** .290 .127 1.337 **

災害情報 避難情報・防災気象情報の取得 .243 .096 1.275 **
切片 -2.343 .524 *** -2.502 .545 *** -2.612 .548 *** -2.708 .551 ***
Nagelkerke R2

N=1,397

 *** p<.01, ** p<.05, * p<.10, SE：標準誤差, OR：オッズ比
注）従属変数の基準カテゴリは「避難しなかった （普段どおりの生活をつづけた）」
　　(a) ここでは土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域、土砂災害危険箇所を示している

モデル2 モデル4モデル1

基本属性

災害スキーマ

 従属変数：災害に備えて、自宅以外の場所に避難した モデル3

.278

モデル1 モデル2 モデル4

基本属性

災害スキーマ

 従属変数：災害に備えて、自宅の上階等に避難した モデル3

.263.101 .248

表 3 多項ロジスティック回帰分析による避難行動の分析 
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ことを踏まえると，災害時のスクリプトとは，緊急時に

実行する一連の行動が定型化されたものだといえる．こ

のスクリプトの定義に基づけば，マイ・タイムライン作

成の取り組みはまさにスクリプトの形成そのものである．

だとすると，緊急時の行動を時系列に沿って具体的に決

定し，マイ・タイムラインを事前に作成しておくことは，

スクリプトとしてのスキーマを備えることだといえる．

こうしてスキーマが形成されていれば，それを起点とす

る主体的な情報取得行動が後押しされ，結果的に避難行

動を実行することが可能になると考えられる．この意味

で，藤本ほか（2019）や本稿で示された分析結果は，マ
イ・タイムライン作成の取り組みの有効性を裏付けるも

のだと考えられる． 
 
５．結論 
本研究では，風水害時の対応行動に関する先行研究で

明らかにされた情報取得行動とリスク回避行動の実行に

関する一連の因果連鎖構造，すなわち，災害スキーマが

起点となり情報取得行動を引き起こした結果災害情報が

取得され，その結果として避難行動が実行されるという

一連の因果フローの外的妥当性を検証した．内閣府が実

施したウェブ社会調査のデータを用いて分析を行った結

果，この因果連鎖構造は 2019 年台風 19 号時の人的被害
発生地域の住民においても当てはまることが確認され，

さらに屋外避難，屋内避難のどちらの形態の避難行動で

も該当することが明らかになった．最後に，災害スキー

マが防護意志決定の起点となっているという分析結果に

基づき，現在多くの地域で実施されているマイ・タイム

ライン作成の取り組みが，定型化された行動の連鎖に関

する知識としての災害スキーマの形成そのものであるこ

とから，本稿の分析結果がこうした取り組みが有効であ

ることの裏付けとなることを考察した．今後は，マイ・

タイムラインを含め災害スキーマあるいはスクリプトを

形成するような方策をさらに検討していきたい． 
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   Typhoon Hagibis, which hit the eastern Japan area in October 2019, made a great damage on the broad area. 
Although the Tokyo Metropolis did not suffer from any serious floods, hundreds of thousands of people actually went 
to the evacuation centers before the typhoon came. At these centers there seems to have been some troubles regarding 
collaborations between the local government and the neighborhood associations. In this paper, we make some 
interviews with some stakeholders of evacuation centers in Katsushika City. Arranging each episode heard from them 
on a timeline, we discuss the tasks and potential solutions for the troubles. 
 
Keywords : typhoon, evacuation, interview survey, local government, neighborhood association 
 

 
１．はじめに 
 2019 年（令和元年）10 月に発生した台風 19 号は，東

北・関東甲信越地方を中心とした広い範囲に河川氾濫や

土砂災害等による甚大な被害をもたらした．気象庁は，

この台風を「令和元年東日本台風」と命名した． 
 本台風の接近前には，行政やマスメディアによる大規

模な避難の呼びかけが行われた．東京都区部でも東部の

低地帯を中心に大規模な避難の呼びかけが行われ，実際

に多くの住民が避難行動を実施した．荒川や江戸川，中

川といった大河川に囲まれる葛飾区においては，117 の

施設が避難所として開放され，19,823 人が避難をした 1)．

これは東京都内の自治体では江戸川区・足立区に次いで

3 番目に多い数字であった 2)． 
 大規模な事前避難が行われた一方で，課題も浮き彫り

となった．葛飾区を含む多くの自治体の地域防災計画 3)

において，避難所は自治体が開設し，行政職員と施設管

理者（学校）および自治組織（町会）が連携して運営す

ることとされている．公的な情報を持つ行政職員と避難

所施設の状況を熟知する施設管理者，地域住民の状況を

熟知する町会関係者らが適切な連携を取ることは，円滑

な避難所運営の実施において不可欠であろう． 
 しかし，実際に避難所の運営にあたった葛飾区内の町

会長からは，避難所開設の際に区からの連絡がなく，連

携不足による初動の遅れを嘆く声が聞かれた．  
 今回の台風では葛飾区において大きな浸水による被害

等は発生しなかったが，今後起こりうる大雨災害に向け

て，今回の事例で顕在化した避難所運営における課題を

整理し，改善につなげることは重要であろう． 
 そこで筆者らは，葛飾区において避難所の運営に関わ

った町会役員・行政職員・学校関係者，および区の防災

担当者に，当時の避難所運営状況および相互連携の実態

に関するヒアリング調査を実施している．本稿では 2020
年 4 月までに行われたヒアリング調査の結果を時系列で

整理して当時の避難所運営の実態を可視化するとともに，

今後の改善に向けた課題点の抽出を行う． 
 
２．調査の概要 
 ヒアリング調査は，2020 年 3 月から 4 月にかけて，訪

問またはオンライン通話にて行った（表 1）． 

 

日程 時刻 ヒアリング対象者 

3/5 (木) 16:00～ 葛飾区役所 危機管理課 A 氏 

3/10 (火) 

10:00～ X 町会長 B 氏，役員 C 氏， 
X 町会事務員 D 氏 

13:00～ P 小学校校長 E 氏 

14:00～ Y 町会長 F 氏 
（M 地区連合町会長） 

3/18 (水) 10:30～ Z 町会長 G氏，役員 H 氏， 
Z 町会事務員 I 氏 

3/23 (月) 11:00～ M 地区センター長 J 氏 
4/21 (火) 10:00～ P 小学校避難所指定職員 K 氏 

表 1  ヒアリング調査の実施日時および対象者 
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(1) 調査内容 
 東日本台風時の葛飾区の避難所運営の全体像を明らか

にすべく，地域防災計画において避難所の運営主体と位

置付けられ，実際に東日本台風当時に防災活動に関与し

た行政職員・施設管理者・町会関係者のそれぞれに対し

て個別にヒアリング調査を実施した． 
 調査においては，東日本台風が関東地方に接近した

2019 年 10 月 11 日（金）から 13 日（日）にかけての

各々の行動を，周囲の状況とともに時系列にしたがって

逐一尋ねるものとした． 
(2) 調査の対象者および対象地区 
 ヒアリングは，行政職員 3 名，施設管理者 1 名，町会

関係者 7 名の計 11 名を対象に実施した．対象地区は，葛

飾区内の 19 の地区のうちの 1 つである M 地区とし，地

区内の 8 町会のうち X, Y, Z の 3 つの町会の関係者に聞き

取りを依頼した．また施設管理者として，X, Y 町会が運

営にあたる避難所である P 小学校の校長への聞き取りも

行った．行政職員については，区役所危機管理課職員 1
名，M 地区の地区センター長 1 名，および区から P 小学

校に派遣された避難所指定職員 i) 1 名を対象とした． 
 これらの地区，町会および避難所の相互関係について

は 図 1 を参照されたい ii)． 
 

N地区

O地区

Q中学校

R小学校
〇〇学校

P小学校

M地区 X町会

Y町会

Z町会

△△学校

○町会

○町会

○町会

○町会

○町会○町会

地区境界
町会境界
避難者の動き
避難所   

 
(3) 調査の実施方法 
 今回の調査は台風の襲来から 5～6 か月後に行われたも

のであり，ヒアリング対象者の記憶がやや薄れてきてい

る可能性があった．また，個人の体験について事後的に

ヒアリング調査を行う場合，その人物の語りには少なか

らず誇張あるいは脚色といった主観が入り，時として事

実を見誤るおそれがある．そこで今回のヒアリングでは，

可能な限り客観的な事実関係を把握するために次のよう

な工夫を行った． 
・ヒアリングはできるだけ個別に独立して行うことによ

り，他者との記憶の混合を防止した． 
・それまでの聞き取りによって他者から語られた内容に

ついては，調査者側から開示することはせず，両者の発

言に矛盾が生じた場合にのみ，事実関係の確認を行うも

のとした． 
・あらかじめ区の避難情報等の発表記録やメディアによ

る報道など，客観的に日時が把握可能な出来事を時系列

に整理した表を印刷し，それを元に聞き取りを行った． 
・新たなエピソードが語られる度に，逐一「それは何時

ごろか？」という絶対的時間軸と，「その時何があった

か，誰がいたか？」という相対的時間軸の双方において，

そのエピソードが生じたタイミングを尋ねた． 
・絶対的時間軸で整理した結果，他者の語りと矛盾が生

じた場合，相対的時間軸による前後関係を元に時刻の補

正を行った． 
 
３．調査の結果 
 聞き取った内容のうち，重要なものを時系列で整理し

て記す．なお，10 月 12 日の午後以降は避難所ごとに分

けて整理する．また，区本部 iii) の対応については，危機

管理課職員 A 氏から聞き取った内容のほか，葛飾区議会

議事録 1) 4) による危機管理担当職員の発言から明らかに

なった内容も含んでいる． 
(1) 10 月 11 日 
 午前 10 時，区役所は配備検討会議体制となる．午前

11 時，翌日に区内 27 か所の避難所を開けることを決定． 
 午後になって国土交通省から区に河川氾濫の危険性に

ついての連絡を受ける．午後 4 時，区役所の配備検討会

議で，翌日午前に区内全小中学校を避難所として開くこ

とを決定． 
 同じ頃，M 地区センター長 J 氏，区役所地域振興課よ

り一部の避難所が翌日開くと連絡を受け，地区内の各町

会長（F 氏，G 氏など）に FAX で伝達．この際，地区内

の小中学校および M 地区センターは開放される避難所と

して挙がっていなかった．この直後，近くの避難所が開

かないことを不安に思った G 氏が J 氏に地区センターを

避難所にしてほしいと依頼するが，断られる．G 氏は，

町会内の民生委員に要配慮者への声掛けを指示．また，

P 小学校長 E 氏に，翌日一部の学校が避難所に指定され

た旨連絡が届くが，ここに P 小学校は含まれなかった． 
 午後 6 時前，本部より各小中学校の避難所指定職員に，

翌日 8 時半に避難所を開設するように指示が出る． M 地

区センター長 J 氏は自宅待機を指示され，帰宅．J 氏には

翌日も出勤命令はなく，終日自宅にいたという． 
 区役所では職員らでローテーションを組み，生活安全

課職員が泊まり込んで情報収集にあたる． 
(2) 10 月 12 日 午前 
 早朝，生活安全課から危機管理課が業務を引き継ぐ．

朝から住民による電話での問い合わせが相次ぎ，対応に

追われる． 
 午前 8 時半より，各小中学校の避難所指定職員が順次

小中学校を開錠する．P 小学校には K 氏ら 4 名が参集し

たが，マスターキーの操作が分からず，駆けつけた警備

会社の方によって 9 時までに開錠した． 
 午前 10 時，Y 町会長 F 氏が P 小学校に様子を見に訪れ

たところ，K 氏ら指定職員がおり，避難所開設の準備を

していた．まだ避難者はおらず，何かあれば連絡するよ

うに伝えて帰宅した．（しかし実は指定職員らは F 氏ら

の連絡先を知らなかった．）Z 町会長 G 氏が，F 氏に状

況を確認．F 氏は P 小学校が避難所になっているようだ

と伝える．G 氏は近隣の東京都施設や Q 中学校を訪問す

るが，避難所になっておらず，帰宅した． 
 午前 10 時半，校長 E 氏が P 小学校に到着．避難所と

なっていることを知り驚く．指定職員とともに開設準備

にあたる．このあと最初の避難者が来る． 
 午前 11 時，区から避難準備情報が発表される．区は災

害対策本部体制へ．防災無線や緊急速報メール等で住民

に伝わり，続々と P 小学校へ避難者が来る．11 時 15 分

ごろ，X 町会 C 氏が P 小学校に到着．避難者がすでに多

数いる旨，F 氏に伝達．その直後 X 町会長 B 氏が F 氏に

電話をし，P 小学校が避難所になっていることを聞く．B
氏は町会の本部がある町会会館へ． 

図 1  ヒアリング対象地区・町会・避難所の相互関係 
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(3) 10 月 12 日 午後～13 日：P 小学校 
 午後 1 時ごろ， F 氏が再び P 小学校へ．C 氏も他の町

会役員に招集をかける．また，校長 E 氏から連絡を受け

た P 小学校副校長が到着． 
 午後 2 時ごろ，P 小学校では毛布を配布．指示系統が

一本ではなかったため制御がきかず，必要な方だけに届

けることができなかった． 
 午後 3 時半ごろ，F 氏が各町会の役員に午後 6 時再集

合を指示し一旦解散．各自家庭の備えを行う．その最中，

午後 4 時 10 分に区内一部地域に避難勧告が発表される

（M 地区は非対象）．F 氏，1 階の体育館から 2 階以上の

教室へ避難者を移動する指示．C 氏や E 校長らとともに

誘導にあたるが，役員が解散中のため人手が不足した． 
 午後 6 時，P 小学校では指定職員，校長，町会役員ら

が再集合し，打ち合わせを行う．各町会 2-3 名の当番制

で見回りをすることや，校長が 1 時間おきに台風や水位

の情報を校内放送で流すことなどを決定． 
 このあと，備蓄の水を配布したが，水道が止まった時

に使う分だとの指摘を受け中止した．食事の提供はなし． 
 午後 9 時過ぎ，風雨はピークとなる．窓枠から雨が吹

き込む．学校の桜の木が折れる．午後 10 時に消灯するが，

午後 11 時ごろから帰宅する人が出始める． 
 翌日午前 7 時ごろにはすべての避難者が帰宅．町会役

員は 8 時半ごろに撤収した．校長は 9 時過ぎに帰宅．指

定職員は，まだ河川の水位が高かったため待機．9 時半

ごろ，荒川が北区の岩淵水門にて最高水位を記録した． 
 昼頃，指定職員も解散した．この際，学校の施錠の仕

方が分からず，E 校長に再び来てもらった． 
(4) 10 月 12 日 午後～13 日：Q 中学校 
 午後 3 時ごろ，Z 町会 H 氏が消防団から Q 中学校避難

所の人手が足りないと連絡を受ける．このとき避難所開

設を初めて知り，すぐに G 氏に連絡，ともに Q 中学校へ

向かう．Q 中学校にはすでに 80 名程度の避難者がおり，

体育館から校舎の 3・4 階の教室に移動中であった．指定

職員は 4 名いて受付をしていた． 
 午後 7 時ごろ，指定職員の判断で炊き出しを行った． 
 夜中に帰る人が増え，翌朝 8 時過ぎに全員が帰宅．9
時過ぎに役員も解散した． 
(5) 10 月 12 日午後：R 小学校 
 Z 町会 I 氏，午前中にケーブルテレビで遠くの小学校

や地区センターのみが避難所になっていると聞く．昼頃

には P 小学校避難所が開いたとの情報．近所の人と，も

し逃げるなら P 小学校だね，と話していた． 
 その後，全小中学校が開いたと聞き，午後 1 時ごろに

最寄りの R 小学校へ．受付を済ませ，2 階の体育館へ．

このときは人がまばらだったが，すぐに足の踏み場がな

いほどの混雑となった．他地区の消防団の方が毛布を配

布していた．自分の所属する Z 町会の役員は来なかった． 
 夕方にはほとんどの避難者が来た．炊き出しは行わず，

水とビスケットが配布された． 
(6) 時系列によらない付随情報 
 今回の聞き取りに付随して得た，時系列によらない情

報のうち重要なものについて，ここでまとめて記す． 
・区役所では避難勧告が出た時点で全職員が参集するこ

とになっているが，鉄道の計画運休により出勤できない

職員が多数いた． 
・指定職員のもとには，避難所開設以外の指示がなかっ

た．避難所から本部に問い合わせても，なかなか返事が

来なかった．町会の方の連絡先も聞いておらず，全て自

分たちでやらなければならないと思っていた．避難所運

営訓練に参加したこともなかった．  
・地区センターにも指定職員が 2 名派遣されることにな

っているが，今回はセンター長も含めて出勤命令が出な

かったため，一切の機能が置かれなかった． 
・地区センター長 J 氏は地区内の各町会長の携帯電話番

号を知っており，普段からやり取りをしている．区本部

には町会長の自宅電話番号しか伝わっていない． 
・地区センター長は各避難所の運営訓練に呼ばれない．

避難所組織図には入っているが，役割が明確でない． 
・区から校長 E 氏への避難所開設の連絡はなかった．E
氏はたまたま出勤して開設を知ったが，他の多くの学校

の校長は，週明けに開設の事実を知ったのではないか． 
・P 小学校は X, Y 町会を含む 3 町会の避難所になってい

るが，毎年 1 回懇親会を開いているため，町会間の連携

はうまくいった． 
・Z 町会の避難所は Q 中学校と R 小学校の 2 か所が指定

されている．R 中学校は別の地区の町会と共用であり，

普段から連携は行われておらず，訓練もしていなかった． 
 
４．考察 
 3 章にまとめた聞き取り内容を元に，P 小学校における

事例を中心に当時の避難所運営体制に関する考察を行う． 
(1) 問題点の整理と発生要因の分析 
 まず，今回の台風において区本部および M 地区の各避

難所において発生していた問題点を整理し，その問題の

発生に繋がった要因について分析を行う． 
 問題点の抽出は，1 章に述べた行政・学校・町会の三

者の連携の重要性を念頭に，特に次の点に着目して行っ

た． 
・区本部から現場（町会・学校長・指定職員）への指示

や情報の伝達状況 
・現場における組織的な運営体制の確立状況（責任者の

明確化，指揮命令系統の一本化） 
① 避難所開設に関する情報の錯綜 

 区による避難所開設は，11 日午前の「27 か所のみを開

設」と夕方の「全小中学校に開設」の 2 段階に分けて決

定したが，前者の情報のみが町会や学校長へ伝わり，12
日の昼頃まで流れ続けていた．これが次に述べる初動体

制の確立の遅れに繋がった． 
② 避難所の運営初動体制の確立の遅れ 

 M 地区においては，12 日午前の段階で指定職員により

各小中学校が避難所として開設されたが，町会や学校長

への連絡が行き届かず，実際に町会役員が運営に加わっ

たのは昼前～夕方になった．その結果，初動で組織的な

連携が構築できず，責任者が不明確になったことから物

資の配布等に混乱が生じた． 
 P 小学校においては，12 日の午前 10 時に F 氏が訪れる

など，何度か早期連携のチャンスはあったが，その時点

で避難者が誰もいなかったことや，指定職員が区本部か

ら町会との連携について指示を受けていなかったことも

あり，機会を逃している． 
 このことについて区職員と町会役員は，「まさかこん

なに避難者が来るとは思っていなかった」と口を揃えた．

従来の水害避難事例の報告においては，住民の楽観視に

より避難率が低いことが問題としてしばしば挙げられて

いるが，今回はメディアの報道や直近の台風 15 号（令和

元年房総半島台風）の経験等により，むしろ住民側の意

識が避難所運営者側の想定を上回った結果生じた事態で

あると考えることもできよう iv)． 
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③ 区本部の体制の脆弱性 

 区本部では住民からの電話対応に追われ，鉄道の計画

運休に伴う人員の不足も相俟って，町会や施設管理者へ

の必要な連絡が滞った．現場の指定職員の質問への回答

や情報提供も疎かになり，現場の混乱に拍車をかけた．

鉄道の計画運休は 11 日午前には発表されており，これを

考慮した対応が必要であった． 
(2) 体制の見直しによる問題の解決策の検討 
 つぎに，平時からの避難所運営組織の体制の見直しに

よる，これらの問題の解決可能性について考察する． 
① 行政と住民の連携 
・避難所運営組織体制の見直し 
 図 2 は，Z 町会から提供を受けた Q 中学校の避難所運

営会議組織図である．避難所長である学校長は区から連

絡を受けることになっているが，実際には 11 日午前に避

難所指定された学校を除いて連絡は行われていなかった．

また，区本部の情報は地区センター長を通じて避難所運

営本部長たる町会長に伝わるはずであるが，11 日の夕方

に一度やり取りがあったのみで，台風が接近した 12 日に

はセンター長は出勤の指示も受けていなかった．さらに，

自主運営組織の末端の各部門には町会役員が割り当てら

れているが，実際は高齢であったり出勤の必要があるた

めに参集できない人も多かったという． 
 このように形骸化した組織を見直し，実際に機能しう

る体制を定期的に検討しておくことが望まれる． 
・町会間・地区間の連携 

 図 1 に示したように，避難所の圏域は町会のみならず

地区をも跨いで設定されている．これは，そもそも各学

校の通学区域が地区を跨いで設定されていることと関係

するものと思われる．同地区の町会同士は連合町会等で

顔を合わせる機会があるが，他地区の町会役員とは面識

がない場合が多い．G 氏によれば，これがネックになり

3 地区を跨ぐ R 小学校では避難所運営訓練自体が実施さ

れていないとのことだった．避難所圏域の見直しが困難

であるとするならば，区が仲立ちをすること等により，

避難所運営訓練等の顔合わせの機会を定期的に設け，連

携体制の構築を支援する必要があるのではないか． 
② 行政内部の連携 
・避難所への情報伝達を担う職員の配置 
 区本部と指定職員の間の情報のやり取りは、ビジネス

チャットサービスの「LINE WORKS」を用いて行われて

いたが，全避難所の職員が 1 つのグループに入っていた

ため，各避難所からの情報や質問が殺到し，情報の把握

が困難になっていたという．また本部側の人員不足によ

り，逐次の情報提供が行われていなかった． 
 これは，例えば区本部側に各避難所からの情報を吸い

上げ，取りまとめて発信する役割を担う専属の職員を配

置することにより解決しうると考えられる． 
・地区センターおよび指定職員の役割の明確化 
 区本部と町会の橋渡し役は，組織図上は地区センター

長が専ら担うことになっているが，実際には指定職員が

派遣され対応していた．区役所危機管理課の A 氏による

と，指定職員の制度は 2011 年の東日本大震災を受けて作

られたものである．Z 町会 G 氏の話を聞くに，避難所運

営会議組織図は震災以前から同様の書式を使用し続けて

いると考えられる．指定職員を新たに組織図上に位置づ

けることも検討の余地がある． 
 また，指定職員が各町会長や学校長の連絡先を把握し

ておくことや，年に一度の避難所運営訓練に参加して顔

を合わせておくことが有効だろう． 

 
５．おわりに 
 本稿においては，水害時の避難所運営における課題点

を，実際の経験を聞き取ることにより抽出した．その結

果，要所での行政・学校・町会の三者間の連携不足が，

円滑な運営を妨げていた状況が明らかとなった． 
 また，従来は水害が予想される場合にいかに多くの人

に事前避難を実行してもらうかが課題であったが，西日

本豪雨や房総半島台風，東日本台風等の経験を踏まえ，

むしろ避難を望む住民に対し，運営側がいかに対応する

体制を構築するかという新しい課題が生まれつつある． 
 地球規模で気候が変わりゆく中，実際に河川氾濫や浸

水に直面する前に，今回の経験を生かした組織的な改善

を，平時から進めていくことが求められる．  
 
補注 
i) 葛飾区では，各避難所の近隣に居住する職員を数名，避難所

指定職員として割り当てており，災害時には避難所に派遣して

避難所の開設や初期の運営を行うことになっている．指定職員

の本務は区役所の職員をはじめ，区立小学校の用務主事，区立

保育園のスタッフなどさまざまである． 
ii) ただし，この図は模式的なものであり，実際の地理的関係を

正確に表したものではない．また，今回の調査の対象となって

いない町会や避難所は一部図から省略している． 

iii) 葛飾区役所庁舎には，10 月 11 日の午前に区長・副区長・全

部長らによる配備検討会議が設置され，その後 12 日午前には災

害対策本部に格上げされている．また，それらの組織の下で，

危機管理担当職員らが情報収集等の実務にあたっていた．本稿

ではこれらを総称して「区本部」と呼ぶものとする． 
iv) この点については，避難した住民側への調査等によるさらな

る検討が必要である． 
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図 2 Q 中学校避難所運営会議組織図 

災害対策本部長
葛飾区長

災害対策拠点長
地区センター長

避難所長
学校長

避難所運営本部長
町会長

避難所運営副本部長
町会長，町会役員

総務部 物資部 救護部 衛生部 施設部 警備部
部
長
副
部
長

町会役員

副所長
副校長

- 48 -



 
 

  

 
 

障がい者、高齢者の早期避難についての実践事例 
―長野県佐久穂町立老人介護施設さやかの事例― 

 Case Study about Early Stage Evacuation of Persons with Disabilities  
and Sinior Citizen at Sakuho, Nagano 

 
湯井恵美子

1
，澤田雅浩

2 

Emiko NUKUI1 and Masahiro SAWADA2 
 
1 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科博士後期課程 
     Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 
2 兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 
     Graduate School of Disaster Resilience and Governance, University of Hyogo 
 
 The mechanism to support evacutation of a senior citizen and a person with disabilities has been provided, however, 
they tend to occupy much percentage in the dead at  recent typhoon and flood damages. In spite of the huge damage by 
the great typhoon, at Sakuho, small town in Nagano, they established the welfare shelter early and supported people 
with considerations by official cars without victim. It iwas to interview the persons concerned, so that some factors and 
relations which could manage evacuation behavior and welfare shelter early were distilled. 
 
   Keywords : disabilities, senior citizen, welfare shelter, early evacuation behavior 

 
 
１．はじめに 
 2013年の災害対策基本法の一部改正において、新たに

避難行動要支援者名簿（以下、支援者名簿という）の作

成、支援者名簿情報の避難支援等関係者等への提供等の

規定が設けられたことを受け、市町村において策定され

る地域防災計画の中で災害時要援護者支援制度は全体計

画として位置づけられることとなった。また、事前に支

援名簿を作成し、支援名簿掲載者個々の事情に沿った個

別計画を策定することとなり、その事務に係る取組方法

が示された。しかし行政の制度としては整えられつつあ

るにもかかわらず、制度整備後のいずれの災害において

地震や風水害による直接被害のみならず、災害被災後の

避難生活において多くの高齢者、障がい者が犠牲となっ

ている。 

 2018年7月豪雨災害での死亡者における65歳以上の割合

をみると全体の59％を占めている。近年になるほど人口

構成比中の高齢者率は上がっており、犠牲者の高齢者率

も高くなる傾向が見られる（牛山ら 2019）1)。また、

2019年台風19号（以下、台風19号）での死亡者の内65歳

以上の占める割合は65％にのぼり、更に自宅での死亡者

の79％を占めている。内閣府による台風19号等による災

害からの避難に関するワーキンググループの報告2)の中

で、日本障害フォーラム（JDF）による当事者団体に対す

るアンケート結果が示されているが、避難や避難支援等

でうまくいかなかった事例として「避難勧告から避難指

示、特別警報が発令された中、当法人の利用者（障害当

事者）は一切避難出来なかった。避難所に障害者の姿を

見る事はなかった。実際、自力で避難出来ない人は、自

宅から出る事は出来ず、自宅が全壊したらそのまま死を

選択するしかないとない事を痛感する事となった」とあ

り、災害時に高齢者、障がい者のいのちを守り繋ぐため

の実効性の高い体制作りは喫緊の課題であることは明ら

かである。 

 本稿では、台風19号における災害対応について、甚大

な被害を受けたにもかかわらず、一人の犠牲者もなく、

避難行動要支援者の避難も完了することができていた長

野県佐久穂町において、健康福祉課長、町立老人介護施

設事務長、及び町立病院の師長に対するヒアリング調査

をもとに、大規模水害発生時に高齢者、障がい者の安全

な避難行動を支援するための福祉避難所の運営と災害時

要援護者の避難行動の関係性について整理し、個々の事

情に沿った災害時要援護者支援のあり方について検討す

る。 

 

２．ヒアリング調査について 
 佐久穂町の健康福祉課長（以下、課長）及び町立老人
介護施設事務長（以下、事務長）、町立千曲病院師長

（以下、師長）へのヒアリングは以下の日程で行った。 

 ヒアリングで聞き取る項目については小項目は設定せ

ず、10月12日、13日の対応を中心に、老人介護施設さや

かにおける福祉避難所の開設と運営について聞き取りを

行った。本文中の引用については文末に括弧書きで発言

者を示す。 

 

表１ ヒアリング調査概要 

 
 
３．佐久穂町の台風19号対応について 
(1)佐久穂町について 
 佐久穂町は長野県の東部に位置し、2町4村からなる南

佐久郡に属している。人口は10,898人（4,287世帯）で、

老人介護施設さやか 健康福祉課 千曲病院
事務長 課長 師長
11月30日 12月27日 12月27日
12時～13時 13時～14時45分 15時～16時

対象者

日時

場所
老人介護施設さやか
会議室

佐久穂町役場
会議室

千曲病院
師長室
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日本で初めてのイエナプランスクール認定校である大日

向小学校が開設されたこともあり、2017年より人口が微

増している。これはコミュニティの再生を町の総合戦略

のキーワードとし、若者の移住定住、空き家対策として

個別のホームページを運営し、空き家のあっせんを行っ

ていることの効果である。地理的には南北に千曲川、東

西に抜井川が流れており、町の東端は群馬県と接してい

る。町では1999年8月に期間雨量245mmを記録した大雨で

町民1人が犠牲となった豪雨災害を「平成11年のお盆の大

水害」と称し、町の大災害と位置づけている。ちょうど

台風19号直前の2019年8月の広報さくほ3)では、地震災害

と並び、水害時の身の守り方、避難行動の目安などの特

集記事を掲載し、災害に対する意識付けを行っていた。 

 

(2)台風19号への対応と被災状況ついて 
 2019年10月12日午後7時ごろに上陸した台風19号は、上

陸の2日前より雨が降り始め、1都12県で大雨特別警報が

発令された。広域で記録的な大雨となり、全国の391市町

村に対し災害救助法が適用され、これまでにない広域か

つ甚大な被害となった。 

 長野県の千曲川上流域では12日午前中には大雨警報、

洪水警報、暴風警報が発令され、15時30分には長野県に

おいて警戒・災害対策本部会議が開催された。長野県佐

久穂町においてもこれらの大雨洪水暴風警報は12日午前

中から順次発令されていた。13時5分に土砂災害警戒情報

が発令され、13時51分に千曲川支流の抜井川上流にある

大日向地区に避難勧告、14時30分に町内全域に避難準

備・高齢者等避難開始が発令された。佐久穂町は12日午

前9時20分には災害対策本部を設置しており、15時現在福

祉避難所1カ所を含む4カ所の避難所を開設していた。大

雨による抜井川の氾濫、土砂災害等により、全壊12棟

（17人）、半壊52棟（127人）、一部損壊5棟（12人）、

床下浸水72棟（172人）、町全体の住家被害は14棟（328

人）に及んだ（長野県災害対策本部資料より抜粋）4)。

以下に、佐久穂町の台風19号対応について一覧で示す。 

 

表2 佐久穂町の災害対応 

 
 

 

(3)災害時避難行動要支援対策について 

 災害時避難行動要支援制度に関しては、佐久穂町地域

防災計画に全体計画として位置づけられている。また、

災害時避難行動要支援者名簿は既に作成されており、毎

年1回の更新が行われていた。名簿記載者は全町で約850

名である。台風19号では町の北東部の被害が甚大であっ

たが、人口は比較的少ない地域で、災害時要支援名簿掲

載者のうち、避難対象者は実際には40人くらいの想定と

なった（課長による）。 

 災害時避難行動要支援制度を管轄するのは健康福祉課

で、健康づくり係、保健係、福祉係、高齢者係の4つの係

と地域包括支援センターで構成されている。避難勧告が

早期に発令された大日向及び余地地域のどこに誰がいる

という情報は、保健師と地域包括支援センター、福祉係、

民生委員が情報共有していた。この4者が地域別の課題を

知っていた（課長による）。 

 名簿掲載者は対象者の状態に応じてABCの3つのランク

に分け対応を区別している。Aランクは声がけのみで自力

で避難行動が行える人、Bランクは対象者の手を引いて自

力で歩くことが可能で一緒に避難ができる人、Cランクは

自力での避難行動ができず背負って避難が必要な人であ

る。しかしながら個別計画については一部策定を始めて

いるものの、対象者数の多い高齢者については手付かず

のまま（課長による）であり、情報の把握はできていた

が、誰が誰の避難を支援するかの計画は立てられていな

かった。 

 個別計画の完成率は2019年度の総務省消防庁の調査に

よると、全国で個別計画策定を完了した市町村は全国平

均で13.7％であり、長野県77市町村においては、全部作

成が11で完了率は14.3％と全国平均をわずかに上回って

いるものの、一部作成が8、未作成が45と、未作成の市町

村の割合は58％にも上る。佐久穂町の名簿作成状況につ

いて表3で示す。 

 

表3 令和元年災害時避難行動要支援者名簿（佐久穂町） 

 
  

 佐久穂町では、2018年度までに消防団による「災害時

住民支え合いマップ」が作成され、高齢者や障がい者の

把握、迅速な避難行動について準備を進められていた

（広報さくほNo.158より抜粋）。このマップは全消防団

と区長会58区、一部の地区では民生委員も入って共同で

作られており、地区のどこに声がけの必要な人がいるか

など消防団の中では情報共有されていた。町では個人情

報保護の観点で名簿掲載者の情報を地域に開示できない

状況にあったため、健康福祉課では個別計画策定が進ま

ないでいた状況であったが、地域の区長と役員、消防団

を中心に作成されたマップは、あくまでも消防団と地区

の役員が知っている範囲による情報の中でまとめられて

おり、今回の災害対応では大日向や余地地区では機能し

た（課長より）。 

 

日付 時間
7:40 暴風警報（長野全域）大雨警報（佐久地域）
9:00 第二次警戒発令、福祉避難所開設指示
9:03 洪水警報（佐久地域）
9:20 災害警戒本部設置
9:40 避難所開設の決定、順次避難所へ職員の派遣
10:00 防災行政無線で避難所開設を広報
13:05 土砂災害警戒情報
13:51 避難勧告発令：大日向地区（281世帯、681人）
14:30 避難準備情報発令（大日向地区を除く）：4,051

世帯、10,344人）
15:00 災害対策本部設置
15:10 洪水予報（レベル4相当）千曲川：佐久市塩名

田、上田市上田
15:25 洪水予報発表（千曲川）
15:30 大雨特別警報発令（長野県）
16:41 避難指示発令：余地地区

避難指示：千曲川沿線の地域
千曲病院：停電中自家発電対応中
その他施設：被害報告なし

19:10 余地ダム：越流開始
19:15 避難指示：余地川沿線の地域
19:34 避難指示：抜井川沿線の地域
21:30 大日向地区に停電による断水（281戸、681人）
23:05 余地地区に停電による断水（135戸、363人）

13日 2:35 畑ケ中区　断水（1戸）

佐久穂町の対応 消防団の対応

58区全区における状況
調査とフェイスブックに
よる情報共有

58区全戸への避難呼び
かけ、避難所への同伴、

車での輸送

日時

12日

17:40

名簿作成状況 作成済み
名簿更新状況 1年1回更新

名簿掲載者の範囲
介護認定者・身体障がい者、・知的障がい者・精神
障がい者・自治会等が支援の支援の必要を認めた者

避難支援等関係者
消防本部、消防署等・消防団・県警察・民生委員・
自主防災組織・社会福祉協議会

名簿掲載者数
715人（内、平常時から避難支援等関係者に情報提
供している者の数： 0人）

個別計画作成状況 一部作成済
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(4)佐久穂町消防団の対応について 

 台風19号上陸前の12日午前より、町内を流れる抜井川

周辺地域を中心に、消防団による警戒が行われた。現場

の写真と文字情報を女性消防団がSNS（フェイスブック）

で発信し、隊員同士および広く情報共有がなされている。

どんどん情報を発信してくれていたので、町の情報発信

より多く見ていたのではないか、これは大変なことだと

いう町民の認識のために貢献できたと思う（課長より）

とあり、町と消防団の連携の良さが推察される。 

 警戒レベル３の発令後、消防団による全町全戸に対し

安否確認及び避難の呼びかけが行われた。特に土砂災害

警戒情報（12日13時5分発令）が出された大日向地区では、

避難を渋る高齢者に対し警察駐在員と共に粘り強く避難

の説得が行われ、避難支援が行われた。避難所において

は投光器による照明の支援を行っていた（広報さくほ155

号）。 

 また、消防団が中心となり作成された災害時住民支え

合いマップにより、各世帯の住民がどのような避難をす

るのかといった情報が消防団員に把握されており、高齢

者などの要配慮者との同伴避難や車での輸送を主体的に

やってくれたことは今回非常に画期的だった（課長よ

り）。災害発生後の13日以降は、町内の被災個所の確認

のために巡回し、各団ではチームを組んで、土砂や浸水

で泥をかぶった家屋の泥出し、家具の片付けなどを地域

ごとに行っている。これは、町の社会福祉協議会により

開設運営された災害ボランティアセンターとは別の被災

者支援として、発災直後から行われていた活動である。 

 

(5)町立老人介護施設における福祉避難所の開設 

 12日9時20分に町に災害対策本部が立ち上がると、健康

福祉課より町立老人介護施設さやか（以下、さやか）に

対し、福祉避難所開設が指示された。さやかは介護が必

要な高齢者の入所及び通所施設であり、佐久穂町地域防

災計画に沿って町と福祉避難所の協定は結んでいたが、

福祉避難所開設運営訓練は行ったことがなかった（事務

長より）。同施設に長く務め、高齢、障がい共に介護職

の経験がある事務長が実行者として福祉避難所の開設運

営に当たっている。 

 健康福祉課では以前から福祉係や保健師より、一般避

難所に入所が困難な配慮を要する被災者は、最初から福

祉避難所に連れていかなければならないとの指摘を受け、

そのように認識していた。12日当日は災害規模が大きく

なり、これは絶対に避難者の中に対象者がいるはずなの

で、福祉避難所を開設することになる（課長より）との

認識を持ち、災害警戒本部設置後、速やかに決定された

指定避難所開設と同じタイミングで、さやかに対し福祉

避難所開設準備が依頼された。 

 さやかでは、町に第二次警戒態勢が発令されると福祉

避難所の開設準備に入ることになっていた（事務長よ

り）。しかし、指示に従い避難者の受け入れ準備を行っ

ており、レベル3以前の第二警戒態勢で高齢者、障がい者

が避難してきた際の受け皿を災害発生前に作ったことと

なる。 

 その後、健康福祉課では大日向地区を中心に、要援護

者名簿に掲載され被災予想地域に該当し避難支援が必要

であることがすでに分かっていた方、ケアマネージャー

から搬送依頼が来た方、認知症高齢者や寝たきりで動け

ない、又は車イスなので家族では自宅から避難所まで連

れていけない方、と大きく3通りの要援護者避難支援の必

要性を認識していた。そこで健康福祉課からさやかに対

し、福祉避難所受入れ要請と同時に大日向地区へ避難者

を迎えに行くよう指示がなされた。当該避難者は認知症

高齢者と障がい者の親子であり、自力での避難が困難で

あることから公用車での送迎を行った。 

 さやかでは福祉避難所としてデイサービスのフロアを

利用することを想定しており、そこに通所リハビリ（デ

イサービス）用ベッド25床を用意した。途中、4時間ほど

停電となり、非常用電源が作動したものの、供給先が各

フロアの勤務室、スプリンクラーと水道供給ポンプのみ

で、居室の明かりや調理室の電源は使用不可となった。 

 さやかには隣接して社会福祉協議会の建物があり、一

般避難者の災害避難所と指定されていたが、個室やベッ

ド対応に配慮が必要な避難者が午後になってさやかの福

祉避難所へ移送された。さやかでは12日は土曜日であっ

たため通所の利用者がなく、通常はデイサービスに使用

している25床のベッド全てを福祉避難者用に使用するこ

とができた。最終的には福祉避難として36人を受入れ17

日まで6日間の福祉避難所運営を行った。 

 

(6)町立千曲病院での避難所対応について 

 さやかの事務長は12日当日に健康福祉課より6回の輸送

依頼を受けている。最初の輸送はさやかへの福祉避難者

だったが、後の5回は高齢者、障がい者などの内、医療的

にケアが必要な人の居宅から町立千曲病院への輸送であ

った。さやかの公用車にストレッチャーは装備されてい

なかったが、避難者のリクライニング車いすをフラット

にすることで輸送を行った。千曲病院では町の災害対策

本部の指示で12日12時より師長に対し避難所対応のため

の待機と避難所開設準備が要請されているが、在宅酸素

や吸引の患者は停電で困ると予想（師長より）していた。

その後、健康福祉課の保健師による依頼で、医療的ケア

の必要な5人を受け入れている。 

 千曲病院は地域防災計画において指定避難所としての

位置づけはなく、災害対応用の水、食糧などの備蓄品も

十分に備えていなかったが、3日間継続稼働できる非常用

発電設備を有しており、照明も点灯した上、テレビも見

られ、普通の生活と変わりない生活ができる（師長より）

環境にあった。避難者は一般病床に入院という手続きを

行った。受入れは12日午後から夕方にかけて、その後の

ケアは医師2名、師長6名、スタッフ2名の計10名で13日朝

まで対応した。以下に、12日、13日の対応内容を表４に

示す（千曲病院「台風災害についてのアンケート」より

抜粋）。 

 

表4 千曲病院における災害対応内容（一部抜粋） 

 
 

 その後千曲病院では、避難所指定されていた学校が使

用できず、また、他の避難所が受け入れできなかった一

般避難者約70人を受入れた。これらの避難者は元気で若

日 対応内容
12日 病院にて12時より待機指示あり

夜勤者が出勤可能かの確認・病棟の状況確認
電話対応・入院患者の受入れ・停電対応
水害対応・避難所開設準備と避難者の受入れ
職員の早めの帰宅を促す

13日 避難所の閉鎖による片付け
日直者が被災したため、日直の交代をした
健康管理部職員の自宅の被災状況の確認と休み明けに
勤務が可能かの確認
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い方たちも多く、動けない方は誰もいなかった（師長よ

り）ので、広い会議室、ロビー、駐車場での車中泊で対

応した。12日午後より全師長6名が病院で避難者対応のた

めに待機したが、予想されたケガによる患者の手当ては

一切行うことはなかった（師長より）。食事等の物資は

準備できていなかったが、いずれの避難者も毛布や食事

を携帯していた。 

 

４．佐久穂町での福祉避難の特徴 
 台風19号により甚大な被害を受けた佐久穂町で、避難

行動要支援者の避難が安全に完了した要因について、以

下の要素が挙げられると考察する。 

 

消防団と町の協働による早期避難支援 

 災害時避難行動要支援制度は名簿掲載者の個別計画を

作成することで実効性のある取り組みとなるが、個人情

報保護の観点およびその取扱いにおける行政当局の晨朝

な姿勢により、地域の防災主体との名簿の共有は大きな

課題である。佐久穂町消防団では災害時住民支え合いマ

ップの作成にあたり、町で作成した災害時避難行動要支

援名簿の情報を使用せず、地域の区長会役員と協働する

ことで、一般的に地域で知られている情報を元に、実際

に避難支援をする消防団が要支援者の住所及びABCランク

による支援内容を把握するに至っている。結果として行

政による関与なく独立的に活動を進めることができてい

る。加えて今回は、全町を網羅して作成された本マップ

が機能し、消防団による全戸の避難の声がけ、水害被災

地域における避難所への同行と車での輸送が行われた。

自分はそんなことには興味もないし、助けてもらわなく

てもよいという人の情報は結局はどうしようもなくなる

（課長より）という町の課題をも克服している。 

 また、佐久穂町では避難のための交通手段のない高齢

者、障がい者に対し、消防団と老健施設に輸送を依頼し、

車での避難を行っている。輸送支援者としての消防団員

の利点は、地域の被災状況や地理が分かっていることで

輸送を安全に、また消防団員も同じ地域住民であること

で避難者に避難行動への安心感を与え、早期避難につな

がったといえる。 

 

福祉避難所の早期開設 

 福祉避難所の開設準備が早いほど、受け入れ準備が早

く整い、早期避難する高齢者、障がい者が一般の避難所

を経由することなく避難できる機会が多くなる。佐久穂

町のように避難準備・高齢者等避難開始情報の発令前の

タイミングであれば、概ね災害の発生の前である。また、

避難が遅れ、緊急に避難する場合と比べ避難行動に対す

る身体的、精神的負担はかなり軽減する。高齢者や障が

い者の中には災害発生の恐怖に耐えながら輸送で揺らさ

れることが大きな負担になる場合もあり得る。 

 また、医療的ケアの必要な高齢者の避難先として町立

病院が活用されたことは、高齢者、障がい者等の避難に

よる体調悪化防止のための優れた避難方法である。千曲

病院では、これまで避難所開設運営の経験はないものの、

毎月会合を持ち、気心の知れた師長仲間で相談し合い、

チームワークよく行動できた（師長より）ことで、完全

看護による入院としての受入れが行われている。事後に

千曲病院で行われたアンケート結果において、災害時の

入院にかかる事務手続きの簡素化、災害支援ナースの活

用、備蓄品の充実が課題として挙げられている。 

災害発生のタイミング 

 土曜日、日曜日での災害対応であったことが支援者や

避難スペースの確保において有利に働いた。さやかはデ

イサービスが休みだったことで福祉避難場所とベッドの

確保ができ、急きょ対応できる職員の確保ができた。消

防団においても土曜日であったことで団員の参加が非常

に多かった（課長より）。千曲病院においては、師長が

中心となって行った災害対応だったが、各師長は平日な

らばそれぞれの職場があるが、土日だったので時間制限

なく対応できている（師長より）。 

 一方で、確率的には平日での災害発生確率の方が高い

のは当然で、平日であっても福祉避難の対応に必要なス

ペースや支援人員の確保は大きな課題として残る。 

 

５．おわりに 
 佐久穂町で行われた早期避難の実践は、様々な要素が

関係した結果としての災害時の高齢者、障がい者の避難

支援において、有効に機能した事例である。 

 佐久穂町にはもう一カ所福祉避難所の指定を受けた特

別養護老人ホームがあったが、想定以上に停電が長期化

し、非常用電源が稼働しなくなり、水も循環できなくな

ったことで、入所者の手当てだけでも大変な事態になっ

てしまい（課長より）、福祉避難所の開設はできなかっ

た。一方、幸いなことにさやかでの停電は4時間ほどで解

消され、非常用電源の稼働で水の循環が確保され上下水

道、トイレ問題は発生していない。ただし、非常用電源

による照明の場所が限られたことで避難者の配置も限ら

れたスペースの利用となっている。一方、停電後3日間稼

働できる非常用電源設備を持つ千曲病院では照明やテレ

ビの視聴など普段と変わらない生活ができており、災害

時に電気が使える環境を維持することの重要性が分かる。

給電やトイレ環境、備蓄物資整備と共に、早期の福祉避

難所開設、全戸避難の呼びかけ、車輸送による安全な福

祉避難のあり方と各々の関係性について、今後も引き続

き研究を進めていきたい。  
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A Case of Relocation of a Community to High Ground For Protection  

Against a Future Tsunami in Numazu City, Shizuoka Prefecture 
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  This paper introduces a case of relocation of a community to high ground for protection against a future tsunami in 

Numazu city, Shizuoka prefecture. The Omosu district is an area in which extensive inundation damage along the 

coast is expected in the fourth earthquake damage estimation in Shizuoka Prefecture. In this area, residents' desire to 

relocate to higher ground  increased for a time after the Great East Japan Earthquake. This resulted in a project 

promoting group relocation for disaster mitigation. However, the district council decided that it was difficult to obtain 

consensus among the residents because the individual circumstances of the residents were different, and abandoned 

the project. Subsequently the prefecture has formulated a plan to develop good farmland and residential areas for 

relocation of residents to higher ground by a farmland improvement project. As a result, some relocation applicants 

have been able to relocate to higher grounds. This case is a example of the government attempting to mitigate future 

disaster by encouraging residents to move to safer areas by developing attractive infrastructure. 

 

Keywords : Tsunami, Relocation of community to high ground, Measure taken in advance, Numazu city, Shizuoka 
prefecture 

 
 

１．対象地区のὠἼ⅏ᐖの༴㝤性 
㟼ᒸ┴἟ὠᕷ内ᾆ重㡲地区は，┴の第 � 次地震被害想

定では，レ࣋ル � の地震（南ᾏトラフのᕧ大地震）のὠ

Ἴで，ᾏᓊ部の想定Ἴ高が 8.6P，ᾏᓊ線までのὠἼ（浸

水῝ 30FP）の到達時間が⣙ 10 分と想定されている．１）

筆者らが行った避難シミࣗレーションでも，夜間の地震

発生を想定し地震でᦂれ始めてから 10 分後にᒇ外避難を

開始したと想定すると，浸水῝ 30FP のὠἼに追いつかれ

る人が 31～125 人と想定されている．�

 

２．㧗台⛣㌿࡛ࡲの⤒⦋ 
重㡲地区では，2011 年 3 月の東日本大震災でのὠἼ被

害を目の当たりにして，2012 年 3 月の自治会総会では，

8 割が高台移㌿の検討に㈶成し，7 月には国の防災集団移

㌿ಁ進事業を活用した移㌿に向け専門家を招いたຮᙉ会

を開始し 12 年度に計 6 回開ദした．しかし，その㏵中の

2013 年 4 月に地区の全ୡ帯（125 ୡ帯）を対象に行った

アンケート調査では，高台移㌿に「消ᴟ的」が 45㸣と最

も多く，「᮲௳次第では前向き」が 32㸣で，「前向き」

は 8㸣に止まった．同年 10 月には，自治会は，住民の個

別の事情がある中で，被災前に集団で移㌿することにつ

いては，住民全体の合意を得ることが難しく，防災集団

移㌿ಁ進事業を活用した高台移㌿は困難との結ㄽを出し

ᕷ長に伝えた．同時に自治会はᕷに対し，（1）移㌿ᕼ望

者への何らかの支援，（2）防災意識を高めるຮᙉ会開ദ，

（3）移㌿の可能性を検討するための都ᕷ計画ἲや㎰地ἲ

などのἲ制度の解ㄝを要望した．また，重㡲自治会は 6

月に，それまで高台移㌿等の検討を担ってきた地震ὠἼ

対策委員会の後継組織として，「重㡲のᮍ来をᣅく会」

を立ち上げ検討を続けることとした． 

その後も 2013 年 11 月～2014 年 3 月の間に，重㡲のᮍ

来をᣅく会と┴・ᕷとのຮᙉ会は継続的に行われ，2015

年 5 月には，┴が進めている㎰地整備事業において，㎰

道整備とేせた㎰地の区画整理を実施することで，ඃⰋ

㎰地の確保と高台移㌿のための住宅用地を整備する計画

を策定したことから，当ヱ地区の㎰地所有者や高台移㌿

ᕼ望者などで構成する重㡲地区高台整備準備༠議会が設

立された．同༠議会は，┴・ᕷとともにල体的な検討を

進め，2018 年 3 月 6 日に἟ὠᕷはᕷ議会ᘓ設水道委員会

において，移㌿をᕼ望している 7 ୡ帯を対象に，㎰地の 

 

 

 

図１� 㟼ᒸ┴἟ὠᕷ内ᾆ㔜㡲地区の఩置図�
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区画整理により๰出される非㎰用地を┴土地開発公社が

取得し，開発行Ⅽ等必要な手続きを行い，住宅用地整備

工事による土地㐀成，移㌿者への㐀成後の土地の኎༷，

といった手順で高台移㌿を進めて行く方㔪を報告した． 

 

３．本஦౛の≉性 
本事例では，防災集団移㌿ಁ進事業の適用が困難とな

った中，宅地取得などࢥストがかかっても高台移㌿をᕼ

望する住民に対し，近接した高台にはඃⰋな㎰地が広が

り宅地の確保が難しい状況下で，┴が㎰道等の整備を行

うため進めている㎰地整備事業において，㎰地の区画整

理を実施することでඃⰋ㎰地の確保とేせ非㎰用地を๰

出し，区画整理後に┴土地開発公社に用地を引き渡し，

㐀成後の土地を移㌿ᕼ望者に኎༷する，という方ἲで高

台移㌿のための住宅用地の確保を行ったものである．行

政は，制⣙᮲௳の多い中，住民の要望をྔえるために，

᪤Ꮡ制度の適用について検討を重ね，多少時間はかかっ

たものの移㌿実現まで₈ぎ着けたことは高くホ౯される． 

しかし，この方ἲそのものを他地区にもᖜ広く適用し

ていくことは難しい．まず，重㡲地区は山のᩳ面等を活

用したみかん᱂ᇵが┒んな地区であり，㎰地の中でも㟷

地と呼ばれる本来㎰業以外の用㏵に㌿用できない土地で

あり，そのため移㌿検討前から㎰業振興を目的とした㎰

業㎰ᮧ整備事業が進められていた．一方でこの事業を活

用し，その中で㎰地の区画整理を行うことにより，㎰地

の中に㎰業振興を目的に，非㎰用地を๰出することが可

能となった，という」雑な事情がある．このように㎰地

を非㎰用地にするためには，区画整理というメࣗࢽーが

使える状況にないと実現しない上，㎰地㌿用にはᕷのᢎ

認が必要であるが一⯡的には，「㎰業振興」という本来

の目的に合⮴していなければ認められない．さらに，本

方ἲを用いても，移㌿者は移㌿先の土地を㉎入しなけれ

ばならず，移㌿㊧地の㈙い取りなどの仕組みも無い． 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一方で，国は 2014 年南ᾏトラフ地震対策特別ᥐ置ἲで

ὠἼ被害が予想される 139 ᕷ町ᮧを「ὠἼ避難対策特別

ᙉ化地域」に指定し，特例で防災集団移㌿ಁ進事業の㈝

用の補ຓをᣑ඘したが，2019 年 11 月 21 日時点で適用⏦

ㄳした自治体は無い． 

事前の高台移㌿など，所ㅝ͆事前᚟興͇を実現してい

く上で，本事例のように，住民の意向を重視し，地域の

個別の᮲௳に合わせて，᪤Ꮡ制度の適用を模⣴していく

ことも重要な取り組みの一つではないだろうか． 

 

４．⛣㌿ඛの住Ꮿ地にࡘい࡚�
┴は࢞ーデンシティ構想など，ὠἼ防災と内㝣の自↛

と調和したまちづくりをేせて進めており，移㌿先地の

住宅に関しても，自↛と調和した㇏かな住⎔ቃが確保さ

れるよう地域でのルールづくりの支援などを行っていく． 

 

５．㏵中⤒㐣�
� 2020 年度（令和 2 年度）中に，㎰地区画整理の᥮地及

び工事が終஢し，非㎰用地を┴土地開発公社に引渡し，

移㌿住宅用地整備工事を᏶஢させるとともに，宅地㐀成

を行う┴開発公社は開発ᑂ査手続きを終え，移㌿者の住

宅ᘓ築を当ヱ年度中に開始出来るようにする予定である． 

事業自体は当初の予定通り進行しており，移㌿ᕼ望者

7 ୡ帯にも特に変化は無い．周㎶地区において，新たに

同様の移㌿をᕼ望する声も特に聞かれていない． 

 

㸴．⌧行の㞟ᅋ⛣㌿஦ᴗの㝈⏺�
� 本稿で⤂௓した取り組みは，移㌿ᕼ望者のいる低地集

ⴠの近隣の高台がඃⰋ㎰地となっていて宅地の確保が難

しい中，あくまで自ຊ移㌿における近隣高台の土地確保

を支援するための取り組みであり，移㌿に対し何らかの

経済的支援（例えば，移㌿㊧地の㈙い上げなど）があっ

たり，移㌿にᙉ制ຊを持ったりするものではない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図２� 㔜㡲地区㧗台整ഛィ⏬఩置図㸴㸧�
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� 住宅の高台移㌿は，今回⤂௓した事例や防災集団移㌿

ಁ進事業のように，事業開始の段階で移㌿者全員の合意

をとり，事業期間内に一ᩧに移㌿することをᙉいられる

形の事業では，被災後に実施する場合を除き，個々の住

宅のライフサイクル（ᘓて᭰え時期など）がずれている

ため，ある特定の時間断面で面的な広がりを持った集団

移㌿が実現できる可能性は低い． 

� このように，ある時間断面での一ᩧの高台移㌿が現実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的に実現困難である以上，時間はかかるが，個々の住宅

のライフサイクルに合わせ，ᚎ々に地域の安全性を高め

ていく，ᘓて᭰え時の内㝣あるいは高台への個別移㌿を

ಁし後ᢲしするようなまちづくりや支援制度の構築など

個別移㌿をಁ進する⎔ቃづくりが必要ではないか． 

� そのためには，住民がᘓて᭰え時に༢に「今の場所が

危険だから仕方なく高台へ移る」という後ろ向きな理⏤

ではなく，「高台の方が生活の場として㨩ຊ的だから移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３� 㔜㡲地区㧗台整ഛィ⏬᝿定ࣗࢪࢣࢫーࣝ㸴㸧�

図４� 住Ꮿࡀᚎࠎにୖへとୖ࡚ࡗࡀい࣓࢖ࡃーࢪ㸶㸧�

- 55 -



�

� 

りたい」といった✚ᴟ的な理⏤によって高台への移㌿を

考えるような㨩ຊ的なまちづくりと，一方で危険な場所

を出ていく（移㌿する）ことを経済的に支援する制度

（元の宅地の㈙い上げなど）をేせて考えていくことが

必要ではないか．�

�

㸵．㛗ᮇ的㺃ಶู的な⛣㌿をಁ㐍する⎔ቃ࡙ࡃりの

ᚲ要性�
� 筆者らが東日本大震災のὠἼで被害を受けた岩手┴大

⯪渡ᕷの⥤㔛という地区で調査を行ったところ，᫛和㸶

年の᫛和三㝣地震ὠἼの被災後，集団移㌿は行わず，70

年くらいのṓ月をかけ，それぞれの家がᘓて᭰え等に合

わせて，1 ㌺ずつᚎ々に高い土地に移㌿して行き，最後

に集ⴠの公民館も高台に移㌿した後に東日本大震災が発

生し，その結果流された家が 1 ㌺も無かった集ⴠがあっ

た．7）（図㸲参照） 

� 移㌿の理⏤としては，ὠἼ被害から逃れるため，とい

うことも໚ㄽあったが，必ずしもそれだけではなく，ᖿ

線道㊰の┴道が高い位置に付け᭰えられて整備されたり，

鉄道㥐が内㝣の高台に出来たり，また⁺業を生業とする

人が多い集ⴠであるが，㍍トラック等の移動手段の普及

により，⁺業関係者が必ずしもᾏのすぐそばに住む必要

が無くなったことなど，様々な要因が」合的に関わって

いる． 

� このように，道㊰や鉄道㥐や道の㥐などの交通施設，

学校や⑓㝔や⚟♴施設，㒑౽局や役所の出先施設などの

公共施設を先行的に内㝣や高台に移㌿するなどして，住

宅の内㝣や高台への移㌿をಁ進する⎔ቃづくりを行って

いくことが必要であると考えられる． 

 

㸶．ὠἼῶ⅏地ᇦ࡙ࡃりのࡓめのపᮍ฼⏝地をά

⏝しࡓ避難㊰整ഛの௙組ࡳに関する考察�
� 事前段階での高台移㌿というテーマからは㞳れるが，

ὠἼによる被災の危険性があるἢᓊの⁺ᮧ集ⴠ等では，

一方で過疎化が進ᒎし，✵き家や✵地，あるいは㥔車場

や資ᮦ置き場などの低ᮍ฼用地がᕷ街地内に増加してき

ている． 

� こうした低ᮍ฼用地のうち，所有者がᕼ望する土地に

ついては一定の᮲௳を‶たせば，ᕷがᅛ定資産⛯をච除

する代わりに一定期間無ൾで೉り上げ，避難㊰として活

用できるような制度を構築し，避難㊰ネット࣡ークの整

備や避難困難区域の解消に繋げていくことが考えられる． 

� 実際に，἟ὠᕷでも使用していない✵き地を公園とし

て活用するために，「἟ὠᕷあき地の⎔ቃ保全に関する

᮲例」（当ヱ᮲例では，ᕷは，所有者等と༠議してあき

地を公共の⚟♴のために活用するようດめる，とある．

その用㏵として「いこいの広場，子供の㐟び場，ⱑほ，

その他の⥳地・ⰼ園，その他，ᕷ長が適当と認める用

㏵」となっている．）にᇶづき，ᕷの HP 上で「使用し

ていないあき地を公園に฼用しませんか」という形でᕷ

民にᮍ฼用地の活用をເっており，現在，14 ௳の事例が

あり，ཎ๎，地ᶒ者・自治会・ᕷの㸱者によるዎ⣙を⥾

結しており，自治会管理のもと，近隣住民の᠁いの場と

して活用されている．ዎ⣙期間は 5 年以上，その後の᭦

新間㝸は，事例では 1～10 年間のᖜがある．ዎ⣙期間終

஢後はཎ状回᚟し，地ᶒ者に返༷されるが，3 者の合意

の上，ዎ⣙のᘏ長も可能となっている． 

 

 

� この制度自体の避難㊰確保への適用が可能かྰかは不

明であるが，新規制度の構築や当ヱ制度のᙎຊ的運用に

よる，低ᮍ฼用地を活用した避難㊰確保方策の検討の余

地はあると考えられる． 

 

 

 

 

図５� ἟ὠᕷのᮍ฼⏝✵地のබᅬとし࡚のά⏝をಁす஦

ᴗのᗈ報࣌ーࢪ �㸧�

�

�

ㅰ㎡�
� 本研究の一部は JSPS 科研㈝（JP19K04955、代表㸸ụ

⏣ᾈᩗ）のຓ成を受けたものです．また，資料提供及び

ヒアリング調査に御༠ຊいただいた἟ὠᕷ役所の方々に

は，ཌく御♩⏦し上げます． 
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行動目標シートの活用による防災行動の促進 
Encourage to take preparedness action using action plan sheets 

 
松下哲明1 

Noriaki MATSUSHITA1 
 
1有限責任監査法人トーマツ 
Deloitte Touche Tohmatsu LLC 
 
Government conducts various educational activities to encorage preparedness action for disaster, such as calling for 

stockpiling, and distributing leaflets and hazard maps. However, the number of residents, who are actually performing 
preparedness actions, is limited. Hence, new approach is needed that motivate more proactive actions.  
To test the hypothesis that the use of action plan sheets is an effective method to change people's behavior, this study 

analyzes the effects of action plan sheets. As a result, 30% of the those who used the action plan sheet take preparedness 
actions, and 9% of those who did not use the action plan sheet take actions. It indicates that the action plan sheet is 
effective method to encourage preparedness actions. 
 
Keywords: preparedness, mitigation actions, nudge 
 

 
１．はじめに 
家具の固定や物資の備蓄など、災害による被害を低減

するために防災行動を行うことは極めて重要である。し

かし、住民の防災行動が十分に行われているとは言い難

い。例えば物資の備蓄に着目すると、行政はセミナー、

シンポジウムの開催、防災訓練など様々な啓蒙活動を通

じて備蓄を呼びかけている。しかし、物資の備蓄割合1)

は、平成25年が46.6%、平成29年度が45.7%と大きな変化
がない。 
このような状況を改善すべく、これまで防災行動の促

進に向けて様々な研究が行われてきた。その多くは防災

行動の規定因を特定し、その規定因の改善を通じて人々

の行動を促すことを目的としている。 
例えば、柿本ら2)は防災対策を行うことによるメリッ

ト、コスト、手間といった対処評価を改善させることが

人々の防災行動を促進するために有効と指摘している。

元吉ら3)はリスク認知・ベネフィット認知の向上が家庭

の防災行動に有効とした。また、山崎ら4)は洪水に対す

る備え（非常持ち出し用品の準備）を促進するためには

学校の防災訓練の参加が有効と指摘するなど、多くの研

究が行われてきた。 
このような防災行動の規定因に関する研究のほか、近

年は行動経済学や行動科学からアプローチした研究もあ

る。尾崎ら5)は防災行動の促進には「多数が防災行動を

行なっている」といった規範的な表現が有効と指摘した。

齊藤ら6)は耐震性の高い住宅の選択、地震保険加入行動

の促進に向けて行動経済学の視点から分析を行なってい

る。また、広島県は豪雨の際に避難を呼びかけるメッセ

ージを改善することで、避難率の向上を目指している7)。

防災行動の促進に向けて、これらの通り様々な研究が行

われてきた。しかし、未だ人々の防災行動は十分とは言

えず、更なる研究が求められている。 
そこで、本研究は行動経済学や行動科学の知見を活用

した行動目標シートの配布が有効と考え、この行動目標

シートによる防災行動の促進効果を検討する。 

2．行動目標シートの検討 
(1)人間のバイアスと防災行動 
人々の防災行動を説明する主要な理論の一つとして、 
防護動機理論があげられる。これは、災害を脅威とみ

なす脅威評価と、対処することによって被害の軽減を期

待する対処評価の両方を通じて、防災行動が生起される

と考える。すなわち、人々が災害リスクを認知し防御策

による効果が見込めると判断した場合、防災行動を行う

というものである。しかし、多くの先行研究において災

害の脅威を認識しても防災行動を行わない人々が識別さ

れており、「防災のパラドックス」として指摘されてい

る。リスクおよび防災対策による被害の低減効果を認識

した場合は、実際に防災対策を実施することが合理的な

行動である。しかし、このような合理的でない行動は、

防災分野だけでなく様々な場面で見られる。これは、心

理学や行動経済学など様々な分野で明らかにされてきた

人間のバイアスによるものと推察される（表–1）。 
例えば、肥満を解消するためにはカロリーを制限し、

運動することが合理的な行動である。しかし、実際には

ダイエットを計画しても、明日から開始しようと先延ば

しする人も見られる。これは将来の健康という価値より

も、目の前の欲求を優先してしまう現在バイアスによる

ものである。 
このように人間には様々なバイアスが存在し、合理的

な行動を妨げる要因となっている。防災行動が行われな

い理由もこのようなバイアスを用いて説明することがで

きる。 
例えば、自分だけは地震被害に遭わないため防災対策

は不要だという気持ちは、現状維持を優先し合理的な選

択を導入できない現在バイアス、近視眼的な選択をする

時間選好（災害はいつ発生するか分からず目先の事象を

優先）、損失回避（地震対策の空振りを恐れる）といっ

たバイアスが組み合わさった結果とも考えられる。また、

防災対策には耐震化、家具の固定、食料の備蓄など様々

な方法がある。それゆえ、何から実施すべきか分からな
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いと選択過負荷、情報過負荷になっていることも考えら

れる。 
このように心理学や行動経済学で得られた知見から防

災行動が行われない理由を推測することができるが、行

動経済学では人々のバイアスを逆に活用し、社会的に望

ましい行動を促進する方法も研究されている。これはナ

ッジと呼ばれ、野菜摂取の促進8)からがん検診の受診率

向上9)、年金プランの加入や環境保護10)など多岐にわたる

分野での活用が研究されてきた。 
また、イギリスでは2010年に通称「ナッジユニット」
（Behavioural Insights Team）が創設され、様々な政策に
ナッジを適用している。ナッジにより、例えば税の徴収

率が最大で20%近く向上11)するなど、ナッジは社会で実

際に活用されている。日本でもレジ袋の削減や電力消費

の削減に向けて利用されはじめている。 
(2)バイアスを活用した行動目標シートの検討 
本研究ではこのようなバイアスに着目するとともに、

防災分野においてもナッジの活用が有効と考えた。そし

て、人々の防災行動を促進するための一つの手段として、

行動目標シート（図–1）の配布が効果的と考えた。この

行動目標シートは先行研究で得られた知見をベースに作

成したものである。 
まず、現在バイアスから生じる先延ばしを防ぐため、

Ariely12)やMartin13)を参考にしている。Arielyらは毎週締
め切りがあるグループ、自分で締め切りを設定するグル

ープ、3週間後に全ての成果物を提出するグループの3つ
を比較し、毎週締め切りがあるグループが最も仕事の質

が高いことを示した。これは、細かな締め切りの方が着

実に作業し、より高品質な作業を可能としたことを示唆

している。すなわち、細かな締め切りは先延ばしを低減

する可能性があるものと考えられる。 
また、Martinらは病院の次回予約日時を、受診カード
に患者が自ら記載することで無断キャンセルや遅刻が低

減することを示した。すなわち、自ら目標にコミットす

ることで実行率が向上することを示している。 
さらに、目標の達成率を向上するためにAbelら14)を参

考にした。Abelらは、失業者に対して就職するための具

体的な行動計画（いつ、どのような行動を行うか）を立

てさせたところ、応募数や採用が向上することを示した。

具体的な行動内容を明確にすることが、目標達成に有効

と言える。 
これらを参考に、行動目標シートには「今日やるこ

と」、「1週間以内にやること」と細かな期限設定を区切
って、実施事項を自らが記載する形式とした。また、具

体的な行動計画となり、かつ選択過負荷、情報過負荷の

状況を改善するために具体的な行動例をいくつか提示し

た。 

 

表-1 バイアスの例 

 

行動 概要 

確実性効果 選択肢の中に確実なものとわずかに不確実なものがあると、危険を回避して確

実な選択肢を好む 

損失回避 利益よりも損失をより嫌悪する 

現在バイアス 将来の利益よりも現在の利益を重視する 

社会的選好 意思決定の際に、他者の状況や相手の行動を考慮する 

時間選好 意思決定の際に、近視眼的な選択を行う 

選択過負荷 例えば多数の商品を陳列するとかえって販売数が低下するなど、選択肢が多い

と人々は選択しなくなる  

情報過負荷 必要以上の情報が提示された場合、情報処理に過大な負担が生じて意思決定や

判断に逆効果が生じる  

利用可能ヒューリスティック 正確な情報を利用せず、身近に得られる情報を元に意思決定を行う 

アンカリング効果 与えられた数字を参照点とし、意思決定の参考に参考にする 

 

 
 

図-1 行動目標シート 
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3．実験方法 
(1)時期、対象者 
実験は2019年11月から2020年1月にかけて、企業の防災
担当者を中心に行なった。被験者は筆者がBCPや企業防
災の検討を支援した先であり、愛知県および岐阜県に本

社が所在する企業である。 
(2)実験方法 
まず、被験者を行動目標シートを配布するグループ、

配布しないグループの二つにランダムに割り当てた。そ

して、全ての被験者にBCPや企業防災の検討を支援した。
具体的にはハザードマップを用いたリスクの説明や、安

否確認などの初動対応、事業継続の検討などを支援した

（図-2）。 
そして、支援の最後に事業継続には従業員の出社が不

可欠であり、自宅の防災対策が重要である旨を説明した。

この際、あらかじめ設定したグループに沿って、行動目

標シートを配布した。行動目標シートを 配布したグルー
プには、今日中にこの用紙を用いながら自宅の防災対策

を検討してほしい旨を伝達した。行動目標シートを配布

しなかったグループは、自宅の防災対策の重要性を説明

するのみである。行動目標シートは回収しておらず、参

加者によっては行動目標シートを記載していないケース

も存在するものと推察される。 
行動目標シートを配布してから1-2週間後に、自宅の防
災対策を実施したか否かを確認した。なお、実験前まで

に1)自宅のハザードマップを見たことがあるか（防災意
識の状況）、2)自宅の防災対策を何か行なっていたか
（防災行動の有無）、も併せて確認した。 
最終的に、行動目標シートを配布した33名、行動目標
シートを配布していない23名の計56名から回答を得た。 
 
4．結果 
(1)被験者の防災意識と対策状況 
被験者の防災意識、防災行動の有無は表-2の通りであ

った。39名（約70%）が自宅のハザードマップを閲覧し、
自宅の危険性ついて確認していた。また、そのうち18名
（約46%）が自宅の防災対策を行なっていなかった。約
半数が危険性を認識しても行動に至っていない、または

自宅のリスクが低いと判断している状況であった。 
ハザードマップを見ていないと回答した人のうち、自

宅の対策を行なっていると回答した人は2名（約12%）で
あり、防災意識が低い場合は防災行動の実施率も低かっ

た。 
(2)行動目標シートが防災行動に及ぼした影響 
自宅の防災対策の重要性を説明後、実際に防災行動を

行った割合は、表-3の通りであった。行動目標シートを

配布したグループのうち約30%が自宅の防災行動を行な
ったのに対し、配布しなかったグループは約9%と3倍程
度の差が見られた（図-3）。標本数が限られていること

から、ここではフィッシャーの正確性検定を行った結果、

P値は0.052、効果量を示すオッズ比は5.1であった。オッ
ズ比が1の場合はグループ間の差はないが、今回の結果は
オッズ比か1から離れており、グループ間に差が認められ
た。 
ハザードマップを閲覧し、かつ自宅の防災対策を実施

していた人は21人である。このうち行動目標シートを配
布した人数は10名であり、新たに対策を行なったと回答
した人は2名（20%）と全体と比較して低い数字であった。

また、配布しなかったグループは新たに防災対策を実施

した人はいなかった。 
一方、ハザードマップを見たことがなく、また自宅の

防災対策を実施していない人は15人である。このうち、
行動目標シートを配布した人は14名であり、新たに対策
を行なったと回答した人数は4名（28%）であった。すな
わち、防災への関心が低かったり対策を行なっていない

人の方が、行動目標シートの効果が見られた。 
今回の実験では、BCPの策定支援を通じてハザードマ

ップの閲覧や対策法に関する協議を予め行なっていた。

そのため、単に行動目標シートを配布するだけでは防災

行動の促進効果は少ない可能性がある。本実験と同環境

となるよう、防災セミナーやシンポジウム等において地

域のリスクや対策方法を概説し、その上で行動目標シー

 
 

図-2 実験概要 

参加者

ランダムにグループ分け

BCP策定支援

（ハザード、対策手
法の説明）

自宅防災対策の重要

性を説明

自宅の対策を行った

か確認

行動目標シート

配布なし

行動目標シート

配布あり

表-2 被験者の事前対策の状況 

 

  自宅の対策 
小計 

  あり なし 

ハザード

マップ 

見ている 21 18 39 

見てない 2 15 17 

小計 23 33 56 

 

 

表-3 アンケート結果 

 

  防災行動 
小計 

  あり なし 

行動目標

シート 

配布あり 10 23 33 

配布なし 2 21 23 

小計 11 39 56 
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トを配布することが考えられる。 
なお、本研究では先行研究で得られた複数の知見を活

用し、行動目標シートを作成した。そのため、どの知見

が防災行動を促進したかを特定できない。しかし、防災

行動は現在バイアスや情報過負荷といった複数の阻害要

因が同時に解消されて、初めて行動に移される可能性も

ある。どのバイアスを同時に改善すべきか、または、単

独のバイアスの解消で人々の行動率が改善するのかとい

った点は今後の研究が必要である。 
 
5．結論 
本研究では人々の防災行動を更に促進するための1つの
手法として行動目標シートの活用が有効と考え、行動目

標シートによる防災行動の促進効果を検討した。その結

果、防災行動を行う割合は9%から30%まで改善された。 
また、行動率が改善された点に加え、行動目標シート

の配布は低コストかつ実装も容易という利点も有する。

今後、地域の防災セミナー、シンポジウムなどにおいて

行動目標シートを配布することで、防災行動が促進され

る可能性が示された。 
なお、既に防災対策に着手していた人々に対しては効

果が限定的であるなど、課題も認められた。この点は更

なる改善が必要である。 
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バイアスとナッジ, 行動経済学, Vol.11, pp.110-120, 2019. 
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Legacy Successor as Non-experienced Person of Hiroshima City:  
Toward Development of Training Program for Disaster Story Teller 

 
○佐藤 翔輔

1
，岩崎 雅宏

2 

Shosuke SATO1 and Masahiro IWASAKI2 
 
1 東北大学 災害科学国際研究所 
     International Research Institute of Disaster Science, Tohoku University 
2 株式会社サーベイリサーチセンター 
     Survey Research Center Co., Ltd. 
 
   It is necessary to development of training program system for disaster story teller for sustainable and effective disaster 
tradition. In this paper, we have conducted participant observation on training program of a-bomb story teller as 
survivor and legacy successor as non-experienced person of Hiroshima City, interview survey on administrative staff 
of Hiroshima City Hall and 8 tellers that have experienced and completed the course program, and analysis training log 
data. Finally, a standard training program for disaster story teller was designed and proposed based on survey results. 
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spitting image, atomic bombed experience 
 

 
１．はじめに 
東日本大震災の被災地について地方紙に掲載されてい

る語り部やガイドの年齢分布を調査した結果 1）によれば，

2019 年 4 月時点で高齢の震災語り部が亡くなっていたり，

60 代・70 代といった年齢層に震災語り部が多く存在して

おり，今後の活動継続における懸念事項の一つである．

1995 年阪神・淡路大震災の被災地では 2019 年 12 月時点

で，語り部の 6 割が 70 代以上であり 2），災害発生から時

間が経過することで，以上のような傾向は顕著になるこ

とも容易に想像される． 
東日本大震災における震災語り部や被災地ガイドの構

成分布の特徴は，これ以外にもある．震災当時は 10 代，

現在は 10～20 代も多い．逆を言えば，2019 年 4 月は 30
代と 40 代（震災当時は 20 代と 30 代）が少なく，この世

代だった人達の経験があまり伝えられていないと考えら

れる．比較的若い世代では語られはじめているものの，

このままいけば，現時点の壮年層は，20 年，30 年後と高

齢層になった層の語り手が少ない状況になることが予測

される． 
広島市では，被爆から 70 年以上が経過し，被爆体験を

直接語り継ぐことができる方が減少している中，被爆者

の被爆体験や平和への思いを次世代に確実に伝えるため，

被爆体験証言者（後述）の被爆体験等を受け継ぎ，それ

を伝える「被爆体験伝承者」を養成する研修を 2012 年度

から開催している 3）．同様に長崎市でも，2014 年度から

被爆 2世・3世等の家族等が体験を語り継ぐ「家族証言者」

になるための支援，2016 年度から家族以外の人を対象に

した「交流証言者」になるための事業が行われている 4）． 
本研究では，東日本大震災の被災地をはじめとして，

災害体験等を受け継ぎ，それを伝える未経験者として

「災害体験伝承者」を養成する必要性を鑑み，広島市に

おける養成研修に関する実態調査を行い，そこで得られ

た知見をもとに「災害体験伝承者」の養成研修を組み立

てる上での提言を行うことを目的とする． 
 
２．方法 
 本研究は，広島市における「被爆体験伝承者・被爆体

験証言者養成研修」を対象にして，1）養成研修に対する

参与観察，2）研修担当者と研修参加経験者に対するイン

タビュー調査，3）資料調査を行った． 
1）養成研修に対する参与観察は，研修の実態そのもの

を把握するために行ったものである．2018 年 6～9 月に

参与観察に関する調整を行い，2018 年 11 月 16 日（座

学），2019 年 7 月 1 日（証言者による体験の聴講），

2019 年 7 月 9 日（話法技術の習得），2020 年 3 月 5 日

（講話実習）にて参与観察を行った． 
2）研修担当者と研修参加経験者に対するインタビュー

調査は，受講経験者に研修に対する評価を得るために行

ったものである．2019 年 10 月 15～16 日に，研修担当者

1 名，被爆体験証言者 2 名（70 代女性，80 代女性），被

爆体験伝承者 5 名（60 代女性 5 名），被爆体験証言者と

被爆体験伝承者を兼ねる方 1 名（80 代男性）を対象に実

施した．被爆体験証言者と被爆体験伝承者は，それぞれ

実際に被爆体験を経験した方，被爆は経験していないも

のの被爆体験伝承者から被爆体験を継承している方であ

る（図 1）．証言者と伝承者は，前記の研修担当職員を

インフォーマントとし，紹介を受けて筆者が別途交渉

し，インタビュー調査に承諾いただいた．半構造化イン
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タビュー形式で行い，証言者・伝承者になった経緯，研

修のよいところ・課題だと思うことについて問い，後者

については内容分析を行った． 
3）資料調査は，同研修の参加者や修了実績について，

同研修を所管する広島市市民局国際平和推進部平和推進

課より提供いただき，解析した． 
 

 
図 1 被爆体験証言者と被爆体験伝承者の関係 

 
３．結果・考察１：研修内容 
 研修の内容については，外池の研究 6）7）8）に詳しい．

本研究では研修内容を概観することにとどめ，先行研究

で言及された以外について述べる． 
図 2 に広島市の「被爆体験伝承者・被爆体験証言者養

成研修」の体系を模式化したものを示す．同研修は，証

言者コースと伝承者コースに分かれており，前者は 2 年

間，後者は 3 年間受講することが基本になっている．後

者については，これよりも長い期間研修を受ける人も存

在する（後述）． 
 

 
図 2 広島市「被爆体験伝承者・被爆体験証言者 

養成研修」の体系 
 

1 年目は両コースとも同じ内容であり，1）証言者によ

る被爆体験講話の聴講・交流会：すでに活動している証

言者複数名の講話を聴講し，質疑応答を行う，2）話法技

術の習得：アナウンサーを講師として，発声や対面技術

を学び，練習する，3）座学（被爆の実相）：被爆を専門

とする研究者や平和記念資料館職員から専門知識に関す

る講義を受講する，からなる． 研修では，広島平和記念

資料館の公式図録である「図録  ヒロシマを世界に（通

称：図録）」9）が研修参加者全員に配布される．座学で

は，核兵器をめぐる世界情勢（核兵器の定義，核軍縮に

関する条約を含む），戦時下の暮らし，原子爆弾の開発

から広島への投下までの状況，平和記念資料館の使い方

などが説明される．参与観察を行った 2018～2019 年度で

は，1 年目のカリキュラムは，前期として 7 月頃に 3 日

間，10-11 月頃に 3 日間行われた．伝承者コースの受講者

は，後期研修後に「伝承希望理由書」を提出する．この

理由書は，1 月を〆切として伝承したい証言者名とその

理由を最大 3 名まで提出することができる．これをもと

に，平和推進課と証言者が調整を行い，3 月中に「証言

者と伝承者候補のマッチング」が行われる． 
 2 年目は，伝承者コースではマッチングされた証言者

に対してグループミーティングを概ね月 1 回実施する．

グループは証言者 1名に対して，2～10数名の伝承者候補

がつく．グループミーティングの内容・やり方はグルー

プ次第（主に，証言者次第）である．例としては，証言

者の体験（原稿）をもとにした質疑応答，フィールドワ

ーク，映像視聴などである．各グループには 1 名程度の

リーダーがつき，連絡調整を行う． 
 証言者候補は 2 年目から，伝承者候補は 3 年目から講

話の原稿を書く．執筆の後，証言者と平和推進課が添削

を行う．原稿の確認の一般的なフローは，1）はじめに，

平和推進課が被爆の実相に関する作文箇所について事実

内容と照合して添削を行う，2）次に証言者が主に被爆体

験の作文箇所について実体験（記憶）と照合して添削を

行う，3）それが執筆した伝承者候補にフィードバックさ

れる．その後，その原稿をもとに実際に話す模擬として

講話実習を通常 3 回実施する．最初の聴講者は平和推進

課職員のみであるが，最後の回には証言者と委嘱する機

関である広島平和文化センター（後述）の職員も同席し，

最終的に被爆体験伝承者としての認定判定が行われる．

講話実習では，実際に講話を行う場面を想定して，模擬

的な質問が行われ，それに回答できるかどうかについて

も検証がなされる．なお，講話は 45 分（被爆の実相：10
分，被爆体験：30 分，5 分：まとめ，が標準的な構成）

で，原稿文字数で言えば，9,000～10,000 字だという． 
 認定された被爆体験伝承者は，公益財団法人広島平和

文化センターから委嘱を受けて，平和記念資料館等で修

学旅行生や海外からの訪問派等を対象に講話を実施する．

また，国立広島原爆死没者追悼平和祈念館の「被爆体験

伝承者等派遣事業」によって市県外に派遣され，講話を

行う．広島市平和推進課は市事業として同研修を実施し，

応募から修了までのプロセスを担う．広島平和文化セン

ター啓発課（広島平和記念資料館）は，講話する証言

者・伝承者を委嘱し，講話のスケジュール調整・実施を

行う．証言者・伝承者には 1回につき 2,000円の交通費が

支弁されている（2019 年 10 月以降は，2,100 円）．広島

原爆死没者追悼平和祈念館による被爆体験伝承者等派遣

事業は厚生労働省予算によって実施されている． 
 
４．結果・考察２：研修に対する評価 
 インタビュー調査から得られた発言について内容分析

した結果を表 1 に示す．内容分析の方法については，文

献 8）などに詳しい．表 1では，左側を「よいところ」，

右側を「課題になっていること」とし，縦方向に 1 年目

のカリキュラム，2 年目のカリキュラム，3 年目カリキュ

ラム（いずれも証言者コースに対して），証言者に関す

ること，伝承者に関すること，全体（主に期間）に関す

ることに分けて示している．また，証言者，伝承者，研

修担当者ごとに，1 人あたりの「よいところ」「課題に

なっていること」の発話の件数を図 3 に示す． 
 証言者・伝承者とも現状のカリキュラムについて「よ

いところ」が平均で 2 件ほど挙げられており，高い評価

が得られていると言える．特に，証言者からは「課題に

なっていること」は，ほほ挙がらなかった．「よいとこ

被爆体験者

証言者

非体験者

伝承者

被爆体験証言者養成研修
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2年目
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ろ」として挙げられたのは，主に次の 3 点である． 
1） 被爆の実相：市民であっても実はあまり知らないの

で，基礎から学べることはありがたい．かつその内

容が更新されており．最新のことが学べる． 
2） グループミーティング：証言者の語り以外（人柄・

背景，それ以外の体験）を認識・理解できて，原稿

書きに活用できる（グループミーティングがないと

書けない）． 
3） 原稿・講話の修正：講話内容（原稿）について証言

者と担当課から助言・正誤指摘によって講話内容の

質が向上する． 
1）について補足する．終戦直後はそもそも原爆に関す

る科学的な情報が不足していたり，差別問題（就職や結

婚等に影響）もあったことから，被爆地周辺では話題に

することがタブーとなっていたことから，第 2 世代（親

が被爆体験者）は親から被爆体験について語られること

は多くなく，被爆体験をした世代も含めて「被爆の実相

をあまり知らない」というのが実態であるという（60 代

女性ほか）．また，研修参加者に配布される「図録（前

述）」は発行されてから時間が経過しているために，そ

の内容が古い場合があることから，座学で講師によって

最新情報が提供される点がよいという（研修担当者）． 
 

表 1 養成研修に対する評価 
（よいところ，課題になっていること）の内容分析結果 

 
 
 2）に関連する事例について述べる．グループミーティ

ング以外にも，証言者によっては，すでに修了した複数

の伝承者と食事・お茶などで交流を継続する OB・OG会

のようなものも存在するという（60 代女性ほか）． 
一方で，「課題になっていること」として挙げられた

主なものは次の通りである． 
1） 被爆の実相：内容が専門的すぎて必ずしも理解でき

ておらず，講話にそもそも盛り込めていなかった

り，質問対応で困ることがある． 
2） 修了後：伝承者になった後，フォローアップおよび

証言者や伝承者どうしの交流・情報交換がオフィシ

ャルにはない． 
3） 修了後：伝承者が増えて，講話を行う機会が少なく

なってきていること（活動機会をもっと持ちた

い）． 
 

 
図 3 1 人あたりの発話件数 

（よいところ，課題になっていること） 
 
５．結果・考察３：研修の実績 
 図 4 に証言者の応募者数，委嘱者数，委嘱率を，図 5
に伝承者の応募者数，修了者数，委嘱者数，修了率，委

嘱率を示す．なお，同データは，2019年 11月現在のもの

であり，2019 年度（令和元年度）が未完であることから，

図 4では 8期生の委嘱は行われていない（図 4）．また，

伝承者コースは最低 3 年間であることから，2018 年度

（平成 30 年度）と 2019 年度（令和元年度）の委嘱者は

行われていない（図 5）． 
 

 
図 4 証言者の応募・委嘱状況 

（2019 年 11 月時点） 

 
図 5 伝承者の応募・修了・委嘱状況 

（2019 年 11 月時点） 
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 証言者（被爆体験をした人）の応募は，1 期生（2012
年度）が最も多い（図 4）．その後も 2～数十名の応募が

継続的にあり，「被爆を実際に体験し，これまでは語っ

ていなかった人も，新たに語り始めている人」が存在す

ることは注目に値する．災害体験の伝承を想定した研修

を設計する際にも，「災害を実際に体験し，これまでか

語っていなかった人も，新たに語りたいと考えている人」

に対する養成研修も必要であると言える． 
伝承者（被爆を体験していない人）の応募も，1 期生

（2012 年度）の応募が 137 名と最も多い．その後も 44～
72 名と継続的に応募が多い傾向にある． 
証言者について開始から 2018 年度（平成 30 年度）ま

での委嘱率は 0～38.5％と決して高くない（図 4）．伝承

者について開始から 2016 年度（平成 28 年度）までの修

了率は 22.7～42.3％，委嘱率は 22.7～40.9％と，約 5 人に

1 人～2 人に 1 人が活動を始めるということになる．全員

が研修を終えない理由としては，1）体験講話や座学を受

講するという知識欲が研修参加の目的であり，必ずしも

証言者・伝承者になることを目指しているわけでない受

講者が存在すること，2）都合等で継続的にグループミー

ティングに参加できない受講者がいること，3）「原稿書

き」が難航する（書けない）受講者が存在すること，が

主であるという（研修担当者ほか）． 
 
６．おわりに：災害体験伝承者養成研修に向けて 
 ここまでの調査結果を踏まえると，広島市が実施して

ている「被爆体験伝承者・被爆体験証言者養成研修」は，

部分的な課題はあるものの，受講者から肯定的な評価が

得られており，継続的に修了者を継続的に排出している

優良なシステムであると評価できる．調査で得られた知

見・課題を踏まえると，「災害体験伝承者・災害体験証

言者養成研修（仮）」を次のように構想できる（図 6）． 
準備段階：すでに活動している災害の語り手のうち，自

身の体験を継承してほしい人を募集し，初期実施段

階の「災害体験証言者」とする． 
1 年目：証言者・伝承者コースとも 1）証言者による災害

体験講話の聴講・交流会：すでに活動している証言

者複数名の講話を聴講し，質疑応答を行う，2）話

法技術の習得：必要に応じて実施する．3）座学

（災害科学）：証言者が体験した災害事例と同災害

のハザードに関する知識について，研究者等から講

義を受講する，からなる．伝承者コースの受講者は，

受講後に「伝承希望理由書」を提出する．この理由

書は，伝承したい証言者名とその理由を最大 3 名ま

で提出することができる．これをもとに，所管機関

と証言者が調整を行い，「証言者と伝承者候補のマ

ッチング」が行われる． 
2 年目（伝承者コース）：伝承者コースではマッチング

された証言者に対してグループミーティングを概ね

月 1 回実施する．グループミーティングの内容・や

り方はグループごとに決める．場合によっては所管

機関が支援する． 
2 年目（証言者コース）・3 年目（伝承者コース）：講話

の原稿を書く．執筆の後，事実確認等を主な視点に

して証言者と所管機関が添削を行う．その後，その

原稿をもとに実際に話す模擬として講話実習を，証

言者や職員を前にして複数回繰り返し，最終的に災

害体験伝承者としての認定判定を行う． 
特に，2 章の研修の体系と 3 章の研修に対する評価に

関する調査分析結果を踏まえると，広島市が実施してい

る「被爆体験伝承者養成研修」のグループミーティング

や講話の修正は「証言者の『生き写し』を目指す」プロ

セスであると言える．このグループミーティングをいか

に充実させるかが，災害体験を真に継承する上での重要

な事項である． 
なお，同研修の担い手については，広島市同様に基礎

自治体が行うパターンはもちろんのこと，語り部・ガイ

ドの団体や，3.11 メモリアルネットワーク 10）のような広

域連携体が実施するパターンもあり得るだろう． 
今後は長崎市における研修事例について調査を行うと

ともに，設計した研修のパイロット実相を試みる． 
 

 
図 6  「災害体験伝承者・災害体験証言者養成研修

（仮）」の体系案 
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１．はじめに 
(1) 問題意識 

平成 28 年熊本地震では被災自治体の職員不足を補うた

め様々なスキームによって職員が派遣されたが,全体像を

共有する仕組みがなかったため,調整が混乱した場合があ

った 1).この教訓から熊本地震を踏まえた応急対策・生活

支援策検討ワーキンググループは,災害の規模や状況に応

じて国や都道府県等が連携して派遣調整を行う仕組みづ

くりが必要と提言している.総務省では,この提言を受け

被災自治体への応援職員の派遣の在り方を検討し,災害発

生初動期における短期間の自治体職員派遣調整を行う被

災市区町村応援職員確保システムを構築した.自治体職員

派遣の中心となる職員は,管理職が登録する災害マネジメ

ント総括支援員（GADM)と,管理職以外の職員が登録す

る災害マネジメント支援員（以下両者を「支援員」とす

る）に分かれている.都道府県の推薦を受けた自治体職員

が対応できる業務や経験を申告し,災害マネジメント総括

支援員等研修を受講することで支援員として総務省の名

簿に登録されることとなる.初めて被災市区町村応援職員

確保システムが適用された平成 30 年 7 月豪雨では,延べ

15,033 名の職員が派遣された.都道府県と区域内の市区町

村による一体的な支援により,被災自治体のマンパワー不

足をカバーする人員が確保された.一方で,被災自治体の

マネジメント支援は同災害が初めての経験でもあり,一部

では被災自治体のニーズに十分応えきれないこともあっ

た 2)とも検証されている.個人の災害対策本部のマネジメ

ント能力向上のためには,研修などによる知識のインプッ

トや,図上訓練による災害対応の擬似体験,または実災害

の対応経験が想定される.しかし,地方自治体では定期的

に人事異動が行われていることから,防災担当者として災

害救助法が適用される規模の災害対応を経験する可能性

は極めて低い.さらに,災害対策本部のマネジメントに関

するプロセスはガイドライン等でも示されていないため,

実災害の対応を検証することも難しい. 

今後の被災地支援の中心を担う支援員は 10 年以上の防

災担当経験を持ち,現場経験も豊富な災害対応熟達者から,

防災担当部署へ初めて配属された 1 年目の職員までが登

録されている.経験の浅い支援員などの外部支援者や,支

援を受ける被災自治体職員に標準的な災害対応プロセス

を示し,手探りによる災害対応からの脱却が必要である. 

 

(2) 先行研究 

自治体の災害対応のプロセスをテーマとして被災自治

体の災害対応の検証を基に,幾つかの研究が行われている.

沼田他3)が提唱する災害対応分類では,災害対応に関わる

自治体以外の担い手も含めた防災の全体像を,災害発生の

事前から事後までを対象としてプロセス化した.小松原4)

は罹災証明書集中発行業務を対象として詳細な業務プロ

セスを実行担当者のエスノグラフィーに基づき明確化し

ている.また,井上他5)は, 内閣府「地方都市等における地

震対応のガイドライン」6)における17分類の業務と整合

を取りながら沼田他3)が提唱する災害対応分類を整理し

直し,熊本地震の被災自治体職員の意見を反映させた上で

「県」「市町村」の実施主体別に業務の関連性を整理し

た災害対応フロー図を作成している.この様に先行研究で

は,被災地の対応や教訓を基に,災害対応における個別業

務の詳細なプロセスや,他機関との関連性が整理されてい

る.しかし,これらの先行研究では,多岐に渡る災害対応に

おいて,被災自治体の防災担当者や,支援員などの災害対

策本部の中枢を担う職員が,全ての業務の企画,進行に深
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く関与できないことを前提としていない.つまり,個々の

詳細な業務プロセスに着目をしているが,災害対策本部全

体のマネジメントを求められる被災自治体の防災担当者

や,支援員が活用するツールとしての目線では議論が十分

では無い.また,先行研究は主に個別業務の担当者からの

意見を基に整理されているが,災害対策の全体を俯瞰的に

捉え進捗管理を行う必要がある防災担当や支援員の行動

を想定されたものではない.以上のことから,本研究では

災害対応プロセスの傾向を分析するものである. 

 

(3) 研究目的 

南海トラフ地震や首都直下地震などの大規模災害が発

生した時には,多くの自治体で職員の不足が想定される. 

外部支援者や支援を受ける被災自治体職員の標準的な

災害対応プロセスが有れば,それを基に業務の進捗状況を 

評価することができる.そこで,災害発生時に被災自治体 

が必要な時期に的確な支援を要請するための評価尺度を 

開発するために,本研究では,まずは災害対策本部で実務 

者が執っている災害対応プロセスの傾向をその業務要素 

単位で明らかにする.  

 
２．研究手法 
(1) 災害対応プロセス分析モデル 
災害対応の現場でどの様な対応が行われているのかを

支援員に確認するために,災害対応における業務の流れを

整理する必要がある.災害派遣に関して専門スキームが確

立されている業務を検討の対象外とし,2019年時点での災

害マネジメント総括支援員等研修で学ぶ一般行政職が担

う12業務を対象として整理を行なった.対象とした業務は

「1.1 被害認定調査」,「1.2 罹災証明書」,「1.3 避難所

の設置・運営」,「1.4 福祉避難所の設置・運営」,「1.5 
応急仮設住宅の供与」,「1.6 炊き出しその他による食品

の給与」,「1.7 被服・寝具その他生活必需品の給与又は

貸与」,「1.8 住宅の応急修理」,「1.9 学用品の給与」,

「1.10 支援物資の輸送」,「1.11 災害廃棄物」,「1.12 災
害対策本部全体のマネジメント」である.整理の方法は,

タスクを階層化した一覧表であるWBS（Work Breakdown 
Structure）形式にとりまとめた.災害対策本部運営を最上

位のレベル1とし,レベル2を業務,レベル3を災害対応プロ

セスの（大要素）,レベル4を災害対応プロセスの（小要

素）として整理しており,レベル3とレベル4の項目は12種
類の業務全て共通とする.レベル3（大要素）は,浦川他7)

などの先行研究において有効性が指摘されている要素と,

著者らの一人が災害対策本部運営や被災地支援を通して

有効であることを経験してきた要素(1)から抽出している.

その要素を細分化してレベル4（小要素）とした. 

12種類の業務には,「1.7 被服・寝具その他生活必需品

の給与又は貸与」など,被災者に対して一度の現物支給を

行い完了する「業務の開始と完了が明確な業務」と, 

「1.3 避難所の設置・運営」など「運営管理や改善活動

に関する継続的な業務」が混同している.プロセスを比較

するために,「業務の開始と完了が明確な業務」と位置づ

けることを目的として12種類の業務に業務開始と業務完

了の「対象期間」を設定した.これらの結果から作成した

災害対応プロセス分析モデルを表1に示す.12業務に対し

てレベル4(小要素)は16個のプロセスで構成される. 

 
(2) 質問紙調査の概要 
災害対応プロセス分析モデルから実務者が執る災害対 

表1 災害対応プロセス分析モデル 

 
 

応プロセスの傾向を検討する.災害対応プロセス分析モデ

ルと災害対応の現場で実際に行われているプロセスとの

乖離を被災地支援の中心を担う支援員に対して調査を行

い検証する.なお,本稿で扱うデータは,支援員同士や支援

員と関係機関との緊密な連携を推進する観点から支援員

が登録されている都道府県及び市区町村,全国知事会,全

国市長会,全国町村会,指定都市市長会,消防庁,内閣府に

対し総務省自治行政局公務員部応援派遣室により情報提

供され共有されている「災害マネジメント支援員登録名

簿」および「災害マネジメント総括支援員登録名簿」に

2019年12月11日時点で登録されている342名を対象として

2020年1月24日から2月14日にかけて派遣窓口となる所属

を通じて電子メールによる質問紙調査を行い得られたも

のである(2).調査票の回収率は45.91%であった.支援員の

構成と回収状況を表2に示す. 

表2 支援員の構成と回収状況 

 
 

主な調査内容は,防災担当経験年数などの回答者属性と,

回答者が執る災害対応プロセスである. 

災害対応プロセスは,12種類の業務ごとに災害派遣で被

災地に派遣された場合に,自身が中心となって業務マネジ

メントに関する支援を行うことができるかを回答させた. 

選択肢は「概ねできると思う」,「少しできると思う」,

「まったくできないと思う」の三段階とした.その結果

「概ねできると思う」と回答した業務を対象として,業務

内容を理解している実務者のプロセスを確認するため,自

身が執るレベル4（小要素）のプロセスを1から順に付番

させた.実施しないプロセスは空白で回答させ,選択肢に

あてはまらないプロセスを行っている場合には自由記述

欄にプロセスを記載し付番させた.なお,調査票は業務ご

とにレベル4（小要素）を具体的な行動に置き換えている. 

 

３．実務者が執る災害対応プロセスの傾向の分析 
(1) 属性と業務マネジメントできる業務の傾向 
まず,質問紙調査の回答者の属性と業務の企画支援数を
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確認する.企画支援数とは,災害対応プロセス分析モデル

の12種類の業務のうち,災害時に自身が中心となって業務

マネジメントを「概ねできると思う」と回答した業務を

指す.企画支援数の属性別平均の分布を表3に示す.個人に

よって差はあるものの,回答の傾向として,防災担当経験

年数が短い職員より,長い職員の方が業務マネジメントを

実施できる業務が多くなっている.また,災害マネジメン

ト総括支援員（GADM）の方が,災害マネジメント支援

員より業務マネジメントを実施できる業務が多かった. 

表3 対象者の分布 

 
 

次に,業務マネジメントを「概ねできると思う」と回答

した業務の種類を確認する.支援員が総括支援チームで被

災地支援に入った場合に実施される「災害対策本部全体

のマネジメント(37.58%)」が最も多く,「避難所の設

置・運営(30.57%)」「被害認定調査(22.29%)」など,災

害対応の現場で実施される頻度の高い業務が続く.反対に

災害救助法に基づく救助であっても「応急仮設住宅の供

与(5.10%)」や「住宅の応急修理(7.01%)」を支援できる

支援員は限られていることが明らかとなった.なお, 1人
あたり12種類の業務に対して回答をさせ,回答者157名が

「概ねできると思う」を選択した業務割合は全体の

16.02%であった. 

これらから考察できることとして,現状の支援員は,

「①中心となって企画できる業務には偏りがある」,「②

中心となって業務マネジメントをできる業務は2〜3種類
程度である」,「③多くの業務では,業務マネジメントの

支援を行うために何らかの指示やサポートが必要である」

の3点が挙げられる. 

 

(2) 実務者の災害対応プロセスを構成する要素 
 157名から「概ねできると思う」の回答のあった302の
業務プロセスの内,重複番号の付番があった回答を除外し

た255の業務プロセスを有効回答とし整理を行った.災害

対応業務を実施するために,支援員はどのプロセスを選択

しているのかを,災害対応プロセス分析モデルにおけるレ

ベル4（小要素）単位で整理した結果を表4に示す.  

災害対応を行うために,人と防災未来センター8)は「推

測」の必要性を訴え,また,環境省9)は災害廃棄物処理の

業務フローに「推計」を入れ重要なプロセスであること

を説明している.著者らの一人は,平成29年台風第21号に

おいて,災害救助法と被災者生活再建支援法が適用された

自治体の防災担当職員として「推測」および「推計」が

災害対応の方針決定に重要な役割を担ったことを災害対

応記録10)を基に次のとおり指摘している.『市内の広域で

雨水排水が追いつかず内水氾濫による被害を受け,今後の

対応を検討するために被害の概数把握を優先的に行った.

状況が不明確な中で,被害地域のサンプル調査から「推計」

した被害棟数で現時点での規模感を共有した.この被害棟

数から今後必要となる業務を「推測」し,業務量や必要資

源の「推計」を行い対応を行ったことが迅速な対応に繋

がった.』このように実際の事例や過去の先行研究で重要

性が指摘される「推測」および「推計」のプロセス

を,85%以上の支援員が執っていることが確認された. 

一方,状況認識の統一のために重要であると考えられて

いた「地図化」のプロセスについては79.61%であった. 

「推測」,「推計」と比較すると若干プロセスの選択率は

落ちる.避難者対応を例として数の一覧表から地図化する

ことの有効性を坪井11)が指摘しているが,平時から行政で

は報告書などに一覧表で数値をまとめることが多いため,

非常時に素早く庁内外の関係者に情報を伝えることを目

的とした地図作成は慣れない仕事であることが原因と考

えられる. 

自由記述を除き最も選択率が低い項目が「情報収集

（過去資料）」であった.災害記録誌などの過去資料につ

いては,編集者や首長メッセージから関係機関の防災対策

に活かすことも考え編集されていることが多い.実際に災

害対応を行うにあたって,知識を持っていない業務の実施

方法や,災害時に使用した書類などについて過去の被災自

治体などに問い合わせを行うことが多々確認される.これ

は,業務を円滑に行うために実施方法の「ポイント」を確

認し,書類は過去に被災地で作成されたデータを流用する

ことで業務の効率化を図るためである.これらから過去資

料の活用は,非常に有効であると考えられるが,災害時に

活用するためには,平時から被災自治体の対応を注視して

おくことや,他の自治体とのネットワーク構築などが必要

と考える. 

表４ プロセス別選択率（n=255） 

 
 

(3) 実務者が執る災害対応プロセスの傾向 
レベル4（小要素）の中で,回答者が最初に選択した行

動を「手順1」とし,「手順1」から「手順17」までに選択

されたレベル4（小要素）の数を回答者の実施手順として

単純集計した.その結果を基に,回答者の実施手順ごとに

レベル4（小要素）をランキング化した結果を表5に示す.      

傾向として,災害対応プロセス分析モデルに近い実施順

位を支援員が選択していることが確認できる.災害対策を

行う上で特筆すべき特徴を以下のとおり確認することが

できた. 
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支援員は通報や確定値からその業務に関する全体像を

「推測」し,必要な資源を調達するために対象となる数を

「推計」した上で「災害対応計画作成」を行っている傾 

向がある.「災害対応計画作成」には必要な資源や期間, 

またその手順の検討が想定される.これにより,現状で判 

明している確定値だけで今後の対策を検討してしまう場

当たり的な対応を防ぐことができる. 

次に,「災害対応計画作成」の後に「資源確保（人）」,

「資源確保（物）」,「資源確保（スペース）」を選択し

ている傾向から,資源調達を意識していると考えられる.

自治体内外から資源を集めて,目標までに業務を遂行する

意識は,平時とのギャップから行政職員には持ちにくい.

平時から所属の外に対して協力を依頼することに慣れて

おらず,組織が大きいほど業務担当の範囲が明確な縦割り

組織となっていることが原因と考えられる.支援員は災害

対応において自治体内外の使える資源を,最大限有効に活

用しなければならない意識を持っている傾向を確認する

ことができた. 

これらから災害対応プロセスの傾向は「災害対応計画

作成」前後のプロセスによって,その後の業務遂行に影響

を及ぼすことを支援員は認識し,同じ傾向のプロセスを執

っていると考えられる.このことを裏付けるように,業務

別で災害対応プロセスを確認しても特異な傾向は少なく,

同じプロセスで実施している傾向がある. 

 
４．おわりに 
本研究では,今後の被災地支援の中心を担う支援員が災

害対策本部で業務を行う場合に執る災害対応プロセスの

傾向を明らかにした.今回明らかとなった傾向は,調査の

対象とした12業務では,業務の種類に依存しない共通の災

害対応プロセスを執る傾向が確認された.言い換えると,

業務で同じ傾向があるのであれば,被災自治体の個別業務

ごとの進捗状況の評価ができる可能性を示唆している.今

後の課題として,業務ごとの災害対応プロセスにおける前

後の関係などをより詳細に分析し,業務マネジメントを実

施するために重要となるプロセスを抽出したい.また,被

災自治体で執られている業務プロセスと,支援員が執って

いるプロセスを比較し,災害対応の「ポイント」となるプ

ロセスを抽出したい.これらを基に,被災自治体の業務進

捗状況を,被災自治体職員や支援者が評価し,必要な支援

を的確な時期に要請するための評価方法を検討したい. 
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補注 
(1) 著者らの一人が三重県伊勢市での平成29年台風第19号に対

する災害対策本部運営経験や,熊本地震,大阪府北部を震源

とする地震,平成30年7月豪雨での支援経験から,「グラフ

化」「情報収集（過去資料）」などの要素を抽出した. 

(2) 著者らの一人が「災害マネジメント支援員登録名簿」に災

害マネジメント支援員として登録されていることから名簿

を保有しており,著者が支援員として登録されている事を

調査票と併せて送付した趣意書に明記した上で調査を実施

した. 
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 A study of a prefecture-level preparing activity for a disaster volunteer among 2018-2020 
- a case report of the 2nd action plan for Tokyo disaster volunteer center - 
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   This paper focuses on the network disaster-preparing activities by volunteer sectors. In Tokyo prefecture area, Tokyo 
Metropolitan Government and Tokyo Volunteer Action Center (TVAC) signed an agreement for establishing disaster 
relief volunteer center (DRVC) in 2012. In municipality level, DRVC also will open, so that it is expected another and 
collaboration activities among municipality DRVC, NPO/NGOs and citizen relief activities. In this paper, recent 
activities in Tokyo was reported which contributed by various and fascinating NPO/NGOs. 
Key Words : disaster volunteer, social welfare council,citizen-based support,  NPO/NGOs 
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⅏ᐖ対ᛂ担ᙜ者にᚲ要とࡉれる⬟ຊྥୖを┠指しࡓ 

᪂つ図ୖ₇⩦とࡑのຠ果 定 
Development and Effect Measurement of New Table-top Exercise which 

aim to improve ability needed for Disaster Management Staffs 
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After reviewing data from the pre-post competency test, “table-top exercise of disaster management” conducted by 
DRI did not show the ability improvement of participants. Considering the issue, we set up study group with municipal 
government officials (who had experienced disaster management) to improve the exercise in 2018. However, the 
improved exercise still did not show expected ability improvement of participants. Therefore, we  redesigned the 
exercise with study group ongoingly in 2019. In this study, we tested the efficiency of newly designed exercise with 
the instrument named Disaster Response Competency Profile Indices. 

 
Keywords :Disaster Management Training Program, Making Process, Disaster Response Competency Profile 

Indices(DRCPI)   
  
1．はじめに 
(1) ◊✲の⫼ᬒと┠的 
筆者らが所属・あるいは関係を持つ「人と防災ᮍ来セン

ター」において実施している災害対策本部での対応ᆺ₇

⩦として実施する「図上₇⩦」の効果について検証した

結果,研修受ㅮによる能ຊ向上が見られないという課題が

先行研究において明らかになった 1). 

 そこで先行研究において課題として考えたཎ因を解決す

るべく，2018 年度においては新規の図上₇⩦を設計し，

実施した.しかし2018年度の図上₇⩦においても，研修受

ㅮによる能ຊ向上については，一部の能ຊを除いては向

上が見られない結果となった 2）. 

そこで再度，「図上₇⩦」で向上させたいとねらう能ຊ

を㘫える₇⩦となるように，再設計し実施を行った.2018
年度の段階から「人と防災ᮍ来センター」における研究

の一⎔として，研究者と自治体防災担当職員（実務者）

が議ㄽをしながら,図上₇⩦の在り方を検討する「図上₇

⩦研究会」を実施していたが，2019 年度においても，引

き続き研究会において設計の検討を✚み重ねた.本研究で

は「図上₇⩦研究会」で₇⩦開発にあたり検討された内

容・経⦋をㄝ明し,新しく開発された図上₇⩦において,

どのように効果が現れたのか 定を行う.  

 

2．図ୖ₇⩦開発の⤒⦋ 
(1) 図ୖ₇⩦の定⩏ 

災害対応に関する訓練・₇⩦については⛙（2008）が整 

理をしており3)，実技による技能向上や実ാを目的とし 

た「訓練」と，一定の状況想定の下での対応について関 

係者一同で検討したり，策定した計画やマࣗࢽアルの有 

効性をホ౯・検証することを目的とした「₇⩦」に分け 

られる．その中でも₇⩦には討ㄽᆺ図上₇（Discussion- 
based exercises）と対応ᆺ図上₇⩦（Operation-based  
exercises）の2 つがあるとされている．討ㄽᆺ図上₇⩦ 

の特ᚩとしては「ᴫᣓ的な状況付与を一ᣓして提供する」 

点と，「時間に᮰⦡されることなく༑分な検討を行う」 

点にあるとされる．一方で対応ᆺ図上₇⩦は，「₇⩦を 

総ᣓする「ࢥントローラー」と₇⩦を受ける「プレーࣖ 

ー」に分かれて実施され，実際の災害時とほとんど同じ 

様に，時間によって変化する災害状況に合わせて状況付 

与が行われ，時間的制⣙の中で情報のࣁンドリングとฎ 

理を行うものである，と定⩏されている.今回，開発す 

る₇⩦は「討ㄽᆺ図上₇⩦」と「対応ᆺ図上₇⩦」の要 

⣲を半分づつ組み合わせたࣁイブリッドᆺである． 

 

(2)ᚑ᮶の図ୖ₇⩦の概要 

まずは，図上₇⩦改定のきっかけとなった，従来の図上

₇⩦の内容についてㄝ明を行う.正式名称は「目ᶆ管理ᆺ

危機管理本部運営図上訓練」と呼び,ロールプレイング方

式の「対応ᆺ図上₇⩦」として実施していた 4). ₇⩦目

的は,受ㅮ生が「目ᶆ管理ᆺの災害対応」の理念にᇶづき,

災害対策本部の運営方ἲを取得できることである.そのた

めには災害対策本部における効率的な情報ฎ理手ἲを⩦

得することに加え,3 つの視点の重要性を認識することで

ある.3 つの視点とは ձ関係者全体で共通の状況認識を

持つ, ղ目ᶆを明確にした災害対応計画を構築する, ճᡓ

略的な広報を実施する,である. 

当初のねらいとしては,全体像を把握し,組織としての

目ᶆを明確にした災害対応計画を作成することに主║が

置かれていたが,時間が経つごとに開発者の意図が薄れた

形で図上₇⩦が実施されていった印象がある.災害対策本
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部におけるロールプレイングが主な時間を༨めるため，

「大㔞の状況付与に対応すること」や,ア࢘トプットとな

る「記者会見資料の作成」にὀຊが๐がれてしまい，本

来の目的である 3 つの視点の重要性についてしっかり学

ぶ機会が少なくなったものと思われる.  

 

(3) 2018年ᗘ実施の図ୖ₇⩦の概要とㄢ題  

2018 年度は過ཤの課題や教訓を踏まえて，従来の図上

₇⩦でᥖげられていた「目ᶆ管理ᆺ災害対応」を実務者

レ࣋ルにかみ○き，災害対応で高い業⦼をṧすエキスࣃ

ート達がどのような思考で災害対応を行っているのかを

なぞらえる₇⩦を設計した.この₇⩦ではձ断∦情報から

災害の全体像を想定できる，ղ過ཤの災害事例から時間

軸（災害フ࢙ーࢬ）による事態の予 ができる，ճ組織

内外の༠ຊを引き出す᰿ᣐ資料を作成できる，という 3 
つのねらいを決めて設計を行った. 

 ₇⩦のねらいが明確になった段階で，どのような₇⩦

手ἲが適切であるか議ㄽと整理を行った結果，一⯡的な

図上₇⩦で実施されるロールプレイング方式ではなく，

ケースメソッドタイプの対応ᆺ図上₇⩦を実施すること

となった.ケースメソッドとは，現実に起きた事例を教ᮦ

にして議ㄽを行いながら，問題の把握・分析から解決᱌

の立᱌や意思決定を行う₇⩦形式である. 

 このように 2018 年度に開発した図上₇⩦であったが，

効果 定を行った結果としては，向上させたかった指揮

支援の能ຊが上がらない結果となった.そこで引き続き，

2019 年度においても開発を行うこととなった.  

 

(4) 図ୖ₇⩦◊✲会の参ຍ࣓ンࣂーと日程 

2018 年度に引き続き実施された研究者と実務者による

「図上₇⩦研究会」では，人と防災ᮍ来センターで実施

する「災害対策専門研修」に受ㅮ生として参加した経験

がある自治体職員の༠ຊを得ることができた.参加した自

治体職員メンࣂーの特ᚩとしては，近年の災害対応を実

際に経験している職員や，危機管理部⨫において業務に

従事している職員に参加してもらった．結果として都道

ᗓ┴から 2 名,ᕷ町ᮧから 8 名の༠ຊを得ることができた.
人と防災ᮍ来センター所属の研究員は全員参加とし,筆者

も同研究会のメンࣂーの一員として参加をさせてもらっ

た.第 1回研究会は 2019年 8月 8日, 第 2回研究会は 2019
年 9月 10日, 第 3回研究会は 2019年 11月 13日～14日，

第 4 回研究会は 2020 年の 2 月 4 日の計 4 回実施した. 
 

(5) 2019年ᗘの図ୖ₇⩦開発の⤒⦋ 

 ᫖年度からの課題として，目ᶆ管理ᆺ災害対応を実㊶

するためには，災害対策本部にどのような機能が必要で，

防災担当は何を担うべきなのかということを整理する必

要があるという議ㄽになった.そこで第 2 回研究会におい

て「防災担当が実施すべき仕事整理」を࣡ークショップ

形式で意見出しを行った. 

 防災担当の仕事として，大きく 3 つの役割が整理され

た.まず 1 つ目が災害が発生した場合には「どのような災

害なのか」という全体像を見立てた上で，現状認識から

ᑗ来予 を行い，分析した全体像や「何を行っているの

か」を内部で共有する分析担当の役割がある.そして 2 つ

目が，各部局からの対応について確認したり，対応方

㔪・計画の調整とアドࣂイスを提供する計画担当の役割

がある.そして 3 つ目が，現状・対応を外部に発信する際

の報道対応のࢥントロールを行うというᩥ書・広報の役

割があると整理された. 

 防災担当の役割として整理されたものは，主に⡿国な

どで災害が発生した際に使用可能なᶆ準化された緊急時

⿦ලᑿ調整システ࣒であるインシデント・ࢥマンド・シ

ステ࣒（以下 Incident Command System の略称で ICS と表

記）の内容でもㄝ明ができる 5). ICS の解ㄝによると，

「プランࢽング・セクション（Planning Section）㸻計

画・௻画⌜は，そのインシデントと資※の状態について

情報を収集して，ホ౯し，情報を฼活用しつつ周知も行

う」役割であるとされる 5). 計画・௻画⌜の中でも，特

に防災担当職員に求められる能ຊとしては，状況係

（Situation Unit）の役割が，今回の議ㄽで整理された内

容と当てはまることが，研究会メンࣂーから提示された. 

 

(6) 2019年ᗘの図ୖ₇⩦の概要 

上記のような研究会での議ㄽを踏まえ,新しく開発した

₇⩦は「エキスࣃート特設₇⩦」という名称で，防災担

当の役割を理解し,行動できることをねらいとする₇⩦と

して設計された. 

₇⩦のねらいが明確になった段階で,どのような手ἲで

の実施が適切であるか議ㄽを行った.討ㄽᆺ₇⩦で知識や

事例を学んだ上で，それを組織体制で防災担当職員とし

て行動に移せるのかを，対応ᆺの図上₇⩦で実㊶させる

形式にすることとした.また対応ᆺであっても，考える時

間を確保するために状況付与は少なくするなど，従来の

図上₇⩦の課題を踏まえることとした.ල体的なプログラ

は以下（表࣒ 1）のとおりである. 

 

表 1 2019 年ᗘࣃࢫ࢚࢟ーࢺ≉設₇⩦ࣟࣉグ࣒ࣛ 

 

3．ホ౯ᑻᗘ 
本研究においては,先行研究で信頼性とጇ当性が実証さ

れている「災害対応ࢥンピテンシー・プロフ࢓イル検査

⣬ (Disaster Response Competency Profile Indices: DRCPI)」
（以下 DRCPI）を用いて₇⩦の効果 定を行うこととす

る 6）. DRCPI とは,過ཤの災害に対して,高業⦼をあげた

人ᮦを調査し,ᙼらに共通して観察される行動特性・性質

など,業務ごとの「災害対応ࢥンピテンシー(1)」(を割り

出し,それらを数㔞的に把握できるように開発された用ල

のことである(2). 

災害対応における高業⦼者の特性の㢮ᆺ化・構㐀化の

過程で大きく 3 つの特ᚩが見られる.1 つ目は実際に職務

㐙行の際に必要な事᱌ฎ理㡯目,2 つ目は情報分析・計画

立᱌・資※管理などの指揮支援㡯目,3 つ目は組織の意思

決定に関わる指揮調整㡯目に関するものである. DRCPIで
は事᱌ฎ理に関して 10 㡯目（表 2）, 指揮支援に関して

10㡯目（表 3）, 指揮・調整に関して 12㡯目（表 4）あり,
合計32㡯目のࢥンピテンシーᑻ度㡯目で構成されている. 

DRCPIの回答はライ࢝ートᑻ度で 定し,「割とよく当

てはまる」を5点,「どちらかと言えば当てはまる」を4点, 
「どちらとも言えない・分からない」を3点,「どちらか

�日┠ �日┠ �日┠

ࢫンࢲ࢖࢞
┠ᶆ⟶理ᆺ⅏ᐖ対ᛂ

ㅮ⩏・₇⩦
ィ⏬担ᙜ₇⩦

図ୖ₇⩦㸦後༙㸧
ᡓ␎的ᗈ報に࠿࠿るㅮ⩏

⅏ᐖ対ᛂ࡛ᇶ本となる
ᛮ考ࣟࣉセࢫ㸦┠ᶆ⟶理ᆺ

⅏ᐖ対ᛂ㸧を学ࡪ

ྛ部ᒁ࠿らฟ࡚ࡓࡁ
ಶูᴗົを実施ィ⏬᭩
の調整にࡘい࡚学ࡪ

組織体制࡛㜵⅏担ᙜとし࡚
行動࡛ࡁる࠿を確࠿めるࠋ
⅏ᐖ時の情報ᥦ౪方ࡓࡲ
法・報㐨対ᛂのㄢ題を学

ࠋࡪ

分析担ᙜ₇⩦
図ୖ₇⩦ㄝ明

図ୖ₇⩦㸦前༙㸧
図ୖ₇⩦・全体

の᣺り㏉り

全ᗇ࡛ྠじ方ྥをྥけるよ
うにࠊ見立࡚と᥎ィ

にࡘい࡚学ࡪ

組織体制࡛㜵⅏担ᙜ
とし࡚行動࡛ࡁる࠿を

確࠿める

⅏ᐖ対ᛂに࠿࠿わる
࣡ーࣉࢵࣙࢩࢡを行い

₇⩦࡛ᚓࡓ▱㆑を実㊶に
ά࠿す方法を考࠼る

AM

PM
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と言えば当てはまらない」を2点,「全く当てはまらない」

を1点として࢘࢝ントし,設問回答の合計得点を求める形

式である. 
表 2 ஦᱌ฎ理 ࢥンࢸࣆンࢩー 

 

表 3 指᥹ᨭ᥼ ࢥンࢸࣆンࢩー 

 
 

表 4 指᥹調整 ࢥンࢸࣆンࢩー 

 
 

4．◊✲┠的と◊✲方法 
(1) ◊✲┠的  
 本研究の目的は「新しく開発された₇⩦を受ㅮするこ

とで，災害対応ࢥンピテンシーᑻ度得点は上がるのか」

ということを検証する.また「対象者の属性によって，そ

の災害対応ࢥンピテンシーᑻ度得点の₇⩦前後での変化

に㐪いはあるのか」ということを検証する. 

 

(2)◊✲方法 ① 対象の₇⩦ࣟࣉグ࣒ࣛ 
今回の研究対象とする₇⩦は，人と防災ᮍ来センター

で開発された「災害対策専門研修・エキスࣃート特設₇

⩦」である. 

 

(3)◊✲方法 ②対象者  
「災害対策専門研修・エキスࣃート特設₇⩦」受ㅮ者に

15名に対して,₇⩦前と₇⩦後に DRCPIを実施した.また

今回は₇⩦を受ㅮしなかった 15 名の地方公共団体の防災

担当職員にも༠ຊをເり,同検査を実施した. 

対象者の属性として，所属機関はᕷ区町ᮧが 93.33㸣，

自治体以外（今回は社会⚟♴༠議会）が 6.67㸣であった.
役職は課長⣭が 6.67㸣，課長補బ⣭が 13.33㸣，係長⣭が

40.00㸣，一⯡職員⣭が 40.00㸣であった.職✀は行政事務

職が 53.33㸣，消防職が 46.67㸣であった.年齢は 30ṓ以下

が 6.67㸣，31～40 ṓが 40.00㸣，41～50 ṓは 46.67㸣，51
ṓ以上が 6.67㸣であった.防災業務経験年数は，経験年数

は半年～１年ᮍ‶が 26.67㸣，1 年～2 年ᮍ‶が 6.67㸣，2
年～3年ᮍ‶が 20.00㸣，3年～5年ᮍ‶が 26.67㸣，5年以

上が 20.00㸣であった. 
 

(4)◊✲方法 ③検ド方法  
今回は₇⩦を受ㅮしなかった者（統制⩌）にも༠ຊを依

頼し,₇⩦による効果があったのかどうかを ることを行

う.調査ではエキスࣃート₇⩦受ㅮ者を௓入⩌,₇⩦を受

ㅮしなかった者を統制⩌として設定した.エキスࣃート特

設₇⩦受ㅮ者（௓入⩌）と₇⩦を受ㅮしなかった者（統

制⩌）の災害対応ࢥンピテンシーᑻ度得点のẚ㍑により,

「₇⩦による」効果があったのかを検証する. 

エキスࣃート₇⩦受ㅮ者には,₇⩦初日と₇⩦最終日に

DRCPI の記入を依頼した.₇⩦を受ㅮしなかった者には,

㒑送による DRCPI の配布を行い,同じような状況下で調

査をするために,ある 1 週間の週の始め（月᭙日）と終わ

り（金᭙日）に DRCPI に記入をしてもらうように依頼し

た.㑅定᮲௳としては自治体防災担当職員であり,かつ過

ཤに DRI が実施する「図上₇⩦」を受けたことがない者

へ配布を依頼した. 

 

5．◊✲結果と考察 
(1) ཯᚟ 定分ᩓ分析の結果 
災害対応ࢥンピテンシーᑻ度得点と₇⩦受ㅮ前後の経

時変化がどのように関連するかを検討するため,཯᚟ 定

分散分析を行った.目的変数として各ࢥンピテンシーᑻ度

得点を,ㄝ明変数として time（受ㅮ前・受ㅮ後）,また

time×course（図上₇⩦受ㅮ者・ᮍ受ㅮ）の交互作用を分

析した結果を表 5 に示す. 

事᱌ฎ理においては F(1,28)=3.2 ,  p<.10 (p=.087), 指揮支

援においては F(1,28)=0.2, p=2.8 , 指揮調整においては

F(1,28)=0.6, p=.43 という結果になり，事᱌ฎ理において

のみ 10㸣水準以下で統計的に有意なഴ向ありと見られた.

つまり図上₇⩦受ㅮ前後で受ㅮ生はᮍ受ㅮ生にẚべて，

事᱌ฎ理能ຊにおいて統計的に意࿡のあるῶ少が確認さ

れる結果となった. 

 

表  ࡓーᚓ点を┠的ኚᩘとしࢩンࢸࣆンࢥྛ 5

཯᚟ 定分析の結果㸦⿕㦂者内対ẚの検定結果㸧 

 

(2) ಶேูኚ化のグࣛࣇ結果 
なࡐ事᱌ฎ理において図上₇⩦の受ㅮ者に統計的に意

࿡のあるῶ少が見られるのかについて␲問を持ち，個人

別でどのような特性を持つ受ㅮ生に変化があったのかを

調べた.事᱌ฎ理能ຊの個人別変化について，図上₇⩦受

ㅮ者で一⯡職は直線（㟷），図上₇⩦受ㅮ者で消防職は

Ἴ線（㉥），ᮍ受ㅮ性は点線（⅊色）で表示した. 

この図 1 を見ると，図上₇⩦受ㅮ者の中でも₇⩦前後

で上᪼しているグループとῶ少しているグループが見ら

れる.特ᚩ的であったのは，一⯡行政職ではῶ少している

ST01 ≧ἣに対し࡚᝿ീຊをാ࠶ࠊࡏ࠿らࡺる༴㝤を᝿定する

ST02 ேࡸ㌴の確ಖな࡝時間࠿࠿ࡀりࡑうなࡇとをඛにᡭ配する

ST03 相ᡭのཷけྲྀり方を考࡚࠼情報をὶす

ST04 ༴ᶵ時に㣕び஺うⰍࠎな情報を整理・㞟⣙する

ST05 ༴ᶵ時の≧ἣにྜわࡑࠊࡏのᒁ㠃࡛㔜要な情報をᣠいฟす

ST06 ᑓ㛛の▱㆑࠶ࡀりࠊᑓ㛛⏝ㄒࡀ分࠿る

ST07 ␗なࡓࡗ立ሙのேにࠊ≧ἣを分࠿りࡸすࡃㄝ明する

ST08 役所内に㝈らࠊࡎヒࣀࣔࡸࢺな࡝౑࠼る㈨※を౑いࡇなす

ST09 ≧ἣを෭㟼にุ᩿するవ⿱࠶ࡀる

ST10 ᚲ要とุ᩿すれࠊࡤ全体の指᥹調整をするリーࢲーにព見ල⏦する

IC01 組織とし࡚の指♧を᪩ࡃฟす

IC02 ⌧ሙ全体の動ࡸࡁ኱ᒁをᢕᥱする

IC03 組織全体をࡲとめ࡚動࠿す

IC04 ⌧ሙを⤫制し࡚᭱ࠊ㧗指᥹者とし࡚動ࡃ

IC05 ⥭ᛴ時に≀஦をุ᩿する㝿ࠊⴠࡕ╔いุ࡚᩿する

IC06 とゝうࡓࡏ௵の部分はࡇ

IC07 体ຊ・⢭⚄㠃ࡀᙉい

IC08 ኌࡀ኱ࡁい

IC09 前ྥ࠶࡛ࡁる

IC10 ே員にࡘい࡚配៖・Ẽ㐵いをする

IC11 組織⮬㌟をኚ࠼るຊ࠶ࡀる

IC12 ௚組織ࡸ௚部ᒁと࡛ࢩࢧ஺΅する

OP01 ά動するࡶないሙྜ࡛ࡀ♧指ࠊࡃるの࡛はなࡸけをࡔとࡇࡓらゝわれ࠿ୖ

OP02 ά動時には要所要所࡛≧ἣ報࿌する

OP03 ௒置࠿れࡓ≧ἣ࡛ࠕఱࡁ࡛ࡀるࠖ࠿を⮬分ุ࡛᩿する

OP04 組織全体のྥ࡚ࡗ࠿いる方ྥࡀわ࠿る

OP05 組織全体の方㔪にྜわࠊ࡚ࡏ⮬分のࢳー࣒はఱࡁ࡛ࡀるุ᩿࠿する

OP06 る࠼という⌧ሙの要点をኌをฟし࡚伝ࠖࡔいるの࡚ࡁ㉳ࡀとࡇういうࡇࠊ௒ࠕ

OP07 いࡶ࡛ࡘ職ሙにฟ࡚᮶られるᚰ࡙ࡶり࡛いる

OP08 ௙஦እ࡛ࡶ職ሙの௰間内࡛㐟࡛ࢇいる

OP09 れのᢏ㔞をᢕᥱし࡚いるࡒれࡑーࣂの࣓ン࣒ーࢳ

OP10 担ᙜのᴗົ௨እのࡇとにࡘい࡚ྖୖࠊࡶに㐍ゝする

ᚑᒓኚᩘ ࢫーࢯ タࣉ࢖�,,,�ᖹ方和 ⮬⏤ᗘ ᖹᆒᖹ方 )�್ ᭷ព確⋡

஦᱌ฎ理

time 96.3 1 96.3 4.2 0.050

time * course 72.6 1 72.6 3.2 0.087

ㄗᕪ��WLPH� 644.1 28 23.0

指᥹ᨭ᥼

time 0.1 1 0.1 0.0 0.952

time * course 52.3 1 52.3 2.8 0.103

ㄗᕪ��WLPH� 515.7 28 18.4

指᥹調整

time 29.4 1 29.4 0.8 0.385

time * course 24.1 1 24.1 0.6 0.431

ㄗᕪ��WLPH� 1057.5 28 37.8
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者も見られるがᴫね上᪼ഴ向にある.一方で消防職ではῶ

少ഴ向が見られた.この事から，受ㅮ生を一⯡行政職と消

防職の 2 グループに分けて，ᮍ受ㅮ生とのẚ㍑を行うこ

とを考えた. 

図 1 ஦᱌ฎ理⬟ຊにおけるಶேูኚ化 

 

(3) ཯᚟ 定分ᩓ分析の結果２ 
目的変数として各ࢥンピテンシーᑻ度得点を,ㄝ明変数

としてtime（受ㅮ前・受ㅮ後）,またtime×course（図上₇

⩦受ㅮ者一⯡行政職・図上₇⩦受ㅮ者消防職・ᮍ受ㅮ）

の交互作用を分析した結果を表6 にあらわした. 

事᱌ฎ理においてはF(1,27)=2.1 ,   p=.014, 指揮支援にお

いてはF(1,27)=1.6 , p=0.2 , 指揮調整においてはF(1,27)=3.3,  
p<.10(p=.054)という結果になり，指揮調整においてのみ

10㸣水準以下で統計的に有意なഴ向ありと見られた.つま

り図上₇⩦受ㅮ者の一⯡行政職と消防職をẚべると，一

⯡行政職に統計的に意࿡のある上᪼が確認される結果と

なった. 

 

表  ࡓーᚓ点を┠的ኚᩘとしࢩンࢸࣆンࢥྛ 6

཯᚟ 定分析の結果㸦⿕㦂者内対ẚの検定結果㸧 

 

(4) 考察 

 2018 年度の図上₇⩦においては，₇⩦受ㅮ者とᮍ受ㅮ

者の 2 グループにおいてẚ㍑した結果，望ましい能ຊ向

上は見られないという結果を発表した.しかし今年度の

「エキスࣃート特設₇⩦」においては, ₇⩦受ㅮ生の中

でも₇⩦前後でࢥンピテンシー得点が上᪼する一⯡行政

職グループと，ῶ少する消防職グループがあることが確

認でき，結果については再検討を行う必要をឤじた. 
今後の課題としては，なࡐ一⯡行政職では上᪼ഴ向が

ある一方で，消防職ではῶ少ഴ向があるのかのཎ因につ

いて明確にすることである. 
またねらいとする指揮支援の能ຊが上᪼しなかったこ

とは，᰿本的に₇⩦のねらいを⩦得させるための₇⩦内

での仕掛けが඘分ではなかったことも考えられる. 
 

6．おわりに  
本稿において研究目的である, 「新しく開発された₇

⩦を受ㅮすることで，災害対応ࢥンピテンシーᑻ度得点

は上がるのか」ということについては，,全ての能ຊで上

がることは確認できず，事᱌ฎ理能ຊのࢥンピテンシー

ᑻ度得点において統計的に意࿡のあるῶ少ഴ向が見られ

たことが確認された. 

また「対象者の属性によって，その災害対応ࢥンピテ

ンシーᑻ度得点の₇⩦前後での変化に㐪いがあるのか」

ということについては，₇⩦受ㅮ生の中でも一⯡行政職

と消防職で㐪いがあり，一⯡行政職に統計的に意࿡のあ

る上᪼が確認された. 

 

ㅰ㎡ 
「図上₇⩦研究会」において༠ຊを㡬いた人と防災ᮍ来センタ

ー事業部，そして研究部と研究員のみなさま,自治体職員のみな

さま（㫽取┴木山正一氏,三重┴ᓊ江❳ᙪ氏,㣤⏣ᕷ後藤Ṋᚿ氏,

ఀໃᕷ藤ཎᏹஅ氏,いなべᕷ大月ᾈ㟹氏,大東ᕷ山元῟氏,Ⲉ木ᕷ

ส込⿱氏,Ⲉ木ᕷⓑ木ᝆ平氏,吹⏣ᕷ有ྜྷᜤ子氏,吹⏣ᕷᰘ㔝ᑗ行

氏）に,この場を೉りて御♩⏦し上げる. 

本研究はᩥ部科学省科学研究㈝ຓ成事業（ᇶ┙研究（A）「イ

ンクルーシブ防災学の構築と体系的実⿦」（研究代表者㸸立木

ⱱ㞝）の研究成果である. 

 

補注 

ード大学の㸰人の心ࣂーࣁという言ⴥは「ンピテンシーࢥ」(1)

理学者により提ၐされたᴫ念であり,「高業⦼を上げる人に特ᚩ

的に見られる行動・考え方」と定⩏されている. 

(2) DRCPI の開発経⦋・用ලのጇ当性については Tatsuki（2008）
6)により開発されており, DRCPI が研修・訓練の効果を数㔞的に

ホ౯可能であることを実証し,確立されたホ౯手ἲとなっている. 
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ᚑᒓኚᩘ ࢫーࢯ タࣉ࢖�,,,�ᖹ方和 ⮬⏤ᗘ ᖹᆒᖹ方 )�್ ᭷ព確⋡

஦᱌ฎ理

time 150.4 1 150.4 6.5 0.017

time * course 94.8 2 47.4 2.1 0.147

ㄗᕪ��WLPH� 622.0 27 23.0

指᥹ᨭ᥼

time 4.8 1 4.8 0.3 0.616

time * course 59.6 2 29.8 1.6 0.224

ㄗᕪ��WLPH� 508.3 27 18.8

指᥹調整

time 56.2 1 56.2 1.7 0.198

time * course 210.7 2 105.4 3.3 0.054

ㄗᕪ��WLPH� 870.9 27 32.3
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大規模災害時のプッシュ型支援の品目に関する提案 
：要配慮者のエネルギー摂取の観点から 

Proposal to expland relief supplies in terms of mainting energy for vulnerable people 
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   In the case of push-type releif suppleis in the event of a large-scale earthquake, the Japanese government plans to 
send the defined eight items within 4 to 7 days after the earthquake. These items are selected from the viewpoint of 
protecting lives, but there are some people who need consideration that cannot secure energy with the current items. In 
this thesis, we propose who they are and what they need, and also a formula to calculate the quantities. 
 
Keywords : vulnerable people, relief supplies, learge-scale earthquake 

 
１．概要 

 大規模災害において、政府は「発災当初は、被災地方

自治体において正確な情報把握に時間を要すること、民

間供給能力が低下すること等から、被災地方自治体のみ

では、必要な物資量を迅㏿に調達することは困難」と想

定し、「避難所避難者への支援を中心に必要不可欠と見

込まれる物資を調達し」緊急輸送をするプッシュ型支援

を計画している 1。 

 首都直下型地震および南海トラフ地震では、食料、毛

布、粉／液体ミルク、乳児／小児用おむつ、大人用おむ

つ、携帯／簡易トイレ、トイレットペーパー、生理用品

の８品目が指定品目（以下、指定８品目）となっている 2。 

本調査では、指定８品目では必要最低限のエネルギー

（カロリー）摂取が不足する対象を明らかにするととも

に、必要品目と算出方法を提案する。 

 
２. エネルギー（カロリー）摂取が不足する要配慮

者が存在 

 プッシュ型支援は発災後 4-7 日の応急対応期に被災者

に必要不可欠となる品目が対象となっている一方、指定

８品目ではエネルギー摂取さえも困難な被災者が存在し、

命の危険が伴う可能性がある。 

 具体的には、通常の食料ではエネルギー摂取が困難と

なる、アレルギー保持者や嚥下困難者、乳児、腎疾患者

が挙げられる。 
東日本大震災時のある自治体では、3 割の避難所で通

常の食事では対応できない避難者がいたことが明らかに

なっている 3。特に、乳児及び高齢者の割合が高く、いず

れも回答者の 2 割程度を占めており、ついで食物アレル

ギーが挙げられた（図１）。また、同じく東日本大震災

時の調査より、口腔保健の問題が散見され、その中でも

「飲み込めない」・「噛めない」が全体の 55%を占めた

ことが明らかになっている（図２）4。 

 
図 1 通常の食事では対応できないと回答した 

施設数／避難者数 3 

 

 
図２ 災害時の食事上の問題 4 

 
また、0 歳児に対しては指定８品目にてミルクが想定

されている一方、6 ヶ月以降の乳児は、ミルクで摂取で

きるエネルギーと必要なエネルギーに乖離がでるため、

その乖離を埋めるための補完食として離乳食が必要であ

る 5。 
また、基礎疾患・慢性疾患は避難生活において悪化し 

やすいことが多くの研究から既に明らかとなっており、 
図１のその他としても報告されていた。糖尿病、高血圧、

腎不全等の疾患のうち、糖尿病や高血圧については通常

の食料であっても食べ方の工夫によりエネルギーの摂取

が可能であるが、腎疾患者については、通常食によるた

んぱく質、カリウム、塩分の過剰摂取が命の危険に繋が
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りかねない。なおかつ、成人の８分の１にあたる人口が

慢性腎臓病患者とされており 6、プッシュ型支援の考慮が

必要な一定数が存在すると考える。 
 
３. 追加検討すべき品目と数量の算出方法 

 以上より、大規模災害を想定したプッシュ型支援にお

いては、追加検討すべき対象者は嚥下困難者、アレルギ

ー保持者、乳児、腎疾患者であると考える。具体的な品

目および必要数量の算出式を表１にて例示する。いずれ

の算出方法においても小数点以下は繰り上げとする。 
 

表１ 追加検討すべき品目つと数量の算出方法 

対象者 品目 算出方法（1 日あたり） 

嚥下困難

者 

介護食品（スマイ

ルケア食 0） 

避難者数×4%×18%× 

40%×3 食 

食物アレ

ルギー保

持者 

アレルゲンフリー

食品・成人用 
避難者数×2%×3食 

アレルゲンフリー

食品 1-2歳児用 
避難者数×2%×8%×3 食 

アレルギー対応ミ

ルク 
避難者数×1%×8%×140g 

乳児 離乳食 7-8 ヶ月用 

（アレルゲンフリ

ー） 

避難者数×1%×50%×3 食    

腎疾患者 低たんぱく食品 避難数×83%×13%×3 食 

 
食物アレルギー保持者に対しては、アレルギー特定原

材料不使用の食品が必要である 7。成人用に加え、農林水

産省が物資支援時の通常食でベビーフード対応と想定し

ている 1-2 歳児用 8および乳児用ミルクが考えられる。 
算出方法としては、まず食物アレルギー保持者の割合

は成人が 1~2%9、0 歳児が 7.7%10、1 歳児が 9.2%10、2 歳

児が 6.5%10とされていることから、成人は 2%、0 歳児は

8%、1-2 歳児は中間値より 8%と設定する。なお、成人向

けについては通常食品と同様に避難者数全体を対象とす

るが、0 歳児、1-2 歳児については人口割合がそれぞれ

0.7%、1.5%であることから 11、それぞれ避難者数×1%、

避難者数×2%で設定する。 
 嚥下困難者に対しては、飲み込むことに問題がある方

にも対応できるよう、最も性状が軟らかいスマイルケア

食 0 に準ずるものが望ましい 12。 

算出方法としてはまず、各年齢人口における要介護の

割合は、65～74 歳が 2.9％、75 歳以上が 23.5％となって

おり 13、またそれぞれの人口割合は 13.9%と 13.8%である
11。加えて、要介護者における摂食障害の割合は 18%であ

り、そのうちの 40%が要介護高齢者であることから 14、対

象者は避難者数×（13.9％×2.9%＋13.8%×23.5%）×18%

×40%となり、避難者数×4％×18%×40%とする。 

 乳児の品目としては 7-8 か月向けの乳児食のみとし、

7-8 か月未満については同様のものをすりつぶすことで

対応し、9-11 か月についても配分の煩雑さを避けるため

同様のもので対応することを想定する。 

算出方法としては、0歳児のうち月齢 0-5か月について

はミルクでエネルギーの摂取が可能であるため、対象を

6-11 か月とする。従い、避難者数×0 歳児人口×50%とな

り、避難者数×1%×50%とする。 

なお、乳児食に関するアレルギー検査は離乳食が始ま

る月齢 6 か月以降、症状が出た場合に受けることが一般

的であり 15、アレルギーの有無が明らかとなっていない

ことが想定されることから、すべての乳児食を特定原材

料不使用とすることが望ましい。仮に分類する場合には、

ミルクと同様に 8%として設定することが考えられる。 

 最後に腎疾患者については、たんぱく質、塩分、カリ

ウムの過剰摂取を控える必要があることから 16、低たん

ぱく食品が必要である。対象としては 20 歳以上人口の 8
分の 1 にあたる人口が慢性腎臓病患者が考えられる 6。成

人人口の割合は 82.8%である 10 ことから、対象者は避難

者数×83%×13%と設定することができる。 

４. おわりに 

 本研究では プッシュ型支援を対象として， 被災者の命

を守るために，要配慮者のエネルギー摂取に必要な物資

品目の追加を提案した。ただし，被災者の命を守るため

には他にも必要性の高い品目が存在すると考えられる。

筆者らは引き続き、関係省庁や自治体等へのヒアリング

を重ね、活用可能な形での政府のプッシュ型支援におけ

る意思決定を支援システムの開発を進めたいと考える。 
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防災啓発を目的とした時空間GISの開発と実践 
-1959年伊勢湾台風を題材とした企画展示への適用- 
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   We have developed spatiotemporal GIS which can manage multi-layered information such as superseded maps, 
hazard maps, urban planning maps, and disaster archives. In 2019, this is the 60th anniversary year after Isewan 
typhoon (1959) that caused severe damage to Central Japan, we held a special exhibition about Isewan typhoon at 
“Gensaikan” (a disaster mitigation research building with open museum and library) in Nagoya University. We used 
the spatiotemporal GIS on the exhibition to check its effect. In this paper, we evaluate the effect of the spatiotemporal 
GIS for disaster prevention education by exploiting questionnaire to visitors and by system log analysis. 
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１．はじめに 
 地理空間情報システム（以下，GIS）において，空間
的な広がりに加えて時間軸での広がりを導入したものを

時空間 GIS と表現することが多い．ISO 等での厳密な定
義はなされていないが，時空間 GIS のシステムの多くは，
内包するデータ（フィーチャ，またはレイヤ）の属性に

時間情報を含み，そのような時間情報に基づいた地図表

示の制御を可能としている．本稿で述べる時空間 GIS も，
この例に含まれるものである． 
防災分野では 1995年の阪神・淡路大震災以降に災害対

応 GIS の活用が盛んとなったが，近年では学習・啓発ツ
ールとしての利用が注目されている．例として，地理総

合の必修化と GIS活用の明示（2022年度・新学習指導要
領）や，阪神・淡路大震災 25 年 災害デジタルアーカイ
ブ（神戸市）などがある．このような背景には，災害記

録のデジタルアーカイブ化が進んだことに加え，情報技

術の進歩により一般人にとって GIS 利用の敷居が低くな
ったことが挙げられる． 
防災啓発における時空間 GIS の有効性は，次の二点に

あると考えられる．第一に，個々のエピソードやデータ

を同一空間上に展開することで，それらを相対的あるい

は俯瞰的に捉えることが可能となる点である．第二に，

時間軸を変化させることで過去と現在，あるいは未来を

相対的に捉えることが可能となる点である．これらによ

り，時空間 GIS は単なる「過去の一事例」を時間的・空
間的に「今の私たち」へと結び付け，防災対策に関する

人々の意識を向上させうる．他方，時空間 GIS 構築の難
点は，個々の情報に適切な精度の位置情報と時間情報を

与えるにあたり，大きなコストがかかることである． 
筆者らは独自に時空間 GIS を開発 1)し，愛知県内を中

心に利活用を進めてきた（以下，単に時空間 GIS と表記
するときはこれを指す）．その有効性は各所で認められ，

名古屋市をはじめとする 4 つの自治体で防災啓発に活用

されている．本稿では防災学習施設における企画展示に

この時空間 GIS を適用し，二つの視点から結果を分析す
ることで，時空間 GIS の有効性評価を試みる．一つは来
場者へのアンケートを通じて，企画展示そのものの評価

を行うものである．もう一つは，時空間 GIS のログを分
析することで，その利用動向を評価するものである．企

画展示への時空間 GIS の導入前と後を比較することによ
り，時空間 GISがもたらした影響を把握する． 
 
２．時空間GISの概要 
(1) 画面構成と基本機能 
 図 1 に，時空間 GIS の基本画面を示す．地図は左右二
画面で表示され，両者は常に同じ中心座標・縮尺となる

よう連動している．左右の画面でそれぞれ異なるレイヤ

を表示することができ，図 1 中では左に伊勢湾台風から
の二週間後の空中写真，右は地理院タイル（標準地図）

を表示している．これら二つの表示は左右分割だけでな

く、透過率を変えて重畳させることも可能である．地図

中心座標における属性情報として，ハザード情報（震度，

液状化，津波浸水等の被害想定）や，土地条件（標高値，

微地形区分等），統計情報（高齢化率等）が中央上部の

属性エリアに文字情報で表示される。この表示は中心座

標が変更されるたびに自動更新される． 
 地図上には災害アーカイブ情報がアイコン表示されて

おり，アイコンをクリックすると図 2 のような詳細画面
が表示される．図 2 は伊勢湾台風の被害写真であり，1
地点に対して複数枚の画像とコメント文が表示可能であ

る．アーカイブはカテゴリ分けされており，伊勢湾台風

写真の他，1891年濃尾地震，1944年昭和東南海地震など
のデータを搭載している． 
 その他，利用者補助の機能として，住所検索機能やチ

ュートリアルビデオを搭載している．これらは起動時の

トップメニューから選択できる． 
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図 1 時空間 GISの基本画面 

 

 
図 2 アーカイブ写真の表示例 

 
(2) 搭載データ 
時空間 GIS に搭載されている主なレイヤを表 1 に示す．

このうち，基盤図に含まれる「明治以降の旧版地形図」

は，国土地理院から旧版地形図の謄本を取り寄せ，筆者

らがデジタイズ・幾何補正を行ったものである．また，

後述する第 28回企画展示のために新規追加したレイヤと
して，伊勢湾台風から二週間後の，被災状況が確認でき

る空中写真がある．これは，日本地図センターが米国国

立図書館での調査を通じて収集したものの一部であり，

企画展示に際し同センターの全面的な協力を得て，幾何

補正済みのデジタルデータを貸与されたものである 2)． 
 

表 1 時空間 GISに搭載されているレイヤ 

 
 
(3) システム構成 
時空間 GISのソフトウェアは Unity3Dの SDKを用いて

開発している．Unity3Dは 3Dコンテンツを中心にエンタ
ーテインメント分野における SDKとして現在主流の一つ
であり，マルチプラットフォームに対応した実行ファイ

ルが生成できることが開発上の利点である．本稿の時空

間 GIS は WindowsOS 上で動作するネイティブアプリと

してコンパイルされているが，他 OS 向けアプリや Web
アプリとしてコンパイルすることも可能である．時空間

GIS ソフトウェアそのものは，レイヤの選択・表示機能
に特化しており，レイヤデータは外部サーバを参照して

いる．対応するデータ形式は地理院タイル形式，または

WMS 形式であり，これらに対応した GIS レイヤ配信サ
ーバと接続してレイヤデータを逐次取得する（図 3）．
現状は国土地理院サーバ，および名古屋大学の WMS サ
ーバと接続されているが，設定により追加が可能である．  
 

 
図 3 時空間 GISのシステム構成（外部サーバ連携） 

 
３．企画展示の概要 
(1) 全体構成 
 名古屋大学減災館は，名古屋大学東山キャンパスに位

置する 4 階建ての建物であり，1 階 2 階が防災啓発のた
めに展示公開されている．毎週火曜～土曜の一般公開の

他，講演会や啓発イベント等を通じて，年間 1 万人程度
の来館者がある．同館では定期的に企画展示を実施して

おり，以下では 2019年 9月 25日から 2020年 1月 17日
にかけて実施した「第 28 回企画展・伊勢湾台風から 60
年」の概要について述べる． 
 減災館の 2 階は防災関連書籍や名古屋市周辺市町村に
ゆかりのある災害 1 次資料の展示・保管を行っているラ
イブラリであり，企画展示のメイン会場でもある．図 4
に企画展示におけるパネル展示の様子を示す．パネル作

成は筆者らを含む，名古屋大学の教員が主体となって行

った．また，ライブラリの一角には時空間 GIS が（企画
展以前から）常設展示されており，70 インチの大型タッ
チパネルディスプレイで自由に利用することができる． 
 

 
図 4 パネル展示の様子（減災館 2階ライブラリ） 

 

これに対し，1階は学習模型や振動台，地震の揺れの
体験装置などが並ぶギャラリーである．通常の企画展示

では 1階に大がかりな展示を追加しないが，第 28回では
次の 2点を設置した．まず，前述の伊勢湾台風空中写真
について，特に被害の大きかった名古屋港から濃尾平野

の干拓地を中心に大判（6m×3m）印刷したものを設置
した（図 5右）．安全性と天井から吊り下げるために軽
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量さを重視し，ターポリン生地に印刷したものを塩ビ管

のフレームに取り付けている．次に，時空間 GISをタブ
レット端末にインストールし，画面をプロジェクタスク

リーンに投影して，多人数で表示を共有できるようにし

た（図 5左奥）． 
 

 
図 5 大判空中写真（右）と時空間 GISの投影（左奥） 

（減災館 1階ギャラリー） 

 
(2) 時空間 GISの位置づけ 
時空間 GIS は企画展示において同時に二カ所（1 階ギ

ャラリーにてプロジェクタ投影／2 階ライブラリにて 70
インチタッチパネルで常設）で展示したことになる．そ

の意図は次の通りである．まず，1 階のプロジェクタ投
影は展示コーナーの入り口付近であり，企画展示を訪れ

た来館者にインパクトを与えるとともに，その他の展示

への期待を高めることを狙いとしている．ここでは表 1
に示したレイヤの切り替え機能をあえて省いており，地

理院タイル（標準地図）と伊勢湾台風空中写真のみを閲

覧するに留めた．これは，詳細について 2 階ライブラリ
の展示を参照して欲しいことと，見学動線上，この位置

に人が滞留することが望ましくないためである．これに

対して 2階の 70インチタッチパネルでは，すべてのレイ
ヤ，全ての災害アーカイブを閲覧可能としつつ，長時間

利用しても他の来館者の迷惑になりにくいレイアウトに

した．さらに，図 4 のパネル展示とも近接させ，それぞ
れの展示を相互に参照できるようにした． 
さらに，他の展示物との関係性について述べる．図 5

の大判印刷空中写真は展示の大きさと写真の精細さによ

る迫力があり，情報の密度でいえば企画展示の中で随一

である．他方，サイズが大きすぎて天井付近などは目視

しづらい事，見たい地点（住所）がどこにあるのかを探

すのが難しい事など，必ずしも単体での使い勝手は良く

ない．時空間 GIS は，この点を大幅に補うことができる．
また，パネル展示は次章で述べるような，一つ一つのデ

ータやそこから読み取れる知見について詳細に解説がな

されている．ただし紙面の都合上，掲載されている地図

は被災地域全域を広域で示すか，あるいは特徴的な地域

をクローズアップして示すかのいずれかに留まり，任意

地点の様子を詳細に見ることはできない．この点でも，

自由に縮尺とレイヤを組み合わせることのできる時空間

GIS が補完的な役割を果たす．このように，時空間 GIS
は独立した展示物ではなく，企画展示全体をパッケージ

化する一つのキーコンテンツとして位置づけられる． 
 
４．企画展示を通じた伊勢湾台風教訓の伝達 
(1) 空間情報を用いた被害要因の提示 
 図 6 は伊勢湾台風によって生じた湛水の，名古屋市内
における継続日数である．最も被害の大きかった南区お

よび港区では湛水が 1 ヵ月以上，特に南陽町付近では 2
か月に及んでいる．これには，当該地域の地形ならびに

土地の成り立ちが大きく影響している．図 7 の 5m メッ
シュ標高図と対比すると，長期湛水エリアの多くは海抜

ゼロメートル地帯（凡例：濃青）であることが分かる．

図 6において 20日以上湛水しているエリアは 1600年代
以降，干拓によって徐々に広げられてきた土地であり，

現在の国道 1 号線よりも海沿いに該当する．他方，名古
屋港沿岸部の埋め立て地（凡例：明るい水色）の標高は

3-5m あり，湛水期間はわずか 1 日である．さらに，図 7
中央上部の熱田台地（凡例：緑）は湛水していないこと

もわかる．このように，地形改変の歴史と現在の地形か

ら，被害の大小を理解することができる． 
 

 
図 6 伊勢湾台風による名古屋市内の湛水日数 

 

 
図 7 濃尾平野の 5mメッシュ標高 

 
(2) 行政による被害記録と空間情報の突合 
名古屋市内における伊勢湾台風による死亡者の実に約

97％が港区および南区に集中しており，特に港区白水学
区では 20人に 1人の死亡率であった．その理由の一つは，
貯木場からの木材の流出であるとされている 3)．当時は

名古屋市の主要産業の一つに木工加工業が挙げられ，市

内の工場の約 1割が木材加工に携わっていたとされる．
それだけに，工場地帯の貯木場には常時多数の木材が保

管されていた．この木材は 1本の重さが数トンに及び，
ひとたび流出すれば木造家屋を全壊させるのに十分な威

力を有したとされている．名古屋港周辺で最大面積の貯

木場が 8号地（港区船見町）であり，二番目が加福（南
区笠寺町）であった．他方，この 2つでは木材の流出割
合が異なったとの記録があり，8号地貯木場は約 8割が
流出したのに対し，加福貯木場は約 2割にとどまったと
される 4)．こうして，8号地貯木場から流れ出た大量の木
材が直撃したのが，前述の白水学区である．このことを

裏付ける空中写真が図 8，図 9である．被災 2週間後の
実際の状況として，8号地貯木場の木材の大半が流出し
ているのに対し，加福貯木場では多くの木材が残留して
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いたことが分かる．このように，記述的な資料と空間情

報が整合することで，被害要因やそこから得られる教訓

についての強い説得力が生まれてくる． 
 

 
図 8 被災 2週間後の加福貯木場（名古屋市南区） 

 

 
図 9 被災 2週間後の 8号地貯木場（名古屋市港区） 

 
５．企画展示を通じた時空間GISの評価 
(1) 他の企画展示との相互比較を通じた評価 
これまで述べた第 28回企画展示と，それ以前の企画展

示を比較し，時空間 GISの効果について考察する． 
 表 2は，第 26回から第 28回までの企画展示について，
期間中の来館者数およびアンケート結果をそれぞれまと

めたものである．第 28回については，期間を前半と後半
に分け，後半から「1 階ギャラリーへの時空間 GIS 設置
（プロジェクタ投影），1 階ギャラリーへの大判印刷空
中写真設置，2 階ギャラリーの時空間 GIS（70 インチタ
ッチパネル）への伊勢湾台風空中写真レイヤ追加」の 3
点を実施した．したがって，期間前半は写真 4 に示すパ
ネル展示が主体であったことになる．表 2からは，第 28
回の後半について，開館 1 日当たりの来館者数が前半よ
りも大きく増加（57.8人/日→89.5人/日）していることが
分かる．これは，第 26 回，第 27 回と比べても大きな値
である．ただし来館者の増減には季節性があり，第 28回
の後半は新聞記事にて紹介されたことも影響していると

考えられる．そこで，来館者アンケートの結果を企画展

示ごとに集計した．アンケートでは，減災館の見学全体

を通じた満足度を「大変満足，やや満足，どちらでもな

い，やや不満，大変不満」の 5 段階で尋ねている．アン
ケート有効回答数のうち，「大変満足」と答えた割合を

見ると，やはり第 28回の前半から後半にかけて，満足感
が向上（16.0%→30.5%）していることが読み取れる．以
上より，第 28回企画展示の後半にかけて導入した時空間
GIS を中心とした追加展示は，来館者数の増加，ならび
に満足感の向上に一定の効果があったと考えられる． 
 

表 2 企画展示期間中の来館者数とアンケート結果 

 
 
(2) 時空間 GISの利用ログに基づく評価 
 時空間 GIS では利用の実績をシステムログとして残す
ことができる．第 28回企画展示においては，利用 5分ご
とに「表示中の中心緯度経度とレイヤ」を記録した．ま

た，図 2 に示した災害アーカイブ写真の閲覧数も都度記
録した．これらの結果を表 3に示す．期間 Aと期間 Bは
それぞれ，第 28回企画展示の前半と後半に相当し，期間
Cは同企画展示終了後の 2020年 1月 21日から 2月 22日
に該当し，この期間は企画展示を行っていない．また，

表 3 におけるレイヤの分類は，表 1 に準ずる．ログは 2
階ライブラリの時空間 GISのものを用いている． 
 表 3からは，期間 Bの総レコード数が期間 Aに比べて
2 倍程度増加していることが分かる．これは，第 28 回企
画展示後半において時空間 GIS の利用が増加したことを
示している．内訳として，期間 B で新たに追加した企画
展示レイヤ（伊勢湾台風空中写真）に加え，ハザードマ

ップレイヤの閲覧数も増加している．さらに，災害アー

カイブ写真の閲覧数も 4倍程度増加している． 
 

表 3 時空間 GISの利用ログ集計結果 

 
 
６．おわりに 
 本稿では，開発した時空間 GIS の有効性を，特別企画
展示への適用を通じて評価した． 
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 The purpose of this paper is to reveal the effect of social capital as the outcome of community empowerment to 
community safety and security. This survey is conducted every two years in Kyoto city, and the data for three times 
have already been collected. The sample of the survey was the chairman of the residents' association, and the analysis 
was conducted for each former school district, which is the community size of Kyoto city.  Panel analysis was 
performed using panel data obtained by overlaying data for three years.  From the result, the effort of community 
empowerment by actual residents makes community more safety and secure and livable. 
 
Key Words : social capital, street crime, community, panel data analysis 
 

 

１．はじめに 
(1) 問題⫼ᬒ 
近年，少子高齢化が加速度的に進む日本において，

様々な役割が地域ࢥミࣗࢽティに求められている．民

生・ඣ❺委員を中心にした子どもや高齢者の見Ᏺりなど

の地域⚟♴に加え，火災や地震，様々な災害に対するそ

なえと対応を担うために消防団や自主防災組織の活動が

勧められている．これらの活動は確かにかつてはࢥミࣗ

ティが主体的に行ってきた活動であった．しかし，後ࢽ

述するような様々なṔྐ的な流れによって，現在の地域

ティにはこれらの地域を安全・安心にする活動ࢽミࣗࢥ

を⢭ຊ的に行うことが非ᖖに難しい状況となっている．

このような現状の日本において，地域ࢥミࣗࢽティの安

全・安心の向上に求められるのは，リスクࢥミࣗࢽケー

ションにもとづいたより効果的な地域活動による，㈇担

の㍍ῶである． 
第஧次ୡ⏺大ᡓの後，日本に来た GHQ は行政の下ㄳ

けとして㌷事政ᶒに加担した組織として，町内会・自治

会を解散させた．࣒ࢲࢶ࣏ᐉ言の後，町内会・自治会が

再結成されたが，以前ほどᙉく行政と結びつくことはな

かった 1)． 
� いったん行政に集⣙された，地域の⥔持に係る様々な

業務は，近年の地方公共団体の⑂ᘢにより，地域ࢥミࣗ

ティに㈇担をᡠす方向に動いている．地方公共団体にࢽ

所属する公務員の数はࣂブルᔂቯ以降一定してῶ少して

おり 2），同程度の経済状況の他国とẚ㍑して，日本にお

ける地方公務員の数は非ᖖに少ない 3）．それを受ける地

域ࢥミࣗࢽティ側も少子高齢化などの社会的要因を受け，

活動に必要な体ຊが低下しており，地域と行政間で様々

な㈇担のᢲし付け合いが行われている地域もある．例え

ば，行政内では別の部局が担当している防災と防≢の取

り組みについて，受けてとなる地域組織は町内会・自治

会の各組織や⌜になるが，役員が高齢化し数も少ない現

在の町内会・自治会では結局同じ人が担当している場合

が見受けられる． 
� 上記のような状況下で，災害や≢⨥など様々な危機的

事象に対して対応を進めるには，より効果的かつ効率の

Ⰻい地域活動が求められる．そのために，地域の自治組

織としての本来の目的，互㓘性，互ᜨ性に立ち返り，地

域内の互㓘性を高めることで地域の持つຊを活性化し，

災害も≢⨥もを含む様々な危機的事象に対するᢚ止ຊ，

対応ຊを高め，より住みやすいまちづくりを住民自㌟の

手で確立していく方ἲを見つける必要がある． 
 
(2) ඛ行◊✲ 
� ソーシャルキャピタルが地域の安全・安心に与えるᙳ

㡪については，これまでに様々な国や地域で研究が行わ

れてきた．マクロ統計データを用いて実証的に研究を行

ったのは Putnam である．Putnam は殺人統計とソーシャ

ルキャピタル㔞を用いて，アメリ࢝の各ᕞでソーシャル

キャピタルが高いᕞでは，殺人が少ないことを述べた 4）．

Sampson ほかはシࢦ࢝において，団結や集合体での活動

効果に対する期待が高いほど≢⨥や無作ἲな振る⯙いが

少ないと言及し，このຊを集合効ຊ性と呼んでいる 5）．

Kawachi ほかは，ネット࣡ークによってⱝ者の地位や自

ᑛ心を向上させることで，ᭀຊ≢⨥が低ῶするとしてい

る 6）． 
� 日本でも 2002 年に内㛶ᗓが全国レ࣋ルで調査を行った

のを⓶切りに，▼⏣による JGSS を用いた分析によるソ

ーシャルキャピタルの✀㢮の㐪いによる≢⨥予防へのᙳ

㡪に関する研究や 7），Takagi ほかによる東京都荒川区に

おけるソーシャルキャピタルと≢⨥に関する✵間ࢲービ
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ンࣔデルを用いた研究，立木 8, 9）やᯇ川・立木 10, 11）によ

る⚄戸ᕷ内自治会・管理組合ᇶ♏調査データを用いた研

究などが行われてきた． 
 
(3) ┠的とព⩏ 
� そこで本研究の目的は，互㓘性・互ᜨ性を る指ᶆと

してソーシャルキャピタルに着目し，地域ຊをソーシャ

ルキャピタルと置き᥮えて，ソーシャルキャピタルを高

める方ἲとその効果について，実証的に検討を行う．ࣃ

ネル分析により，住民自㌟のດຊがどれほどの効果で地

域の安全・安心を高める効果があるのかを明らかにする．

これにより町内会・自治会や他の組織と連携し，より効

果的・効率的に地域の安全・安心を向上する方ἲを提᱌

することが期待できる． 
 
２．方法 
(1) 対象と調査概要 
「京都ᕷ自治会・町内会アンケート調査」は 2014 年か

ら㝸年で実施されている調査である．京都ᕷ役所地域自

治᥎進室が主体となり，本調査で得られたデータを，地

域まちづくりの取り組みに㑏元する目的で実施している．

京都ᕷの地域ࢥミࣗࢽティの༢位は，合ే前の学区であ

る元学区༢位で成り立っている．この元学区は現在の通

学区の⣙半分程度の面✚が主で，」数の自治会・町内会

が集まって元学区༢位で連合町内会を形成している．本

調査では，自治会．町内会の会長を対象に調査を行った．

本研究では本調査 3 回分のデータを用いて分析を行った．

それぞれの配布数，回収数，回収率は，第 1 回（2014
年）配布数 6,524 ௳，回収数 3,025 ௳（回収率），第 2 回

（2016 年）配布数 6,580 ௳，回収数 2,926 ௳（回収率），

第 3 回（2018 年）配布数 6,477 ௳，回収数 3,342 ௳（回

収率）であった．  
 

(2) ᑻᗘ㡯┠ 
� 2007 年から断続的に行われてきた⚄戸ᕷの地域組織の

調査研究によって，地域ຊ（ソーシャルキャピタル）を

高めるには 1)地域活動に多様な住民・地域内外の多様な

組織の参加をಁすこと（多様な住民参加），2)⚍りやイ

ントの活࣋ントなどをうまく฼用していること（イ࣋

用），3)組織の役員の引き継ぎなど組織運営の自ᚊ性が

確保されていること（自ᚊຊ確保），4)地域の持つ࢘リ

になるࣔࣀ・ヒト・ࢥトについて把握し発信しようとし

ていること（興࿡・ឡ着のႏ起），5)あいさつを✚ᴟ的

に行っていること（あいさつのບ行）の 5 つの要⣲が重

要であることが明らかになっている．今回行われた調査

では，これら 5 つの要⣲，地域ຊ（ソーシャルキャピタ

ル），地域ຊ（ソーシャルキャピタル）にᙳ㡪を受ける

ものとして地域の⛛ᗎの乱れを示す無作ἲ性と子育てୡ

帯や高齢者のᬽらしやすさを設問としている．本調査で

も全く同じ質問㡯目を用い，ẚ㍑調査が可能なデータと

している． 
� 各設問の回答は， 5 段階のホ౯から回答を㑅ᢥするラ

イ࢝ートᑻ度となっている，そのためヱ当する設問の回

答を用いて主成分分析もしくは因子分析を行い，その結

果得られた得点をもって各変数を数㔞化した． 
� また，客観的な安全・安心指ᶆとして，京都ᗓ警察本

部より 2014 年から 2018 年までの街頭≢⨥ 11 ✀の元学区

༢位での発生௳数データをいただき，分析に用いた． 
 

(3) 分析方法 
� 本研究では，地域住民による地域活動（5 つの要⣲）

がソーシャルキャピタルに与える効果，そしてソーシャ

ルキャピタルが地域の安全・安心に与える効果を明らか

にするために，ࣃネル分析を用いた．ࣃネル分析とは，

」数時点のデータをᶓぐしにし，各時点での個体別デー

タが追㊧可能なデータセット（ࣃネルデータ）を用いて

分析を行う，因果᥎ㄽの手ἲの一つである．ࣃネルデー

タをࣃネル分析によって分析することで，個人の」数時

点でのẚ㍑から，観察されない␗質性が統制され，より

正確な因果᥎ㄽが可能になる． 
� ネル分析を行うには，3ࣃ  ✀㢮のࣔデルによる分析を

行いその結果をẚ㍑する必要がある．ࣃネル・データ全

体を一ᣓ（プーリング）して，通ᖖの最小஧஌ἲによる

回帰分析を行うことを，プーリング回帰ࣔデルと呼ぶ．

このࣔデルは，全てのケースにおいて定数㡯とഴきが同

じであるという制⣙のもと分析を行うものである．その

ため R2 ್は必↛的に高くなる．しかしこのࣔデルの前

提である全てのケースにおいて定数㡯とഴきが同じとい

うことが実際に起こる可能性は非ᖖに低い．この前提に

したがって分析すると，分析の結果得られた᥎定㔞に，

各ケース特有の効果が統制されず含まれたままの᥎定㔞

が⟬出される．つまりプーリング回帰ࣔデルによる᥎定

㔞の信頼性は，R2 ್ではホ౯できないのである． 
� プーリング回帰ࣔデルでは統制できない各ケース特有

の効果，いわゆるᅛ定効果を統制する方ἲが，ᅛ定効果

ࣔデルである．ᅛ定効果ࣔデルでは，ࣔデルのഴきは同

じだが定数㡯は各ケースで␗なるという制⣙を課す．ල

体的には，ᅛ定効果を統制するために各ケースをࢲミー

変数としてࣔデルにᢞ入し，このࢲミー変数にᅛ定効果

を吸収させる分析ࣔデルである．ල体的には，各ケース

のすべての変数についての時間平ᆒをつくり，それをそ

れぞれの重回帰ࣔデルから引くことでᅛ定効果を除ཤす

る．全時間を通じて変動のないᅛ定効果 A の時間平ᆒは

（Ai+Ai）/2=Ai となるため，重回帰ࣔデルから時間平ᆒ

重回帰ࣔデルを引くことで，ᅛ定効果を除ཤすることが

できる． 
� ᅛ定効果ࣔデルを数式を用いてㄝ明すると，次のとお

りである．従属変数を Y，ㄝ明変数を X，ᅛ定効果を A，

誤ᕪ㡯を U（i はケース数，k はㄝ明変数の数，t は調査

時点の数）とした場合，ᅛ定効果 A を含む重回帰ࣔデル

は， 
 

Y_it=ȕ_0+ȕ_1 X_1i+Օ +ȕ_k X_kit+A_i+U_it� � � � ձ 
 
となり，時間平ᆒの重回帰ࣔデルは， 

 
Y ࡄ_i=ȕ_0+ȕ_1 X 1_ࡄi+Օ +ȕ_k X ࡄ_ki+A_i+U ࡄ_i� � � � ղ 

 
となる．重回帰ࣔデルձ式から時間平ᆒ重回帰ࣔデルղ

式を引くと， 
 
(Y_it-Y ࡄ_i )=ȕ_1 (X_1i-X 1_ࡄi )+Օ +ȕ_k (X_kit-X ࡄ_ki )+(U_it+U ࡄ_i )� ճ 

 
となり，ᅛ定効果 A を除ཤされる 15)． 
個体レ࣋ルの効果を除ཤするᙉຊなࣔデルであるᅛ定効

果ࣔデルだが，ケースすべてをࢲミー変数としてᢞ入す

ることで自⏤度が小さくなり，誤ᕪが大きくなってしま

うという欠点がある． 
その解決策として，ᅛ定効果が正規分布に従っている
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と௬定して分析を行う，変㔞効果ࣔデルがある．このࣔ

デルでは，ࣔデルのഴきも定数㡯も，各ケースによって

ラであるとして分析する．ᅛ定効果ࣔデルと変㔞ࣂラࣂ

効果ࣔデルの㐪いは，各ケースの特ᚩが持つᅛ定効果

（時間を通じて変動しない効果）がほかのㄝ明変数と相

関している（ᅛ定効果ࣔデル）か，相関していない（変

㔞効果ࣔデル）かである．ල体的には，ᅛ定効果を誤ᕪ

㡯に含めて᥎定を行う．そのため，変㔞効果ࣔデルでは

ᅛ定効果ࣔデルでは除ཤ可能だったᅛ定効果が除ཤされ

ずに，ㄝ明変数の効果として᥎定されてしまうという欠

点がある． しかし，変㔞効果ࣔデルはᅛ定効果が正規分

布に従っていると௬定して分析を行うため，もっとも分

散の小さい᥎定㔞を⟬出できる．つまり，もし後述する

検定を₯りᢤけて変㔞効果ࣔデルが㑅ᢥされた場合，そ

の᥎定㔞はもっとも効率性の高い，┿の್との誤ᕪがも

っとも少ない᥎定㔞となる． 
これら 3 つのࣔデルで分析を行い，その結果について

検定を用いてẚ㍑することで，より適切なࣔデルと᥎定

㔞を判別する．まずプーリング回帰ࣔデルとほか 2 つの

ࣔデルについてẚ㍑する場合，F 検定を用いる．制⣙が

無効という帰無௬ㄝがᲠ༷されれば，ᅛ定効果ࣔデルも

しくは変㔞効果ࣔデルのほうがより適切なࣔデルといえ

る．次にᅛ定効果ࣔデルと変㔞効果ࣔデルのどちらが適

切かを見ᴟめるには，Hausman 検定を用いる．ᅛ定効果

がㄝ明変数と無相関であるという帰無௬ㄝを立て，それ

をȮ2 ஌検定するものである．௬ㄝがᲠ༷されれば，ᅛ

定効果ࣔデルのほうがより適切なࣔデルといえる．

Hausman 検定による統計㔞は，変数の数の自⏤度のȮ2
分布に従う． 
 
３．結果と考察�
本研究で行った分析結果をే記したものが，表 1 であ

る．本研究のࣔデルでは，従属変数が」数Ꮡ在するため，

その数だけ分析を行った．本研究における従属変数は，

地域の安全・安心を示す街頭≢⨥認知௳数（人口 100 人

༢位での発生率），≢⨥不安ឤ，子育てしやすさと高齢

者のすみやすさの 4 つである． 

まずどのࣔデルが᥇用されたのかであるが，ᅛ定効果

ࣔデルの᥎定結果の下に示される F 検定の結果をみる．

すると，ᅛ定効果ࢲミーの係数がすべてࢮロであるとい

う௬ㄝが正しいかどうかの確率が示されている．次にᅛ

定効果ࣔデルと変㔞効果ࣔデルについてであるが，これ

は Hausman 検定の結果を見る必要がある．Hausman 検定

は，ᅛ定効果ࣔデルより変㔞効果ࣔデルの方が正しいと

いう௬ㄝに対する検定であり，ㄝ明変数の数を自⏤度と

するȮ2 検定である．ᅛ定効果は変㔞効果であるという

帰無௬ㄝについて，5%水準でᲠ༷できる場合は，ᅛ定効

果ࣔデルが正しいとの判断になる．以上の結果，指示さ

れたࣔデルを⥙掛けにしている．本研究の結果では，≢

⨥不安ឤを従属変数にした分析のみ変㔞効果が㑅ᢥされ，

それ以外ではᅛ定効果が㑅ᢥされた． 
 

(1) ⾤㢌≢⨥実⦼をᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 街頭≢⨥については人口 100 人༢位での認知௳数を従

属変数としたࣔデルで分析を行った．結果，無作ἲ性の

増加と組織の自ᚊຊの増加は，≢⨥実⦼を増加させる効

果があること，あいさつのບ行は㏫に≢⨥実⦼を低下さ

せる効果があることが示された．無作ἲ性の増加が≢⨥

認知௳数を増加させる効果を持つこと，あいさつのບ行

が≢⨥認知௳数をῶ少させることは理ㄽ的に見てもっと

もらしい結果である．㏫に組織の自ᚊຊが高い地域で≢

⨥実⦼が増加していることは，考察の余地がある．組織

の自ᚊຊが高いところとは，地域の課題をᡃがこととし

てとらえ，課題解決のためにᑾຊしている地域である．

行政からの自立意識が高く，自分たちのຊで地域をよく

しようと考えて活動している地域である．そういった地

域はどちらかというと，㑹外のᪧᮧⴠのような地域で，

活発に動ける高齢者が多い地域といえる．そういった地

域は᫇ながらの⣽い㊰地が多く，街頭≢⨥を行いやすい

⎔ቃであると᥎察される． 
 
(2) ≢⨥୙Ᏻឤをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� ≢⨥不安ឤを従属変数としたࣔデルでは，変㔞効果ࣔ

デルが㑅ᢥされた．無作ἲ性の増加は≢⨥不安ឤを増加

表 �� �分析結果ࣝࢿࣃ
ᚑᒓ変ᩘ

䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞 䝥ーリン䜾 ᅛ定 変㔞

VARIABLES per100 per100 per100 fearcrime fearcrime fearcrime child child child old old old

⮬἞会加ධ⋡ 0.348 0.334 0.292 0.246 0.777 0.317 ‐1.159** 1.049 ‐0.113 0.589 ‐0.0413 0.439
(0.515) (0.326) (0.320) (0.535) (0.835) (0.558) (0.545) (0.650) (0.543) (0.402) (0.580) (0.419)

↓స法性 0.137*** 0.0555*** 0.0687*** 0.297*** 0.348*** 0.306*** 0.0538* 0.107*** 0.0875*** ‐0.0368* ‐0.0146 ‐0.0366*
(0.0259) (0.0144) (0.0143) (0.0269) (0.0369) (0.0273) (0.0274) (0.0287) (0.0253) (0.0203) (0.0256) (0.0203)

‐0.0715*** 0.00355 ‐0.00515 0.0600** 0.0912*** 0.0653*** 0.228*** 0.208*** 0.208*** 0.152*** 0.147*** 0.149***
(0.0226) (0.0118) (0.0118) (0.0234) (0.0303) (0.0236) (0.0239) (0.0235) (0.0214) (0.0176) (0.0210) (0.0175)

多様なఫẸཧ加 0.117*** ‐0.0271 ‐0.0116 ‐0.136*** ‐0.125** ‐0.136*** 0.0895** 0.157*** 0.125*** ‐0.00524 0.0404 0.00194
(0.0407) (0.0197) (0.0199) (0.0422) (0.0505) (0.0418) (0.0430) (0.0393) (0.0369) (0.0318) (0.0351) (0.0309)

䜲䝧ント活用 ‐0.0834 0.0428 0.0307 ‐0.0264 ‐0.0522 ‐0.0242 0.236*** 0.110* 0.177*** 0.278*** 0.0354 0.216***
(0.0533) (0.0290) (0.0290) (0.0554) (0.0743) (0.0564) (0.0564) (0.0578) (0.0521) (0.0417) (0.0516) (0.0421)

組⧊の⮬ᚊຊ 0.130 0.101** 0.101** 0.0244 ‐0.00740 0.0201 ‐0.158* 0.0178 ‐0.0301 0.0507 0.221*** 0.117*
(0.0828) (0.0421) (0.0422) (0.0860) (0.108) (0.0862) (0.0876) (0.0837) (0.0776) (0.0647) (0.0748) (0.0640)

興࿡䞉ឡ着 0.0522 ‐0.0237 ‐0.00813 0.0401 0.148* 0.0471 ‐0.152*** ‐0.0374 ‐0.123** ‐0.0168 0.0302 ‐0.0117
(0.0506) (0.0333) (0.0323) (0.0526) (0.0852) (0.0547) (0.0536) (0.0663) (0.0536) (0.0396) (0.0592) (0.0411)

䛒い䛥䛴のບ行 ‐0.121** ‐0.0605** ‐0.0734** ‐0.0282 ‐0.119 ‐0.0361 0.237*** ‐0.0439 0.0932* 0.302*** 0.145*** 0.261***
(0.0581) (0.0295) (0.0295) (0.0604) (0.0756) (0.0600) (0.0615) (0.0588) (0.0538) (0.0454) (0.0525) (0.0445)

Constant 0.284 ‐0.321 ‐0.199 7.399*** 6.243*** 7.147*** 2.123** 2.176** 2.271*** 2.842*** 5.667*** 3.618***
(0.894) (0.465) (0.475) (0.929) (1.190) (0.930) (0.946) (0.926) (0.843) (0.698) (0.827) (0.690)

Observations 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638 638
R‐squared 0.113 0.071 0.189 0.197 0.330 0.375 0.526 0.356
Number of id 220 220 220 220 220 220 220 220
Standard errors in parentheses
*** p<0.01, ** p<0.05, * p<0.1

子⫱てし䜔す䛥 高㱋⪅すみ䜔す䛥≢⨥୙Ᏻឤ⾤㢌≢⨥ㄆ▱௳ᩘ㼜㼑㼞㻝㻜㻜人

Hausmanの⤖ᯝp=.3150

䝋ーシ䝱ル
䜻䝱䝢タル

�
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させる効果があること，ソーシャルキャピタルの増加は

少しだが≢⨥不安ឤを増加させる効果があること，多様

な住民参加の増加は≢⨥不安ឤをῶ少させることが分か

った．ソーシャルキャピタルによる効果と多様な住民参

加による効果は，これまでの先行研究とは㏫の効果を示

している．この点について一つ考えられることとしては，

分析に使用している≢⨥データに㐪いがある点である．

先行研究に挙げた研究では，放火，ࡦったくり，✵きᕢ，

車上荒らしのデータを用いていた．本研究では街頭≢⨥

11 ✀を用いているが，その中でもっとも認知௳数が多い

のは自㌿車┐である．これはᕷ内人口の 1 割が大学生と

いう京都ᕷの特ᚩゆえである．自㌿車┐の特ᚩとして，

自動車┐や車上荒らしにẚべると，被害届を出さないഴ

向があることが分かっている．このことから，ソーシャ

ルキャピタルが高い地域や地域活動に多様な住民をᕳき

込んでいる地域は，普段であれば被害届を出さずに≢⨥

化されない行Ⅽに対しても対応するഴ向があり，またそ

のことが他の住民にも共有化されるため，≢⨥不安ឤが

高まるのではないかと᥎察される． 
 
(3) Ꮚ⫱࡚しࡸすࡉをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 子育てしやすさを従属変数としたࣔデルを見ると，無

作ἲ性，ソーシャルキャピタル，多様な住民参加，イ࣋

ントの活用の増加が子育てしやすさを向上させているこ

とが分かった．無作ἲ性が増加している地域は端的に言

えば治安がⰋくないഴ向にある地域であり，それはᶆ的

が多く฼౽性が高い地域であるといえる．またそういっ

た地域は地౯が安くなるഴ向があるため，子育てୡ帯が

住みやすい地域になると考えられる．また，高齢者で༨

められている地域組織とは㐪う年代ᒙである子育てୡ帯

が地域に関わる機会を増やそうというດຊが，多様な住

民参加やイ࣋ントの活用の増加によって表されており，

それが子育てୡ帯がすみやすくឤじるという⫯定的な結

果をもたらしていると᥎察される． 
 
(4) 㧗㱋者すࡸࡳすࡉをᚑᒓኚᩘとしࣝࢹࣔࡓ 
� 最後に高齢者すみやすさを従属変数としたࣔデルをみ

るとソーシャルキャピタルと組織の自ᚊຊ，あいさつの

ບ行の増加が高齢者すみやすさを高めていることが確認

された．地域組織の自ᚊຊが高くあいさつがよく行われ

ている᫇ながらの地域では，ソーシャルキャピタルが継

続的に㔊成されており，高齢者すみやすさが向上すると

いうことが，計㔞的に明らかにされたといえる． 
 
 
４．おわりに 
� 住民組織である町内会・自治会࣋ースや他の分析༢位

の調査研究と同じく，ࡩれまち༠の調査分析でも地域ຊ

としてのソーシャルキャピタルは地域活動をより活発に

行うことで高められ，≢⨥を含む様々な地域の危機的事

象を低下させることにより，住民がᬽらしやすいとឤじ

る地域にすることが可能であることが分かった．≢⨥の

✀別や地域特性など，よりヲしい分析を行うことで，よ

りල体的な施策，取り組みにⴠとし込める分析を今後は

行っていきたい． 
 
ㅰ㎡ 
� 本研究はJSPS科研㈝ 16K17246「地域の安全・安心を

めざした共通プラットフ࢛ー࣒の開発」，17H00851「イ

ンクルーシブ防災学の構築と体系的実⿦」，およびᩥ部

科学省「リスクࢥミࣗࢽケーションのࣔデル形成事業」

のຓ成を受けたものですࠋ 
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